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第１章： 本研究の目的・意義及び本論の構成 
1.1 問題提起 
日本の刑事司法手続きにおいて、司法通訳翻訳人は必要不可欠な存在となってきて
いる（なお、「司法通訳翻訳人」という長い表現の多発を避けるため、以下では「通
訳人」と略すことがあるが、その「通訳人」による業務には翻訳作業も含まれること
を理解されたい）。なぜならば、日本語を全く、ないしは十分に解しない被疑者、被
告人（以下、被疑者・被告人とする）、受刑者等が対象者となった場合、警察、検察
庁、裁判所、刑務所等の刑事司法機関にとっては、それらの対象者とのコミュニケー
ションが通訳人なしには成立しないからである。 
日本語を解しない被疑者・被告人も、通訳人がいなければ、自己の主張を伝達する
ことはできず、公正な手続きを保障することができなくなる。司法機関は通訳翻訳サ
ービス提供の必要性を理解しており、被疑者・被告人が「ある程度」の日本語能力を
持ったとしても、その人の人権を確保するため、ほぼ例外なく「念のため」通訳人を
付ける。 
重要なのは通訳翻訳サービスを提供するのみならず、被疑者・被告人がどの言語の
サービスを受けるかも手続きの妥当性にとっては決定的である。日本の刑事司法手続
きにおいては、多くの国や地域を出身とする、様々な言語的かつ文化的なバックグラ
ウンドを持つ人々がその対象者となっている。それらの人々が話す第一言語（いわゆ
る「母語」）を担当できる通訳人の確保が困難な場合、それ以外の通訳言語に頼らざ
るを得なくなるのが現状である。例えば、英国や米国などの旧植民地出身者の場合、
英語の通訳人が付く可能性が高い。なぜならば、それらの旧植民地では、英語は今日
でも公用語となっており、それらの国や地域において重要な役割を担う場合が多いか
らだ。 
しかし、英語を公用語とする国や地域を出身とする者であっても、必ずしも十分な
英語運用能力を持つとは限らない。したがって、それらの被疑者・被告人は、刑事司
法手続きの言語である日本語も十分に解しないし、そのギャップを埋めるはずの通訳
言語となる英語の運用能力も低い可能性がある。にも関わらず、英語が言語的に様々
なバックグラウンドを持つ被疑者・被告人の通訳言語となり、コミュニケーションを
円滑にするのではなく、むしろ、それらの手続きに対して、不十分な理解の原因にな
りかねない恐れもある。ただ、このような現状は、法曹三者（裁判所、検察官、弁護
人）を含む刑事手続き関係者に必ずしも十分に認識及び理解されておらず、司法通訳
翻訳において英語に頼ることは、当然に考えられがちだと主張できる。また、被疑
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者・被告人とのコミュニケーションにおける諸問題は、通訳人に委ねらる一方、その
立場は比較的に脆弱だとも言えよう。 
本研究では、多様な言語的文化的バックグラウンドを持った被疑者・被告人であっ
ても刑事司法手続きの通訳翻訳言語となる英語を、「日本の刑事司法手続きにおける
リンガフランカとしての英語」と名付け、それらの対象者が直面しうる諸問題につい
て、主に現役の英語法廷通訳人の観点から考察する。具体的には、①刑事司法手続き
における通訳翻訳言語としての英語の使用状況、②司法通訳翻訳の在り方及び通訳人
の就業条件、③通訳翻訳人に対する期待及び要求、④通訳翻訳人と法曹三者との関係
について取り上げる。これらに焦点を当てることによって、英語を第一言語としない
被疑者・被告人が直面しうる困難を明らかにし、刑事手続きにおける現在の英語使用
を見直す必要があるかどうかについて検討する。 
ただし、日本における司法通訳翻訳をめぐる研究を伴う困難について後述するよう
に、英語を第一言語としない被疑者・被告人はどのような問題や課題に直面するかに
ついて、本人らには直接聞き取り調査を実施することができない。したがって本論文
では、被疑者・被告人が「直面するだろう」という問題や課題について通訳人の観点
から論じることとする。なぜならば、要通訳刑事司法手続きの場合、日英間のコミュ
ケーションを成立させる役割を担うのが、通訳人だからである。したがって、被疑
者・被告人に直接聞き取りができない中、通訳人の観点から論じるほか、有効な研究
方法は事実上、適用できない。また、筆者自身も通訳人を務めることがあるからこそ、
通訳言語としての英語をめぐる問題や課題を意識することができた。そういった意味
でも、これまで経験してきた英語を第一言語としない被疑者・被告人とのコミュニケ
ーションについて、本人らの声が表に出ていない中、コミュニケーションの専門家で
ある通訳人がその声を刑事司法手続きに携わるアクター（法曹三者や捜査機関など）
に意識させる必要があると考えられる。 
さらには、法曹三者を含む司法関係者による通訳翻訳業務に対する理解が不十分な
ことがあり、被疑者・被告人の理解に影響を及ぼしうる。したがって、通訳翻訳によ
るコミュニケーション上の諸問題を解決、あるいは軽減するには、通訳人のみならず、
刑事司法手続きに携わっているアクター全員の協力及び連携が肝要であることを、本
論文を通して明らかにする。 
 
1.2 日本の要通訳刑事司法手続きにおける通訳言語としての英語 
英語は、日本の要通訳刑事司法手続きにおいて最も重要な通訳言語の一つである。
第一審の要通訳刑事裁判では、毎年、上位 10 言語内に入っており（最高裁判所事務総
 3 
務局刑事 2011-2017）、さらに通訳人の付いた裁判員裁判では第１位を占めている（最
高裁判所事務総局 2010-2016）。 
しかし、既述の通り、英語の通訳翻訳サービスを受ける対象者となる被疑者・被告
人は、必ずしも英語を第一言語とする人々ではない。具体的な国籍別の統計は公表さ
れていないが、捜査段階及び法廷において通訳人を務める本研究の協力者や筆者の経
験からすれば、多くの場合、それらの対象者は英語のノンネイティブスピーカー（以
下、「NNS」）であり、英語を十分に理解したり、操ったりできるとは断言できない。
ところが、こういった英語の使用は司法機関によって、当然に思われることがあり、
また、司法通訳翻訳をめぐる研究においても、数少ない例外を除いて、議論すらされ
てこなかったのが現状である（Tsuda 2002、毛利 2006、津田ほか 2016）。 
筆者自身が通訳人として、これまで様々な国籍を有する被疑者・被告人を対象とし、
捜査段階や裁判所において実務に臨んできた。中には、米国や南アフリカなどのよう
な英語の母語話者もいれば、インド、ウガンダ、ケニア、ナイジェリア、パラオ、ル
ーマニアなどの国籍を持つ NNS の英語話者もいた。もちろん、言語能力を評価するに
は「国籍」は最適な基準ではないが、通訳対象者の多様性についてある程度、参考材
料になるとは言える。 
英語という言語自体も非常に多様なものであり、世界各地で使用されている。英語
を使用する国や地域において、歴史的、文化的、そして民族的な事情が大きく異なる
こともあるため、それらの「英語たち」にも数多く様々な英語の変種（variety）が存
在する。同じ国や地域内においても、その国民の間の経済状況や学歴などの個人的な
背景が異なるため、英語運用能力においてきわめて大きな個人差が生じることも不思
議ではない。 
 
1.3 日本の司法通訳翻訳を対象とする研究の実施における困難性 
司法通訳翻訳は近年、日本においても関心が高まり、いくつかの成果を上げてきた
研究対象となってきている。にも関わらず、日本で実証的な研究を行うことは、まだ
きわめて困難な状況にあると言える。なぜなら、海外諸国と違って日本では、研究者
による刑事司法手続きへのアクセスが比較的に制限されているからである。例えば、
バーク＝セリグソンによる米国で活動するスペイン語の法廷通訳人に関する大規模な
研究は、刑事裁判時に録音されたデータを基にしている（Berk-Seligson 2002）。ま
た、オーストラリアで研究活動を行うイーズも録音された刑事裁判や警察取調べのデ
ータを研究に使用したと述べている（Eades 2010）。 
一方、日本では上記のような研究方法はほとんど適用できない。なぜならば審理時
に録音したデータを含む裁判所の記録はほとんど公表されないし、学術的使用も通常
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認められていないからである。また、警察や検察庁による取調べにおける録音録画も
特定の事件に対して導入されつつあるものの、まだ一般化されておらず、そういった
録音録画のデータが存在する場合でも、学術研究目的で入手することは不可能なほど
に難しい。被疑者・被告人とその弁護人との接見は当然、機密性の非常に高い手続き
であり、そこのデータや記録を研究で使用した場合、被疑者・被告人の立場に悪影響
を与えかねない。また、刑務所やその他の矯正施設においても通訳及び翻訳（例えば
受刑者とその家族との手紙のやりとりなど）も行われている。しかし、弁護人接見と
同様、秘密及びプライバシーの非常に高い場面であり、そしてセキュリティの理由か
らも、それらの手続きに関するデータを研究者が入手できず、また入手すべきではな
いとも言える。さらに加えると、被疑者・被告人への聞き取り調査やアンケートとい
う研究方法も適用できないことも、既述の通りである。 
上記のような制約や制限を考慮すると、日本における司法通訳翻訳をめぐる研究は
どのように行われているのだろうか。研究方法はもちろん、何に焦点を当てるかによ
って変わる。例えば、武田（2013）のように、日本には法廷通訳人に対して認定制度
が導入されていない現状を問題視し、そのような制度の必要性を主張する声は多い
（認定制度については第５章にて詳述する）。研究者や法律家（主に、弁護士）はこ
の問題を取り上げる際、様々な海外の研究やそれらの諸国の事情を参考にすることが
多く、日本も、例えば米国に倣って、類似した認定制度の仕組みを参考にした上、導
入すべきだとの主張もある（日本弁護士連合会 2013）。 
一方、司法通訳をより実務的な視座から取り上げる研究では、数少ない入手できる
データや資料が使用されている。それらの資料の中には、例えば裁判所によって公表
される統計、模擬裁判、または通訳人へのインタビューやアンケート調査などが含ま
れる（吉田 2008、静岡県立大学法廷通訳研究会 2012、Marszalenko 2014a, 2016、津田
ほか 2016）。このような研究は主に法廷で行われる通訳を対象としている。なぜなら
ば、ほかの国と同様、日本でも刑事司法手続きのうち、公判が唯一公開される場面と
なっているからである。研究者を含む裁判傍聴人などによる公判手続きの録音はもち
ろん認められていないが、メモ取りの禁止はなく、とったメモを研究などに使うこと
は可能である。その正確性を考えれば、両言語に対する速記官と同等の能力を有しな
い限り、傍聴人が取ったメモは録音データに比べられないのは言うまでもないが、そ
ういったメモも、日本における法廷通訳の研究にとってある程度役立つ材料となるこ
とはある。 
上記の状況から明らかなように、捜査段階や法廷で行われる通訳翻訳に関する使用
可能な「生のデータ」はほとんどないのが現状である。そうすると、NNS の被疑者・
被告人の英語運用能力を「証言」できるのは捜査段階では取調官と通訳人、そして刑
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事裁判では、裁判参与者（主に法曹三者）、通訳人、そして傍聴人のみとなる。その
結果、多くの場合、被疑者・被告人の英語が不十分だということを主張するための唯
一の「証明」は、通訳人の経験における「逸話」を通してとならざるを得ない。 
 
1.4 本研究の目的及び意義 
英語を話す通訳人を付けられた NNS の被疑者・被告人が、刑事裁判を中心とした
刑事司法手続きにおいてどのような問題や困難に直面するのだろうか。また、英語と
いう通訳言語自体にはどのような課題性が潜むのだろうか。つまり、それらの通訳対
象者にとって、通訳人が使う英語に対する理解が不十分になりうるのか否かを探究す
ることが本論文の目的である。ただし、既述の通り、本人らへの聞き取り調査などの
研究方法が適用できないため、本論文を通して論じる問題や課題はすべて、被疑者・
被告人とのコミュニケーションを成立させる役割を担う通訳人の観点からとなる。 
研究者そして通訳人としての筆者の経験からすれば、現在の英語使用をめぐって、
被疑者・被告人にとって様々な難点が潜んでいるとの仮説を立てることができる。本
研究で行われる調査及びその分析結果によって、この仮説が証明されるのなら、法廷
通訳翻訳における英語使用の現状をより意識した上で、その改善を目的とした努力が
必要になってくる。そうした場合、改善に向けて対策案を示し、その実現可能性につ
いて論じなければならないのである。したがって、英語使用によって生じうるコミュ
ニケーション上の問題を法曹界や通訳人などの要通訳刑事司法手続きのステークホル
ダーに意識してもらわなければならない。なぜならば、通訳言語としての英語に対す
る理解が不十分な場合、被疑者・被告人が公正な刑事司法手続きを受けているとは言
えず、人権などに関する疑念を起こしかねないからである。 
一方、調査を実施した結果、刑事手続きで行われる英語を用いた司法通訳翻訳にお
いて、重大な問題や課題が見られないのならば、リンガフランカとしての英語には、
より高度なポテンシャルがあると主張できるようになるかもしれない。つまり、NNS
の被疑者・被告人が話す第一言語を担当できる通訳人の選任に伴う困難さ、すなわち、
通訳人を探すために必要な時間やその選任の際に発生するコスト（当該裁判所管轄内
にその言語の通訳人が見つからない場合、別の管轄から通うための交通費や場合よっ
て宿泊費も発生するケースがある）の削減策として、英語の通訳人を選任した方がよ
り容易かつ合理的な選任方法であろう。 
いずれにしても、日本の要通訳刑事司法手続きにおける英語の使用、司法通訳翻訳
全般をめぐる研究は、極めて有意義かつ必要不可欠であると考えられる。本研究は、
司法通訳翻訳の研究領域及び、日本におけるとりわけ英語を通訳翻訳言語とする司法
通訳翻訳の現状の改善に貢献することを目指す。 
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1.5 本研究で取り扱う「司法通訳翻訳」の定義 
本研究は、「司法通訳翻訳」というきわめて実務的な分野を対象とする。「司法通
訳翻訳」は、刑事司法手続きに限らず、より広い意味合いを持つ表現であり、実は刑
法、民法、商法、もしくは国際ビジネスを伴う法的な場面などの「法」におけるあら
ゆる通訳翻訳を指す。こういった広義の「司法通訳翻訳」に当たる英語として、総称
である legal interpreting and translation がある。 
ところが、本研究の「司法通訳翻訳」をめぐる議論では、その対象を刑事司法手続
き、とりわけ、刑事裁判に絞ることとする。しかも、必要に応じて、警察または検察
庁による捜査段階を例に挙げることもあるが、刑事裁判を議論の主たる対象とする。
つまり、犯罪をしたとされる人が、「被疑者」として逮捕され、警察や検察庁の捜査
を経て、起訴され「被告人」として刑事裁判を受ける段階が、本研究の範囲内に入る。 
多くの文献では、刑事司法手続きにおける通訳全般（法廷内外の通訳）を表す表現
として、「法廷通訳」が使われるが、厳密に言えばこの表現は審理時に行われる通訳
のみを指すと武田は指摘する（2013: 77）。ただし、裁判所で行われる通訳翻訳業務は
法廷での審理に限らない。捜査段階で被疑者に対して行われる「勾留質問」の手続き
も裁判所内で実施されるし、休廷時に、弁護人と被告人の間で通訳することもある。
しかも、法廷通訳人は、法廷での業務の事前準備として、冒頭陳述や論告・弁論など
のような公判時に朗読される法律文書を例えば自宅で、または判決文を書記官室など
で翻訳する必要がある。 
また、津田（2008: 8）によれば、司法通訳翻訳は法廷通訳のみならず、公判の前後
に行われるその他の刑事司法手続きにも使われる。司法通訳翻訳の現場となる諸場面
が下記図１.1 でまとめられている（津田及び高畑 2016: 12）。 
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図１.1：司法に関わる通訳翻訳業務の主な場面（津田及び高畑 2016: 12 より） 
 
図１.1 から分かるように、日本語を十分に解しない者が、被疑者、被告人、目撃者
や参考人、あるいは被害者として事件に巻き込まれた様々な場面において、通訳人の
参与のもとで諸手続きが行われるのである。通訳翻訳の実務については第 5 章で詳述
するが、用語の整理のため、以下において刑事司法手続きの流れとそれにおける「司
法通訳翻訳」について簡潔に説明しよう。 
刑事事件は大きく、次のような段階に分けることができる：捜査、裁判、執行（法
務省 2015a）。捜査段階で、逮捕された被疑者は警察及び検察庁による取調べを受け、
その結果、検察官が起訴か不起訴を決定する。本論文では、警察及び検察庁による取
調べにおける通訳翻訳を「捜査通訳翻訳」あるいは「捜査段階における司法通訳翻訳」
と呼ぶ（この段階における通訳翻訳をさらに、「警察通訳翻訳」と「検察通訳翻訳」
に分類することもできる）。 
被疑者の身柄が勾留されている間、その身柄を引き続き拘束する必要があると検察
官が判断したら、裁判所に対して「勾留請求」という手続きを行う。その場合、裁判
官が被疑者に対して「勾留質問」を実施することになる。既述の通り、この手続きに
おける通訳は裁判所内で行われるが、「法廷」通訳ではない。また、被疑者の取調べ
はまだ終わっていないため、本論文では捜査段階の一環と位置付けることとする。 
検察官の決定によって被疑者が起訴された場合、その呼称は「被告人」に変わり、
刑事裁判を受けることになる。この段階における通訳翻訳が「法廷通訳翻訳」である。 
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捜査段階から裁判の結審にかけて、被疑者・被告人とその弁護人の間のコミュニケ
ーションを図るためには、通訳翻訳サービスが欠かせない。これを「弁護通訳翻訳」
と言い、「起訴前弁護」と「刑事裁判弁護」という２段階に大きく分類できる。前者
の方では、通訳対象者はまだ「被疑者」となっているのに対して、後者では既に起訴
されているため、「被告人」と位置付けられている。 
刑事裁判が結審し、無罪判決が宣言された場合、あるいは有罪判決が宣言されたが、
刑の執行猶予が付いたなどの場合、被告人は釈放される。一方、実刑の有罪判決が宣
告された後は、被告人に対して刑が執行される。犯罪の種類によって刑が異なるが、
主には財産刑（罰金、科料）、自由刑（懲役、禁錮、拘留）、死刑がある（法務省
2015a）。自由刑の場合、被告人は刑務所などの刑事施設に入所し、服役する「受刑者」
となり、日本語を解しない場合、それらの刑事施設において通訳翻訳が行われること
になる。 
「通訳」と「翻訳」は異なる「訳出作業」である（通訳翻訳研究の先行研究の紹介
や主な概念については、第 3 章で詳述する）が、本論文を通して主張するように、日
本の刑事司法手続きにおける司法通訳翻訳では、この二つの業務を完全に分けること
が難しい。なぜならば、「通訳人」は多くの場合、「翻訳」の作業も行うからだ。し
たがって、本論文では「通訳人が翻訳した」などのような一見矛盾に見える表現が使
われる。 
当然ながら、「通訳人」は、それぞれの言語が互いに通じない二者の間におけるコ
ミュニケーションに介入し、そのコミュニケーションを成立させる役割を担う。要通
訳刑事司法手続きの場合、それらの「二者」とは、それらの手続きを受ける被疑者・
被告人、そしてそれらの手続きを実施する警察、検察庁、あるいは裁判所などのよう
な（基本的には通訳人の雇用者でもある）刑事司法機関となる。本論文では、前者を
「通訳対象者」、そして後者を「（通訳翻訳人の）ユーザー」と名付けることにする。
もちろん、いずれも自分が発した言葉を通訳してもらう場合には通訳人の「ユーザー」
（利用者）であり、逆に相手の発話を通訳してもらう際には「通訳対象者」となるが、
混乱を避けるため、便宜上、上記の分け方を採用することとする。 
 
1.6 英語学におけるパラダイム 
英語が今日の「世界共通語」となっているのは、言うまでもない。その結果、英語
を習得しようとする人が非常に多く、その数は、母語話者を上回ると指摘されている
（Seidlhofer 2011、Galloway and Rose 2015）。英語の役割や位置付けは話者の個人的な
背景などによって異なり、したがって、英語を様々な観点から考察したり、研究した
りすることがある。本節では、英語をめぐる研究パラダイムにおける英語に対する
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「ラベル」をいくつか紹介し、解説する。それらのラベルのうち、本研究にとって関
連性の低いものもあるため、それらについては詳述しない。本節の目的は、本研究の
キーワードとなる「リンガフランカとしての英語（ELF）」、「ネイティブ英語
（NEs）」と「ノンネイティブ英語（NNEs）」、あるいは「外国語としての英語
（EFL）」などとの混同されるのを避けるため、様々なラベルの英語を比較対照する
ことである。 
 
1.6.1 「ネイティブスピーカー」と「ノンネイティブスピーカー」という分類の曖昧
さ 
まず、最も重要な概念の一つとなる「母語」としての英語から考察しよう。英語を
第一言語とするか否かによって、その話者の位置付けが異なってくる。しかし、ガロ
ウェイ及びローズが指摘するように、英語話者の能力を「ネイティブスピーカー
（native speaker, NS）」と「ノンネイティブスピーカー（non-native speaker, NNS）」に
分類するのは、案外、困難になりうる（Galloway and Rose 2015）。つまり、「外国語」
として英語を習得してきた話者がその環境や努力などのような言語能力に影響を与え
る様々な要素によって、英国や米国などの伝統的英語圏とされる国の出身者に近い、
あるいはそれよりも高い発言能力や理解能力を持つ可能性を否定できない。そういっ
た場合、その人の英語運用能力に対する位置付けが、NNS から NS に変わることがで
きるのかという分類におけるジレンマが生じる。また、英語と別の言語を第一言語と
する両親の間で生まれた人は、英語の NS になるかどうかも、その個人の背景によっ
て決まる。さらに加えると、アンジェレリーも「母語話者の言語能力に関してはっき
りした定義は存在しないため、言語運用能力を評価するのは挑戦となる」と指摘する
（Angelelli 2016: 35）。つまり、どのような能力が「ネイティブ運用能力」なのか、
そして「ネイティブ」と「ノンネイティブ」の境界線はどこにあるのかは、明確な答
えがないのである。 
言い換えれば、NS と NNS という英語話者に対する位置付けは、曖昧なのである。
ところが、本論文における議論の視座からすれば、この呼び方は便利でもある。した
がって、その曖昧さを意識しつつ、本論文でも NS と NNS の双表現を使用することと
する。NS とは、英語が主要言語として使用される環境のもとで育ち、仕事、家庭、日
常生活などのいかなる場面で英語を第一言語とする話者を指すこととする。それに対
して、NNS とは、英語でない言語を基盤とする環境で育ち、英語を第二言語、外国語、
補充言語などのような形で使用する話者と定義する。もちろん、この分類は NS と
NNS の曖昧さを解消するものではないが、便宜上、使用することとする。 
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1.6.2  英語について様々なパラダイム 
英語使用圏の区分については、第 4 章で詳述するが、以下において国や地域によっ
て英語が果たす様々な役割に対して使われる表現を簡潔に紹介しよう。英語の使用を
大きく分けると、母語としての英語と母語でない英語になるが、この分類の曖昧さは、
前項で既述の通りである。いずれにせよ、英語を対象とするディスコースの中には、
前者の方は「English as a Native Language」（以下、ENL）と名付けられる（小池（編）
2003: 362）。また、母語でない英語には、「第二言語としての英語（English as a 
Second Language）」（以下、ESL）や「外国語としての英語（English as a Foreign 
Language）」（以下、EFL）などの区分がある。 
また、グローバル化を伴う英語の重要な役割に対して、次のような表現が使われる。
「グローバル言語としての英語（English as a Global Language）」（「グロビッシュ
（Globish）」）、「リンガフランカとしての英語（English as a Lingua Franca）」（以
下、ELF）、あるいは「国際語としての英語（English as an International Language）」
（以下、EIL）など。表現によって、ニュアンスや考え方が異なることもあり、また、
研究者によって使われる表現も違ってくる。 
本研究では、ノンネイティブ英語の様々な表現における差異やイデオロギーをめぐ
る議論については、詳しく触れないこととするが、本論文を通して主に使用される表
現は、ENL、ELF、EFL の 3 つである。本研究のテーマからすれば、その中で最も重要
な表現は、「リンガフランカとしての英語（ELF）」であるため、以下ではより詳し
く検討しよう。 
 
1.6.3  リンガフランカとしての英語 
これまでしばしば「リンガフランカ」という表現を使ってきたが、その意味合いを
整理しておく必要がある。「リンガフランカ」とは、「異なる言語を話す人たちが、
実用的なコミュニケーション手段として使う。（中略）広義では、異なる言語（また
はその変種）を話す人たちの共通語として機能する言語（またはその変種）を指す」
と定義されている（小池（編）2003）。本研究では、その「広義」のリンガフランカ
を対象とする。 
地域や時代によって、様々な言語がリンガフランカの役割を果たしてきた、あるい
は今日も果たしている。例えば、中世ヨーロッパでは、ラテン語及び古代ギリシア語、
また近代にかけてフランス語などがリンガフランカであり、一方、東アジアのコンテ
キストでは漢語がその役割を果たした。さらに、近代において、植民地化に伴い、前
節で既述した宗主国の諸言語がリンガフランカとして使用されていた。場合によって
それらの言語は今でもその役割を果たし続けている。 
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ところが、ザイドルホファー（Seidlhofer 2011）が主張するように、英語は「世
界初のグローバルな言語」（2011:ch1/s1.2）であり、そのリンガフランカとしての役
割や重要性は「前代未聞」である。 
  
英語のグローバルな拡大は、前例もなく、無比である。したがって、
現在の世界における英語の役割を、前時代においてラテン語、フランス
語、アラビア語などの言語が果たしていた役割と比較するのは、端的に
言えば、無意味である。現代における英語のグローバルな拡大及びあら
ゆる社会階層や領域への浸透［の規模］は、かつて「世界言語」と呼ば
れたどの言語にも見られない。 
（ibid.:ch1/s1.1） 
 
第４章で詳しく後述するが、場所を問わず、英語は国内、あるいは国際的コミュニ
ケーション手段として使われる。国内の場合には、第一言語、または多言語の国にお
いては共通語となる。一方、国際的な使用の場合には、英語は外国語（「English as a 
Foreign Language, EFL」）、またリンガフランカ（English as a Lingua Franca, ELF）と
して使われる。それらの使用方法は共通点もあるが、言語文化的な規範（linguacultural 
norms）、使用の目的、プロセスなどは異なる（Seidlhofer 2011）。 
外国語としての英語では、その話者はできるだけネイティブ英語に近い使用方法を
求められるのに対して、ELF では何よりも相互理解や意思疎通が重視される（ibid.）。
すなわち、ネイティブ英語の視座からすれば「間違い」とされるものが、話し手の意
図を正確に聞き手に伝えるのであれば、その役割を遂げたとされることになる。さら
に加えると、それらの「間違い」は、「正しい」英語よりも相互理解に成功すること
もあると指摘されている（ ibid.）。例えば、ENL の観点からすれば間違いとなる
informations [*information] 、 discuss about something [*dicuss something] 、 she swim 
[*swims] after work （Galoway and Rose 2015: 148）は、ELFとしてコミュケーションを
より円滑にすることも考えられる（Seidlhofer 2011、Galloway and Rose 2015）。 
ザイドルホファーはリンガフランカとしての英語を次のように定義する。「異なる
第一言語を持つ話し手同士による英語のあらゆる使用のこと。それらの話し手にとっ
ての英語とは、コミュニケーションの媒体でありながら、多くの場合、唯一の選択肢
でもある」（Seidlhofer ch1/s1.3; 下線は筆者による強調）。また、サラチェーニは
「ELF 研究の主な焦点は、拡張圏1における共通言語としての、国際的な英語の使用で
                            
1
 英語使用圏の分類については、第４章で詳述するが、「拡張圏」とは、日本などのように、
英語を主に外国語として用いる国や地域をいう。 
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ある」と補足する（Saraceni 2015:ch1/s1.2.3.1）。ネイティブスピーカーによる英語が
ELF のパラダイムに含まれるか否について、ガロウェイ及びローズは次のように述べ
る。「［ELF では］ネイティブスピーカーは無視されていないが、言語的基準点の提
供者として考えられていない。世界諸英語のパラダイムと同様、ELF もネイティブの
基準や能力のモデルに対して異論を唱える」（Galloway and Rose 2015: 167）。ELFで
は、ネイティブ英語として正しいとされる言語使用よりも、コミュケーションがより
重要な目標となる。 
これまでの ELF に関する内容を振り返ってみれば、リンガフランカとしての英語に
は二つの側面、あるいは「次元」があると言える。その一つは、「英語が唯一の選択
肢」である。二つ目は、「聞き手によって話し手が英語を合わせる」ということであ
る。つまり、前者の方は話し手らが置かれた（それぞれの第一言語が相手に通じない
という）状況を指し、後者は、その状況下で、英語が実際にどのように使用されてい
るかを指す。本章では主に前者の方による課題について考察する。つまり、日本の刑
事裁判では、被告人が話す第一言語を担当できる法廷通訳人を選任できない場合、英
語のようなリンガフランカが通訳言語の役割を果たすことになるのである。 
 
1.6.4 本研究における「リンガフランカとしての英語」の整理 
既述の通り、日本の要通訳刑事司法手続きにおいて、英語はその母語話者とそうで
ない被疑者・被告人（外部圏や拡張圏を出身とする者）に対して、通訳言語として用
いられている。したがって、通訳言語としての英語には、次の使用パターンがある
（ただし、本論文では主に NNS の話者に焦点を当てていく）。それらの使用パターン
は、下記表 1.1 でまとめた。 
 
表 1.1：日本の要通訳刑事司法手続きにおける話し手による英語の使用パターン 
番号 通訳人（I2） 対象者（S/D3） 英語使用パターン 
① 第一言語話者 第一言語話者 ENL 
② 第一言語話者 非第一言語話者 
ENL（I）と EFL（S/D） 
または ELF 
③ 非第一言語話者 第一言語話者 
EFL（I）と ENL（S/D） 
または ELF 
④ 非第一言語話者 非第一言語話者 ELF 
 
                            
2 「I」は「interpreter（通訳人）」の略である。 
3 「S」は「suspect（被疑者）」、「D」は「defendant（被告人）」を指す。 
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表 1.1 で示されている通り、通訳を必要とする日本の刑事司法手続きにおける英語
の使用に関して、四つのパターンに分類できる。通訳人と通訳対象者の双方にとって
英語が母語の場合（① 、このパターンは通常、リンガフランカではなく、ENL の使用
となる）、話し手らのうち、1 人のみが英語のネイティブスピーカーである場合（②、
③）、あるいは、どちらも英語の非第一言語話者である場合（④、これはザイドルホ
ファーが主に焦点を当てる ELFのパターンである）。 
パターン②と③では、通訳人とその対象者の英語運用能力によって、様々な英語使
用があり得るため、一般化できない。つまり、高い能力の EFLを話す NNS に対して、
NS は ENL の英語を使ってもコミュケーション上の問題が生じない場合がある。一方、
話し手のどちらかにとって ENL の英語使用に対する理解が困難な場合、その理解度に
英語を合わせることがあり得る。その場合、ELF の英語使用がなされることになる。
既述の通り、日本では警察や検察庁による取調べあるいは刑事裁判の審理の録音録画
が、研究目的で認められていないため、英語を聞き手の理解によって合わせることが
実際にあるかどうかは不明である。しかし、そういった可能性はあり得ると考えられ
る。 
筆者の経験からすれば、日本にも英語を第一言語とする通訳人はいるものの、その
人数は日本語母語話者の通訳人と比べると圧倒的に少ない。そういう意味では、使用
パターンの①及び②は、比較的に稀だと言えよう。もちろん、通訳人と対象者は双方
とも英語のネイティブスピーカーの場合（①）、異なる英語の変種を使用するとして
も、コミュニケーションにおいて言語面で大きく支障をきたすことは少ないと考えら
れる。また、通訳人が英語の第一言語話者でない場合（③）にも、英語の発音や語彙
の選択などが対象者と完全に同様でないとしても、英語及び通訳に関する能力を持っ
た通訳人なら4、コミュニケーションが円滑な場合が多いだろう。なお、上記のうち①
だけが明らかにリンガフランカという使用パターンではないので、そういう言語使用
にはあまり触れないことにする。言い換えれば、本論文における ELF は、①以外のす
べての言語使用状況を含むことにする。 
相互理解が最も困難になりうる場合として、表 1.1 のパターンの②と④が挙げられ
る。つまり、対象者が英語の非第一言語話者である場合、その英語能力がコミュニケ
ーションにおいて決定的な要素となる。すなわち、対象者の英語運用能力が比較的あ
るいは非常に低い場合、ネイティブスピーカーやそれに近い英語能力を持った人に対
して話される英語は、対象者に通じない可能性が高い。 
 
                            
4
 もちろん、筆者のように、通訳人自身が英語を第一言語としない場合、その英語能力も
様々であろうが、本研究では、通訳人の英語能力に問題がないケースを前提とする。 
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1.7 司法通訳翻訳人としての経験知 
既述の通り、筆者も現役の司法通訳翻訳人であるため、その経験を本研究の材料と
して使用する。7 年という比較的に短い期間ではあるが、日本の要通訳刑事司法手続
きにおいて英語が負うリンガフランカとしての役割をうかがわせるものがあった。な
ぜならば筆者は、英語の NS と NNS の両方を含む、言語的かつ文化的に様々なバック
グラウンドを持った被疑者・被告人の通訳人を務めてきたからである。NNS の範疇の
対象者の中には、十分とは言い難い英語運用能力を持った者もいた（極端な場合、日
常会話の英語レベルを下回る被疑者・被告人もいた）。下記表 1.2 は、筆者が捜査段
階（警察または検察庁による取調べ）及び公判において英語の通訳翻訳人を務めた被
疑者・被告人を、その国籍及び段階別にリストしたものである。但し、同じ人物を複
数回の段階で担当したことはない。 
 
表 1.2：英語の司法通訳翻訳人としての筆者の経験 
 
通訳対象者の国籍 
（五十音順） 
対象者の人数 
警察 検察庁 公判 合計 
アイルランド 2   2 
イギリス 3   3 
インド  1  1 
ウガンダ 5  2 7 
カナダ 1 1  2 
ガーナ 1   1 
ケニア   1 1 
シンガポール  1  1 
ナイジェリア 5  3 8 
ニュージーランド 3   3 
パラオ 1  1 2 
ルーマニア   1 1 
米国5 5 1 1 7 
                            
5
 一人米国と日本との二重国籍者がいたが、本表では「米国」と算入した。 
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南アフリカ   1 1 
合計 27 4 10 40 
 
表 1.2 の内容から分かる通り、2017 年 5 月現在、英語の通訳人を務めた対象者（被
疑者・被告人）の延べ人数は 40 名である。それらの通訳対象者の文化的、言語的なバ
ックグラウンドは様々であり、それについて整理しておこう。国籍の人数から考えれ
ば、ナイジェリアの国籍を有する通訳対象者が最も多く（8 名）、それに次いでウガ
ンダ国籍（7名）と米国籍（7 名）となる。 
一方、筆者は研究活動において英語を用いる司法通訳の諸問題に携わっている。例
えば、津田が編者を務めた『15 言語の裁判員裁判用語と解説』（津田編 2013）では英
語を担当した翻訳者チームの一員を務め、水野及び津田の編集の下で出版された『裁
判員裁判時代の法廷通訳人』（水野・津田編著 2016）にも 2 つの章を執筆した。また、
独自の研究でも英語をめぐる問題に関する議論の推進に努めている（Marszalenko 
2014a, 2014b, 2015a, 2016）。 
また、研究者及び通訳人としての知識を深めるため、数多くの要通訳刑事裁判を傍
聴してきた。2017 年 5 月現在、その数は、およそ 40 件である。その中には、英語を使
用した裁判のみならず、トルコ語、ベトナム語、ペルシア語、スペイン語、ポルトガ
ル語、中国語などの言語が通訳言語として用いられた。こらまでの傍聴人としての経
験は、法廷通訳をめぐる様々な課題や問題を意識する機会を与えたので、必要に応じ
て、本論文における議論の材料とすることもある。 
 
1.8 本論文の構成について 
本論文は、全 10 章から構成される。次の第 2 章では、本研究で採用した方法論及
び分析の枠組みを紹介する。既述の通り、本研究は実際に英語で法廷通訳に携わる通
訳人の協力を基盤とする。まず、12 名の法廷通訳人の協力を得て、過去の刑事裁判で
実際に宣告され、公表されている判決文の抜粋を英語に翻訳してもらった。その英訳
文における難易度を調べるために適用する「リーダビリティ（readability）」という概
念を基に、本研究の重要な方法論となる「フレッシュリーダビリティテスト（Flesch 
Readability Test）」（以下、フレッシュテストあるいは FRT）というリーダビリティ公
式を紹介する。 次に、15 名の通訳人へ聞き取り調査を実施した。そこでは、英語を
法廷で使用する通訳人への半構造化インタビューの方法を使用し、通訳人が実際に直
面する問題や英語を使った通訳業務における課題などに焦点を当てた。 
 16 
第 3 章では、本研究にとって重要な先行研究を紹介する。日本では、司法通訳翻訳
は比較的に新しい研究分野であるため、先行研究はまだ少数であると言える。また、
一般の通訳翻訳論と同様、司法通訳翻訳も多くの学問領域に渡る研究分野でもあり、
様々な視点からの検討が必要だ（Angelelli and Baer 2016）。したがって、本研究で
は主に「通訳翻訳研究（interpreting and translation studies）」及び「法言語学（forensic 
linguistics）」と「公益通訳翻訳論（studies in public interest interpreting and translation）」
で実施されてきた研究成果及びその主要概念をもとに考察する。また、日本の法廷通
訳を中心とする司法通訳翻訳研究の成果を紹介した上、要通訳刑事手続きにおける英
語をめぐるより深い議論へ繋ぐ。 
第 4 章では、本研究で「目標言語（target language）6」となる英語という言語及び
その世界各地における使用状況や多様性に焦点を当てる。英語は世界各地において
様々な形で使用されている非常に多様なコミュニケーション手段となっている。その
多様性について考察する際、英語をめぐる研究において重要な成果を生み出した「世
界諸英語（World Englishes）」というパラダイム及び、その一環となる、カチュルが
導入した「サークル（circles）」という概念を検討する（Kachru 1990）。また、「世
界諸英語」のパラダイムの基で誕生してきた「グローバル諸英語（Global Englishes）」
という、比較的に新しい研究分野の成果も紹介する。それらの研究成果によって、英
語の使用状況及びそれによる様々な問題をより深く観察することができると考えられ
る。 
第 5 章では、日本における司法通訳翻訳実務の在り方を詳しく見る。通訳人が携わ
る主な刑事司法手続きとして、警察及び検察庁による取調べ、検察官による勾留請求、
弁護人接見、刑事裁判、そして刑事施設という通訳翻訳サービスが必要となる場面に
ついて詳述する。それぞれの場面において、「訳出作業」はどのような形式をとるの
か、司法通訳翻訳人の実務的な観点から、英語の通訳人が付いた被疑者・被告人が直
面しうる困難について考察する。  
第 6 章では、通訳言語の使用に関して公表される統計が最も多い刑事裁判を紹介し、
日本の要通訳刑事司法手続きにおける英語が果たす重要な役割を明らかにした上、そ
の要因を探究する。そこで主に取り上げる要因として、希少言語の問題、司法機関に
よる言語イデオロギー、さらには要通訳刑事裁判における覚せい剤取締法違反の多発
について詳述する。 
                            
6 もちろん、司法通訳において訳出作業は二方向となる。つまり、法曹三者などによる発
言を通訳する際は、日本語が起点語であり、英語が目標言語となる。一方、英語話者によ
る発言を通訳する場合、日本語が目標言語となる。しかし、本研究の対象となるのが日本
語から英語に翻訳された判決文の抜粋となるため、「目標言語」は主に英語となる。 
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第 7 章では、第 2章で紹介した方法論を適用した分析結果を紹介する。12名の法廷
通訳人による英訳文に「フレッシュリーダビリティテスト」を適用し、その結果をも
とにそれらの英訳文の難易度について考察する。そのテストは比較的に単純な公式で
あるため、もちろん、法律文書の難易度を見極める完全な方法ではないのは上述の通
りである。しかし、様々な分野で使われることがあり、法廷通訳翻訳をめぐる問題の
考察にも少なくともある程度、参考になると思われる。 
第８章では、通訳人への聞き取り調査の結果を紹介しながら、通訳人の経験知談か
ら現れる「通訳言語としての英語」に潜む問題や課題あるいは危険の具体像を論じる。
具体的には、通訳人が翻訳した法律文書という「書き言葉」、そして被告人とのやり
とりなどの「話し言葉」における通訳翻訳言語としての英語の難易度について、法廷
通訳人ら自身はどう考えているかを検討する。 
第 9 章では、引き続き通訳人への聞き取り調査の結果をもとにするが、前章と違っ
て、第 9 章では、英語以外には被告人の理解に影響を与えている、あるいは与えうる
諸問題について論じる。その中には、法曹三者がしばしば求める「直訳」という要求
を取り上げる。また、それと厳密な関係にある通訳人の役割について分析する。つま
り、通訳人には訳出作業において、どのぐらいの「自由度」があるのか、被告人の理
解を求め、どこまで起点言語での発言あるいはテキストを調整できるのか、といった
重要な設問に対する答えを、英語を担当する法廷通訳人自身の観点から探る。 
最後となる第 10 章では、これまで本論文で取り上げた聞き取り調査の結果から分
かった法廷通訳人と法曹三者との関係が被告人の理解、そして法廷通訳翻訳業務の全
般にどのような影響を与えているのかについて考察する。その関係において改善すべ
きだと通訳人が感じる問題や課題に対する対策について論じる。最後に、日本におけ
る要通訳刑事手続きにおける問題や課題の軽減や現状の向上に挑むため、通訳人だけ
の責任ではなく、それらの手続きに携わる関係者全員（つまり、通訳人及び法曹三者）
のさらなる協働及び努力の必要性について提起する。  
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第 2章：事例研究の枠組み及び方法論  
 
既述の通り、日本では司法通訳翻訳を対象とする研究を行うことは、容易ではな
い。捜査段階及び刑事裁判の録音録画の資料や作成された記録をほとんど利用できな
いし、被疑者・被告人などの刑事司法手続きの対象者に直接聞き取りも認められてい
ない。したがって、適用できる研究方法も非常に限られてしまうのである。模擬裁判
の実施、通訳人あるいは法曹三者への聞き取り調査、裁判傍聴、そして公表される僅
かな統計や記録などしか研究材料として利用できないのが、日本における司法通訳翻
訳研究の現状である。 
したがって、本研究の主な研究方法として、被告人とのコミュニケーションを図る
役割を担う通訳人の協力によって得られたデータ（翻訳文及び聞き取り調査の記録）
を利用する。この研究方法によって、「言葉」、「コミュニケーション」、そして通
訳翻訳というプロセスにおける様々な課題や問題が浮上し、これまであまり議論され
てこなかった被告人が直面する、あるいは直面しうる困難に焦点を当てることが筆者
の狙いである。 
通訳人には、２段階で協力を要請した。まず、刑事裁判の文書のうち、唯一公表さ
れる判決文の抜粋を日本語から英語に翻訳してもらった。これらの英訳文の難易度
（リーダビリティ）を測定し、その文章に対する被告人の理解について考察する。 
次に、通訳人の経験について聞き取り調査を実施した。その中、ノンネイティブス
ピーカーの被告人、通訳人の役割及び通訳人に対する法曹三者の要求や期待、通訳人
と法曹三者との関係などのように、様々な角度から NNS 被告人の理解へ影響を与えて
いる、あるいは与えうる要素について尋ねた。 
実施時期が異なるため、両段階を別途紹介する。なお、各段階の詳細は以下表 2.1
にまとめた。 
 
表 2.1 本研究で実施した調査の各段階の実施詳細 
 
第一段階 
（判決文抜粋の英訳） 
第二段階 
（聞き取り調査の実施） 
実施期間 2014年 7 月～2015 年 5月 2016年 1 月～同年 7月 
協力対象者 英語を担当する現役法廷通訳翻訳人 
協力者 12 名 
15 名 
（内、第一段階にも協力してくれた
通訳人数は９名） 
調査目的 ・判決文抜粋の英訳分の難易 ・通訳人の観点から見た、英語を第
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度の測定によって、被告人の
理解について考察 
・英訳文に使われる表現や言
い回しを被告人の理解という
観点から検討 
一言語としない被告人とのコミュニ
ケーションや通訳言語としての英語
の使用における問題や課題の洗い出
し 
・通訳人と法曹三者との関係におけ
る課題に関する通訳人の意見の収集 
・法廷通訳における問題や課題への
通訳人が求める対策案や改善案に関
する考察 
 
各段階に協力してくれた通訳人の数を合わせると、その延べ人数は 27 名である
が、両方の段階に協力してくれた通訳人が 9 名である。つまり、各段階に協力してく
れた法廷通訳人を合わせると 18 名7となる。 
以下ではまず、翻訳文を作成してくれた 12 名の通訳人への要請、そしてそれらの
プロフィールを紹介する（2.1）。次に、協力者による判決文の英訳を提示した上で
（2.2）、リーダビリティの概念を紹介する（2.3）。最後に、聞き取り調査の実施状況
について述べる（2.4）。なお、両段階の調査結果は第 7 章〜第 9 章で紹介する。 
 
2.1 判決文翻訳の研究協力者について 
2.1.1 法廷通訳人への研究協力の要請 
各高等裁判所に登載されている法廷通訳人の名簿は公開されていない（その詳細に
ついては第 5 章で後述する）。米国やヨーロッパ連合（EU）と異なり、日本では裁判
所の関係者でない限り、その名簿へのアクセスはできない。言い換えれば、法廷通訳
人は「公益材」として位置付けられていないと言えるだろう。  
したがって、本研究に法廷通訳人の協力を得るためには、既知の通訳人に直接連絡
をとったり、ほかの通訳人を紹介してもらったりするしか方法がない。筆者自身も知
人の通訳人が何名かいるため、それらの知人や司法通訳翻訳の研究者を通して、何人
かの通訳人を紹介してもらった。 
上記の方法で通訳人に協力要請をすることになるので、当然、協力者の人数が限ら
れる。筆者が要請した法廷通訳人の数は 15 名であり、そのうちの 12 名から第一段階
への協力を得ることができた。それらの通訳人が作成した判決文の英訳を分析した。 
                            
7
 延べ人数の 27 名から両段階に協力した 9 名を引いた協力者の数。 
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英語を担当する法廷通訳人として裁判所の名簿に登載されていることを、研究への
協力の唯一の条件として設定した。そうすることによって、刑事裁判の通訳人として
選任され、本研究の分析対象となる判決文を翻訳する可能性のある通訳人が協力者と
なった。 
法廷通訳翻訳人の協力を得るために、まず「研究プロジェクトへの参加のお願い」
（付録 2）との研究協力依頼書を日本語と英語の双言語で作成し、おのおのの通訳人
に電子メールで送信した。協力すると返信してくれた通訳人に対して、同依頼書及び
翻訳対象となる文書を郵送した。分析用のデータ（上記の通訳人による判決文抜粋の
英訳）の収集期間は、2014 年 7 月から 2015 年 5 月までであった。 
 
2.1.2 協力者のプロフィール 
英訳文を提出してもらった 12 名の法廷通訳人に対して、英語を使った法廷通訳の
経験について簡単なアンケート（「研究協力者のプロフィールに関するアンケート」、
以下「アンケート」）を電子メールで送信し、記入してもらった。その記入期間は
2015 年 3 月から 8 月までだった。アンケートへのリンクを 12 名に送信し、匿名で記入
してもらったため、アンケートへの回答と英訳文を作成された通訳人を照合すること
はできない。つまり、どの通訳人はどのように回答したかが、筆者にも分からない。
また、各質問において「言いたくない」という選択肢もあったため、質問によって延
べ人数が 12 名にならないことがある。以下において、協力者のプロフィールを紹介す
る。 
まず、協力者となった法廷通訳人がどこの高等裁判所の管轄下で活動するかを紹介
しよう。高等裁判所は全国で札幌高等裁判所、仙台高等裁判所、東京高等裁判所、名
古屋高等裁判所、大阪高等裁判所、広島高等裁判所、高松高等裁判所、そして福岡高
等裁判所の 8 ヶ所ある。各高等裁判所はいくつかの都府県をカバーしており、例えば
大阪高等裁判所の管轄下には大阪地方裁判所や京都地方裁判所などがある。一方、札
幌高等裁判所の管轄内には、北海道のみである。 
協力者のおよそ 4 割（6 名）は大阪高等裁判所の管轄下で主として法廷通訳の活動
をしている。次に協力者が多い管轄は東京高等裁判所である（3 名）。また、名古屋
高等裁判所、広島高等裁判所、そして福岡高等裁判所の管轄下で活躍している協力者
も 1名ずついた。 
法廷通訳人を登載するのは地方裁判所ではなく、高等裁判所単位である。したがっ
て、通訳人が必ずしも居住する都道府県の裁判所だけで実務を行うとは限らない。例
えば岐阜地方裁判所が通訳人を確保できなかった場合、同じ高等裁判所の管轄内にあ
る名古屋地方裁判所で普段通訳人を務める人を選任する可能性がある。さらに加えれ
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ば、通訳人の確保がより困難な場合、必要に応じて、別の管轄下にある裁判所から通
訳人を選任する可能性もある。例えば筆者は、名古屋高等裁判所に登載されているが、
東京高等裁判所の管轄内にある長野地方裁判所や東京地方裁判所のある支部で通訳人
を務めたことがある。 
次に、記入してもらったアンケートを基に、研究協力者の経験について触れよう。
通訳人によって経験年数や担当した件数は大きく異なることもあり、また裁判員裁判
での通訳の経験がまだない通訳人もいれば、10 数件以上の要通訳裁判員裁判を担当し
た通訳人もいた。 本アンケートでは「5 年（件）未満」、「5 年（件）〜9 年
（件）」、「10 年（件）以上」という選択肢のみだったが、コメント欄には自由に記
入してもらうことができるようにした。その記載内容を見てみると、協力者の中に刑
事裁判を 50 件以上も担当した通訳人が複数いた（一方、「言いたくない」と答えた通
訳人もいた）。 
以上で紹介した 12 名の通訳人の経験について考察しよう。例えば、経験件数が 10
件以上と答えた通訳人のうち、「80 件以上」（およそ 18 年の経験を持つ法廷通訳人で
ある回答者 18）、「数百件」（およそ 16 年の経験を持つ法廷通訳人である回答者 3）、
「およそ 150 件」（およそ 30 年の経験を持つ法廷通訳人である回答者 11）と答えた通
訳人がいる。また、上記 3 名の通訳人は、それぞれの経験において担当してきた件数
を考えると、その 1 年あたりの平均件数は次の通りとなる： 回答者 1：4.4 件（18 年
間で 80 件）、回答者 3：12.5 件（16 年間で 200 件9）、回答者 11：5 件（30 年間で 150
件）。この 3 名が担当する刑事裁判の 1 年あたりの平均件数を合わせると、21.9 件と
なる。 
 
2.1.3 協力者が担当する刑事裁判の被告人の国籍について 
第 1 章で紹介した通り、筆者は、捜査及び公判における通訳人として、様々な国籍
を有する、そして多様な言語的バックグラウンドを持つ被疑者・被告人を対象として
活動してきた。筆者の経験は独特なのか、それとも英語を担当するほかの通訳人も同
様の経験をしているのかを調べるため、協力者に対して、担当してきた被告人の国籍
についてアンケートを通して聞いてみた。アンケート上に国籍の選択肢が与えられて
いなかったので、回答者は自分で被告人の国籍を記入した。その回答は下記の表 2.2
の通りである。 
                            
8
 翻訳文の提出時期とアンケート記入時期は異なるため、本章の「回答者」の番号は次章の
「通訳人」の番号は、同一人物を指すものではない。 
9
 回答者 3 の回答は「数百件」とあったため、本計算では「数百件」の最低値となる 200 件
を前提とした。 
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表 2.2：協力者の法廷通訳人が担当した刑事裁判の被告人の国籍 
被告人の国籍 
（五十音順） 
通訳人の数 国籍が属する「圏」10 
イギリス 2 内部圏 
イスラエル 1 拡張圏 
イラク 2 拡張圏 
イラン 1 拡張圏 
ウガンダ 2 外部圏 
オーストラリア 1 内部圏 
ガーナ 1 外部圏 
カナダ 2 内部圏 
コンゴ 1 拡張圏 
シエラレオネ 1 外部圏 
シンガポール 1 外部圏 
スーダン 1 外部圏 
スウェーデン 1 拡張圏 
スリランカ 1 外部圏 
セネガル 1 拡張圏 
タンザニア 1 外部圏 
ドミニカ 1 内部圏 
ナイジェリア 7 外部圏 
日本 1 拡張圏 
ニュージーランド 2 内部圏 
ネパール 1 拡張圏 
パキスタン 1 外部圏 
ハンガリー 1 拡張圏 
フィリピン 4 外部圏 
                            
10
 英語を使用する国や地域に対する「圏」の分類を第４章で紹介するが、協力者のプロフ
ィールに関する重要な情報であるため、表 2.2 において記載しておく。また、南アフリカ
を含む数多くの国における言語情勢は複雑であるため、その分類は非常に難しい場合があ
る。したがって、本論文はカチュルの分類を基にして執筆したものであることを了承され
たい。 
 23 
米国 6 内部圏 
マレーシア 1 外部圏 
南アフリカ 2 内部圏 
ミャンマー 1 拡張圏 
内部圏：7 カ国籍、外部圏：11 カ国籍、拡張圏：10 カ国籍11 
（合計 28 カ国籍） 
 
表 2.2 の中欄にはは同じ国籍を持つ被告人を通訳した協力者の人数が記載されてい
る。前節で見てきたとおり、10 年以上、そして数多くの件数を扱った協力者もいたた
め、すべての国籍、そしてその人数に関する記憶は薄れているのは当然であろう。し
たがって、英語の法廷通訳人は全員が同様の経験をしているかどうか言えないまでも、
表 2.2 の内容はかなりの程度、日本の法廷通訳におけるリンガフランカとしての英語
の姿を窺わせるものだと考えられる。 
表 2.2 から分かる通り、最も多くの協力者（7 名）が対象にしてきたのは、ナイジ
ェリア国籍の被告人である。それに次ぐ国籍は米国（6 名）、そしてフィリピン国籍
（4 名）12である。それ以外に、世界各地の被告人の国籍が挙げられている。各国籍の
被告人の人数に関するデータを最高裁判所が公表していないため、統計的な結論には
至らないが、コメント欄の記述は参考になる。例えば、「ナイジェリアが圧倒的に多
かった」。「国籍に偏りはなく、アジア諸国やアフリカ諸国の方々［の事件で通訳を
した］」などである。 
今回のアンケートでは質問しなかったが、どの国籍の被告人を対象とするかは、活
動する地域も影響を与えうる。例えば、米軍基地が所在する神奈川県（横須賀基地）、
山口県（岩国基地）、沖縄県（普天間基地ほか）などでは、米国籍を担当する確率が
高いと推察される。一方、主要な国際空港がある地域（千葉県、東京都、愛知県、大
阪府）では、様々な国籍を持った被告人が対象となる可能性がある。いずれにせよ、
表 2.2 から明らかなように、英語の法廷通訳人は多様な国籍の被告人を対象とし、そ
の中には NS と NNS の両方が含まれるのである。 
被告人の英語運用能力は十分かどうかを見極めるには、「国籍」や「出身国」だけ
は完璧な判断基準にならない。なぜならば、人の言語運用能力において、生まれ育っ
たコミュニティないしは環境だけではなく、その人が言語を実際にどのように使って
いるのかも重要だからである（Pennycook 2009: 35）。例えば、スウェーデンでは英語
                            
11
 同上 
12
 ただし、ここにはフィリピン国籍に対してフィリピン（タガログ）語で通訳した場合は
含まれていない。 
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は外国語として用いられるが、高い学歴を持ったスウェーデン国籍の被告人が、高度
な教育を受けていない「ネイティブ」や英語を比較的低い学歴を持った、公用語とす
るアフリカやアジアの出身者よりも、多能な英語運用能力を有することが十分にあり
得る。 
いずれにせよ、上記のように多様な国籍を持った被告人らが英語を必ずしも第一言
語として使うのではない点を軽視すべきではない。したがって、英語での法廷通訳サ
ービスを受けるということは、日本の要通訳刑事裁判においては英語がリンガフラン
カの役割を果たす事実の裏付けとなるだろう。 
本節で紹介した小規模なアンケートの結果にも示されている通り、英語の法廷通訳
人は様々な国籍や言語文化的バックグラウンドを持った被告人の通訳作業に臨むので
ある。それらの被告人のうち、少なくとも一部は英語を第一言語としない者がいると
推定できる余地が十分にある。そのような被告人らが、時間的制約のある捜査段階に
おいて、被疑者として警察あるいは検察庁による取調べを受ける際に、通訳言語とし
て英語が使用される可能性も比較的に高いと言えるのである。 
 
2.2  刑事裁判で使用される文書 
刑事裁判が開廷されると、検察官が被告人に対して、「起訴状」という文書を朗読
する。この書類は、「公訴事実」などを記載したものである。つまり、被告人がどの
罪名で裁かれるのか、いつ、どこで、どのようにその罪を犯したとされるのかなどに
ついて説明するテキストである。それに次いで朗読される主な文書として、検察官及
び弁護人の主張や証明しようとする事実を説明する「冒頭陳述」が挙げられる（な
お、裁判員裁判以外の刑事裁判の場合、弁護人による冒頭陳述は行われないことが多
い）。審理中には、その他の文書や書証も読み上げられることがあり、公判が結審す
る前に検察官による論告、そして弁護人の弁論という手続きが行われる。それらの手
続きの際にも、双方の当事者の主張をまとめた論告あるいは弁論の要旨が読み上げら
れる。 
結審後に行われる手続きは判決宣告である。その際に朗読される判決文は、被告人
に対する裁判所の判断の知らせ、つまり、被告人が有罪か無罪かについて説明するテ
キストである。有罪の場合、被告人に科せられる量刑、そして有罪と無罪のいずれの
場合にも裁判所による判断の理由について述べられる。被告人が日本語を十分に解し
ない場合、当然、通訳人が付き、上記の文書の内容は通訳言語を介して、被告人に伝
えられることになる。また、それらの文書は多くの場合、とりわけ裁判員裁判の際、
分量が多いため、当事者（検察官、弁護人）から直接、あるいは裁判所を通して事前
に通訳人に提供され、通訳人がそれを公判開廷の前に翻訳しておいた上で、裁判時に
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その翻訳文を読み上げる。その際、翻訳文の朗読は、時間節約のため「同時進行」の
方式で行われており、ワイヤレスシステムが使用されるが多いが、起訴状の朗読及び
判決文の読み上げには、このやり方は適用されない（詳細については第 5 章で後述す
る）。 
上記のやり方を考慮してみると、様々な問題が生じうると考えられる。まず、日本
語話者の被告人と通訳を必要とする被告人に共通する点だが、被告人は朗読される文
書（そして要通訳事件の場合、その翻訳文）を見せてもらえず、唯一の理解媒体は聴
覚である。また、被告人は通訳言語である英語の母語話者でない場合、上記のような
法律文書を十分に理解できない恐れも場合によって高いと言える。さらに、通訳人の
発音（訛りや癖など）や翻訳文を読み上げるスピードなどによって、その理解度に影
響を与えられる問題も生じうる。 
以下では、本研究の調査の第一段階となる分析対象に選択した判決文抜粋の文章構
造や特徴について詳述する。 
 
2.3 研究協力者による判決文の翻訳 
2.3.1 本調査第一段階の分析対象：裁判員裁判で使用された判決文 
既述の通り、刑事司法手続きで作成される記録のうち、唯一公表されるのが判決文
である。したがって、本研究では判決文の抜粋を英語に翻訳してもらい、その英訳文
を分析の対象とすることにした。なぜならば、このような分析によって、刑事裁判の
際に朗読される文章の難易度、そしてその結果、被告人の理解への影響について考察
することができるからである。 
本研究で分析する判決文を検索するために、『総合判例データベース 判例体系』
を使用することにした（第一法規法情報総合データベース 2013）13。検索にあたって
使われたキーワードは、「外国人」及び「覚せい剤」である。なぜならば、非日本語
話者の被告人に対する刑事裁判（つまり要通訳の可能性がある事件）、そして要通訳
裁判員裁判で最も多い罪名である覚せい剤密輸事件を対象にすることがねらいだった
からである。さらに、検索期間を裁判員制度が導入された 2009 年 5 月以降に設定した。 
当然、判決文は定まった形式で作成されるため、その裁判の被告人が外国人か否か
によって、文書の形式や難易度が異なることはない。分析対象の候補となりうる判決
文は検索によって多数の結果が出力された。そのうち、分析対象に選定したのは、福
                            
13
 このデータベースへのアクセスは、制限されており、普段は図書館や研究機関に限られ
ている。筆者がアクセスしたのは、愛知県名古屋市に所在する名古屋市鶴舞中央図書館で
ある（2013 年 9 月）。 
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岡地方裁判所が 2010 年 7 月 26 日に宣告した判決文である（事件番号：平成 21 年（わ）
第 1122 号14）。 
この判決文では、被告人の国籍に関する記載はない。また、そもそも通訳を必要と
する人だったか否かも分からない。しかし、シンガポールを経由し、マレーシアから
日本へ覚せい剤を輸入した事実が記載されているため、要通訳事件だった可能性が比
較的に高い。さらに、類似した裁判員裁判の事案も多数で、法廷通訳人がしばしば直
面する典型的な密輸事件だと言える。 
すべての判決文と同様、本研究の分析対象となる文書も「主文」及び「理由」から
構成されている。「主文」は比較的短い記載となっており、被告人が有罪か無罪か、
そして有罪の場合、量刑について説明するものとなっている。本判決文の主文は次の
通りである（なお、下記の「主文」は本研究において翻訳対象外とした）。 
 
被告人を懲役９年及び罰金５００万円に処する。 
未決勾留日数中２００日をその懲役刑に参入する。 
その罰金を完納することができないときは、金１万を１日に換算
した期間被告人を労役場に留置する。押収した覚せい剤８袋（平
成２２年押第２５号の符号１ないし８）を没収する。 
 
一方、「理由」はより長く、「罪となるべき事実」及びその解説である。「罪とな
るべき事実」は被告人が有罪と判断された場合、起訴状の内容及びその形式とほぼ同
様となることがある（起訴状の翻訳をめぐる問題については、第 3 章で紹介する毛利
（2006）を参照されたい）。「理由」の後半は比較的長い記載であることもあり、当
事者の主張における争点、そのうち裁判所がいずれを認めたか、そして裁判所の判断
を詳しく説明するものである。 
分析対象に選定した判決文の抜粋は、およそ 1,600 字の分量であった。本研究の協
力者である法廷通訳人には、完全に無償で翻訳文を作成してもらうことになっていた
ため、翻訳用抜粋の分量を限定する必要があった。したがって、翻訳対象と選定抜粋
は、「理由」のうちの「罪となるべき事実」（以下、「事実」）の全体、そして原文
の「イ 被告人の税関での言動について」（以下、「言動」）という箇所の一部とし
た。その抜粋を研究協力者に電子メールで送信し、ハードコピーを郵送する前に、デ
ータベースから収集した印刷物をまず、ワープロに打ち直す必要があった。なお、分
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 付録１参照 
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析対象となった判決文抜粋の全体は、分析結果について詳述する第 7 章（7.1.1）で示
す。 
 
2.4 リーダビリティの公式及び文章の難易度測定  
これまで、「リーダビリティ」や「難易度」などのような表現をしばしば使ってき
たが、ここでそれらを整理しておこう。「リーダビリティ（readability）」（もしくは
「リーディングイーズ（reading ease）」）とは「難易度」あるいは「読みやすさ」を
意味し、英語のテキストの難易度を測定するために適用される概念である。まず、
『応用言語学事典』に記載されている「リーダビリティとリーダビリティ公式
（readability and readability formulas）」の説明を見よう。 
 
「リーダビリティとは、テクストの読みやすさ、理解しやすさを
言う。また、文書のむずかしさを客観的に推定しようとする手順を
示す式をリーダビリティ公式と言う。これはテクストの難易度
（text difficulty）を決定する要因のうちで、主に、「単語のむず
かしさ」、「文の長さ」などの要因を取り上げ、文章のむずかしさ
を客観的に推定しようとするものである。（中略）考慮に入れられ
ている要素が少ないので限界もあるが、実用的である。（中略）教
育関係以外ではワードプロセッサなどに装備されたり、軍、役所関
係のマニュアルの作成にも用いられている。」 
（小池（編）2003: 63、下線は筆者による強調） 
 
リーダビリティに関しては実は、200 以上という非常に数多い公式が存在し、文の
長さや単語数などを測定基準にする（DuBay 2007）。リーダビリティ公式は「教育、
出版業界、ビジネス、医療、軍事、そして産業に使われる 」（DuBay 2007: 6）。さら
に、法言語学や通訳研究の領域においても、英文の難易度を測定するために、リーダ
ビリティ公式を使用した研究がある（Davies 2004, Liu et al. 2004, Liu and Chiu 2011）。 
リーダビリティ公式は多数あるが、上記を含む英語を対象とする研究では、使用さ
れる頻度の非常に高い公式一つとして、「フレッシュリーディングイーズ（Flesch 
Reading Ease）」（もしくは「フレッシュリーダビリティテスト（Flesch Readability 
Test）」、以下「フレッシュテスト」）が挙げられる（Flesch 1949）。したがって、本
論文でも英語をめぐる研究において信頼度が高いフレッシュテストを適用することに
した。 
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ほかの公式と同様、フレッシュテストもテキストにおける平均的な文（センテンス）
の長さ（average sentence length, ASL）及び単語毎の平均音節数（average number of 
syllables per word, ASW）を測定基準にしている。フレッシュテストの公式は次のとお
りである。 
 
リーダビリティ ＝ 206.835 – （1.015 x ASL） – （84.6 x ASW） 
 
この公式で計算された結果は、0 点から 100 点までの範囲内で、点数が高ければ高
いほど、テキストが読みやすいとされている。例えば、90 点〜100 点のテキストは、
「とても易しい」（米国の小学校５年生の読解力レベル15）とされているのに対して、
0点〜30点のテキストは大学卒業者以上の読解力レベルを要する（DuBay 2007: 59）。
その他の読解力レベルは次のとおりである：「易しい」（80 点〜90 点）、「やや易しい」
（70 点〜80 点、）、「普通」（60 点〜70 点）、「やや難しい」（50 点〜60 点）、そして
「難しい」（30 点〜40点）16（ibid.）。 
リーダビリティの点数を計算する様々なツールはインターネット上でも利用可能で
ある。また、マイクロソフトのワードにもこの公式の計算ツールが搭載されている。
本論文では、ワード17上のこのツールを使用した点数18を紹介した上で応用する（第 7
章）。 
フレッシュテストの点数を測定するとともに、ワード上のツールは、「フレッシュ
＝キンケイドグレードレベル（Flesch-Kincaid Grade Level）」（以下、「グレードレベ
ル」）も表示する。これは、米国における教育制度の学年の意味をし、例えば「グレ
ード 5」とは、小学校 5 年生のテキストを理解できるレベルとなる。テキストのリー
ダビリティ点数が非常に低い場合（例えば、20 点以下）、米国の教育制度において存
在もしないグレードレベルが表示される（例えば、「グレード 23」）。すなわち、通
常の教育年数を満たしたとしても、そのテキストを理解するには苦労するだろうとの
ことを意味する。第７章の分析結果を提示する際、参考のため、リーダビリティとグ
レードレベルの双方を示す。 
                            
15
 点数を基にしてテキストを理解するのに必要な読解力レベルを評価する方法は様々であ
る。上記で紹介したレベルはドゥベイ（DuBay 2007）によるものである。一方、本研究の
分析結果を紹介する際（節番号）、マイクロソフトワード上の「フレッシュ･キンケイド･
グレード･レベル」も紹介する。いずれにせよ、文書の難易度に対する評価において、大差
はない。  
16
 ドゥベイ（ibid.）では、40 点〜50 点の点数に関する記載はないが、同様の論理を適用す
れば、「やや難しい」と「難しい」の間であろう。 
17 マイクロソフトのワードのバージョン： Word 2013。 
18 名古屋外国語大学大学院の大学院共同研究室に設置されている 541−110 号のパソコン利
用（実施日：2015 年 5 月 17 日）。 
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もちろん、「文章の難易度」や「読みやすさ」は、読者によって大きく異なり、非
常に主観的な概念である。例えば、アレクシエーヴァは、同時通訳によって作成され
る目標テキスト（target text, TT）の難易度を計算するため、リーダビリティ公式の適
用はふさわしくないと主張している（Alexieva 1999）。一方、リュウ及びチュウは、
逐次通訳の対象となる起点テキスト（source text, ST）の難易度を判定するため、 フレ
ッシュテストを判断基準の一つとして使用している（Liu and Chiu 2011）。これらの著
者が指摘するように、「書面で円滑に読めるテキストは、口頭で読み上げられる場合、
理解しにくくなる可能性がある」（ibid.: 136）。これは重要なポイントである。なぜ
ならば、既述の通り、刑事裁判において、被告人は英訳された判決文を自分で読むこ
とは認められておらず19、その内容を通訳人に読み上げてもらうことになっているから
である。したがって、通訳人が読み上げる英訳文における難易度やそれに対する、英
語を第一言語としない被告人の理解度には、読み上げるスピードや通訳人の発音など
の様々な要素も、影響を及ぼしうる。 
ところが、そのような要素を難易度測定の基準にするのは、裁判の録音が認められ
ていないなどの理由から、不可能である。また、ドゥベイが主張するように、「対象
は口頭テキストか筆記テキストを問わず、言葉の難易度の計算にあたって、多くの研
究者がフレッシュテストの公式を適用する」（DuBay 2007: 87）ので、本論文でも判決
文の英訳における難易度の問題を考察するにあたって、フレッシュテストを議論の
「出発点」として適用することとする。 
 
2.4.1 リーダビリティの公式及びフレッシュテストの制約 
フレッシュテストを含むリーダビリティ公式は、非常に使いやすい、かつ便利なツ
ールである一方、その適用性には制約もある。まず、センテンス数及び単語ごとの音
節数といった変数しか測定基準にせず、テキストにおける専門用語や複雑な文型など
を対象にしていない。言い換えれば、リーダビリティ公式は、テキストの表面的な要
素を判定基準とする量的な難易度判定方法である（Liu and Chiu 2011）。ところが、法
律用語やその他の専門用語を含むテキストは、日常的な表現の多いテキストに比べる
と、より高い読解力を要する。したがって、例えばリーダビリティの点数が高いテキ
ストが実際には「読みにくい」ことも、またはその逆のパターンもあり得る（Oakland 
and Lane 2004）。 
                            
19
 なお、被告人が日本語話者か否かにかかわらず、結審後、弁護人は判決文を裁判所から
入手し、被告人に読ませることがある。また、被告人は日本語を解しない場合、判決文を
翻訳した通訳人からその英訳文をもらい、被告人に読ませることができる。 
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さらに問題なのは、英語で書かれたテキストのリーダビリティ難易度を測定する前
提として、英語の第一言語話者、つまり米国などの出身者が読者として想定されてい
ることである。英語で教育を受けており、日常生活上のみならず、公的や業務的など
の様々な場面で用いる主要言語が英語である人を想定読者としているのである。した
がって、本研究でリーダビリティを測定した判決文の英訳が英語の第一言語話者にす
ら「難しい」結果となるのであれば、NNS である被告人にとって、その内容を理解す
ることはなおさら困難になりうるであろう。 
読み手の言語運用能力によって理解度が大きく異なることがあるため、テキストの
「難易度」を量的に判定することはそもそも困難である。テキストの難易度を判定す
るにあたって、そこで用いられる単語や表現、文章の構造、スタイルやレジスターな
どの言語的要素、かつ、読み手の読解力などを含む言語運用能力や教育歴、読解時に
発生するプレッシャーやストレスの程度などを検討すべきかもしれない。そういった
意味では、客観的な数字を使ったフレッシュテストのようなリーダビリティ公式は難
易度の判定において、あくまでも議論の出発点になると考えられる。 
 
2.5 法廷通訳人への聞き取り調査の概要 
上記 2.3 で紹介した調査の第一段階と同様、第二段階でも法廷通訳人の協力が研究
上の基盤となった。第二段階では、通訳人に聞き取り調査（半構造化インタビュー）
を実施し、英語を用いた法廷通訳をめぐる問題や課題について、協力者の経験につい
て直接聞くことにした。 
この研究方法をいくつかの理由から適用することにした。まず、既述の通り、法廷
通訳において実際に行われる（被告人と通訳人との間の）やりとりを学術研究の目的
で使用できない。また、裁判を含む刑事司法手続きの対象者となる被疑者・被告人に
直接聞き取り調査を実施できず、彼（女）らが実際に直面している困難や問題につい
て調べられない。したがって、対象者以外、聞き取り調査を実施できる刑事裁判参与
者に尋ねるほかには、調査方法が事実上、ない。そういった中、聞き取り調査の対象
を実施することにあたって、最も適任者であるのは、法廷通訳人だと考えた。なぜな
らば、通訳人は刑事裁判において通訳翻訳を実際に遂行するのみならず、法曹三者と
違って、唯一の言語専門家としての役割を果たすからである。また、通訳人が経験し
てきた刑事事件をめぐる話の中、被告人とのコミュニケーションにおいてどのような
困難や問題があったのかについて、通訳人に直接聞き取ることが最も効果的だと考え
たからである。つまり、通訳人の経験談から、リンガフランカとしての英語のに潜む
課題や問題が現れてくるのではないかと考えた理由から、半構造化インタビューとい
う研究方法を適用することにした。 
 31 
聞き取り調査を実施するにあたっては、まず 2015 年 12 月に協力を得たい旨を、法
廷通訳人に電子メールで協力要請をした。その際、質問事項を記載した「聞き取り調
査の概要」（付録 3）及び「調査協力の承諾書」（付録 4）を同信し、協力の承諾を得
た通訳人から署名した承諾書を返送、あるいは直接手渡してもらった。 
前 2.1 で既述したように、裁判所に登載されている法廷通訳人の名簿は公表されな
いため、調査の第二段階でも既知の法廷通訳人や他の通訳人や研究者に紹介してもら
った通訳人に要請した。20 名近くの英語法廷通訳人のうち、15 名から協力を得ること
ができた。既述の通り、その中には第一段階で協力を得た通訳人もいれば（9 名）、
新たな協力者もいた（6 名）。 
実施した聞き取り調査には、半構造型インタビュー方法を適用し、筆者による自由
回答式の質問に対して協力者が回答をした。その中には、協力者の経験（その年数や
担当した事件数）、接してきた被告人の国籍や言語的背景、ネイティブスピカートと
ノンネイティブスピーカーの事件で通訳をめぐる問題、法曹三者による発言及び文書
の難易度、通訳人と法曹三者との関係などに関する質問事項があった。また、調査を
実施する過程で、通訳人の役割、「直訳」の要求という問題、通訳翻訳に対する法曹
三者の理解の不十分さなどの実状も浮上した。 
第一段階と同様、聞き取り調査に協力した通訳人も様々な高等裁判所の管轄下で活
動している。したがって、インタビューも日本の各地で実施した。どの通訳人がどこ
の管轄下で通訳業務に従事しているのかは、協力者のプライバシーへの配慮や個人の
特定を避けるため、明らかにしないが、各高等裁判所管轄地域ベースに活動する通訳
人の数は次の通りである、東京（3 名）、名古屋（2 名）、大阪（6 名）、広島（1
名）、福岡（3 名）。つまり、全国の高等裁判所 8 所のうち、5 所の高等裁判所で登載
されている通訳人が本研究に協力してくれた。また、どの通訳人にどこで聞取りをし
たのかも公表しないこととするが、東京都、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、沖縄
県の 5 都府県で聞取りを実施した。また、協力者の都合によって、1 名にはスカイプ
（Skype）を利用し、インタビューを実施した。聞き取り調査実施のその他の詳細は表
2.2 でまとめた。なお、第一段階の協力者と混乱させないように、第二段階の通訳人に
アルファベットの文字（A から O まで）を付けた。 
 
表 2.2：通訳人への聞き取り調査の実施詳細 
通訳人番号 聞き取り調査
実施年月 
聞き取り調査で使
用された言語 
録音時間 
（時：分：秒） 
通訳人 A 2016年 1 月 日本語 47:40 
通訳人 B 2016年 1 月 日本語 36:41 
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通訳人 C 2016年 1 月 英語 58:24 
通訳人 D 2016年 2 月 日本語 45:53 
通訳人 E 2016年 2 月 日本語 45:54 
通訳人 F 2016年 3 月 日本語 01:05:34 
通訳人 G 2016年 3 月 日本語 01:07:40 
通訳人 H 2016年 3 月 日本語 57:02 
通訳人 I 2016年 3 月 日本語 02:00:04 
通訳人 J 2016年 3 月 英語 01:36:00 
通訳人 K 2016年 4 月 日本語 01:24:29 
通訳人 L 2016年 5 月 日本語 01:19:16 
通訳人 M 2016年 7 月 日本語 02:24:13 
通訳人 N 
通訳人 O 2016年 7 月 英語 01:47:05 
 
表 2.2 から分かるように、聞き取り調査の実施期間は、2016 年 1 月から同年 7 月の
7 ヶ月であった。実施したインタビューを（事前に承諾を得た上）IC レコーダーで録
音し、その内容をワープロで書き起こした。最短のインタビュー録音時間は、36 分 41
秒（通訳人 B）で、最長は 2 時間 24 分 13 秒（通訳人 M 及び通訳人 N）であった。録
音の総時間は、17 時間 35 分 55 秒に及んだ。なお、協力者の都合によって、2 名の通
訳人（通訳人 M 及び通訳人 N）に対して同時に聞き取り調査を実施した。したがって、
インタビュー当たりの平均時間は約 75.4 分となった一方、1 名の通訳人当たりの録音
時間は平均で約 70.4 分となった。 
協力者のプライバシーを保護するため表 2.2 には記載がないが、表男女の割合につ
いては、女性が圧倒的に多く（12 名）、男性は 5分の 1（15 名内 3名）のみだった。 
聞き取り調査に協力してくれた法廷通訳人は、様々な経験を持ち、取り扱った件数
や実務の経験数は場合よって、大きく異なる。また、それらの異なる経験によって、
直面した問題や改善すべきと考える課題も異なる。したがって、それらの経験に配慮
した協力者プロフィールも視野に入れなければならないが、その詳細については第８
章で後述する。 
 
2.6 本研究の規模及び協力者の数について 
本研究の判決文の英訳には 12 名、聞き取り調査には 15 名の通訳人が協力してくれ
たが、その数が「少ない」と指摘されうる。しかし、協力者の経験について考えてみ
たい。 
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2016 年 4 月現在、61 言語を担当する 3,840 名の通訳人が全国の裁判所で登載されて
いる（最高裁判所事務総局刑事局 2017: 02）が、その内、何名が英語を担当するかが
分からない。各言語の通訳人の延べ人数がその言語の比率に相当すると仮定すれば
（つまり、例えば中国語の比率がおよそ 30%となっていることから、中国語を担当す
る通訳人も、登載されている法廷通訳人の 30%を占めるという仮定）、2009 年〜2015
年の期間に関するデータから計算すると、英語を担当する通訳人の人数はおよそ 244
名になる。なぜならば、この期間内に、英語の比率は 4.5%〜7.9%（詳細は第 6 章の表
6.2 を参照）だったため、その平均は 6.36%となり、3,840 名の 6.36%はおよそ 244.2 名
となるからである。 
そうすると、全国で英語を担当する法廷通訳人の人数（244 名）のおよそ 5%（12
名）が本研究の第一段階に、そして 6%（15 名）が第二段階に協力してくれたことに
なる。合計の協力者である 18 名20は、244 名の 7.37%を占める。もちろん、各言語を担
当する通訳人の延べ人数が実際にその言語の比率に相当しているかどうかについては
裏付ける根拠もないし、上記の計算の前提となった全国の裁判所で登載されている通
訳人の合計人数も毎年変動する。さらには、登載されている英語法廷通訳人の内、何
割が法廷で実際に活動しているかも分からない（裁判所で登載されているものの、実
際に担当する件数が少ない、あるいはほとんどないこともあると考えられる）。した
がって、本研究の協力者が、実際に法廷で通訳人を務める延べ人数の内、より大きな
割合を占めることになるという可能性がある。 
 
2.7 小括 
本章では、本研究の枠組みを紹介してきた。まず、分析の対象となる判決文を含む
法廷で朗読される法律文書について考察した後に、当該の判決文の構成について述べ
た。 
次に、本研究で実施した判決文英訳の分析に協力してくれた法廷通訳人の簡単なプ
ロフィール、及び聞き取り調査の実施について紹介した。協力者が担当した事件の被
告人の内、英語の母語話者がもちろんいるものの、英語を二次的な言語として使う者
や英語が外国語であるという話者もいることが分かった。 
もちろん、既述の通り、被告人の英語運用能力において、その出身国は完璧な判断
基準ではない。高い英語運用能力を有する NNS の被告人もいるだろうが、英語に通訳
翻訳される刑事司法手続きにおけるディスコースを理解するのに苦労する被告人は少
                            
20
 第一段階の 12 名＋第二段階の 15 名＝27 名となるが、そのうちの 9 名が両段階に協力し
てくれた。合計 27 名から 9 名を引くと、18 名となる。 
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なくないと推定できる。一方、第 6 章で詳述するように、そのような被告人の第一言
語を担当できる法廷通訳人が不足しているあるいは不在となっていることから、英語
に頼らざるを得ないのも現状である。 
2.4 では、本研究の分析に当たってきわめて重要な概念である「リーダビリティ」
を紹介した。そのリーダビリティを測定するツールとして、フレッシュテストを紹介
し、リーダビリティの公式における制約を意識しつつ、法律文書における難易度の判
定へのフレッシュテストの適用可能性について論じた。リーダビリティは、判決文の
英訳を含む刑事司法手続きにおける法的ディスコースに対する NNS 被告人の理解度を
判定するには、完全なツールではないが、その重要な第一歩であると強調した。 
本章で紹介した枠組みを適用し、作成してもらった英訳文のリーダビリティ測定結
果及び通訳人への聞き取り調査を基に、NNS の被告人が通訳翻訳された目標テキスト
（口頭発言と文章を含む）に対する理解において、直面する問題点については第 7 章
〜第 9章で考察する。 
  
 35 
第 3章：先行研究から見た司法通訳翻訳 
 
本論文の研究領域は「司法通訳翻訳」である。文字通り、「司法」及び「通訳翻訳」
という二つの分野から構成される。ところが、司法通訳翻訳をより詳しく見ると、通
訳翻訳研究、公益通訳翻訳、法学、マイノリティーや人権をめぐる問題に関する研究、
多言語多文化共生、法言語学、通訳翻訳の作業で使われる双言語に関する研究など、
多数の学問の成果も参考にしなければならないことが明らかである。言い換えれば、
司法通訳翻訳をめぐる研究は通常、学際的なアプローチを取る。 
したがって、研究の焦点や関心によって、様々な研究ツールを適用し、関連分野を
参考にすることになる。本研究の焦点が、日本の刑事司法手続きにおける英語の使用
であるため、通訳翻訳研究、公益通訳翻訳論、法言語学、そして世界における英語の
使用をテーマとする研究領域（主にリンガフランカとしての英語（English as a Lingua 
Franca, ELF）及び世界諸英語（World Englishes, WE））等を参考にしながら論じてい
く。 
本章では、関連した通訳翻訳研究の先行研究やその成果を紹介した上で、それらの
観点から本研究のテーマを考察する。まず、通訳翻訳研究を紹介し、本論文をその枠
組み内に位置付ける。また、ここから繰り返し使われていく、基本的な用語や概念も
紹介する。後半においては、司法通訳翻訳と深く関わる法言語学や公益通訳翻訳論を
紹介した上で、最後に、本研究の対象となる日英通訳翻訳という作業において、通訳
人にはどのぐらいの「自由度があるのか」という設問及び法廷通訳人の役割と位置づ
けについても、先行研究の成果を基にしながら考えてみたい。 
 
3.1  司法分野への通訳翻訳研究の適用 
まず、「通訳」（interpreting21）と「翻訳」（translation）は、どちらも通訳者ある
いは翻訳者が起点言語（source language, SL）のメッセージを目標言語（target language, 
TL）に変換するという共通点を持つが、では両者はどう違うのか、という根本的な質
問から始めよう。最も明らかな違いは、起点テキスト（source text, ST）と目標テキス
ト（target text, TT）の形態である22。翻訳では、起点テキストと目標テキストの双方は、
書面の文章となっており、一方、通訳では双方が口頭による発話である。また、双作
                            
21
 文献によって、通訳に対して「interpreting」以外に「interpretation」という表現も使われ
ることがある。しかし、この表現は曖昧な表現であると言える。なぜならば、法律の文脈
において、必ずしも通訳を指すとは限らず、条例の解釈を意味することがある。本研究で
は、その曖昧さを避けるため、通訳作業に対して「interpreting」との英語表現を用いる。 
22
 本研究では手話を使った通訳は範囲外となる。 
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業における「時空間的次元」も通常、異なる（Smirnov 1997: 214）。つまり、翻訳者
が「起点テキストの作成者からも目標テキストの読者からも時間及び空間によって離
れている」のに対して、通訳者は「対話者とそのディスコースにある程度、時間的か
つ空間的な近接性がある」ことを挙げられる（ibid.）23。 
ヘイルによれば、それぞれの作業には、次のうような違いもある。 
 
翻訳者は手元にテキストが揃っており、最初の段階でこれ
を読んで徹底的に分析することが可能です。この最初の読解段
階では内容をより良く理解するために関連するリサーチを行い
ます。（中略）翻訳者は翻訳文を作成する間、無数のリソース
を使うことが可能です。例えば翻訳者の長期記憶を補う翻訳メ
モリーソフトウェアといった補助ツールがあり、このような重
要なリソースはますます高度化していっています。一方通訳者
は、以前行った通訳業務を参考にすることもできず、最終版を
修正や編集したりする機会もないままその場で発された口頭の
テキストをそのまま処理しなくてはなりません。 
（ヘイル 2014: 16）24 
 
通訳と翻訳の双方を含む訳出という作業は、人類文明の遥かな過去から行われてき
た。しかし、通訳を録音する装置がなかったため、比較的に近年まで、通訳を対象と
する研究をするのは不可能だった。したがって、翻訳は書面を対象とするため、「翻
訳研究」は長い歴史を持つ研究分野となっているのに対して、通訳をめぐる研究はま
だ比較的新しい分野である。そのため、通訳が即時性（immediacy）という特徴を持つ
「訳出作業（translational activity）」の一種として扱われているのも不思議ではない
（ポェヒハッカー 2008: 4）25。 
ところが、上記のヘイルからの引用にもあるように、通訳と翻訳の間に大きな違い
があるため、やはり、「通訳学」という分野が翻訳研究から独立する必要があった。
その「独立」の早期段階（1950〜60 年代）での研究が、会議通訳を対象としており、
主に同時通訳という通訳方式やそれに伴う通訳者の頭脳における認知的プロセスなど
が注目を浴びていた（ibid. 2008: 38）。1980 年代以降、研究者の関心は司法通訳など
                            
23
 本論文では以下、翻訳者名の特定がない限り、すべての和訳は筆者によるものである。 
24
 本研究で引用するヘイル（2014）の和訳はすべて、山口美子・園崎寿子・岡田仁子訳に
よるものである（参考文献参照）。 
25
 本研究で引用するポェヒハッカー（2008）の和訳はすべて鳥飼玖美子によるものである
（参考文献参照）。 
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の他分野にも広がる（ibid.）。今日、「司法通訳」は通訳学（や後述する法言語学）
の確立した下位区分となっている。また、通訳学の一つとして近年、会議通訳と対照
される公益通訳翻訳26が注目されるようになっている。この分野については、3.2 で詳
述する。 
通訳と翻訳の間に差異が多いとはいえ、やはり、関連性の高い研究分野であり、そ
して後述する等価性などのような多くの概念やパラダイムを共通にしている。さらに、
本研究の視座からすれば、日本の司法通訳翻訳において「通訳人」が「通訳」のみな
らず、「翻訳」の作業も行うことがあるため、既述の通り、その二つを完全に分ける
のが難しい。したがって、それらの両作業を一緒に「司法通訳翻訳」として取り扱う
ことが適切となる。例えば、法廷では「起訴状」という起点テキストの作成者である
検察官、その目標テキストの聞き手である（当然ながら、「読み手」ではない）被告
人、そしてその訳出作業を行う通訳人が、同じ「時間」、同じ「空間」を共有してい
るという意味からすれば、スミルノフ（Smirnov 1997: 214）が指摘する「時空間的次
元」の例外となるだろう。司法通訳翻訳の研究分野に関する議論に入る前に、以下で
はまず、通訳学及び翻訳研究で使われる基本的な概念をいくつか整理しておこう。 
 
3.1.1 通訳理論の諸相 
ポェヒハッカーが指摘するように、通訳学においては、「媒体」、「通訳の場」、
「通訳方式」、「言語（文化）」、「談話（ディスコース）」、「参与者」、「通訳
者」、そして「課題」の八つの側面（dimensions）がある（2008: 22）。これらの側面
には様々な要素が影響を及ぼしあっている。それらのすべての側面や要素について詳
述はしないが、本研究にとって重要であると判断できるものだけを取り上げ、以下に
おいて触れたい。 
「媒体」とは、通訳作業を行うのが人間か機械かを意味する。本研究では、「媒体」
はもちろん人間である通訳人となる。ところが日本語の特徴ではあるが、通訳作業を
行う者に対して、「通訳人（者27）」ではなく、例えばユーザーが「通訳」という表現
を誤用することがある。一方、英語ではその曖昧さはない。通訳作業を指す表現とし
ては、interpreting があり、通訳人（者）に当たる表現は interpreter である。したがって、
                            
26
 文献や研究者によって、ビジネス及び会議と異なる場面における通訳翻訳に対して用い
られるラベルが異なる。それらの表現については、本章の 3.2.2.1 項で整理し、詳述する。 
27
 通訳作業を行う人間に対して、様々な日本語の表現が使われる。一般的な言い方として
は「通訳者」があるが、通訳する分野によって別の表現が使われる。本研究の対象となる
司法という場面においては、通訳を行うのが既述のとおり、通訳人である。一方、医療通
訳の世界において、通訳士という言い方が用いられることがある。 
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混乱を避けるため本論文では、「通訳」は通訳の作業を意味するのに対し、その作業
を行う人間を「通訳人」であることとする。 
本研究の対象となる通訳は、日本の司法機関（警察、検察庁、裁判所など）と日本
語を十分に解しない被疑者・被告人の間で行われるため、「通訳の場」は、「国際
（international）」（例えば多国籍の参加者が集まる会議の場合）ではなく、むしろ
「社会内（intra-social）」である。 
自然音声言語間の通訳における主な通訳方式は「同時通訳」と「逐次通訳」である
（ポェヒハッカー 2008: 15）。また、「同時通訳」の中には「ささやき通訳」（「ウ
ィスパリング（whispering）」または「シュショタージュ（chuchotage）」）という方
式も含まれる。同時通訳と逐次通訳の通訳方式では、起点テキストと目標テキストの
双方は口頭による発言である（これは、前節で述べたように、「通訳」の前提でもあ
る）。ところが、「サイトトランスレーション」（「視訳」、しばしば「サイトラ」
とも呼ばれる）と名付けられる訳出作業では、起点テキストは書面であるが、目標テ
キストは口頭による発言となる。したがって、この訳出作業を「サイトトランスレー
ション」ではなく、「サイトインタープリティング」と名付けた方がより適切である
と主張する研究者もいる（ポェヒハッカー2008: 17）。しかし、前者の表現は先行研究
や通訳実務において既に定着しているため、本論文でも「サイトトランスレーション」
を使うことにする。日本における司法通訳で使われる通訳方式については、第 5 章で
詳述するが、本研究で主に取り扱う方式は逐次通訳及びサイトトランスレーションで
ある。なぜならば、日本の司法通訳において同時通訳はあまり行われないからである。
その例外として、法廷では、様々な書証などが提示される際に行われる同時通訳が挙
げられるが、そういったケースはどちらかと言えば稀である。通常、逐次通訳に加え
て、サイトトランスレーションや第 5 章で詳述する「同時進行的な通訳」という方式
が用いられる。 
本研究の対象となる訳出作業の言語は自然音声言語（手話ではない言語）、すなわ
ち日本における刑事司法手続きの言語である日本語と、その日本語を解しない被疑
者・被告人に対して使われる英語である。なお、分析対象となる判決文の英訳におい
ては、日本語が当然、起点言語であり、そして英語はその目標言語として位置付けら
れる。一方、口頭の発言においては、誰が話し手なのか、誰が聞き手になるかによっ
て起点言語と目標言語の役割は日本語と英語が交替に担うことになる。 
次の側面であるところの談話（ディスコース）は「スピーチ」、「ディベート」、
そして「対面しての会話」に分類できる（ポェヒハッカー 2008: 23）。この観点から
すれば、本研究で取り扱うディスコースの種類は、スピーチ（例えば、法廷で被告人
に対して朗読される法律文書の場合）及び対面しての会話（被疑者に対する捜査機関
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による取調べや法曹三者による法廷での被告人質問の場合）の両方を含む。このよう
なディスコースの参与者は、国際会議で行われる通訳の場合と違って「同等の代表者」
ではなく、被疑者・被告人という個人と組織を代表する取調官、検察官、または裁判
官などであるため、「個人対組織の代表」という力関係にある（ibid.）。なお、弁護
人接見などの場面においては、個人対個人になるが、それぞれの置かれている状況を
考えると、弁護人と被告人は「同等の代表者」の関係にあるとは言えないだろう。 
「通訳者」という側面に関して、ポェヒハッカーは「訓練を受けたプロ」、「準プ
ロ」、「素人」の三つに分類する（ibid.）。「素人」というカテゴリーは「アドホッ
ク通訳者」（ヘイル 2014）と呼ばれることもある。日本の司法通訳において、通訳
人のプロフェッショナリズムは、デリケートなイシューであると言える。正式な訓練
の場もあまり設けられていないし、公的認定制度も設立されていないが、通訳人を選
任する司法機関（裁判所など）による定期的な研修や「フォローアップセミナー」な
どが実施されることがある。また、通訳人のパーフォマンスによる問題が指摘される
ことはあるが、多くの通訳人はプロ意識を持っていると言える（通訳人の実務に関し
ては、第 5章で詳述する）。 
最後の側面である「課題」は、場合によって、例えば記憶、質、ストレス、効果な
どの様々な通訳研究の対象を指すことがある（ポェヒハッカー 2008: 23）。本研究の
視座からすれば、最も重要な課題は、「成果物」（文章の英訳及び口頭表現を含む通
訳人による目標テキスト）の「受取人」となる被告人による「理解」である。 
本論文を通して、以上の側面に触れることもあるが、主に焦点を当てていく側面は、
通訳人の訳出作業による英訳に対する被告人の「理解」として定義される「課題」以
外に、それに影響を与えうる通訳方式、言語、ディスコースなどである。 
 
3.1.2 等価性という概念 
3.1.2.1 翻訳論における等価性 
かつては通訳の実務を録音できる技術がなかったため、20 世紀までの研究は主に翻
訳を対象としていたことは、既述の通りである。翻訳をめぐる議論において、最も基
本的な問題として、翻訳は「直訳」（逐語的）であるべきなのか、それとも（意味を
重視した）「意訳」であるべきなのか、というジレンマが挙げられる（Munday 2008）。
1950 年代から 1960 年代にかけて、言語学的なツールや概念が翻訳研究に大きな影響を
与えるようになった（ibid.: 36）。それらの概念の一つとして、1950 年代後半にロマー
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ン・ヤーコブソン（Roman Jakobson）が取り扱った「等価性28（equivalence）」がある。
この概念をどのように定義するのかは、通訳翻訳をめぐる研究において、以前から重
要なイシューとして取り上げられてきた（Wadensjö 1998: 103）。すなわち、「等価は
翻訳理論の中心的概念である。しかし、等価概念をどのように扱うかについては立場
が大きく分かれている」（ベイカー及びサルダーニャ 2013:53）。 
例えば、ヤーコブソンによれば、起点テキストと目標テキストは別の言語で表され
るので、完全に同等なものにはならないが、それぞれの受取人に等しい効果
（equivalent effect）を与えれば良い。起点言語と目標言語がいくら異なったとしても、
ヤーコブソンは、翻訳における等価性は達成可能な目標であると次のように主張する。 
 
すべての認知的体験やその分類の伝達は、どの既存言語へも可
能である。［目標言語に当てはまる表現がないことによる］不足
が生じた場合、それらの表現を借用語、借用翻訳語、新語、意味
のシフト、そして最後に、回りくどさによって、修飾したり、敷
衍したりすることができる。 
      （Jakobson 2000: 115） 
 
ヤーコブソンによれば、文型あるいは語彙などのような起点言語における表現や概
念を容易に翻訳できない場合でも、その他の言語的手段を使い伝達できるはずである。
「ある言語［目標言語］において［起点言語に存在する］当該の文法的範疇が不在の
場合、その意味を語彙の手段を使いその言語に翻訳できる」（Jakobson 2000: 116）。
言い換えれば、両言語における差異によって、それらの言語が相互に翻訳不可能な関
係にあるとは言えないのである。 
一方、ユージン・ナイダ（Eugene Nida）は、翻訳作業において翻訳者の解釈も重要
な役割を果たすため、意味や形式などのあらゆる面において完全に忠実な訳文は不可
能だと主張する。 
 
当該の記号に与えられる意味、あるいは文にそれらの記号の整
理方法などの面からすれば、どの二つの言語もまったく同様なも
のではないため、異なる言語の間には、完全な一致はないと主張
できる。したがって、完全に正確な翻訳はありえない。翻訳文に
                            
28
 文献によって、英語の「equivalence」に対して、「等価」や「等価性」の和訳が使われ
ているが、本論ではその後者を用いることとする。ただし、引用の場合、著者の用いる表
現を使う。 
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よる総合的な影響は、原文に近い場合でも、その詳細において同
一性はない（中略）翻訳作業において、翻訳者による解釈は一切
入らないと考えるのは、間違いだ。 
 （Nida 1964/2000: 126、下線は筆者による強調） 
 
ナイダによれば、翻訳には様々な種類があり、翻訳者は起点テキストの種類に合わ
せてその作業に挑まなければならない。当然、判決文などの法廷で使用される法律文
書と文学作品の翻訳とでは大きく異なる 。つまり、文学作品を翻訳する際、目標テキ
ストでは起点言語の芸術的価値などを表すのが重要であるのに対して、法律に関連し
た翻訳作業においては、何よりも正確性が重視されるからである。 したがって、 
 
［法律文書は］任意的な行動を推奨するのはなく、求められる
行動を明白かつ強制的にすることによって、翻訳者は縛られてい
る。読者によって理解可能な翻訳文の作成だけでは十分ではなく、
むしろ、誰も誤解しないという程度までに明確な翻訳文を目指す
べきだ。 
 （Nida 1964/2000: 128） 
 
文章によって、翻訳作業の目的が異なるため、ナイダは等価性を、「形式的等価性
（formal equivalence）」及び「動的等価性（dynamic equivalence）」の２種類に分類す
る（2000: 129）。前者が、「形式及び内容の両方の面において、メッセージに焦点を
当てる」（ibid.）のに対して、後者では、翻訳者は「目標言語メッセージを起点言語メ
ッセージに合わせることをあまり重視しない」（ibid.）。その結果、動的等価性では、
「受取人と［目標言語での］メッセージの関係は根本的に、原文でのメッセージとそ
の受取人の関係と同様であるべきだ」（ibid.）。もちろん、ナイダも形式的等価性と動
的等価性の間に連続性があると理解しており、多くの翻訳文は両極の間のどこかに位
置する。したがって、法律文書を翻訳する際、等価性に関する判断は、司法通訳人の
主な役割の一つであるが、このような決定過程が生じること自体を意識しない可能性
もあるだろう。いずれにせよ、通訳翻訳の等価性は、起点言語と目標言語におけるそ
れぞれの単語や表現を１対１で合わせる作業ではないことは明らかである。 
また、ナイダと同様、ベイカーも、訳出作業において等価性を確保するのが困難な
場合もあると指摘する。「普段、ある程度の等価性を確保できるものの、［等価性は］
様々な言語的要素の影響を受けるため、いつも相対的である」（Baker 2011: 5）。また、
等価性の確保が不可能な場合も考えられ、その要因として、文化に関連したコンテキ
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スト、起点言語の概念は目標言語に存在しないこと、起点言語の表現は意味論的に複
雑であること、目標言語に適切な表現がないことなどが挙げられる（ibid: 18-22）。さ
らに加えると、単語レベルのみならず、文法的等価性（grammatical equivalence）やテ
キスト等価性（textual equivalence）などのように、等価性の議論をする際、単語レベル
を超えた検討をする必要があると指摘できる（Baker 2011）。 
日本における司法通訳翻訳という場面の視座からすれば、上記の研究者の主張から、
次のような問題が生じると考えられる。①司法通訳人が目指すべき（形式的あるいは
動的）等価性とは何か。②目標言語への翻訳作業を行う際、等価性を実現して、被告
人の理解を確保するため、起点テキストでのメッセージを修正する場合、どのぐらい
の「自由度」が認められるか。 
 
3.1.2.2 司法通訳翻訳の文脈における等価性 
等価性が翻訳と通訳の作業において最も重要な概念の一つであるということは、前
述の通りである。そして、司法通訳翻訳もその例外ではない。ヘイルによれば等価性
とは、「起点言語と目標言語のテキストの関係を表す最適な表現」（2014: 14）であり、
翻訳（及び通訳）は「自ら作成する文章［翻訳文ではなく、原著作物として作成され
る文章］と区別されるのであれば」（ibid）、等価性は役に立つ表現である。 
司法通訳翻訳の場合、等価性を具体的に定義するのは難しいだろう。目標テキスト
の受取人による理解度への影響に配慮せず、通訳人は起点テキストにおける形式（文
型、語彙や表現の選択、レジスター29など）と内容の双方を維持し、厳格な形式的等価
性を目指すべきなのか。それとも、スミルノフが主張するように、動的等価性を目指
すべきなのか（Smirnov 1997: 223）。このジレンマを解決するには通訳人はまず、等
価性のある通訳あるいは翻訳とは何かを自分自身で判断しなければならないだろう。
ヘイルは次のように指摘する。 
 
もしこれらの言葉［忠実性、等価性、正確性］が、言語の階層
（語彙的、統語的、意味的、語用論的に）すべてのレベルで等価
性のある逐語訳ということであるとすれば、その要求はほとんど
達成不可能なものです。しかし、（中略）等価性を語用論的な視
点で見るのであれば、これは達成可能となります。そのような視
点で等価性を出すには、通訳者が参加者と状況を考慮し、さらに
                            
29 「レジスター」とは、ある社会的場面またはある目標に応じた言葉遣いのことである。
例えば、（同じ内容を表すにしても、）日常会話と法廷の場では、使われる言葉のスタイ
ルや表現が違う。 
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発話の聞き手に起こりそうな反応を察知した上で言葉の逐語的な
意味を超えた発話的な理解をし、文脈の中で話者が意図している
ことを意味します。 
 （ヘイル 2014: 14-15、下線は筆者による強調） 
 
上記の引用を本研究の視座から考慮する際、通訳人にはどのぐらい「参加者と状況
を考慮し、さらに発話の聞き手に起こりそうな反応を察知［する］」ことが認められ
るのか、について考察する必要が生じる。つまり、通訳人は、英訳する文章あるいは
発言の聞き手（被告人）が通訳作業の目標言語（英語）の母語話者でない場合、その
理解を確保するため、どのぐらい目標テキストを被告人の英語運用能力に合わせてい
くことができるのかについて考えなければならない。受取人にとって理解可能な翻訳
文を作成しようとするならば、起点テキストでのメッセージに逆らうことが許されな
い通訳人は、ある程度、動きが取れない状況におかれると言えるからである。例えば
コミュニティ通訳翻訳者にはどのぐらいの自由度があるかについて、ヘイルは次の通
り述べる。 
 
出来の悪いコミュニティマガジンを翻訳する場合、対象者がテ
キストの目的をちゃんと理解できるよう、表現を改善したり明確
にすることが翻訳者に求められます。しかし法律的な文書などの
場合は拘束力を持つので、その効力を担保するためには、特定の
書式、型通りの文書、専門用語などが必要とされます。 
（ヘイル 2014: 17） 
 
マンデーも同様に主張する。「［文学作品などの翻訳における］調整や解釈は、法
律の文書の場合には認められない。なぜならば、それらの翻訳におけるテクニックは
間違いなく、形式的等価性であるからだ」（Munday 2004: 51）。とりわけ、法律文書
の翻訳にあたっては、等価の効果は非常に重要な概念であるとされる。 
 
正常に機能するには、両テキスト［起点テキスト及び目標テキ
スト］は、両言語において同じ意図を表し、同じ反応を起こさな
ければならない。さもなければ、いかなる異なる解釈が可能とな
ってしまう結果、法律上の混乱や抜け穴が生じるからだ。 
 （Munday 2004: 51） 
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マンデーは主に契約書や国際条約などのような法律文書を翻訳するケースを述べ
ているが、もちろん、捜査段階で被疑者に対して、または法廷で被告人に対して読み
上げられる供述調書や判決文などのような文書を翻訳する際も、等価性を維持するの
は非常に重要である。しかし、同じ法律文書という範疇に属するとはいえ、やはり、
異なる目的や役割を果たすものであり、極端な形式的等価性は最善な翻訳ストラテジ
ーではないと主張できる。なぜならば、被疑者・被告人の理解を確保できない場合、
そのテキストの内容が通じないため、訳出がその役割を果たさなくなるからである。 
通訳人ユーザーとなる司法関係者は、「そのまま」な通訳及び翻訳を求めること
がしばしばある。しかし、そういった「そのまま」の通訳翻訳を求める人が、具体的
にどのような訳出を求めているのかは不明である。日本のコンテキストでも、通訳人
は「良心に従って誠実に通訳をすることを誓います」（最高裁判所事務総局 
2011:62）と宣誓するが、その「誠実性」の基準が明確になっていない。また、法律
家や司法機関などのユーザーによって、通訳翻訳という作業に関する理解は大きく異
なることもある。とはいえ、「直訳が最適」であるという考え方は、通訳人を選任す
る人のみならず、通訳人自身の中にも依然として存在している。 
ヘイルが実施したコミュニティ通訳者への聞き取り調査において、その役割につ
いて「できる限り二者間のパイプ役［conduit（Hale 2007: 128）］となる」 と回答し
た通訳者がいた（2014: 149）。この「パイプ役」は場合によって、日本語で「導管」
と名付けられ、同じ英語表現の「conduit」の和訳として使われている（吉田 2008）。
いずれにせよ、「直訳」や司法通訳人の役割と厳密な関係にあるため、先行研究の視
座からは本章の 3.3 で、そして日本で活動する英語の法廷通訳人への聞き取り調査か
らは、第 9 章で詳述することとする。 
通訳人の実務の実情について勘違いし、「直訳」を求める通訳ユーザー（法律実
務家や捜査機関の職員など）はいるが、ヘイルによれば「通翻訳というのは単なる単
語を探す作業だと誤解されてはならない」と主張する（2014: 14）。その一方、既述
の通り、等価性の確保という重要な課題を考慮すると、「起点テキストから完全に切
り離すことはできません」（ibid.）。そういった意味では、司法通訳翻訳という実務
は、プロフェッショナルなスキルや刑事司法手続きに対して深い理解が要求される仕
事であり、通訳人自身が自己の役割を十分に理解し、通訳翻訳によって被疑者・被告
人へ与えうる影響を常に意識していなければならないと言える。 
 
3.1.2.3 日本の司法通訳翻訳における等価性 
日本における要通訳刑事司法手続きの文脈において、法律文書の翻訳での等価性を
維持するという問題をめぐる数少ない研究の中に、毛利（2006）がある。毛利は、日
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本語で記載された起訴状とその英訳を対照し、通訳人が臨む課題について考察してい
る。「起訴状」とは、被告人が犯したとされる罪の内容や罪名を記載する、公判の冒
頭時に法廷で朗読される文書である。 
毛利の論文が重要な理由は、本研究の視座からすれば、 少なくとも二つある。第
一に、形式（や場合によって内容）において、起訴状と第７章において分析対象とな
る判決文が非常に類似したものであること、第二に、通訳人による翻訳という作業の
難しさやその作業による被告人の理解への影響の問題、そしてそれに対する解決策に
関する研究は、毛利（2006）以外にはあまりなされていないからである。 
起訴状を理解する重要性について、毛利は次のように述べる。「裁判はすべて起訴
状が元になる。起訴状から裁判が開始されると理解してよく、この起訴状の重要性を
被告人自身が理解する必要がある」（毛利 2006: 392）。つまり、審理全体を通して、
（証拠物や供述などを含む）証拠調べなどの手続きは起訴状を踏まえて行われること
になる。公判が開始された後、検察官が起訴状を朗読し、そして通訳人がその英訳文
を読み上げることになるため、被告人の理解は非常に重要である（ibid.）。正確な訳
出の必要性と被告人の理解との関係について、毛利は次の通り述べる。 
 
確かに司法という特殊な場での通訳では、「正確性」が殊に重要
である。しかし、「正確性」といってもその意味するところは、形式
的正確性や意味的正確性など異なった幅広い解釈が存在する。言語を
訳すということは単なる単語の置き換え作業ではないのである。意味
を余すとこなく伝えることが［通訳人の］使命だと考えれば、何らか
の補足、追加、編集を伴ったとしても、通訳人は意味的等価性・正確
性を維持する必要があると考えられる。 
（ibid.: 393、下線は筆者による強調） 
 
毛利は、違法薬物密輸事件の起訴状を例として、その英訳の作成が困難となる要因
として、次の三つを挙げている。①起訴状は比較的に長い一文から構成されている。
これは起訴状として典型的であるが、毛利が主張するように、起訴状の理解が困難に
なりうる（ibid.: 393）。②日本語の原文で使われる表現の内、一般市民にとってあま
り馴染みのない、あるいは誤解しやすいものもある。その例として、毛利が「情を知
らない」などのような古い表現、カタカナ語（例：「キャリーバッグ」）、意味の曖
昧な副詞の使用（例：「みだりに」）、そして法律用語（例「大麻である大麻草」）
（2006: 394）。③罪名（毛利が分析する起訴状では、「大麻取締法違反」及び「関税
法違反」）が起訴状の最後に記載されていること。 
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起訴状の問題点を提起したステップの次に、毛利はその起訴状に対して三つの英訳
例を紹介し、それらにおける等価性を被告人による理解の視点から分析する。毛利自
身が作成した第一の英訳例は、起点テキストの内容のみならず、その形式も重視する
ものであり、日本語の原文と同様、英訳文も一文から構成されている（すなわち、ナ
イダ（Nida 1964/2000）の言葉を借りれば、この翻訳はどちらかといえば「形式的等価
性」のアプローチを取ったものとなる）。被告人にとって理解しづらい可能性のある
英訳文として、とりわけ被告人自身がその文書を読むのではなく、通訳人に読み聞か
せてもらうことになるため、推奨できる翻訳ストラテジーではないと毛利は結論する
（ibid.）。言い換えれば、等価性の維持に当たって、起点テキストの形式を重視しす
ぎると、意味の等価性が喪失される恐れがあるのである（ibid.）。 
第二の英訳例は、最高裁判所の監修のもとで出版された 1997 年版の『法廷通訳ハ
ンドブック』に記載されたものである（最高裁判所事務総局刑事局 1997）。この英訳
は、一文からではなく、複数の文から構成されている。その結果、毛利によれば、起
点テキストの形式を重視した「忠実な」訳である第一の英訳例と比べて、大いに読み
やすいテキストとなっている。しかし、誤解しやすい表現（例えば、「みだりに」の
英訳として「in the absence of legal grounds for exceptional treatment」）が使われたりす
るし、罪名の記載が文書の最後となっている点では第一の英訳例と変わりはなく、被
告人の不安に繋がりかねない（ibid.: 396）。 
第三の英訳例は、第一英訳例と同様、毛利自身が翻訳したものである。この翻訳文
は、複数の文から構成されている点において、第二の例に似ている。しかし、その他
の側面において、これらの二つの英訳例は大きく異なり、毛利によれば第三の英訳例
は、被告人にとって最も理解しやすいテキストとなっている。この英訳文の理解しや
すさに貢献する要素として、罪名が冒頭に記載されたこと、日本語の古い表現に対す
る英訳としてよりわかりやすい英語が使われていること、そして時間や関係性を表す
表現（例えば、「then（そこで）」、「finally（最後に）」、「therefore（したがっ
て）」）の使用によって英語としてより自然な文章の流れとなっていることである
（ibid.）。 
起訴状の英訳を作成する作業に関する結論として、法廷における時間的及び情報的
な制約を考慮すれば、『法廷通訳ハンドブック』よりも適切な翻訳雛形が必要だと毛
利は主張する（ibid.: 397）。起点テキストの形式を超えた形で翻訳上の等価性を維持
するという課題に対応しない限り、（英語を母語としない）被告人の理解を確保する
という目的に達成することは困難となり、起訴状などの法律文書を法廷で被告人に対
して朗読するという手続きは、その意義を失うことになる。したがって、毛利もヘイ
ル（2014: 14）と同様、より「語用論的な」アプローチをとっていると言えるだろう。 
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本節で紹介した毛利の論文は比較的短いが、重要な点をいくつか挙げている。まず、
等価性という概念を定義するのは困難であり、これを刑事司法手続きにおける翻訳の
作業に適用することも容易ではない。次に、翻訳作業を行う際、通訳人が被告人の理
解を確保するには工夫が必要な場合もあるが、それによって翻訳文の正確性や通訳人
の役割について疑問が生じうる可能性も否定できない。さらに、本研究では詳しく論
じていくように、英語の通訳サービスを受ける被疑者・被告人が多くの場合、英語の
母語話者ではないという問題を毛利も指摘する（2006: 394）。これらは、本研究の視
座からすれば、非常に重要である。なぜならば、本研究では判決文の英訳を分析対象
としており、そしてその形式の一部は毛利が分析した起訴状に非常に類似したもので
あるからである。双方のテキスト（起訴状と判決文）の共通点を考慮すれば、毛利に
よる研究の成果は、本研究で行われていく分析にとって大いに役に立つ出発点となる。 
毛利は法廷通訳で使用される法律文書（起訴状）を対象とし、英訳の作成に伴う難
しさ及び被告人の理解への影響という問題を取り上げた。ところが、研究の目的で用
いられるデータがないため、法廷で行われる通訳における等価性については触れてい
ない。また、筆者が知る限り、日本の法廷通訳における等価性を対象とした研究は、
他には見られない。 
しかし、被告人にとって有利か不利かを問わず、その本人が法廷で発言した内容は
証拠になることを考慮すると、通訳人を介した口頭発言に対する被告人の理解、また
は被告人の発言力（自己の主張をする能力）も非常に重要であることはいうまでもな
い。したがって、口頭の発言に対する通訳における等価性をめぐる問題については、
本論文を通して議論していきたい。 
 
3.1.3 スコポス理論 
3.1.3.1 ハンズ・フェアメーアのスコポス理論とは 
法律文書を翻訳する際、通訳人が配慮すべきもう一つ重要な点として、作成される
翻訳文の目的である。つまり、翻訳文は誰のために作成されるのか、通訳人の作業は
誰のためになるのか、という設問である。これは、前項で論じた等価性の概念、すな
わち目標テキスト（翻訳文）はできる限り起点テキストに忠実であるべきか、それと
も受取人（被告人）による理解の確保を重視すべきか、というジレンマとも関連する。 
このようなジレンマに応えようとする翻訳理論として、ハンズ・J・フェアメーア
（Hans J. Vermeer）の「スコポス（skopos）」理論が挙げられる。「スコポス」とは、
ギリシア語で「目的」あるいは「目標」を意味し、フェアメーアによれば、「翻訳は、
起点テキストを基とする特定の翻訳行為（translational action）である」（Vermeer 2004: 
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221）。さらに、［翻訳行為を含めて］どの行為にも、目的、目標がある（ibid.）。
マンデーはフェアメーアの理論を次のように要約する。 
 
スコポス理論は、なによりも翻訳作業の目的に焦点に当てる。
機能的に適切な成果物を生み出すため、どのような翻訳方法やス
トラテジーが採用されるかは、目的によって決まる。この成果物
とは目標テキスト、フェアメーアの言葉で「トランスラトゥム
（translatum）」、である。したがって、スコポス理論では、起
点テキストはなぜ翻訳対象となっているのか、目標テキストの機
能は何になるかということが、翻訳者にとってきわめて重要であ
る。 
（Munday 2004: 79） 
 
フェアメーアの理論によれば、どの翻訳行為も、目的を持っており、何かの理由で
行われる。したがって、翻訳者と翻訳を託す依頼人の両者にとって、その目的を認識
するのは重要である。フェアメーアの言葉を借りれば、「翻訳の目的は何か、翻訳作
業を意識的に行うことが、スコポス理論の目標である」（2004: 231）。 
本論文で取り上げる、被告人に対して朗読される判決文の英訳の視点から考えてみ
れば、翻訳行為のスコポスは次のように定義できる。裁判所の決定（被告人を有罪か
無罪にする決定）、有罪判決の場合にその犯罪行為に対する量刑、そしてその決定に
至った理由を被告人に伝達することである。したがって、判決文の英訳は、日本語を
十分に解しない被告人という「正確に特定」（Vermeer 2004: 237）された受取人の理
解を得るために、行われるはずだと言える。つまり、スコポス理論からすれば、判決
文を翻訳するという作業の目的は、裁判所がなぜその決定をしたのか、そしてその決
定によって被告人にとってどのような帰結になるのか、という旨を被告人に十分に理
解してもらうためである。そうでなければ、翻訳という作業自体は、そもそも不要、
あるいは単なる形式上の手続きになるのではないだろうか。 
フェアメーアのスコポス理論は司法における通訳翻訳だけではなく、翻訳理論全般、
そして様々な翻訳ジャンルに適用できるものである（Vermeer 2004: 230）。どの翻訳
行為にも目的があるという視点に賛成すれば、その目的は何なのかを検討する必要が
生じ、翻訳者はどのように翻訳作業を行えば「現状が許す限りの最善な翻訳」（ibid.: 
230）を作成できるかを常に意識しなければならない。 
すなわち、翻訳作業を行う通訳人は、「どのように最善に翻訳できるのか、つまり、
起点テキストに対して目標テキストにはどのような編集が必要なのか」（ibid.: 228、
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下線は著者による強調）を決めなければならないのである。これを考慮すると、当然、
同じ起点テキスト（判決文）でも、その翻訳行為を行う通訳人（そして被告人）によ
って目標テキストが異なることとなり、そしてそれに対して「一つの正解で最善な翻
訳はない」と言える（ibid.）。 
次項では、スコポス理論に対する異論を紹介した上で、フェアメーアと反対の所見
を持った研究を紹介する。また、それらを考慮しながらも、フェアメーアの理論は、
やはり、日本における要通訳刑事司法手続きにおいて有用であると論じる。 
 
3.1.3.2 法律文書の翻訳に対する様々なアプローチ 
通訳翻訳研究の一環となる司法通訳翻訳研究は広い領域であり、いかなる場面（警
察や検察庁による取調べ、弁護人接見、法廷など）や様々な種類のテキストを対象と
する。したがって、起点テキストとして取り扱うのは国際規約、多国籍企業間の契約
書、（カナダやスイスなどのような）多言語社会における司法整備、または本研究で
取り上げる法廷で朗読される法律文書などである。司法通訳翻訳研究では、その目的
や対象によって、様々な理論的枠組みを適用することになる。 
前項で取り上げたフェアメーアのスコポス理論は、翻訳のジャンル（司法、ビジネ
ス、文芸など）を問わず、あらゆるテキストに対して適用できるものとして紹介され
た。しかし、フェアメーアの理論及びそのあらゆるテキストのタイプへの適用に反対
する研究者もいる。例えば、スコポス理論の契約書への適用の例を挙げるフェアメー
アに、サルチェヴィッチは次のように反論する。 
 
フェアメーアが挙げている事例は、司法翻訳における意思決定
プロセスを誤解させるほど単純化してしまう。契約書に対する翻
訳ストラテジーは主にその機能性によって決まるという［フェア
メーアの］所見によって、法律文章は法律の仕組みでは、法律規
則に従わなければならないことは無視されてしまう。翻訳ストラ
テジーを選定する際、法律に関する検討を優先にするべきだ。 
（Sarčevič 2000: 2、下線は筆者による強調） 
 
すなわち、サルチェヴィッチはスコポス理論のあらゆる起点テキストに対する全般
的な適用に反対する。同じ法律文書に異なる翻訳ストラテジーを適用し、そしてその
結果、異なるトランスラトゥム（目標テキスト）を作成することができるとはいえ、
翻訳人には完全な自由度は認められない、との主張である。 
 50 
法律文書の種類によってそのテキストへの対応が異なると考えると、その起点テキ
ストによって、翻訳ストラテジーを選定する際に、翻訳人の自由度も異なってくると
いうことになる。本研究の視座からすると、次の重要な疑問に対して対策を模索しな
ければならない。すなわち、日本の法廷で英語を母語としない被告人に対して読み上
げられる法律文書を英訳する際、通訳人にはどのぐらいの自由度があるのか。法律文
書の翻訳プロセスをめぐる多くの研究では、法廷で使われるテキストと異なる法律文
書（契約書や国際規約など）を対象としており、それらの研究では、翻訳プロセスで
は「直訳」のストラテジーが求められがちだと指摘されている（Wolff 2011: 228）。サ
ルチェヴィッチも同様の指摘をする。 
 
法律条文［の意図］を維持するため、司法翻訳人は以前から、
起点テキストに対する忠実性という規則に縛られてきた。その結
果、翻訳人の役割とは形式と中身の両面において、できる限り起
点テキストに忠実に翻訳することだ、というのは一般の常識だっ
た。したがって、法律文書の翻訳において、（究極的に厳格な）
直訳は黄金律として考えられてきた。現在も、その主張をする法
律家はいる。 
（Sarčevič 2000: 3） 
 
判決文や刑事裁判で被告人に対して読み上げられるその他の法律文書は、「法律条
文の意図を維持する」ことにおいて、国際規約や多国籍企業間での契約書などとは異
なる文書のタイプであり、そしてそれによる法的な含蓄も異なる。既述のように、判
決文の目的は特定の情報を特定の受取人に伝達することである。その情報を伝達する
際、受取人となる被告人はその内容及びそれによる帰結を十分に理解しなければなら
ない。そうすれば、厳格な「直訳」を必須条件に設定するのは、維持できない主張ば
かりか、有意義でなく、逆効果を招きかねない。 
なぜならば、被告人がそういう直訳を理解できなければ、翻訳作業自体の意味（情
報伝達）が喪失されかねないからである。もちろん、被告人は、刑事裁判で読み上げ
られる法律文書の唯一の受取人ではない。場合や文書によって、検察官、弁護人、裁
判官と裁判員などの裁判参与者、または証人や被害者などもその文書の聞き手となる。
しかし、これらの参与者は、日本語での起点テキストの聞き手であり、英訳文の最も
直接的な聞き手は被告人なのだと考えるのは自然であろう。したがって、被告人の理
解を確保することが非常に重要であるのも明らかである。 
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サルチェヴィッチは、（例えば、ヨーロッパ連合（EU）における）国際法整備で使
用される法律文書を対象としているが、どのような法律文書を翻訳する際においても、
「受取人に寄り添った翻訳（receiver-oriented translation）」というアプローチの必要性
を主張している。なぜならば、「ほかの翻訳と同様、法律文書の翻訳も受取人に寄り
添う（あるいは寄り添うべきだ）」からである（Sarčevič 2000: 1）。 
本研究が対象とする「受取人」とはもちろん、日本語を十分に解しない被告人であ
るため、その被告人に対して読み上げられる判決文の英訳もその人に「寄り添う」べ
きであろう。言い換えれば、英訳の内容に対する被告人の理解を確保することが、翻
訳作業の最も重要な目的である。これは、本研究の焦点となっている通訳言語となる
英語の非母語話者の場合にとりわけ当てはまる。なぜなら、本研究を通して主張して
いくように、それらの被告人らは「二重のハンディキャップ」を負うことになるから
である。つまり、彼（女）らは裁判所の言語である日本語も解しないし、通訳言語で
ある英語の理解も不十分である可能性があるのだ。 
もちろん、受取人に寄り添った翻訳のアプローチやスコポス理論を適用しても、起
点テキストの形式や内容から（完全に）切り離すことは認められないのは言うまでも
ない。通訳人は被告人の理解を確保するため、起点テキストにない説明を追加したり、
不要だと判断したものを削除したりすることも、当然、認められない。判決文を英訳
する際、通訳人は起点テキストにおけるメッセージの意図及び中身を正確に伝達する
ことが必要不可欠である。とはいえ、（とりわけその形式の）起点テキストに対する
「忠実性」を担保するため、被告人の理解度を犠牲にしてはならないと考えられる。
その結果、通訳人は翻訳作業を行う際、起点テキストに対する正確性を維持すると同
時に、被告人にとって理解可能な英訳文の作成に努める必要があるとする観点からす
れば、「翻訳行為」は容易な作業ではないのは明らかだ。 
起点テキストに対する正確性及び理解可能な目標テキストという二つの目的のバラ
ンスを維持するのは、容易に達成できることではないが、スコポス理論の適用が、役
に立つストラテジーになるという可能性を軽視すべきではない。その際は当然、「翻
訳作業の目的は何なのか」（Vermeer 1989/2000: 231）を常に意識する必要がある。正
確性を維持しながら、翻訳行為が誰のためになされているのかを意識することで、よ
り「受取人に寄り添った」（「被告人に寄り添った」）、より理解しやすい英訳の作
成が達成可能な目的になるだろう。判決文などの法律文書のより理解可能な翻訳は、
より公正かつ平等な刑事裁判につながる可能性を考えると、これまでの「直訳」を基
とする（主に通訳人を選任するユーザーの）スタンスを再検討するという意義が見い
だされる。 
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3.2 司法通訳翻訳を対象とするほかの研究分野 
これまで本章において、一般通訳翻訳研究とその重要な概念をいくつか取り上げて
きた。一方、本節では、司法通訳翻訳を一つの対象とするその他二つの研究分野を紹
介する。その一つは、津田及びマルシャレンコ（Tsuda and Marszalenko 2015）が名付
ける「公益通訳翻訳論（studies in public interest interpreting and translation）」である。 
もう一つは、「法」と「言葉」が接したり、または場合によって摩擦したりするあら
ゆる場面を対象とする「法言語学（forensic linguistics）」である。 
 
3.2.1 公益通訳翻訳論 
通訳は、行われる場面によって、「会議通訳（conference interpreting）」と「リエゾ
ン通訳（liaison interpreting）」に大きく分類できる（Smirnov 1997）。後者は、文献に
よって「ダイアローグ通訳（dialogue interpreting）」と呼ばれることもある（Wadensjö 
1995）。また、研究者によって、「リエゾン通訳」と「ダイアローグ通訳」は異なる
通訳を指すのだが、本論文では、類義語として用いることとする。つまり、本論文に
おいては、両者は会議通訳の対照表現として使われている。 
リエゾン通訳と会議通訳には重なる点があるが、前者の特徴として、二方向性（本
研究では日英及び英日）、通訳者・通訳対象者間の短距離性（会議通訳では通訳者が
その通訳対象者と離れたブースにいるのが普通）、そして逐次通訳が主要である。 
スミルノフは、リエゾン通訳をさらに「ビジネス通訳」と「コミュニティ通訳」に
分けている（Smirnov 1997: 213）。スミルノフによれば、 
 
ビジネス通訳に比べて、ステータスや報酬の面において、コミ
ュニティ通訳は大いに劣っているのに対して、その「人道的な」
重要性の面においては、優れている。ビジネス通訳者と同様、コ
ミュニティ通訳者にも専門用語の知識や双文化への理解が求めら
れている。 
（Smirnov 1997: 213） 
 
コミュニティ通訳者の仕事は、大きな責任感を要するが、信望や尊重を受けること
は少ないことがある。その原因は、上記の引用でスミルノフ（Smirnov 1997: 213）が
指摘するように、会議通訳と比べて低い報酬にあるのかもしれない。また、場合によ
って、コミュニティ通訳に携わるのは必ずしもプロ意識を持った通訳者ではなく、ボ
ランティアやいわゆる「アドホック」の通訳者である。言い換えれば、コミュニティ
通訳は場合によって、プロによる実務ではなく、訓練を経ていないボランティアが携
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わる仕事だというスティグマがあると指摘できる。さらには、通訳対象者が（司法通
訳では被疑者・被告人といった）低いステータスを持つことも指摘されている（ヘイ
ル 2014）。 
興味深いことに、文献や研究者などによってノンビジネスかつ会議ではない場面で
行われる通訳に対して、コミュニティ通訳と別の名称が使われることもあり、それら
に翻訳が含まれるか否かという相違もある。例えば、ヘイル（2014）や水野・内藤
（2015）はスミルノフ（Smirnov 1997）と同様、コミュニティ通訳を使っているのに
対して、ポェヒハッカー（2008）は「コミュニティでの通訳（ community-based 
interpreting）」と名付ける。さらに、ヴァレロ＝ガルセス（Valero-Garces 2014）は、
「パブリックサービス通訳翻訳（public service interpreting and translation, PSIT）」とい
う表現を使っている。それらの表現には相違はあるが、ノンビジネスかつ会議ではな
い場面で行われる通訳を指すという意味からすれば、類義語であると言える。  
ラベルが多数ある理由はいくつか挙げられる。まず、このタイプの通訳は具体的に
どのような場面で行われるのかという問題から考えよう。ヘイルによれば、（コミュ
ニティ通訳は）「通常の個人に起こる最も親密かつ重要な問題が語られる場で行われ
ます。医師の診察室、ソーシャルワーカーや弁護士の事務所、刑務所、警察署、裁判
所といった場所です」（2014: 35）。ヘイルは、その主な場面として医療通訳と本研究
で取り扱う司法通訳を挙げている。この二つの範疇においては差異が多いが、「コミ
ュニティ通訳者は、人の生活の最もプライベートな部分に踏み込むことになります」
（ヘイル 2014: 35）ということを考えれば、共通点もあると指摘できる。水野・内藤
（2015）は、医療と司法の双領域以外に、行政もコミュニティ通訳に含めている。 
スペインで研究するヴァレロ＝ガルセスは、司法を PSIT の一環として取り扱う
（Valero-Garecés 2014）。米国研究者のミケルソンも、司法通訳をパブリックサービス
通訳の対象とする（Mikkelson 2014: 9）。しかしながら、司法通訳がこのジャンルに含
まれないと指摘する研究者もいる。例えば、スウェーデンでは、法廷通訳人及び医療
通訳士は、より高度な認定制度が設けられており、それら以外の一般的な公的認定資
格とは別格されているからである（津田 2007）。 
以上をもって、本論文では津田及びマルシャレンコに倣って、ノンビジネスかつ会
議ではない場面で行われる訳出作業に対して、「公益通訳翻訳（ public interest 
interpreting and translation）」（Tsuda and Marszalenko 2015）を使うこととする（ただし、
引用する際には、原著者が使った表現をそのまま使う）。この表現を選定した主な理
由は二つある。第一に、医療、行政、そして本研究の対象となっている司法という場
面のみならず、福祉・保健、教育、防災・減災などのような公益性のあるセッティン
グも対象とする表現であるからだ（ibid.）。第二に、既述の通り、刑事司法手続きに
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携わる通訳人の実務の中に翻訳作業も含まれており、公益通訳翻訳はそれを視野に入
れている。言い換えれば、公益通訳翻訳は、コミュニティ通訳やパブリックサービス
通訳翻訳などが対象とする場面も含んでおり、それらの表現より広い意味合いを持っ
ている。 
いずれにせよ、どのラベルを使うかは別として、公益通訳翻訳者が提供するサービ
スは、非常に重要であるのは言うまでもない。このジャンルは会議通訳より過酷だと
指摘できる。ヘイルによれば、 
 
会議通訳者の役割を軽視する訳ではありませんが、会議通訳より
コミュニティ通訳の方が最高レベルの正確性を達成することが重
要なのです（中略）つまり、通訳をする事柄の重要さを考えると、
コミュニティ通訳者が質の高い仕事することの責任は会議通訳よ
りかなり大きいということです。 
（ヘイル 2014: 42-43） 
 
通訳が行われる場面のほかに、会議通訳と公益通訳翻訳の主な違いとして、通訳の
在り方自体が挙げられる。その中に、通訳方式（同時通訳か逐次通訳か）、レジスタ
ー（フォーマルかインフォーマルか）、通訳の言語的方向性、通訳者の数などが含ま
れる（ヘイル 2014: 42）。以下において、それらの諸相についてより詳しく考察する。 
会議通訳者の主な方式は同時通訳であるのに対して、公益通訳翻訳者は通常逐次通
訳、または場合によってサイトトランスレーションを行う。もちろん、この区別は完
全ではない。なぜなら、会議通訳者が逐次で通訳をしたり、または公益通訳者が同時
通訳を行ったりすることもあり得るからだ（Mikkelson 2014）。日本における刑事司法
手続きに限って言えば、既述の通り、同時通訳は基本的には使用されていない。これ
は、コモンローにおける司法通訳との主な違いとなっている（Berk-Seligson 2002; Ng 
2013）。 
レジスターに関しては、司法通訳ではフォーマルとインフォーマルの両方が使われ
る。発言者（法曹三者や捜査機関、あるいは被疑者・被告人）によってそのレジスタ
ーが異なり、通訳人はそれらの相違を正確に伝達しなければならない。通訳人の数に
ついて、チーム通訳（２名以上の通訳人が同じ事件で通訳を行う）は限られた場合の
みに使われるが、時には裁判員裁判で見られる通訳態勢である。その理由として、ほ
かの刑事裁判と比べて、裁判員裁判は比較的「重罪」となりうる事案を対象とする手
続きであり、集中的に審理が行われ、通訳人にとって負担の重い業務になりうるから
である（日本における司法通訳人の実務については第 5章で詳述する）。 
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刑事司法手続きの在り方自体も、通訳人の実務に影響を与える。公益通訳翻訳の中
でも、通訳者に対する制約でもっとも顕在的なのが法廷である。なぜならば、「司法
制度において通訳者に課せられる制約は、通訳職が推進してきた基準と矛盾すること
も珍しくない」（ポェヒハッカー 2008: 196）からである。ここでの制約とは、正確性
のきわめて高い訳出が求められること、チーム通訳は一般的になされていないため通
訳人への負担が過重になりうること、きわめて高度な責任感が求められることなどを
いう。 
 
3.2.1.1  海外諸国及び日本における司法通訳翻訳をめぐる主な先行研究 
既述の通り、刑事司法手続きのうち、唯一公開の下で行われるのは法廷であるため、
司法通訳翻訳をめぐる研究の多くは、法廷通訳を対象とする。また、米国やオースト
ラリアなどのようなコモンローの管轄下では、場合によって、研究の目的で、裁判所
の記録を入手できることもあるので、法廷通訳を研究する際、「生のデータ」（つま
り実際に法廷で行われているやりとりなどを基にした記録）の使用が可能となる。さ
らには、録音録画を基にした警察での取調べの記録を研究の目的で入手することが認
められることもある。 
これまでの法廷通訳に関する最も大規模な研究の一つとして、スーザン・バーク＝
セリグソンの『The Bilingual Courtroom（バイリンガルな法廷）』（Berk-Seligson 2002）
がある。この研究は米国で行われており、スペイン語通訳を介する審理の際に録音し
た 114 時間にも及ぶ法廷でのやりとりの記録を使用したものである。バーク＝セリグ
ソンは、通訳人による原発言（起点テキスト）への変更（つまり、起点テキストと目
標テキストの間における相違）という観点から法廷における談話を分析している。焦
点を当てる主なやりとりの要素として、躊躇、丁寧表現、レジスター、動詞の形（受
動態か能動態か）を分析し、起点テキストと目標テキストの間でそれらの要素が変更
された場合、スペイン語を話す証人への陪審員や裁判所の印象にどのような影響があ
るのかを考察している。バーク＝セリグソン（ibid.）による分析の結果によって、通
訳人による起点テキストへの編集は確認されたし、それらの編集は場合によって大規
模なものとして目標テキストの等価性に影響を与えることもあることが分かった。し
たがって、証人が発言した内容は通訳というフィルターを通して、目標テキストは起
点テキストとは異なる印象を通訳に頼らざるを得ない法曹三者や陪審員に与えてしま
う恐れがあるとバーク＝セリグソンは主張する。この研究の成果としてバーク＝セリ
グソンは次のように結論付ける。「通訳人は、非英語話者の証人が話す内容の意図や
その話し方を変える力を持つ。したがって、通訳人と裁判所スタッフの双方は、通訳
人の役割における影響力を意識しなければならない」（Berk-Seligson 2002: 196）。 
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既述の通り、日本ではバーク＝セリグソンが使用した研究方法は適用できないため、
実際の刑事裁判で行われる法廷通訳における通訳人による編集などの分析は事実上、
不可能である。一方、模擬裁判における通訳を介したディスコースを対象にした研究
として、例えば吉田（2008）が挙げられる。この研究は、通訳人の役割について重要
な成果を生み出しているため、以下 3.3.2.2で詳述する。 
米国のほか、オーストラリアでも司法通訳翻訳に関する研究が盛んである。イーズ
（Diana Eades）、ギボンズ（John Gibbons）、ヘイル（Sandra Hale）などのような著名
な研究者はこの国で研究活動を行っている。オーストラリアにおける司法通訳研究は、
警察通訳をめぐる問題（Nakane 2007）や通訳人による起点テキストへの変更（例：
Hale 1997、Hale and Gibbons 1999）、あるいは先住民のアボリジニが司法手続きの対象
者となった際に生じる困難や問題（Liberman 1981、Cooke 1999、2009、Eades 2013）な
どのように、幅広い様々なテーマを対象としている。また、裁判所による通訳の不十
分な使用（Carroll 1995）、あるいは通訳と司法制度を広い視野から取り扱う研究
（例：1994 年に出版されたラスター及びテイラー（Laster and Taylor）の『Interpreters 
& the Legal System（通訳人と司法制度）』）もある。ラスター及びテイラーによる研
究は、通訳人の役割にも触れているため、本章の 3.3 でその内容を紹介する。 
もちろん、米国やオーストラリアのほかでも、司法通訳に関する研究が行われてい
る。例えば、英国（例：Fowler 2012）や香港（例：Ng 2013）も重要な成果を生み出し
ている。また、カナダで 1992 年に設立されたクリティカルリンクインターナショナル
という、「社会、司法、医療のセクターにおけるコミュニティ通訳の進展への貢献に
努めている」組織がある（Critical Link International 2017）。この組織は、定期的に国
際会議を主催し、研究者や実務家の間での交流などの機会を提供している。 
ヨーロッパ連合（EU）における司法通訳翻訳を含むパブリックサービス通訳翻訳を
めぐる研究も行われている（Wadensjö 1995, 1998; Goutfer 2014; Valero-Garcés 2014）。
さらに、欧州連合司法通訳翻訳人協会（European Legal Interpreters and Translators 
Association, EULITA）というベルギーのアントワープで 2009 年に設立された組織があ
る（EULITA 2015）。これは研究者というよりも実務家の協会であるが、学術的学会
を主催することもある。 
一方、日本では司法通訳翻訳に関する最も重要な研究の一つとして、津田守による
ものがある。津田は、要通訳司法手続き（2002, 2009）を研究している以外にも、司法
通訳翻訳人と通訳ユーザーの間のコミュニケーションや相互理解の向上を図る出版に
も携わっている（2008）。同様に、水野及び津田が編集者を務めた『裁判員裁判時代
の法廷通訳人』では、通訳人の観点から見た法廷通訳をめぐる問題点などが挙げられ
ている（水野・津田［編著］2016）。それ以外の研究として、法廷通訳や通訳人の役
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割を主たる対象とする毛利（2006、2013）、吉田（2007、2008、2014）などが挙げら
れる。また、司法通訳翻訳における言語選択をめぐる問題を取り上げる研究として、
本松（2016）やマルシャレンコ（Marszalenko 2015、マルシャレンコ 2016）などがある。 
一方、司法通訳をめぐる問題や課題を指摘する研究として、渡辺・長尾・水野
（2006）や渡辺・水野・中村（2010）がある。また、水野・内藤（2015）もコミュニ
ティ通訳の一種として司法通訳を取り扱っている。 
司法通訳翻訳の実務において生じうる様々な問題や課題、それによる影響（例えば、
人権侵害や誤審など）を考慮すると、この分野での研究が必要不可欠であることは明
らかである。上記において紹介した諸研究は、本論文を通して、議論の基本文献とし
て参考にしていく。 
 
3.2.2 法言語学 
法言語学（forensic linguistics）も、司法通訳翻訳を対象の一つとする学問である。
広義では、法言語学は「法」と「言語」が接する（あるいは場合によって摩擦する）
あらゆる場面を追求している。例えば、①言語と法律（法律文書の理解をめぐる問題、
法律文書の分析及びその解釈など）、②司法手続きにおける言語の使用、③証拠とし
ての言語、そして④訓練・教育などである（ International Association of Forensic 
Linguists 2015）。この分野に携わる主たる組織として、 国際法言語学会（International 
Association of Forensic Linguists）がある。法律と言語はきわめて緊密な関係にあり、ギ
ボンズは次のように指摘する。 
 
法律は、家庭生活、住宅、交通、教育、労働関係などの面にお
いて、我々の日常生活の枠組みとなっている。（中略）法律とは、
圧倒的に言語を基とする仕組みである。条例はことばによって記
載され、そして法律を構成する概念もことばを通じて伝達される。
さらには、裁判、警察の捜査、受刑者の管理などの様々な司法手
続きもことばを通じて行われている。 
（Gibbons 2003: 1） 
 
狭義の法言語学は、前記の「証拠としての言語」を主たる対象とする。これは、
「法律によって、そして法律の中で使用される言語」を意味する（Conley and O’Barr 
2005: 165）。例えばある文書の著者が誰なのか、剽窃の問題、あるいは法廷の場にお
ける言語による司法手続きへの影響などを研究対象としている。中でも、最も重要な
ものとして、ジョン・M・コンリー（John M. Conley）及びウィリアム・M・オーバー
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（William M. O’Barr）が 1990 年代に米国で行った研究が挙げられる（Conley and 
O’Barr 2005）。彼らが実施した実験から、同じ状況（交通事故）に対して異なる動詞
（「smash」、「hit」、「crash」）が使われることによって、その交通事故に関する証
人による供述が変わることが明らかとなった。例えば、上記の動詞の中からどれが選
ばれるかによって、当該交通事故による被害の程度に対して異なる印象を聞き手に与
えてしまうのである。 
日本では、例えば平池＝大河原・樋口（Hiraike Okawara and Higuchi 2012）が、「有
罪推定」という問題について論じている。著者らによれば、検察官が証人予定者に対
して行う尋問リハーサルによって、裁判員裁判の結果が左右されうる。それを証明す
るために、法律用語と考えられる日本語のいくつかの表現が取り上げられた。それら
の使用は通常、一般市民にとっては不自然であるため、法廷で証言する前に証人が検
察官によるリハーサルを受けた可能性が高いと著者らが指摘する。 
一方、広義の法言語学では、言語と法律が接するあらゆる場面を研究する。これら
の事例はすでに以上で紹介したが、ここでは法言語学が司法通訳翻訳をある意味では
新たな観点から考察していることを強調したい。つまり、その国における司法制度の
言語を解しない証人、被疑者、あるいは被告人が「法の場において弱者」として取り
扱われているのである（Gibbons 2003）。 
ギボンズによれば、司法通訳翻訳について法言語学が関心を持つ問題は次の二つで
ある：①司法通訳人の要否、そしていつ必要となるのか、②司法通訳翻訳というプロ
セスはどのように行われているのか（ibid.: 232）。①は、司法通訳翻訳サービスの必
要性及びそれらへのアクセスの問題を対象とする、「通訳人が必要とされない［最低
限の］言語能力を判断するのは、通訳人の使用に関する議論やその対応を悩ませてき
た」（ibid.: 233）。この問題についてキャロルも、通訳人に対する不信あるいは通訳
される証言に対する評価が困難であるなどのような、司法機関の誤解による 1990 年代
のオーストラリアにおける通訳の不十分な使用の問題を取り上げている（Carroll 1995: 
65）。キャロルによれば司法機関は、通訳人が被告人の発言を正確に通訳するのでは
なく、被告人の代理をするなどのような倫理上問題である行為を行っているため、通
訳なしこそ、被告人とのコミュニケーションが円滑になると考える。その結果、多く
のケースで被告人の英語運用能力が低いにも関わらず、通訳人が付いていなかったこ
とを問題視する（ibid.）。 
上記で紹介した法言語学の先行研究は 20 年も前（例えば Carroll 1995）に行われた
ものであり、その後、海外と日本の両方において様々な変化があった。その詳細につ
いては第 5 章で後述するが、例えば津田は警察による取調べの際、被疑者は日本語を
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解しないにも関わらず通訳人を付けてもらえないケースなどについて報告している
（Tsuda 2002）。 
司法通訳翻訳を対象とする研究では様々なアプローチを適用することができる。本
項の冒頭で紹介した法言語学が対象とする四つの場面の視座からすれば、本研究を次
のように法言語学の枠組みに位置付けることができる。まず、対象がとりわけ通訳言
語となる英語を母語としない被告人の理解の問題であるため、①言語と法律のパラダ
イムに属す。一方、刑事裁判で言語（通訳翻訳言語となる英語）はどのように使われ
ているのかが本研究にとって重要な課題であるため、②司法手続きにおける言語使用
の範疇にも分類できる。いずれにせよ、法言語学という比較的に新しい研究分野の成
果は司法通訳翻訳研究、そして本研究に大いに貢献できると考えられる。 
 
3.3 通訳人の役割に対する期待及び誤解 
以下では、先行研究において司法通訳人の役割に対する期待や要求についてどのよ
うに論じられているかを考察する。通訳サービスを利用するいわゆる「通訳ユーザー」
（捜査機関や法曹三者）は通訳人をどのように位置付けているのだろうか。本節が明
らかにするように、「直訳」という必然性から通訳人の役割を起点言語での発言を
「逐語的に」（あるいは「そのまま」）目標言語に置き換える単なる「導管
（conduit）」あるいは「通訳機械」として考える人もいれば、通訳人は「文化的仲介
者（cultural broker）」や「調停者（mediator）」（あるいは「唱道者（advocate）」）
であるべきだと正反対に主張する人もいる。 
通訳人の役割及びその刑事司法手続きでの位置付けが重要なのは、次のような理由
による。通訳人の役割をどのように定義するかによって、その訳出作業における「自
由度」が変わる。言い換えれば、通訳人に対する期待や要求によって（通訳を含む）
「翻訳行為」（Vermeer 1989/2004）における通訳人の自立性の程度が異なってくる。
これらの「自由度」や「自立性」は後述する「直訳」そして以上で既述した等価性に
関連したものである。本研究の視座からすれば、通訳人の役割やその位置付けに関す
る議論は、英語（目標言語）を第一言語としない被告人の理解を確保するため、起点
言語となる日本語での文章や口頭の発言（その統語的や語彙的な諸相を含む）をどの
ぐらい修正できるかとの問題につながる。 
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3.3.1 「導管」概念の誤謬 
通訳人の役割をめぐる議論の内、等価性が重要な概念であるのは既述の通りである。
また、通訳人が維持すべき正確性の程度もその議論の対象として取り上げなければな
らない。米国における法廷通訳人の役割について、ミケルソンは次のように指摘する。 
 
通訳人は、追加したり、省略したり、簡単にしたり、潤色した
りせずに、起点言語のメッセージにおける意味のすべての要素を
維持するように期待されている。言い換えれば、元のメッセージ
のトーンやレジスターが不適当、侮辱的、あるいは理解不可能な
ものだとしても、それらを維持しなければならない。 
（Mikkelson 1998: 21） 
 
被告人に対して裁判所や当事者の発言を通訳する際にも、被告人にその発言の意味
が通じないと判断した場合でも、同様なルールが適用されるだろう。しかし、自分が
通訳する内容は被告人に通じないということは、通訳人の困惑や挫折につながりかね
ない（Mikkelson 1998: 27）。 
上記から分かるように法廷通訳では、起点テキストのいかなる要素（言葉遣いやレ
ジスターなど）においても高度な正確性が必要とされるが、その正確性を「直訳」と
勘違いする法律家が少なくないという問題について、ヘイルが次のように指摘してい
る。「通訳人が、機械的かつ簡単に言語 A から言語 B へ、一個一個の単語を置き換え
ながら「ただ訳しているだけだ」、というような誤解を抱えている法律家が依然とし
て多くいる」（Hale 2015: 165）。この誤解によって、通訳人に対して、「直訳」とい
う非現実的な期待が生じる（ibid.: 168）。 
法廷通訳のみならず、通訳翻訳全般に「直訳」という概念を適用することが、本来
の通訳翻訳プロセスの目的に反することを描写するために、ヘイルが次のような例を
挙げている。起点言語となるアラビア語のある発言が「逐語的」に英語に訳されると、
「By God went-I to house brother-me and hit-I sister-me telephone」となる（ibid.: 172）。
これを「逐語的」に日本語に翻訳してみると、「神様よ 行った-私 へ 自宅-兄（弟）
-私 そして 殴った-私 姉（妹）-私 電話」となる。つまり、この直訳からすれば、
「私は、兄（弟）の自宅へ行って、電話機で姉（妹）を殴ったことを神様［に誓いま
す］」という解釈になってしまうのではないだろうか。ところが、アラビア語を逐語
的にではなく、その発言の意図を正しく解釈した上で英語に訳すと、「I’m telling you, 
I went to my brother’s house and phoned my sister（ですから、私は兄（弟）の自宅へ行っ
て、姉（妹）に電話をしましたよ）」と全く異なる文になる（ibid.）。もちろん、こ
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れは「直訳」を表現するための極端な例だが、直訳と正確な通訳翻訳は全く異なる概
念であることを明らかにするため、参考になると考えられる。 
直訳を求める法律家がいる中、法廷における通訳人の役割も勘違いされる恐れがあ
る。そもそも通訳人は直訳を行う「導管」であるという考え方がどのように生まれて
きたのだろうか。通訳人の役割がユーザーにどのように考えられているのかに関して、
法律の在り方自体も重要である。ラスター及びテイラーによれば、法律は「合理的」
や「率直」であるとして考えられているため、法律家は、その国における法制度の言
語（この場合、オーストラリアにおける英語のこと）を解しない者という問題につい
て、単なる「テクニカル」な問題であるとみなす傾向にある（Laster and Taylor 1994: 
112）。その結果、通訳人のことを「導管（conduit）」、「単なるサイファー（mere 
cypher）」、または「翻訳機械（translating machine）」と考える法律家もいる（ibid.）。 
それに関して、様々な類義語があるが、本論文では、通訳人は何の編集や変更もせず、
起点言語での発言を「逐語的」に目標言語に訳出する（あるいは訳出すべきだ）とい
う考え方を「導管概念（conduit notion）」と名付けることにする。また、日本の文脈
においては、「黒子」という比喩が使われることがあり、第 9 章で紹介する聞き取り
調査結果に頻出する。以下、その考え方の無根拠さについて考察するが、まず、ヴァ
デンスヨーの言葉を借りて、「導管」について、もう少し詳しく付け加えよう。 
 
［「導管」という概念は］通訳とは、ある言語から別の言語へ、
あるいはあるテキストから別のテキストへ、といった一方向の移
転プロセスであることを暗示する。導管モデルは、モノローグ的
である。［このモデルでは］使用言語は話し手の観点から考察さ
れる。発せられる単語や発言における意味は、話し手の意図やそ
のストラテジーによるものとして考えられている。一方、その場
にいる人々は、話し手が用意した情報単位の受取人とされている。
意味を作り上げるということによって、個人の話し手はまるで、
そのインタラクション文脈から切り離れ、社会的真空に吸い込ま
れるかのよう［な考え方］だ。 
（Wadensjö 1995: 114、下線は著者による強調） 
 
すなわち、「導管」という概念は、話し手を中心としており、通訳人による起点テ
キストの解釈、そして受取人（被告人）による目標テキストの解釈というプロセスの
重要性を視野に入れていないと言える。その結果、意味は完全に話し手によって「用
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意」され、その聞き手（通訳人や被告人）による「意味を作り上げる」というプロセ
スへの参与は認められていない。  
通訳人の役割に対して、この概念がそもそもなぜ当てられるようになってしまった
のだろうか。その要因の一つとして、「伝聞証拠」や「伝聞供述」という問題に対応
する必要があったことが挙げられる（Laster and Taylor 1994）。「伝聞供述」とは、
「ある人が他人の話した内容を供述することです。例えば、証人が法廷において、
「事件が発生した翌日に、被告人が『犯人は私だ』と言っていたのを聞きました」と
証言することです」（津田（編）2013: 50）。また、「裁判外で行われた供述を供述調
書などの書面にしたり、裁判外で聞いたという供述（伝聞供述）をした場合、それら
の書面や供述を伝聞証拠と言います」（ibid.）。 
この観点からすれば、通訳人が実際に被告人や証人などによる起点テキストを編集
したり変更したりするならば、伝聞証拠を採用しないという規則の違反となる。つま
り、被告人や証人などの証言はその人が直接体験したり、目撃したりしたものではな
く、「通訳人が被告人や証人などから聞いた」内容とされてしまうからである。した
がって、「通訳人は<単なる機械>だという法的フィクションは、その問題に対する解
決策となった」（Laster and Taylor 1994: 113）。言い換えれば、通訳人を導管として取
り扱うことによって、法律家は、通訳人によって何の編集や変更もなく、被告人や証
人などの証言を直接聞くという「幻想」を保つことができるようになるのだ。その幻
想を保つためには、通訳人による訳出作業は「直訳」（できる限り起点テキストのメ
ッセージを逐語的に、「そのまま」目標言語に訳すという意味）となるように制御す
る必要が生じる。 
 
導管としての通訳人は、発言者・尋問者間におけるコミュニケ
ーションの直接経路でなければならない。通訳人は、ある言語か
ら別の言語へ直訳を行うように期待されている。その逐語的な通
訳を求める根拠は、コモンローにおける口頭証言を重視すること
によるものだ。 
 （Laster and Taylor 1994: 114） 
 
日本における司法制度はコモンローや大陸法から様々な影響を受けてきたのであり、
伝聞証拠の原則も適用されている（ただし、例外はある）。したがって、日本でも通
訳人は導管となるように期待されることがある（吉田 2008）。しかし、本章でこれま
で紹介した研究からでも分かるように、通訳人による司法手続きへの「介入」は法律
家が求めるよりも深いものであると指摘できる。米国（Berk-Seligson 2002）やオース
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トラリア（Hale 1997、Hale and Gibbons 1999）などで行われた研究成果からすれば、通
訳人は「＜逐語的＞通訳をするのではなく、最善な、あるいは等価に一番近い表現を
模索するため、裁量的選択（discretionary choices）を頻繁に行っている」（Laster and 
Taylor 1994: 188）ため、「単なる導管」ではないことは明らかである。 
日本では、法廷でのやり取りの傍聴人による録音は禁止されており、裁判記録を研
究資料として使用することが困難であるため、そのような「裁量的選択（discretionary 
choices）」を対象とする研究は数少ない。したがって、法廷通訳人を含む司法通訳翻
訳人による原発言への編集や変化（「裁量的選択」）はどの程度なのかを見極めるの
は難しい。しかし、筆者の傍聴人としての観察経験からすれば、そういった裁量的選
択は実際に行われているのである（その詳細については、第 5 章で後述する）。 
これまで本章で考察してきた諸問題を考察すれば、裁量的選択をどのように管理す
れば、被告人や主質問を行う弁護人あるいは反対質問の担当となる検察官による起点
テキストの意図を正確に伝達できるのかは、通訳人にとって重要な課題であり、かつ
チャレンジングでもあると言える。また、本研究の視座からすれば、通訳人が判決文
の英訳を作成する際、その英訳のスコポス（被告人が理解できる法廷談話）を達成す
ると同時に、起点テキストに等価した、かつ正確な訳文を提供するためには、通訳人
の「自由度」をどのように定めたらよいのかもチャレンジングな課題である。以下で
は通訳人の役割に対して、「導管」と異なる、より現実的なアプローチについて検討
する。 
 
3.3.2 通訳人の役割に対するオルタナティブな考え方 
3.3.2.1 ゴッフマンの「参与の枠組み」から見た通訳人の位置付け 
通訳人の役割をめぐるディスコースでは、社会学者のゴッフマン（Goffman 1981）
による「参与枠組み（participaton framework）」がしばしば言及されている。ゴッフマ
ンによれば、「言葉が発せられたとき、それを聞こえる範囲内に居合わせた人々はそ
の出来事に対してなんらかの参与ステータスを有している」30。 
ゴッフマンは発言の聞き手を「是認された聞き手（ratified hearer）」と「是認され
ていない聞き手（unratified hearer）」（その場におり発言を偶然聞いた人々）に分類す
る31。後者の中にはさらに、「盗み聞きする者（eavesdropper）」、「立ち聞きする者
（overhearer）」、そして「傍観者（bystander）」がある。一方、発言を発する話し手
は、「作者（author）」（「言語形式を決定する責任を負う者」（吉田 2008: 117） ）、
                            
30
 吉田理加による和訳（吉田 2008: 117）。 
31
 ゴッフマンの分類に対する和訳はすべて吉田 2008 より。 
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「発声体（animator）」、そして「本人（principal）」に分類されている。「発声体」
は他人のメッセージを伝達するのに対して、「本人」は「発話の内容に同意し、その
責任を負う発話主体である」（ibid.）。場合によって、発話を発する者も、それを受
け取る者も、様々な形で参与（「フッティング（footing）」）することがある。また、
同じ場面でも、フッティングにおいてシフトが生じる場合がある。 
日本においても、法廷通訳人の役割を議論する際、ゴッフマンの理論はしばしば適
用されている（毛利 2013、吉田 2007、2008）。例えば吉田は、模擬裁判における２名
の通訳人が行った証人による証言に対する（スラングや罵り言葉などを含んだ）通訳
内容を分析した。吉田によれば、通訳人は証人が発した発話を伝達するため、その役
割を「発声体」として勘違いされがちだが、実際には目標テキストの文法や語彙など
に対して決定力を持っている（前項で既述した「裁量的選択」）ことから「作者」と
して認められるべきだと主張する（2008: 126）。 
吉田が実施した分析の結果、起点テキストの発話に影響されて通訳人のフッティン
グにシフトの見られることが分かった（例えば、罵り言葉が発声された際、通訳人は
その責任を避けようとする傾向が生じうる）。したがって、「通訳人は単なる「発声
体」や「導管」ではなく、語彙や表現を選択し、決定する責任を持つ「作者」である」
32（2008: 113）。言い換えれば、ゴッフマンの参与枠組みを、司法通訳翻訳をめぐるデ
ィスコースに適用することも、「導管」概念を無効にする根拠の一つとなるだろう。 
 
3.3.2.2 コミュニケーションファシリテーターとしての司法通訳翻訳人 
ゴッフマンの「参与枠組み」を使った研究（吉田 2008）が明らかにしたように、通
訳人の役割を「導管」として捉えるのは、有効な考え方ではない。また、通訳人によ
る起点テキストの編集や変化などを分析した研究（Berk-Seligson 2002）からも、多く
の法律家が期待する「直訳」はあまりなされていないことが分かる。ところが、その
正反対の考え方にも欠点が多いと指摘できる。つまり、通訳人に訳出作業において無
制限の自由度を与えることによって、通訳人が被告人の「代理人」の役を担ってしま
う恐れが生じうる。刑事司法手続きにおいて被告人（や被疑者）の言語を解するのは
通訳人だけであり、そのことから通訳人を「味方」として捉える通訳対象者もいるか
もしれない。また通訳人にも、その対象者の不利な立場を和らげたいという誘惑が生
じることがあり得るが、それに応じるのは当然、託された業務範囲を超えることにな
る。 
                            
32
 吉田 2008 の英語要旨の筆者による和訳。 
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通訳人に「架け橋」の役割を果たすことを期待する通訳ユーザーもいる（Laster and 
Taylor 1994: 121）。このような役割の視点からすれば、通訳人が通訳対象者の文化や
社会などの事情に詳しく、必要に応じて、それらについて通訳ユーザーに助言したり、
説明したりするというような期待である。もちろん、英語が通訳言語となる場合、そ
ういった役割を果たすには無理があり、危険である。なぜならば、英語が世界各地で
様々な変種33として、そして様々な能力レベルで使われており、通訳人は英語を使用す
る国や地域におけるすべての文化や社会的背景を理解するのは不可能だからである。
もちろん、通訳人によって、対象者の出身国やその地域などに関する知識を持つこと
もあり得る。しかし、その知識は英語通訳サービスを受ける被疑者・被告人のすべて
の国や地域を賄うことはできないし、通訳人が必ずしもその国の文化や習慣に通じた
エキスパートではないため、その知識の適用は限られるだろう。 
ヘイルも、通訳人が「文化の専門家」という役割を果たすことは危険であると指摘
する。「通訳者が安全に指摘できるのは、非常に広い意味での文化的習慣だけです。
その他の違いはほとんど個人に属するもので、教育、階級、宗教、育ち、人格など多
くの要因に関連しています」（ヘイル、2014: 154）。例えば、ある事件で米国籍被疑
者を対象とする警察での取調べで筆者が通訳人を務めた際、取調官と被疑者の間に液
体容量の単位に関するミスコミュニケーションが生じた。取調官による「君が持って
いたボトルの中には何ミリリットルぐらい入っていたのか」という質問に対して、被
疑者が答えられなかった。なぜならば、日本ではミリリットルという単位が使われる
のに対して、米国ではオンスが一般的に使われるからである。それに気づいた筆者が
その旨を取調官に伝え、ミスコミュニケーションが解消された。しかし、ヘイルが指
摘するように、とりわけ英語のようなリンガフランカを担当する通訳人にできる助言
は、この程度のみである。通訳人は被疑者・被告人の出身国の文化や習慣について、
必要以上に助言するのはかえって、ミスコミュニケーションの原因になりかねない。 
そうであるならば、法廷に限らず、要通訳刑事司法手続きの全般における通訳人の
役割や位置付けを見直す必要がある。そうするには、通訳の実務やその現状に配慮し
つつ、訳出作業における正確性も重視しなければならない。例えばラスター及びテイ
ラーは通訳人の役割を「コミュニケーションファシリテーター（communication 
facilitator）」として再定義している。 
 
                            
33 ここでいう「変種（variety）」とは、「標準語、ピジン（pidgin）、クレオール
（creole）を含み、相互理解が完全でない場合もあるが、どこかでつながっている連続体
であり」（小池（編）2003:11）、「方言」より広い概念だと言える。 
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「言語専門家」と違って、「コミュニケーション」という表現は、
人間同士インタラクションにおける知的、非言語的、そして文化
的な次元にも配慮する。また、「導管」と違って、「ファシリテ
ーター」は通訳人が果たす積極的かつ裁量的な役割を認める。
（中略）通訳人は法律家と違って、法的概念を生成したり、導入
したりする力や能力はないため、「代理人」ではない。さらに通
訳人は、司法手続きにおける当事者間のコミュニケーションを円
滑にする必要最低限以上の「文化の専門家」の役割も果たせない。 
（ Laster and Taylor 1994: 126） 
 
ラスター及びテイラーによれば、通訳人をコミュニケーションファシリテーターと
して定義し直すことによって、その実務に良い影響が生じるという。つまり、著者ら
が指摘するように、この考え方によって通訳実務における複雑性やその価値が認めら
れるようになり、通訳人のユーザーが、通訳人をプロフェッショナルとして捉えるよ
うになるからである。また、それに伴って、通訳人は、自らが行う業務に対してより
大きな責任を負うことにもなる。通訳人はコミュニケーションファシリテーターでは
なく、「導管」として考えられ続けるのであれば、「裁量的選択」がこれまでと同じ
ように水面下で行われてしまうのであろう（ibid.）。 
通訳人の役割は、法廷通訳をめぐる議論において非常に重要な問題であることは既
述の通りである。また、この問題は、直訳及び等価性という上述した概念と緊密な関
係にあることも明らかである。20 年ほど前に出版された『Interpreting as Interaction（イ
ンタラクションとしての通訳）』では、ヴァデンスヨーは次のように述べている。
「等価性を単語ごと、あるいはセンテンスごとに単に訳すことと捉える人は少ないだ
ろう。そのような「直訳的」なモデルは、先行研究によって以前から却下されている」
（Wadensjö 1998: 103）。 
しかし、直訳及び導管という概念の無効性は、多数の先行研究によって証明されて
いるにもかかわらず、ヘイル（Hale 2015）が明らかにしたように、法廷通訳人の役割
を正しく理解しておらず、直訳を求める法律家が依然として多くいる。そういう要求
は、悪意によるのではなく、通訳翻訳プロセスに対する不十分な理解に由来するもの
として、ヘイルが「ユーザー教育」の必要性を訴えている（ibid.）。 
ヘイルは例えば、弁護士などのユーザーに対してオーストラリアで実施されたワー
クショップの実施について言及する。それらのワークショップは、５セクションに分
けられ、各セクションは 90 分間を所要する。各セクションの内容は次の通りとなって
いる。すなわち、①参加者である法曹三者の通訳人に対する要求や期待、及び要通訳
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事件の法曹三者の経験についての聞取り、②要通訳審理の抜粋を使用し、判事による
通訳人への支持を参加者に紹介し、その支持に対する参加者の評価、③参加者に対す
る（単語レベルからディスコースレベルまでの）言語階層、及び言語間における言語
的及び文化的な違いの説明、④司法通訳における正確性の意味の発掘、⑤訳出という
プロセスの説明、及び司法の場で正確な通訳を行う際の複雑度に関する議論（ibid.: 
168）。 
５回にわたるワークショップのセッションによって、通訳翻訳及び通訳人の役割に
対する法律実務家の理解が大きく深まり、直訳を求める法律家の声が減少したとヘイ
ルが報告している（ibid.）。 
ところが、日本ではそのような「ユーザー教育」のワークショップがあまり実施さ
れておらず、通訳人が直訳を行うべきだと主張する法律家が依然としている。この問
題は法廷通訳にとって非常に重要であるため、通訳人自身がその役割をどのように定
義するのか、または法曹三者を含むユーザーにはどのように考えられているのかにつ
いては、改めて筆者が実施した通訳人への聞き取り調査の結果を基に、第 9 章で取り
上げる。 
 
3.3.3 通訳人と法曹三者とのより徹底的な連携：「共同責任」の意識 
以下、オーストラリアで行われた研究の事例をもう一つを紹介し、日本の司法通訳
翻訳との関連性について考察する。「非英語バックグラウンド（ Non-English 
speaking background, NESB）」を持つオーストラリアの先住民（アボリジニ）が法の
場でのコミュニケーションにおいて直面する問題を研究対象とするクークは、法曹三
者及び通訳人を含む刑事裁判参与者が無意識に NESB の被告人（あるいは証人）と法曹
三者とのミスコミュニケーションを生じさせる場合があると指摘する（Cooke 2009）。
そういったミスコミュニケーションによって、NESB の被告人が適切な手続きを受けら
れなくなるのだが、ミスコミュニケーションが生じたという事実自体が、しばしば気
づかれない。クークが次のように述べる。 
 
刑事司法手続きに生じるミスコミュニケーションが認識されなけ
れば、陰険になってしまう。例えば、［被告人あるいは証人が］質
問を理解できなかった場合、［被告人あるいは証人の］答えが誤訳
された場合、証言者が言いたいことではなく、英語で発言できる
［限られた］運用能力が許す限りのことのみを発言した場合、馴染
みのない応答式の尋問に縛られた証言者は説話体を使えず、自己の
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主張をできかった場合、または通訳人が選任されたが、その不十分
な能力が気づかれない場合［が考えられる］。 
認識されなかったミスコミュニケーションによって、アボリジニ
被告人は、（中略）警察による取り調べ、弁護人との接見、証拠調
べ、または裁判手続きの理解などにおいて、不利な（あるいは場合
によって不当に有利な）立場に置かれかねない。 
（Cooke 2009: 26） 
 
クークによれば、NESB の被告人の不十分な英語運用能力が認識された場合、被告人
の第一言語のできる有能な通訳人を付けるべきである。通訳人は被告人の言語だけで
はなく、その言語における談話の在り方やその言語の用途をよく理解するプロの場合、
被告人の発言における超言語的な要素、例えば「イエス」と「ノー」の使い分けなど
のような問題も法曹三者に意識させることができる（Cooke 2009: 27）。しかし、通訳
人に対する法曹三者の「逐語的な通訳（word-for-word interpreting）」という「道理に
反した（absurd）」縛りによって、そういった通訳人の対応が不可能となる場合がある
（ibid.） 
NESB の被告人がオーストラリアの裁判所の対象者となった場合、被告人の英語運用
能力や事件によって通訳サービスが提供されないこと、通訳人の不十分な能力、法曹
三者による言語及び訳出作業に対する不十分な理解などの数多くの問題が生じうるし、
実際に生じているとクークが指摘する（Cooke 2009）。したがって、クークは、通訳
人とユーザー（法曹三者）の教育、そして双方の徹底した連携の必要性を訴える。そ
ういった教育や相互協力によって、NESB 被告人が直面する困難が和らげるが、双方に
互いから学び合う、そして被告人が公正な手続きに向けて協働する意思がなければ、
被告人にとって不利な現状が改善されない（ibid.: 34）。すなわち、NESBの被告人の公
正な刑事司法手続きは通訳人と法曹三者という二者の「共同責任（ collective 
responsibility）」の意識が必要不可欠であるとクークは結論づける（Cooke 2009）。 
 
3.4 法廷通訳翻訳における英語をめぐる研究 
最後に、英語が通訳言語として果たす機能をめぐる研究を紹介する。これまで既述
した通り、そのような研究は日本国内外とも少数である。日本国外の研究は多くの場
合、3.2 でも紹介したように、オーストラリアや米国などの英語圏における法廷通訳
を研究対象としていることがその原因の一つとして考えられる。すなわち、それらの
研究では、英語は通訳言語ではなく、裁判所の言語となっているからである。 
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一方、英語を公用語としない大陸ヨーロッパの諸国では、英語が通訳言語となるこ
とがあるが、それを伴う問題に焦点を当てる研究も数少ない。例えば、グトフェーア
は、ドイツにおける司法通訳を研究対象としており、被疑者・被告人の第一言語を担
当できる通訳人が見つからない場合、被疑者・被告人の英語運用能力が比較的低いに
も関わらず、英語による通訳サービスが提供される現状を問題視している（Goutfer 
2014）。つまり、本研究と同様、「司法通訳におけるリンガフランカとしての英語」
というテーマをした研究である。グトフェーアは、英語の非母語話者はこの言語の通
訳翻訳サービスを提供される際に生じる影響は近年、浮上したばかりということから、
それに対する検討や対策に向けた動きはまだ見られないと指摘し、次のように結論付
ける。 
 
（中略）通訳人を付けず［に刑事手続きを進める］よりは、やは
り、ELF の通訳人を付けた方が良いだろう。しかし、（中略）警察
の取調べや法廷で使われる［通訳言語としての］ELF による影響は
近年、浮上したばかりなので、それを伴う問題をより真剣に検討す
る必要がある。現状を改善するにあたって（改善が必要だとした
ら）、マイノリティー言語や拡散が比較的に小規模な言語
（languages of limited diffusion）を担当する通訳翻訳人を育成するこ
とが不可欠となってくる。（中略）いずれにせよ、さらなる研究が
求めらているのみならず、言語専門家たち（linguistic community）
もそういった研究のさらなる発展を歓迎するだろう。 
（ibid.: 292） 
 
日本では、法廷通訳を対象とした研究はある程度注目を浴びるようになってきたも
のの、リンガフランカの役割を果たす言語による問題をめぐる研究は、これまでほと
んど行われてこなかった。その例外として、上記で紹介した毛利（2006）や津田
（Tsuda 2002）などがある。また、筆者も通訳言語としての英語を取り上げている
（Marszalenko 2015、2016、マルシャレンコ 2016b）。なお、これまで規模の最も大き
い研究としては、津田ほか 2016 が挙げられる。 
聞き取り調査という研究方法を使用し、津田ほかが英語、スペイン語、北京語、福
建語、台湾語、韓国・朝鮮語、フィリピン語、ペルシア語、ポーランド語、ポルトガ
ル語、イタリア語を担当する 19 名の通訳人から協力を得た（津田ほか 2016: 70）。そ
の協力者の中に、英語を担当する通訳人が６名いた。聞き取り調査の目的は、法廷通
訳人が抱えている悩みや問題点を発掘することである。英語の通訳人で共通した点は、
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「①被告人にはノンネイティブ話者やダブルリミテッド（英語と別の言語のどちらも
が抽象的思考が可能なレベルに至っていない状態）が含まれること、②法曹三者の中
にも英語を理解する人がおり「間違い」等を指摘される可能性があること」であると
いうことが分かった（ibid.: 72）。本研究の視座からすれば、上記の①が非常に重要で
あるため、いくつかの例を挙げよう。 
聞き取り調査の協力者の「通訳人 A さん」は、非英語圏ヨーロッパ出身の被告人の
裁判における問題について次のように言及している。 
 
オランダ人［の通訳］を英語でやりましたよ。しかしそのオラ
ンダ人は英語がパーフェクトとは言い難くて。（中略）オランダ
語訛りが強くて、すごく聞取りが難しかった。本当にオランダの
母国語でやったほうが良かったのではないかと…。 
（中略） 
モンテネグロの人、初めてだったのですけれども、とても表現で
きない訛りですね。全く聞き取れない訛りではないですけれども、
重要なところが聞き取れない。 
（津田ほか 2016: 74、下線は原文の強調である） 
 
一方、通訳人 B さんは、ダブルリミテッドという問題を指摘している。なお、この
通訳人は証人とのコミュニケーションにおける問題について言及しているが、英語を
第一言語としない被告人にも、同様な問題が起きうると考えられる。 
 
日本語も英語も流暢ではないので、簡単な会話であればできる
のですが、少しでも特殊な、あるいは細かいデリケートな質問を
すると、なかなか…。理解できないので適当に返事をするし、証
人自身も自分が何を言おうとしているのか分からないような答え
になっていて。しかもその中で日本語と英語がごっちゃになって
いると、通訳人に分かるわけがないです。 
（ibid.: 78、下線は原文の強調である） 
 
英語がノンネイティブの被告人の場合、その不十分な英語運用能力という悩みにつ
いて、通訳人の B さんが次のように述べている。「例えばある被告人は I think so と言
うべきところを I hope so とか言ったり、語彙も少ないし、長い文章についていけない
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し。（中略）これで英語で裁判をしていてよいのだろうか、と思いました」（ibid.: 83、
下線は原文の強調である）。 
以上で紹介した引用から分かるように、英語を母語としない人を通訳対象者とした
場合、様々なコミュニケーション上の問題が起こりうる。すなわち、①被告人が話す
英語は通訳人に正しく通じないこと、そしてその正反対に、②被告人が通訳を十分に
理解できないこと、というような問題が、この津田ほかによる実証研究の成果から明
らかになったのである。また、興味深いことに、それらの問題は英語に限らない。津
田ほかが聞き取り調査を実施した４名のスペイン語通訳人も、類似した悩みについて
言及している（ibid.: 85）。つまり、リンガフランカが司法の場において通訳言語とし
て用いられる際、ダブルリミテッドや不十分な言語運用能力という問題を共通してい
ると言えるのである。 
 
3.5 小括 
本章では、本研究にとって重要な研究分野及び先行研究を紹介し、それらの用語や
概念について考察した。その内、最も重要な分野の一つが、通訳翻訳研究である。こ
れまで論じてきたように、日本の要通訳刑事司法手続き（とりわけ法廷通訳）という
文脈において、「通訳」と「翻訳」を分離するのは非常に困難である。なぜならば、
「翻訳」は「通訳人」の業務の重要な一環となっているからである。本研究の視座か
らも、「通訳人」が「翻訳」した判決文の抜粋を分析するため、通訳と翻訳という二
つの訳出作業を一緒に考察する必要がある。また、スミルノフ（Smirnov 1997）が指
摘する通訳と翻訳における「時空間的次元」の差異は、日本の要通訳刑事司法手続き
ではぼやけてしまう。つまり、翻訳文を訳した通訳人は、起点テキストの作成者（裁
判所）と目標テキストの受取人（被告人）と同じ時、同じ場を共有するのである。 
通訳翻訳研究における重要な概念として、本章では、フェアメーアのスコポス理論
（Vermeer 1989/2004）、等価性（とりわけナイダ（Nida 1959/2004）による動的等価性）
そして「直訳」をめぐる問題を取りあげた。紹介した先行研究から明らかなように、
通訳人に認められた訳出作業における自由度をめぐる議論の観点からすれば、直訳は
成功の見込みのない翻訳ストラテジーである。なぜならば、目標テキストの受取人
（被告人）を混乱させ、そして誤解させられる恐れがあり、被告人の理解として定義
したスコポスに反するものであるからである。 
3.2 では、公益通訳翻訳論及び法言語学という研究分野を紹介した。前者の分野は、
会議通訳とビジネス界におけるリエゾン通訳の対照ジャンルとして捉えることができ
る。なぜならば、公益通訳は、通訳実務の在り方や通訳者の就業条件などのような事
情において通常、会議通訳やビジネス通訳と大きく異なるからである。一方、法言語
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学によっては、「法」と「言語」の接点という視点から司法通訳翻訳を観察すること
ができる。言語の使用という法的な権限の行使を分析することによって、法言語学は
「法の場における弱者」に焦点を当てる。本研究の視点からすると、その「弱者」と
は通訳言語となる英語の非母語話者である被疑者・被告人のことである。 
3.3 では、様々な先行研究の観点から（主に法廷）通訳人の役割について考察した。
通訳ユーザーの中には、通訳人を起点テキストのメッセージを逐語的に目標言語に置
き換える「単なる導管」として捉える人がいるが、法廷通訳の実務を考えれば、その
導管という概念が現実的ではないことは明らかである。通訳人は常時、「裁量的選択」
を行っており、ゴッフマン（Goffman 1981）の言葉を借りれば、「発声体」ではなく、
発話に対する責任を持つ「作者」であることも分かった（吉田 2008）。一方、通訳人
が起点言語でのメッセージを逐語的に目標言語に置き換える導管としてみなしていく
ならば、通訳人による司法手続きへの影響力を全く無視することとなる。したがって、
通訳人の役割を論じることに当たっては、その影響力を認める「コミュニケーション
ファシリテーター」（Laster and Taylor 1994）として考えた方が、より合理的なだけで
はなく、より現実的かつ望ましい考え方であると結論づけられる。  
本論文において要通訳刑事裁判の対象者となる被告人の理解をめぐる議論をする際
に、コミュニケーションファシリテーターという概念はは重要な視点となる。なぜな
らば、「直訳」は非現実的かつ望ましくない目標であるため、通訳人が実際に行う裁
量的選択を認めることによって、起点テキストに対する正確性を維持しながら、より
「被告人に寄り添った」通訳翻訳につなげることができるからである。 
通訳言語としての英語をめぐる研究は依然として数少ないものの、これまでもっと
も大規模な津田ほか（2016）や毛利（2006）等がある。それらの研究事例から分かる
ように、リンガフランカとしての英語が通訳言語になった場合、様々な問題が起こり
得るのみならず、実際に起こっているのである。そこで、本論文を通して、英語をめ
ぐる問題に対して、より具体的な事例を紹介し、そういった英語に潜む危険性を表面
化させ、その使用についての考え方を見直す必要性を論じることにする。 
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第 4章：英語の多様性：「世界諸英語」の観点から 
 
第 3 章では、本研究の対象である日本の刑事司法手続きにおける英語の使用に
ついて、通訳翻訳論における等価性やスコポス理論などのような様々な概念の視座
から考察してきた。加えて、通訳や翻訳をめぐる諸問題を考慮する際には、その訳
出作業で使用される双言語（つまり、起点言語（SL）及び目標言語（TL））の観
点からも考察する必要がある。なぜなら、どの二つの言語が通訳作業の対象となる
かによって、通訳人が臨まなければならない課題が異なることもあり、ほかの言語
ペアにはない困難が潜みうるからである。また、以下で詳述するように、英語とい
う言語自体は、ほかの言語と比べて特殊なところがあるとも言える。したがって、
本章では、英語が特殊である理由、つまり、現代英語における多様性やその言語使
用圏の拡大について検討していく。 
さらに、その英語の多様性は日本における司法通訳翻訳にどのような結果をも
たらすのかについても注目していく。以下で詳述するように、英語の通訳翻訳サー
ビスを付けられる被疑者・被告人は、様々な英語の変種を話す。出身地や個人的な
背景によって、その変種、または運用能力が大きく異なることも既述の通りである。
そして、そういった英語の多様性への対応に臨むのは多くの場合、同じ通訳人であ
る。言い換えれば、英語のある変種を話す法廷通訳人はしばしば、数多くの「英語
たち」に対応しなければならない。にも関わらず、そういった英語の多様性は十分
に意識されているとは言いがたい中、被疑者・被告人とのコミュニケーション上の
困難や問題は表面に浮上しないまま、手続きが行われていく恐れがある。したがっ
て、被疑者・被告人が話す英語の多様性（様々な変種や運用能力を含む）について
より詳しく検討する必要があると考えられる。 
以下 4.1 では、ブラジ・カチュル（Kachru 1990, 1992a, 1992b）による「サーク
ル（同心円）」概念に基づく理論の基礎となっている「世界諸英語 34（World 
Englishes）」という英語学におけるパラダイムを紹介する。それに次ぐ 4.2 では、
リンガフランカとしての英語の使用について論じる。 
 
                            
34
 「World Englishes」に対する和訳は文献によって異なることがある。例えば、『応用言語
学事典』（小池（編）2003: 363）「世界各地の英語」、または鳥飼 2011 では「世界の英語
たち」となっているが、本研究では、本名（1990）に倣って、「世界諸英語」を和訳とし
て使用することとする。 
 74 
4.1 カチュルの「サークル」と「世界諸英語」 
「英語圏」という表現がしばしば使われているのではないだろうか。しかし、
この表現については、具体的にどこの国や地域を指すのか、また、どんな英語の使
用され方を表すのかについて、より深く考える必要がある。なぜなら、「英語圏」
は非常に曖昧だからである。すなわち、同じ「英語圏」に属するとされるその国内
においてすら、様々な英語の変種が存在するからである。したがって、どの英語が
「標準英語」であるかを指定することはできず、さらに加えると、そういった「標
準英語」が一体存在するのかも、回答が困難な質問ではないだろうか（Seidlhofer 
2011、Galloway and Rose 2015）。 
それにも関わらず、「英語圏」は、英語を第一言語として使う国や地域（例え
ば、米国、英国、オーストラリアなど）に限って考えられがちである。また、本名
（2006）は、特に日本では、英語を「米国の言語」として考え、そしてアメリカ英
語こそが「標準英語」として捉えられがちだと主張している。その結果、「標準」
とされてしまう米国英語と異なる英語の変種は「おかしい」と思われてすらいる
（ibid.: 158）。このように、「米国の言語としての英語」は日本における英語教育
に大いに影響を与えている（Galloway and Rose 2015: 131）。例えば、その米国の国
内においても様々な英語の変種が存在するにも関わらず、日本では、「WASP
（White/Anglo-Saxon/Protestant、白人・アングロサクソン・プロテスタント）」の
英語とも呼ばれる「一般アメリカ英語（General American English）」に限って英語
教育などの場面において焦点を当てる傾向がある（本名 2006: 169）。 
ところが、英語の拡大範囲は、米国や英国などのように英語を第一言語35とする
国や地域に限られているわけではなく、実はその逆である。英語の拡大はそもそも、
歴史的に、大英帝国による植民地化に由来する。現在、米国やオーストラリアなど
のような英語を第一言語とする国も、かつては英国の植民地であった。 
主に英国（そしてその後の時代において米国など）による植民地支配政策の結
果の一つとして、英語は世界各地に「移植（transplant）」され、そして使用される
ようになった（Kachru 1990）。それらの国や地域の例として、イギリスによって
植民地化されたアフリカ（ナイジェリア、ウガンダなど）及びアジア（インド、マ
レーシア、香港など）の諸国、または米国の支配下にあったフィリピンやプエルト
リコなど、あるいは植民地化はされなかったが、米国の影響下のミクロネシア海域
                            
35
 もちろん、米国をはじめとする「英語圏」の国や地域は多くの場合、他言語多民族社会
から構成されているので、米国籍の人々はみな、英語母語話者と限らない。また、米国で
の英語は公用語として位置付けられていないが、事実上その役割を果たしていると言えよ
う。 
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（北マリアナ諸島自治連邦区、グアム準州、マーシャル諸島共和国、ミクロネシア
連邦、パラオ共和国）などのような太平洋諸島などが挙げられる。 
「移植」された言語としての英語は、当初、支配者（英国や米国など）による
コントロールを定着させるための道具として使われていたが、時間の経過や脱植民
地化に伴い、そもそも多言語多文化の社会だったそれらの旧植民地において、英語
は、新しく独立した、または再独立した国を統一し、そして国民精神を養う「環国
民（pan-national）」の言語として重要性を増していった（Kachru 1990）。また、
そういった英語は、より公務上の役割を果たすこともあり、それらの多くの国や地
域では英語は例えば、法律の場においても使用されることも多い（Gibbons 2003）。 
もちろん、過去の植民地宗主国は英国や米国だけではない。また、植民地化に
よって「移植」された言語も、英語に限らない。かつて、フランスやスペイン、ポ
ルトガルやオランダ、数多くの主に西欧の国が植民地を保有しており、そしてそれ
らの国々の言語も植民地化された地域において使用されるようになった。 
また、日本によって植民地化された朝鮮半島や台湾などでは、日本語が公用語
として導入された。しかし、日本と欧米諸国による植民地化には、いくつかの異な
る点がある。日本統治時代が西洋の植民地宗主国と比べると、現代（二十世紀初期）
の出来事であり、かつその期間が比較的に短かったこともあり、再独立に伴って、
日本語はそれらの国や地域の公用語としては定着しなかった。また、日本によって
植民地化された国や地域では、それらの地域を統一したり、国民精神を養ったりす
る言語（つまり、中国語や朝鮮語）は既に存在していたため、日本語がその役割を
果たす必要はなかった。さらに加えれば、「抗日」や「反日本語」の動きこそが、
国民精神の発展につながったのかもしれない。 
ところが、英語使用圏の「前代未聞」の拡大の原因は、植民地化だけにあるわ
けではない。脱植民地化の結果の一つとして、大英帝国の影響力が減退し、その一
方、戦後の経済成長に伴い、米国が超大国として浮上した（ Saraceni 
2015:ch.6/s.6.3.1）。したがって現在においても、英語は世界の「共通語」、または
「国際言語」として重要性を維持している。それはもちろん、上記の旧植民地とな
っていた国や地域に限らず、英語は世界中の、ビジネス、政治、外交、メディア、
文化交流、娯楽などの様々な場面において非常に重要な役割を果たしている。言い
換えれば、英語は、どの「世界言語」や「共通語」の影響力をもはるかに超えたと
言っても過言ではない。したがって、「英語」という言語（あるいはその言語にお
ける多数の変種）をより深く考え、より広い視野から捉える必要が生じる。 
その必要性に応えようとするのが、「世界諸英語（World Englishes）」という考
え方である。そのパラダイムは、英語は一個の、統一した言語ではなく、世界各地
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に様々な「英語たち」が存在すると主張する。「世界諸英語」のパラダイムにおい
て、最も影響力のある研究として、カチュル（Kachru 1992b）の「サークル」の概
念を生み出した理論が挙げられる。これによれば、英語の使用範囲を、次の三つの
使用圏（「サークル（circles）」あるいは「圏」）に分類する。①「内部圏36
（Inner Circle）」：英語を第一言語として使用する国や地域、つまりかつて植民地
支配に取り組んだ英国や米国などのような大国（もちろん、オーストラリア、カナ
ダ、ニュージーランドなどもこのサークルに属する）。②「外部圏（Outer 
Circle）」：かつて植民地化され、英語が移植された国や地域（アジアやアフリカ
の諸国、太平洋諸島など）。③「拡張圏（Expanding Circle）」：英語を主に「外国
語」として使う国、つまり日本、筆者の出身国であるポーランド、または大陸ヨー
ロッパ諸国など。言い換えれば、拡張圏は内部圏と外部圏以外の全世界の国や地域
を指す表現である。 
カチュルの理論に照らしてみれば、「英語圏」に属するのは、狭義では①内部
圏の国や地域であることに対して、広義では①内部圏と②外部圏の両方が含まれる。
一方、③の拡張圏は「英語圏外」となる。また、本研究が対象とする日本刑事司法
手続きにおける通訳言語としての英語という視座からすれば、それらの手続きの対
象者（被疑者・被告人）は主に広義の英語圏、つまり内部圏あるいは外部圏に属す
る国や地域の出身者がいるが、拡張圏の人もいる。本論文では英語を第一言語とし
ない被疑者・被告人に焦点を当てていくため、外部圏（また、場合によって 拡張
圏）の出身者が本研究における議論の主たる対象となる。ただし、英語使用の拡大
範囲及びその複雑な状況についてより深い理解が必要であると考えられるため、以
下において、まず内部圏と外部圏の双使用圏における英語をめぐる様々な問題や情
勢について触れたい。 
 
4.1.1 内部圏における第一言語としての英語 
上記で紹介した各サークルにおいて、様々な英語の変種が存在しており、それぞれ
の変種は独自の特徴を持っている。また、同じ内部圏においても、国や地域によって
英語は異なる使い方をされている。例えば、内部圏の米国、英国、オーストラリア、
ニュージーランド、カナダ37などには、それぞれの英語がある。したがって、「標準英
語」という存在自体を疑う研究者もいる（Seidlhofer 2011）。 
                            
36
 サークルの日本語名称はすべて小池（編）2003: 362 より。 
37
 カナダは、もちろん公式にバイリンガル国家であるが、英語が第一言語として使われるため、「内
部圏」に属するとされている。 
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もちろん、どの言語とも同様に、英語にも社会階層、文化集団（サブカルチャーも
含む）などによって、様々な変種が存在する。また、内部圏諸国の英語には、地域性
も見られる。例えば、比較的、国土が小さいイギリスですら、様々な英語の方言が話
されている。ガロウェイ及びローズが指摘するように、英国及びアイルランド共和国
を含むイギリス諸島を、英語変種を基に次の地域に分類できる。すなわち、スコット
ランド及びアイルランド北部、アイルランド南部、ウェールズ、イングランド北部、
そしてイングランド南部である（Galloway and Rose 2015: 74）。それは、内部圏のどの
国においてもみられる現象である。例えば、多民族国家として建国されたアメリカ合
衆国において、数多くの英語変種が共存するのも、不思議ではない。それに加えて、
移民を積極的に受け入れてきたそれらの国では、他国生まれ、あるいは他国生まれ育
ちの人々は、第一言語が英語ではない場合もしばしばある。そして、それらの第一言
語は、彼（女）らが話す英語になんらかの影響を与え、独特な英語変種を生み出すこ
とも考えられる。 
また、先住民が独自の文化、言語、慣習などを保持し続けるオーストラリアやニュ
ージーランドにおいて、英語使用の状況はより複雑だと言えるだろう。例えば、 オー
ストラリア（Cooke 1995、 2009 、Eades 2013 など）及びニュージーランド（Lane 1993
など）の先住民が英語によって、法の場においてどのような困難に直面するのかをテ
ーマにした研究も少なくない。それらによれば、アボリジニやマオリの先住民は、英
語を話すのだが、その英語は民族などによって異なる特徴を持つ。オーストラリアで
研究を行うイーズによれば、「オーストラリアのアボリジニのほとんどは、「ある種
の英語」を話す（Eades 2013: 1）。しかし、その英語は多くの場合、ほかのオーストラ
リア人の英語と同じではない（ibid.）。さらに、オーストラリアのアボリジニは均一
の民族ではなく、そして在住する地域や様々な社会的背景（学歴など）によって、英
語を第一言語とする先住民もいれば、英語での日常コミュニケーションですら困難な
人もいる。 
以上のようなコミュニケーション上の問題として、「無償同意（gratuitous 
concurence）」という現象がしばしば挙げられる（Cooke 2009, Eades 2013, Liberman 
1981）。「無償同意」とは、事実の有無にかかわらず、権力を持った者の主張に対し
て、同意してしまうことを意味する。この概念は、特に植民地化された経験のある地
域において見られる。例えば、内部圏のオーストラリアでは、アボリジニが権力を持
った（特に先住民ではない）司法関係者に対面した際に、その司法関係者に従った方
（あるいは逆らわない方）が、その後の待遇が良くなると考え込み、自分にとって不
利で、かつ根拠のない主張にも同意してしまう。これについて、イーズは次の通り説
明する。 
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オーストラリア全国において、アボリジニの人たちは、尋問者
がアボリジニでない場合、その尋問者によるどの質問に対しても、
「イエス」と答えてしまう傾向がある。この問題は数十年前から
取り上げられており、「無償同意」と名付けられる。（中略）無
償同意は、特に非アボリジニの尋問者、例えば教師か警察官が、
そのアボリジニに対して権力を持った場合にみられる。 
したがって、質問の意味を理解できるか否か、その質問におけ
る主張が真実か否かにかかわらず、非アボリジニによるどの質問
いたいしても、同意してしまうことは、アボリジニにしばしば見
られる法の場におけるストラテジーである。 
（Eades 2013: 100-101、下線は筆者による強調） 
 
この問題には二つの要因が見られると言える。その一つ目は、人種や植民地化とい
う背景による社会的位置における不平等な力関係である。二つ目の要因は、イーズが
指摘したように、なされる質問の意味を理解できなくても、「イエス」と答えてしま
う（つまり、罪を認めてしまう）という英語運用能力の問題である。そう考えると、
無償同意は文化的あるいは社会的な問題だが、その一方、言語的な要素もあると言え
る。英語を第一言語としない内部圏出身者は、比較的低い英語運用能力の場合、法の
場におけるディスコースを理解できなくても、上記のような文化的かつ社会的な背景
によって、権力を持った司法関係者（警察官や検察官など）の主張を肯定してしまう。
つまり、罪を犯していない人でも、その被疑を否認できず、自供してしまうという恐
れが、無償同意における根本的な問題である。 
以上で見てきたように、人種、文化、民族などの情勢において非常に多様な内部圏
においても英語の使用をめぐって様々な問題が生じうる。さらには、内部圏の国の出
身者でも、必ずしも英語を第一言語（English as a Native Language, ENL）として使うと
は言い切れない。また、本研究の視座からすれば、内部圏の国籍を有する被疑者・被
告人に対して、英語の通訳を付けることが、必ずしも最善な選択ではない場合さえあ
り得る。つまり、通訳を必要とする刑事司法手続きにおいて通訳言語を選択する際、
「国籍」やその出身国の「公用語」は完璧な基準ではないからである。 
 
4.1.1.1 日本国籍を持った非日本語話者の被疑者・被告人 
法廷などの場面を含む司法通訳翻訳に関するディスコースでは、その対象者に対し
てしばしば「外国人」という表現が使われる。ところが、日本の要通訳刑事司法手続
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きにおいて、上記の内部圏の出身者以外にも、英語を第一言語とする対象者のパター
ンがもう一つある。 それらの対象者となるのは、必ずしも外国籍を持った人だけでは
ない。つまり、日本では、日本国籍を持った被疑者・被告人にも通訳が付くケースが
ある。こういうケースは、そもそも外国籍を持った移民として来日し、そして最終的
に帰化した人に限らず、日本人の親を持つ人も、法の場において通訳の対象となる可
能性があるからである。 
上記のようなケースには大きく分けて、二つのパターンがある。その一つ目は、日
本国籍と外国籍を持った両親の間に生まれた人（いわゆる「ハーフ」）を挙げること
ができる。育った環境などによって、第一言語は異なることがあり、日本語より英語
の方がコミュニケーションを図りやすい場合もある。二番目のパターンは、対象者は
日本国籍を持った、そして日本語を第一言語とする両親の間で生まれたが、「国際的
な環境」（インターナショナルスクールへの登校や帰国子女など）に置かれたため、
英語運用能力が日本語運用能力を上回る場合である。後者のケースは比較的に少ない
が、筆者も実際にそういう対象者に通訳をしたことがある。いずれにせよ、「要通訳」
の刑事司法手続きは「外国人」に限らないことを論意していく必要がある。 
 
4.1.2 外部圏：ノンネイティブ諸英語 
4.1.2.1 英語と植民地化：歴史の視点から 
これまで、英語の拡大は英国などによる植民地化に由来すると述べてきた。米国や
オーストラリアなどのような国や地域も、そもそも英国の植民地として成立したのは
既述の通りである。したがって、英語の使用から考えてみれば、同じ大英帝国の植民
地としての歴史を持った地域は、なぜ内部圏と外部圏に分かれたのだろうか。以下に
おいて、ふたつのサークルの違いを歴史的な視点から考察する。 
15 世紀及び 16 世紀において、英国を含むヨーロッパ諸国による植民地化は二通り
が実施された（Saraceni 2015）。現在内部圏に属する地域では、「定着型植民地化
（settler colonization）」が行われたのに対して、外部圏の地域は「搾取型植民地
化（exploitation colonization）」の対象となった。前者の方では英国が自国民のた
め移住できる新たな土地を求め、一方、後者の方においてそれらの地域にあった豊富
な資源（そして地域によって労働力や奴隷）を狙った。その結果、内部圏では（多く
の場合、先住民の虐殺などを伴って）、英語を第一言語とする移民の子孫がその人口
の大半を占めるようになったのに対して、外部圏では、イギリス人によって統治され
る先住民が人口の大半のままであり続けた。 
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外部圏の国や地域では、英語が「移植」された言語である。したがって、植民地宗
主国によって支配のツールとして使われた結果、「非西洋の世界では、権力、権威、
そしてエリート主義の象徴であった」（Kachru 1990: 2）。つまり英語は、植民地化さ
れた国や地域において、現地のエリート層も、その従属者を支配する道具として使わ
れるようになった。サラチェーニが「搾取型植民地化」の対象となった地域（つまり、
現在外部圏に属する諸国）について、次の通り指摘する。 
 
この型の植民地化では、英語はエリートの言語として導入され
た。上流階層、つまり英国人が直接関わっていた社会の最上層に
おいて、英語は奨励されたが、その使用はこの階層のみに制限さ
れた。 
（Saraceni 2015: ch.3/s.3.2.2.2） 
 
言い換えれば、外部圏の国や地域では、英語はエリート層の言語として、公的な場
面などで使われるようになったが、上流階層以外には、あまり普及しなかった。なぜ
英国にとって、英語の使用を制限する必要があったのだろうか。なぜ外部圏では、英
語はすべての社会階層に普及しなかったのだろうか。インドを例に挙げ、サラチェー
ニは次の通り主張する。 
 
すべてのインド人に対して、［英語を話すという］特権を与え
るのは、英国の国益に反していた。英語はエリート層の言語であ
るべきだとされていた。外部圏においてこれは現代でも、ある程
度見られる現象である。なぜならば、英語は主に都市部中間層に
おいて使われており、その一方、ほかの住民階層では比較的に低
い使用率となっており、あるいは完全に不在だからである。 
（ibid.: ch.3/s.6.5.3） 
 
当然、同じ外部圏内でも、英語の普及状況が大きく異なっていた。例えば、米国の
植民地となったフィリピンでは、英語は初等教育に導入され、エリート層に限らず、
すべての国民に教えられた（津田 2009b）。いずれにせよ、脱植民地化を経て、独立
を獲得した国や地域では、英語は新たな役割を果たすようになった。つまり、カチュ
ルが述べるように外部圏の国や地域で「環国民」の言語となった（Kachru 1990: 8）。
言い換えれば、脱植民地化後、そもそも多文化多言語社会であった国の結合を確保す
るには、どの宗教や民族にとっても中立な立場にあった英語は便利かつ必要なツール
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であったとも言える（ibid.: 9）。つまり、そもそも異なる文化的、言語的な背景を持
った国民には、英語以外のコミュニケーション手段がなく、そして国家の統一性を維
持するため、旧支配者の言語に頼らざるを得なかった。ただし、英語は国の公用語に
指定されているとはいえ、多くの場合、その国民の第一言語ではないことは非常に重
要である。 
 
4.1.2.2 外部圏における英語の現状 
もちろん、異なる文化及び言語（英語と現地語）が接触した際、与えられる影響は
一方向的ではない。つまり、現地の文化や慣習、そしてその諸言語なども英語に影響
を与えており、新たな英語の変種を生み出した。したがって、それらの変種は、内部
圏の変種と異なる特徴を持つのは、当然であろう。以下、それらの外部圏で使用され
ている英語の諸変種を、「ノンネイティブ諸英語（Non-Native Englishes, NNEs）」と
総称する（一方、ガロウェイ及びローズはそれらの諸英語を「新種の諸英語（New 
Englishes）」と名付けている（Galloway and Rose 2015））。 
本名（1990）は、上記のような「ノンネイティブ諸英語」の国の例として、シンガ
ポールを挙げている 。シンガポール英語は「シングリッシュ（Singlish）」と呼ばれ
ることもあり、様々な特徴を持ち、その最も知られている一つは、例えば、接尾辞の
「-lah」である。シンガポールなどのようなノンネイティブ英語の使用は、場面によっ
て異なるパターンとなることがある：「上位語（ acrolect ）」、「中位語
（mesolect）」、そして「下位語（basilect）」（本名 1990：12）。上位語は、法律、
宗教、外交、教育などのような公的な場面で使用されるのに対して、下位語は買い物
などの日常会話で使われる。また、中位語は文字通り、上位語と下位語の中間的な場
面で使用される英語の変種である。上位語の英語は、ネイティブ英語との相違が少な
い。中位語には、コミュニケーション上の支障とならない程度の語彙や文法上の相違
が見られる。一方、下位語はネイティブ英語と大きく異なり、国内の環国民（つまり、
シンガポール人同士の）コミュニケーションにおいて使われている（本名 1990）。 
もちろん、国や地域によって英語の使い方が異なることもあるし、また、学歴など
のような背景によって、その国民の英語能力に激しい個人差もあり得る。とはいえ、
「外部圏」における諸英語は、多くの場合、「制度化された英語の第二言語変種
（institutionalized second language varieties of English）」（Kachru 1990; 1992a）となって
おり、既述のように、それらの国における法律や教育などで非常に重要な役割を果た
している。それらの変種の中にはさらに亜変種（sub-varieties）も存在することがある
が、「制度化された変種」は、「外国語としての英語（English as a Foreign Language, 
EFL）」や第１章で紹介した「リンガフランカとしての英語（English as a Lingua Franca, 
 82 
ELF）」の使用とは異なる。いずれにせよ、英語におけるそれらの多様な使用（ENL、
NNEs、EFL あるいは ELF）は、それぞれの特徴を持っており、英語使用圏の拡大に非
常に大きく影響を与えている（Kachru 1990、Seidlhofer 2011）。 
 
4.1.2.3 南アジアの諸英語 
英国によって植民地化されるはるか前にも、南アジアの諸国は、多文化多言語の社
会であった。例えば、現在のインドでも、15 の公用語があり、その内、最も使用範囲
が広い言語はヒンディー語である（Central Intelligence Agency 2015）。一方、英
語は政治や商業などにおけるコミュニケーション用語として、インドの最も重要な言
語である（ibid.）。さらに加えると、カチュルによれば、インドを含む南アジアのコ
ンテキストにおいて、英語は主に次のような４つの役割を果たす。すなわち、「道具
的（instrumental）」：教育の場面、「制御的（regulative）」：政治や法の場面、「対
人的（interpersonal）」、そして「革新的／創造的（innovative/creative）」：文学など
の場面（Kachru 1990: 37）。つまり、アジア諸英語は、「話し言葉」だけだはなく、
「書き言葉」としても大きな役割を果たしている 。 
南アジアにおける英語の主な変種は、インド英語、パキスタン英語、バングラデシ
ュ英語、そしてスリランカ英語に大きく分類できる（Kachru 1990: 36）38。また、それ
らの国では、様々な背景によって、その国民の英語運用能力において激しい個人差が
見られる。すなわち、英語運用能力は二極化されており、「教養標準南アジア英語
（educated standard South Asian English）」という変種を話す人もいれば、ピジン39に近
い英語の使用もある（ibid.）。もちろん、それらの二極の間には、様々な能力レベル
や数多くの変種が見られる。とはいえ、南アジアの国々の国民のほとんどは、英語を
                            
38 一方、内部圏の国や地域へ移民した南アジア出身者、あるいはその子孫が話す英語は、
カチュルの研究では対象外である。ところが、その人々が話す英語には、親が話す英語あ
るいはその他の言語も、影響を与えているかもしれない。そういった意味では、それらの
英語変種を、世界諸英語をめぐる研究の対象にすることが有意義な結果を生み出すだろう。 
39 「ピジン（pidgin）」と「クレオール（creole）」は、「異なる言語を話す人たちが、コ
ミュニケーション手段として作り出した、ある程度の慣習的体系を持つ共通言語のことを
言う。ピジンは、商取引など限られた目的のために、特定の場で特定の相手との間で使わ
れるもので、語彙も少なく、文法構造も簡略で、母語の影響された音声を持ち、いずれの
話者の母語ではないものを言う」（小池（編）2003: 345）。また、「これに対して、ピジ
ンの母語化したものをクレオールと定義される。例えば、特に西アフリカ各地からカリブ
海や米国南部へ奴隷として送られた黒人たちは、異なる母語を話していたので、プランテ
ーションでは、フランス語・スペイン語・英語などから語彙を多く取り入れた、いわゆる
フランス語基盤・スペイン語基盤または英語基盤のピジンを話していた。そのような社会
に生まれた子たちは、それを母語として習得し、成長するにしたがって自分たちの生活全
般に必要な語彙を増し、文ぽ構造を複雑化し、音声体系も確立していった。」（小池（編）
2003: 346）。 
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「付加的（additional）」、そしてノンネイティブの第二言語として使っており
（Kachru 1990）、それらの国にとって欠かせない存在となっている。 
上記のように、英語の変種は多数であるため、ネイティブ英語と異なる特徴を持つ
のも、当然であろう。例えばカチュルが、混乱の原因となりうる現象の例として、
「イエス」と「ノー」の使い方を挙げる（Kachru 1990： 51）。例えば法廷の尋問など
でしばしばなされる「Didn’t you know?（あなたは知りませんでしたか）」という問い
に対して、ネイティブ英語では「知らなかった」の意図を表す回答として「No」が普
通であろう。一方、アジアやアフリカ（Bokamba 1992）の多くの英語変種では、上記
の問いに対する回答は「Yes」となるのが自然である（ibid.）。つまり、それらの変種
は、ネイティブ英語ではなく、日本語と同じような「はい」と「いいえ」の使い方を
しているということになる。 
「イエス」と「ノー」の使い分けにおける相違による混乱は、日本における司法通
訳の現場においても表出することがある。例えば、筆者が英語通訳人を務めたある裁
判員裁判では、ウガンダ国籍を有する被告人らが話す英語にも、「イエス」と「ノー」
の使い方に関して、同様なパターンが見られた。もちろん、被告人がフルセンテンス
で答えるならば（例えば「はい、知りませんでした」あるいは「いいえ、知っていま
した」）、通訳人による解釈には問題がないだろう。しかし、被告人の回答は単なる
「イエス」か「ノー」であり、そしてその使い方がネイティブ英語と異なることを通
訳人が意識していない場合、誤訳につながる恐れを否定できない。 
一方、通訳人が法の場で英語を使うすべての対象者（被疑者・被告人）の文化的な
いしは言語的な背景を把握することには、無理がある。つまり、様々な背景を持った
被疑者・被告人を対象とする通訳人は、それらの通訳対象者の国の文化、習慣、社会
的事情などについて助言する立場に立つことは通常、できない。したがって、通訳人
にできることは、自分と対象者の間に、英語の使い方が異なる可能性を常時、意識し
ながら、対象者の発言を解釈する際、注意を払うほかないだろう。 
 
4.1.2.4 アフリカ諸国における言語情勢及び英語の使用 
ナイジェリアやウガンダを含む多くのアフリカ諸国では、言語的情勢は非常に複雑
である。例えば、ボカンバ（Bokamba 1992）は、アフリカが世界の最も多言語的な地
域であると主張し、下記の通り述べている。 
 
数少ないケースを除けば、アフリカの諸国は多言語社会である。
典型的なアフリカの国には、現地語である全国的なコミュニケー
ションの言語も存在しないし、そういう言語の開発及び導入を訴
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える動きも見られない。そういった状況が、かつての植民地宗主
国の言語（つまり英語、フランス語、そしてポルトガル語）によ
る行政、教育、そして外交などにおいて正式なコミュニケーショ
ン媒体としての浸透や堅固を促した。 
（Bokamba 1992: 125） 
 
 梶もアフリカにおける言語使用の多様性を指摘する：「アフリカに関するわれわ
れの知識の欠如から、アフリカというと、みんな英語を話していると思い込んだり
［することもあるが、］（中略）世界の言語の三○・三％がアフリカで話されている」
（2009: 9）。そして、「アフリカの地域共通語（lingua franca）や、旧宗主国の言語を
引きずった公用語（official language）というのもあるが、アフリカの言語の本筋はな
んと言っても、部族語である」（ibid.: 11、下線は筆者による強調）。 
例えば、ナイジェリアの公用語は英語であるが、それ以外にもハウサ語、ヨルバ語、
イボ語、フラニ語を中心に 500 以上の地域語が使用される（Central Intelligence Agency 
2015）。ナイジェリアにおける英語は大きく分けて、標準英語40、ナイジェリア風の英
語（ナイジェリア英語）、そしてナイジェリア・ピジンの三種類があるが（塩田 2009: 
75）、「ナイジェリア・ピジン」は多くの場合、数多くの部族語を母語とする部族間
の共通語として使われる（ibid.: 73）。それらの英語の変種について、塩田は次のよ
うに述べる。 
 
標準英語は、規範文法と発音に基づいた、いわば「理想的な」
英語であり、学校教育では本来この英語が教えられ、用いられる
ことになっている。しかし、実際には留学経験者や、海外経験の
長いインテリ層が、公的な場面において用いるのみであり、ナイ
ジェリアでは一般的な英語だとはいえない。（中略）ナイジェリ
ア英語は基本的に標準英語と同じ文法を持つが、ナイジェリア的
要素の混入度合いは、話者の教育水準や、所属する社会階層、話
される場面によって様々である。（中略） 
一方、ナイジェリア・ピジンは、英語の語彙と文法を基礎に、
西アフリカ諸語の文法や語彙を大幅に混入したもので、現在では
                            
40 塩田（2009）は、「標準英語」という表現を使っているが、前述の通りその存在自体を
疑う研究者（Seidlhofer 2011、Galloway and Rose 2015 など）もいる。したがって、上
記の説明の通り、ここでいう「標準英語」とは、「規範文法と英語に基づいた」ものであ
り、つまり、他の英語の変種と共通点が多いという意味で使われていると言っても良いだ
ろう。 
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これを母語とする人もあり、言語学的に定義するなら、部分的に
クレオール化したピジン言語といえよう。 
（ibid.: 75） 
 
また、ハウサ語、イボ語、ヨルバ語も共通語の役割として「三大言語」となってお
り、例えばナイジェリアの北部では、「経済状況の悪化などによる義務教育の停滞も
あり、英語を上手に話せない人が増えてきているように感じるが、南部からの移住者
を含め、ハウサ語を話せない人は少数である」（ibid.: 67）。 
ウガンダでも英語は法律やメディアなどで使われる公用語であるが、とりわけ首都
カンパラに暮らす多くのウガンダ人の主要言語はガンダ（ルガンダ）語であり、そし
て、それらの言語以外にも数多くの地域語が使用されている（Central Intelligence 
Agency 2015）。また、英語は唯一の公用語ではなく、2005 年からスワヒリ語も「第二
の公用語」として位置付けられた（宮崎 2009: 349）。公用語としての英語は、主に教
育などの公的な場面において使われる。 
 
英語は教授用言語として大きな役割を担っており、都市部では、
初等教育から一貫して英語が教授用言語として使用されている。
英語を話すことができるということは、多くのウガンダ人の憧れ
であり、英語はエリートの言語、外の世界への架け橋となる言語
であるとみなされている。 
（ibid.: 353; 下線は筆者による強調） 
 
ウガンダでは、地域によって言語使用の状況が大きく異なる。例えば、首都カンパ
ラでは、ガンダ語が圧倒的に多く用いられるが、この言語を母語とするガンダ族以外
の人々は、私的な場面では、それぞれの民族語を話す（ibid. 2009）。一方、地方で
はガンダ語の影響力はカンパラより小さく、様々な民族語が主たるコミュニケーショ
ン手段となっている（ibid.）。 
ナイジェリアやウガンダと同様、その他のアフリカ諸国にでも、英語が公用語とし
て使用されているが、その普及は国あるいは地域や個人的な背景によって大きく異な
る。例えば、「英語はケニアにおいて強い立場にあるが、国民の 95%はスワヒリ語
（Kiswahili）を話す」（Galloway and Rose 2015: 112）。それに対して、「タンザニア
では、高等教育において英語は教授用言語として設置されたが、英語の使用はあまり
普及していないため、タンザニアが外部圏に属するかについては疑念が生じる」
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（ibid.）。また、南部アフリカに位置するナミビアでも、英語は公用語となっている
が、その母語話者は４％未満とされている（Central Intelligence Agency 2015）。 
ボカンバによれば、アフリカ諸英語をめぐる多くの研究では、比較的高い学歴（中
等教育以上）を持ったアフリカ人を対象としている。なぜなら、低学歴の人々による
英語の使用に関するデータがあまりないからである（Bokamba 1992: 128）。しかし、
バムグボーセ（Bamgbose 1992）がナイジェリアを例にしながら指摘するように、大学
を卒業した人は高い英語運用能力を持つ可能性は高いが、必ずしもそうでもないし、
逆に、低学歴の人は皆、低い英語運用能力の使用をするとも限らない。すなわち、ア
フリカ諸国における英語運用能力に関しては、教育の背景（学歴）は決定的ではある
が、唯一の要素ではない。いずれにせよ、日本の刑事司法手続きの対象者は必ずしも
学歴の高い人ではないため、英語運用能力が全般的に低い可能性は否定できない。 ボ
カンバは次のように述べる。 
 
リベリア、南アフリカ、ジンバブエのようなイギリス人が定住
した国を除けば、どのアフリカの国においても、その国の公用語
を話す人数は総人口の 10％以下であると推定されている。（中略）
そうであれば（教育開発統計を基にすると実際にそうであるが）、
それらの国の人口の 90％は英語、フランス語、またはポルトガル
語を話せず、そして彼らの唯一のコミュニケーション媒体は、ア
フリカの諸言語である。 
（ibid.: 140） 
 
以上で見た通り、アフリカ諸国における言語事情はきわめて複雑であり、簡単に一
般化できない。また、例として挙げたナイジェリアやウガンダなどの国において英語
が公用語として、あるいは部族間の共通語として用いられるが、英語を操る能力は人
によって大きく異なる。つまり、多くのアフリカ諸国では、英語は公務上の役割を果
たす「公用語」（あるいは公用語の一つ）であるが、それらの国の国民の第一言語で
はない。上記でも引用したアフリカにおける言語使用の状況を対象とする研究者が指
摘するように、運用能力の高い英語の使用はエリート層や比較的に高学歴を有する人
に限られており、それらの国を出身とする被疑者・被告人は皆、必ずしも高度な英語
運用能力を持つとは断言できない。 
本項で紹介したアフリカ諸国における英語使用の情勢は、日本で行われる司法通訳
にどんな影響を与えるのだろうか。まず、筆者の通訳人としての経験からすれば、ア
フリカや南アジアの出身者である被疑者・被告人の中には、個人差が激しく、比較的
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に高い英語運用能力を有する対象者もいれば、通訳人とのコミュニケーションがほぼ
不可能なピジンやそれに近い言葉を話す人もいた。 
例えば、警察の取調べで通訳人を務めたある事件では、子どものころから米国に在
住した経歴を持つナイジェリア国籍の被疑者を対象にしたことがある。その人は、米
国で大学を卒業しており、文法、語彙の選択、発音などの言語面においては、米国人
とほとんど相違が見られない、きわめて高い英語運用能力の持ち主だった。したがっ
て、その被疑者とのコミュニケーションはかなり円滑に進められた。 
一方、別件では、同じナイジェリア出身の被告人は「出入国管理及び難民認定法違
反」で起訴され、裁判にかけられた。不法滞在だったその被告人は、刑事裁判と同時
に、難民認定を申請していた。日本における審理の流れについては次章で詳述するが、
公判の冒頭時に、検察官が被告人に対して罪名などを含む「起訴状」を朗読し、そし
て、通訳人がその英訳を読み上げる。最高裁判所の監修で出版された『法廷通訳ハン
ドブック 実践編 ［英語］（改訂版）』（以下、『ハンドブック』）によれば、被
告人が起訴された上記の法令名の英訳は、Immigration Control and Refugee Recognition 
Act となっている（最高裁判所事務総局刑事局 2011: 169）。したがって、罪名（前記
法令の違反）を通訳人である筆者が上記の通りに英語に訳した際、「refugee（難民）」
という単語を聞いた被告人は、難民として認定されることになると勘違いした様子を
体現した。それに気づいた裁判官は、進行中の刑事裁判という手続きについてよりわ
かりやすい説明を試みたが、被告人はその意味が十分に通じたかどうかは、（筆者に
は）不明であった。そういった状況下、被告人が進行中の手続きを十分に理解できな
いまま、そして自己の主張を明確に説明できないまま、審理が行われていってしまっ
た。 
上記のような例は、頻繁に起きているわけではない。しかし、おのおのの被告人の
人権や公正な裁判への権利という視座から考慮すると、そのような被告人に対して英
語の通訳を付けるべきかどうかに関しては、疑問は残るだろう。一方、第 6 章で詳述
するように、多くの被告人に対してその人の第一言語での通訳を付けることは、困難、
あるいは不可能なので、英語は唯一の選択肢となっているのも事実である。 
 
4.1.2.5 法の言語としての英語 
以上でも少し触れたが、外部圏の国や地域では、英語は法の言語となる場合がある
（Gibbons 2003）。ところが、それらの国や地域の人々は、英語を第一言語としない場
合が多い（ibid.: 72）。また、「司法手続きに必要な言語運用能力のレベルは、日常会
話に必要なレベルを超える。より複雑な文型や『高度な』レジスターを操る能力が必
要になってくる可能性がある」（ibid.: 232）。そして、そういった場合に被疑者・被
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告人は、当然通訳サービスを受けなければならない。つまり、自国において刑事司法
手続きの対象となっているにも関わらず、対象者がその自国で法の場で使われる言語
（英語）を解しないため、要通訳の刑事司法手続きとなるのである。 
そういった状況における法廷通訳を、研究対象を香港とするヌンが「非典型的なバ
イリンガルな法廷（atypical bilingual courtroom）」と名付けている（Ng 2013）。なぜ
なら、例えば日本における「バイリンガルな法廷」と違い、（主に）外国出身の被告
人ではなく、香港のバイリンガルな法廷では（第一言語として主に広東語を話す）香
港人が通常、通訳サービスの対象となるからである41。ちなみに、外部圏に属する香港
では法廷などのような公的な場において英語が重要な役割を果たすのに対して、例え
ばシンガポールと違って、その市民の日常生活にはあまり普及していないとも指摘さ
れている（Galloway and Rose 2015）。そうすると、外部圏の国や地域における英語使
用の状況はかなり複雑であり、一般化できないことが明らかである。 
英語が公用語となっている南アジアやアフリカ諸国でも、法手続きにおいても英語
が重要な役割を果たす。そして、香港と同様、英語を十分に解しない被疑者・被告人
に対して、その人が理解できる言語の通訳サービスが付くケースもある（Galloway and 
Rose 2015）。そうすれば、自国で裁判所の言語となる英語ではなく、その人が理解で
きる言語（香港の場合は通常、広東語）での通訳サービスを付けてもらう人は、日本
では被疑者・被告人となった場合、運用能力が不十分だとされる英語での通訳サービ
スを受けることになってしまうという問題が生じうる。 
 
4.2 カチュルのサークルを超えて：「グローバル諸英語」 
英語には、米国やオーストラリアなどのようなネイティブ英語のほか、数多くのノ
ンネイティブ変種も存在するのは既述の通りである。また、同じ内部圏あるいは外部
圏の国内においても、学歴や育った環境などによってその国の人々の英語運用能力は
大きく異なることがあるとも論じた。しかし、それらの「諸英語」に様々な相違があ
るとは言え、やはり、それより共通点が多く、そして、極端な場合を除けば、相互理
解可能なはずである。言い換えれば、第一言語として英語を使う者同士は、自分と相
手の英語が、発音、語彙の選択、文法などの面において異なることを意識するが、概
ね、コミュニケーション上、支障は生じることは少ないだろう。 
また、第二言語（あるいは外国語）として英語を使用する話者同士についても同じ
ことが言えるだろう。もちろん、英語を第一言語としない人々の英語運用能力にばら
                            
41 ちなみに、筆者が知る限り、日本の要通訳刑事司法手続きにおいては、香港出身の被疑
者・被告人には通常、英語ではなく広東語を話す通訳人が付く。 
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つきが多いが、ある程度「上級」あるいは「中級」レベルの英語を話す人は、相手が
異なる英語の変種を話すにしても、概ね互いに理解できるはずである。ただし、上記
の相互理解を確保するには、対話者同士はある程度、「教養英語（ educated 
English）」の能力を有することが、必須条件、すなわち大前提である。 
カチュルの研究を始めとする「世界諸英語」というパラダイムは、英語を世界言語
として考えるにあたって、非常に重要な影響をもたらした。なぜならば、「英語」を
考慮する際、（米国や英国などの）内部圏におけるネイティブ英語の使用だけではな
く、様々な国や地域において使用されているノンネイティブ英語の諸変種も対象とす
ることによって、それらの変種が英語を巡る研究に表面化したからである。そして、
世界中で英語を使う人口において、ノンネイティブ話者はネイティブ話者の人数をは
るかに超えているとされていることを考慮すれば（Stevens 1992）、世界諸英語は英語
をめぐる研究において重要な概念である。 
ところが、「世界諸英語」を基にするカチュルの理論には、重大な欠点が潜んでい
ると指摘できる。カチュルの概念は、確かにそれまで「ブロークンイングリッシュ」
とされることもあったインド英語やアフリカ諸国の英語を、研究する価値のある英語
の変種に持ち上げた。しかし、既述のように、内部圏の諸英語をめぐる多くの研究は、
比較的な高学歴を有する人々による英語の使用を対象とする。つまり、ピジンやクレ
オールなどのような英語の使用は、世界諸英語の対象外である。ペニークックによれ
ば、 
 
［カチュルの理論は］様々な言語使用コンテキストに関してラ
ベルを提供したという意味では、明らかにある程度役に立つ。し
かし、いくつかの欠点も指摘できる：国籍を基準に定義されたア
イデンティティの位置づけ、多数のコンテキストに対応できない
こと、そして EFL より ESL、また ESL より ENL を優先的に扱う
こと。 
(Pennycook 2009: 21) 
 
以下において、カチュルの理論における問題点に対する指摘を、ガロウェイ及びロ
ーズ（Galloway and Rose 2015: 19-23）を基にまとめる。 
①このモデルは、歴史的及び地理的な背景を過剰に重視する。つまり、「国」を単
位とするサークル理論は、ヒトの移動やその国における英語使用の複雑な状況をあま
り視野に入れていない。本研究の視座からすれば、様々な言語的背景を持つ被疑者・
被告人に英語の通訳翻訳サービスを付けるか否かは、それらの被疑者・被告人の出身
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地を基準に判断されかねない。しかし、本章で見てきたように、英語の運用能力には
出身の国や地域のみならず、様々な要素が影響を与えるため、公用語としての英語を
出身とする人は、必ずしも刑事裁判を受けるために十分な英語運用能力を有するとは
限らない。 
②植民地化背景に過剰な焦点が当てられている。英語による世界各地への拡張の原
因を植民地化のみにするのは不十分である（英語のグローバルな拡張については次項
で詳述する）。 
③カチュルのモデルは、多民族及び単一言語の地域における英語の役割を対象外と
する。ところが、すべてのサークルにおいて、時代の流れとともに英語の役割には
様々な変動が見られる。例えば、拡張の国や地域においても、英語は「単なる外国語」
だけではなく、国際コミュニケーションなどにおいても非常に重要な役割を担う（例
えば、ヨーロッパ連合（EU）における英語の重要性）。また、外部圏のシンガポール
において、シングリッシュ（シンガポール英語）はとりわけ多くの若者にとって母語
となってきていることもある（ibid.: 109）。 
④「一枚岩的な標準（monolithic standard）」（ibid.: 22）が前提となっている。主に
外部圏の国々における英語の変種は「インド英語」、「ナイジェリア英語」、「フィ
リピン英語」として名付けられており、それらの変種は統一したものかのように扱わ
れている。しかし、それらの変種の中にも、実は様々な亜変種が存在しているし、話
者によって英語が異なるため、それらの国における英語の使用を容易に一般化できな
い。 
⑤ピジンやクレオールをカチュルのサークルに属させるのは困難である。なぜなら
ば、そういった英語に使用は外部圏と拡張圏のみならず、例えばカリブ海諸国のよう
な内部圏とされている地域においても見られるからである。 
また、国を基準として英語の使用を分類化することは難しい場合もある。例えば、
内部圏に属するとされている南アフリカでは、英語を母語として使う人は国の人口に
１割にも及ばない（ibid.: 72）。一方、アメリカ合衆国では 2011 年現在、人口のおよ
そ 21%にとって、母語は英語ではなく、スペイン語だと推定されている（ibid.: 80）。
また、ビルマ（ミャンマー）などのような国をどのサークルに位置づけるかも困難で
ある。なぜならば、英国によって植民地化されたビルマは独立後、英語は公用語とし
てのステータスを剥奪されたからである（ibid.: 138）。 
したがって、英語のグローバルな拡張の視座から考えれば、「世界諸英語」のパラ
ダイムは不十分であり、ペニークックやガロウェイ及びローズなどの研究者は、「サ
ークル」のパラダイムが対象外とする英語の使用（ピジンやクレオールなど）も、英
語をめぐる研究の視野に入れるべきであると主張する（Pennycook 2009、Galloway and 
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Rose 2015）。そして、その必要性に応えようとするるのが、世界諸英語ではなく、
「グローバル諸英語（Global Englishes）」である。前者と違って、後者のパラダイム
は、「制度化された英語の変種」のみならず、世界でなされているすべての英語使用
パターン（つまり、外国語としての英語（EFL）やリンガフランカとしての英語（ELF）
など）も対象とするのである。 
上記の指摘は本研究の視座からでも重要である。なぜならば、既述のように、日本
における刑事司法手続きでは、通訳人が直面するのは、ネイティブ英語だけではなく、
様々な「世界諸英語」や「グローバル諸英語」だからである。被疑者・被告人によっ
て、英語運用能力がネイティブレベルやそれに近い能力を有する人もいれば、（場合
によってはある程度）英語でのコミュニケーションが可能な対象者もいる。また、極
端な場合には、理解がほぼ不可能なピジンに近い英語を（そういった言語使用を「英
語」と呼べるかどうかは別問題であるが）話す対象者もいる。そして、同じ通訳人が、
それらの様々な能力やバックグラウンドに対応しなければならないこともしばしばあ
る。一方、通訳人には決定権のない事項であるが、それらの諸英語を話す被疑者・被
告人が、日本の刑事司法手続きの対象者として、英語での通訳サービスを受けるのに
十分な英語運用能力を有しているかどうかを判断することが、非常に重要なポイント
となる。 
 
4.3 英語のグローバルな拡張 
内部圏及び外部圏において、英語は確かに「定着型植民地化」あるいは「搾取型植
民地化」の結果として拡張した。しかし、各地にあらゆる形でグローバルに拡張した
英語を説明するには、上記の二通りの植民地化説では不十分となってくる。なぜなら
ば、拡張圏において、英国や米国によって植民地化されなかったにも関わらず、それ
らの国や地域においても英語が（場合によってきわめて）重要な役割を果たすことが
あるからである。ガロウェイ及びローズは、グローバル諸英語のパラダイムから考察
し、英語が次の４チャンネルを通して拡張したと述べている：①「定着型植民地化」、
②「奴隷制度」、③「貿易・搾取型植民地化」、④「グローバル化」（Galloway and 
Rose 2015: 8）。①及び③のチャンネルについてはすでにで検討した。ここでは主に②
と④について詳述する（ただし、4.1.2 の「搾取型植民地化」には「貿易」は使われな
かったが、基本的にはきわめて類似した概念であるため、本節では省略する）。 
英国の植民地化によって、主に西アフリカからの多くの奴隷が「新世界」に移住さ
せられた。しかし、それらの奴隷たちは様々な文化的及び言語的なバックグラウンド
を持っており、英語がその共通語の役割を果たすようになった。また、それらの奴隷
の次世代にとって、英語が第一言語となった。したがって、そういった英語の使用は、
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「定着型植民地化」と「貿易・搾取型植民地化」による使用と異なっており、ピジン
やクレオールの英語が出来上がることにつながった（Galloway and Rose 2015: 10）。そ
の例としてジャマイカなどのようなカリブ海の諸国が挙げられる。 
①〜③のチャンネルによる英語の拡張には、歴史的背景があると言える。しかし、
英語のグローバルな位置付けはそれらのチャンネルだけによっては説明できない。第
二次世界大戦後、英国はほとんどの植民地を失い、それらの国々は独立した。とはい
え、貿易やビジネスなどにおいてそれらの旧植民地では英語は依然として強い立場に
あり続けた。また、経済成長によって、米国が世界のビジネス大国となった。大英帝
国はかつての影響力を失ったが、同じ内部圏に属する米国はそのリーダー的な役割を
受け継いだことによって、英語がどの言語にも見られない力を持つようになった。そ
の結果、今日、英語は「母語」（ENL）、「第二言語」（ESL）、または「外国語」
（EFL）として世界各地で使われている。本研究の視座からすると、それらの「英語
たち」は日本の要通訳刑事司法手続きにおいて使用されると、リンガフランカとして
の英語（English as a Lingua Franca, ELF）、つまり通訳人を介して、司法機関と通訳対
象者の間の「接触言語（contact language）」（ibid.: 142）として解釈される。 
 
4.3.1 英語の多様性による要通訳刑事司法手続きへの影響 
通訳対象者の英語能力が不十分な場合、多くの問題点が挙げられる。まず、第 3 章
で既述したように、通訳ユーザーとなる司法機関は通訳人に対して、「そのまま」の
訳出作業を求めることがある。それに従うと、裁判官の許可を得ない限り、通訳人に
は対象者の英語レベルに応じて英語を調整する「自由」は認められていない（一方、
第３章で見た通り、通訳人がある程度「裁量的選択」を行っているのも事実である）。
つまり、理解が困難な司法手続きの場におけるディスコースは、英語レベルの低い対
象者にとってなおさら意味が通じない恐れがある。 
もちろん、これは法律用語を含む選択語彙の難易度の問題に限らない。なぜならば
例えば、「弁護人」の英訳として使われる defense counsel や defense attorney が対象者
に通じない場合、より一般的に使われる lawyer などのような表現を選択する手もある
からだ。一方、ギボンズが指摘するように、司法手続きの対象者（被疑者・被告人）
には、手続きにおけるディスコースを理解するためには、高度なレジスターや文型を
操る高い言語運用能力が必要となる場合がある（Gibbons 2003: 232）。したがって、英
語運用能力の比較的低い対象者に対しては、それらの手続きの流れや意味を英語で説
明するのがきわめて難しいこともあり得る。例えば、4.1 で紹介したナイジェリア出身
の被告人は、「刑事司法手続き」の対象となる犯罪行為（「出入国管理及び難民認定
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法違反」）及び「行政手続き」である難民申請が別途行われることを理解していなか
った。 
通訳ユーザーとなる司法機関にとって、被疑者・被告人の英語運用能力が低いとい
うことは重要な情報である。したがって、通訳人が自己の判断だけで通訳対象者に通
じるように英語を調整することにした場合、あるいは対象者の不十分な英語発言力を
高度な日本語にした場合、被疑者・被告人の英語運用能力が低いということは、通訳
ユーザーには分からなくなってしまい、（通訳ユーザーも日本語を調整しない限り）、
正確な通訳でなくなる恐れがある。つまり、通訳ユーザーが被疑者・被告人の英語運
用能力が低いという問題を認識した上、正確な通訳を維持できる範囲内で、通訳人に
よるその問題の軽減を認める必要があるのである。一方、通訳人が被疑者・被告人に
よる理解の向上を図る対策をとったにも関わらず、その向上を期待できない場合、そ
の対象者はそもそも、英語の通訳翻訳サービスを用いた刑事司法手続きを受けるべき
ではないということになるのではないだろう。 
既述の通り、判決文を含む書面が朗読される際、被告人にとってそれらの意味を理
解する唯一の媒体は、聴覚である。つまり、通訳人が英訳文を読み上げるが、被告人
はその文書を見せてもらえないことも、その理解にマイナスの影響を与える可能性を
否定できない。もちろん、英語を第一言語とする被告人でも、学歴や育った環境など
のような背景によって英語での理解力などが異なるであろう。したがって、そのよう
な被告人は必ずしも読み上げてもらっている判決文の英訳を十分に理解できるという
保障はない。さらに言えば、日本語話者の被告人も日本語で朗読される文章を十分に
理解できるかどうかは、被告人の理解力によって違うであろう。 
しかし、英語を第一言語としない被疑者・被告人は、日本の刑事司法手続きにおい
て英語での通訳サービスを受ける際、既述したところの「二重のハンディキャップ」
を負う恐れがあると強調したい。第一に、ギボンズ（Gibbons 2003）が述べるように、
法の手続きの言語（本論文では日本語）を解しない者は、そもそも法の場で弱い立場
にある。第二に、それらの対象者らが第一言語（英語）でない通訳のサービスを受け
ることになると、行われている手続きに対する理解度がより低いことが十分にあり得
る。そうであるなら、被告人に対して判決文を含む法律文書及びその英訳文を法廷で
読み上げるという過程、または被告人質問や証人尋問における通訳作業、（第 3 章で
「被告人が理解できるようにその内容を伝える」として定義した）そのスコポスに逆
らい、形式上のみの作業になってしまう恐れがある。言い換えれば、被告人が読み上
げられる英訳文及び通訳の内容を十分に理解できなければ、その内容を伝達するとい
う行為の意味について疑念が生じるとも言えるのである。 
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そもそもなぜ、そういった低い英語運用能力の対象者に英語通訳人を付けるのだろ
うか。通訳人を選任する司法機関（警察、検察庁、裁判所など）に悪意があるわけで
はない。第 5 章で詳述するように、そういった現状の原因は、多数、かつ複雑である。
いずれにせよその結果、英語という通訳言語は、「次善の選択」であり、そして「唯
一の選択」の場合も少なくない。とはいえ、刑事司法手続きにおけるリンガフランカ
としての英語の使用は、当然に思われているところもあり、あまり議論すらされこな
かったのは重大な問題だと言っても過言ではない。 
 
4.4 小括 
本章では、英語の多様性及びそれによる日本における要通訳刑事司法手続きへの影
響について考察してきた。まず、世界諸英語のパラダイムを紹介し、カチュル
（Kachru 1990）による英語使用圏の分類について論じた。この研究者によれば、英語
を使用する国や地域を内部圏、外部圏、そして拡張圏に分けることができる。また、
各「圏」には様々な特徴を持った英語の変種が存在する。第一言語として使われる英
語もあれば、「移植」された「付加的」な言語としての英語もある。いずれにせよ、
内部圏と外部圏の双方サークルにおいて、英語は公務上の場面で非常に重要な役割を
果たしている。 
一方、ペニークック（Pennycook 2009）やガロウェイ及びローズ（Galloway and 
Rose 2015）が指摘するように、カチュルの理論はピジンやクレオール、あるいは低学
歴の人による英語の使用パターンを対象としないため、世界における英語使用の複雑
な状況を説明するには不十分である。 
したがって、英語の使用状態をより広い視野から取り扱うグローバル諸英語という
概念も紹介した。このパラダイムは、カチュルによるサークルに限らず、あらゆる英
語の使い方を対象とするため、本研究においてはきわめて役立つ概念である。なぜな
らば、日本で英語通訳人を務める者は、様々な英語能力レベルの対象者に接すること
によって、様々なコミュニケーション上の問題や困難に臨まなければならないからで
ある。 
本章では日本における英語を通訳言語として使用する刑事司法手続きの複雑さを訴
えた。この多様な英語がもたらす複雑な状況による様々なコミュニケーション上の支
障につながる恐れがあるにも関わらず、こらまでこの問題があまり議論されてこなか
ったのも事実である。 
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第 5章：日本における司法通訳翻訳 
5.1 司法通訳翻訳の実務 
本論文では、要通訳刑事司法手続きの中で唯一公開される刑事裁判を中心として論
じていく。その前に行われる捜査段階、あるいは裁判中の弁護や判決宣告後の手続き
においても通訳翻訳が必要となる。それらの裁判前後の手続きは、刑事裁判と厳密な
関係にあるため、被告人が直面する問題や困難があり得ることから、その司法通訳翻
訳というより広い観点から検討する必要があると考えられる。また、運用の仕組みや
実情も、刑事裁判に大きな影響を与えているため、本論文での議論にとって重要なの
である。したがって、本章では、日本の刑事司法手続きにおける通訳翻訳の実務を取
り上げる。 
 
5.1.1 司法通訳翻訳人に対する認定制度の不在の問題 
日本では、司法通訳翻訳人に関する公的認定制度は導入されていない。刑事司法手
続きにおける通訳翻訳をめぐるディスコースにおいて、これは最も問題視されている
課題の一つであると言える。認定制度の導入が必要な旨の主張は、研究者や法律家に
よってなされることがある。例えば、日本弁護士連合会（以下「日弁連」）は、2013
年に最高裁判所に対して、「法廷通訳についての立法提案に関する意見書」を提出し
た。認定制度の導入は、法廷通訳サービスの向上や日本語を十分に解しない被告人の
権利擁護のため、必要不可欠だと指摘されている（日本弁護士連合会 2013）。日弁連
の「意見書」についてコメントする武田（2013）も、米国における制度を例にしなが
ら、法廷通訳人認定制度の必要性を訴えている。 
しかし、認定制度のある国や地域においても、その導入によって誤訳や不正確な通
訳などの問題がすべて解決されたとは言えない。バーク＝セリグソン（Berk-Seligson 
2002）の大規模な研究成果から明らかになったように、米国の要通訳刑事裁判で必要
性の最も高いスペイン語についても、法廷通訳の質はまだ完全ではない（ibid.: 5）。
また、オーストラリアでも法廷通訳の認定制度は導入されているにも関わらず、通訳
人が元の発言の内容を大きく編集する場合もあると指摘される（Hale and Gibbons 
1999）。さらに、イギリスにおいても、法廷通訳が問題となるケースがある。例えば、
イングランドやウェールズにおいて、法廷通訳人の認定制度はあるのだが、その選任
が民間通訳会社に委託されるようになったことで、重大な結果を招いたことがあると
される。「裁判所及び通訳人による報告から明らかとなったように、法廷通訳業に対
応できない、未評価、不適任、そして未経験の通訳人が裁判所に派遣されることにな
った」（Fowler 2012: 37）。 
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とは言え、日本では、プロフェショナルかつ良質の司法通訳翻訳を保障する仕組み
が存在しないことが、議論すべき重要な課題であり、海外の成功と失敗の例から学ぶ
ことは大いにあるだろう。ところが、通訳人の認定制度を議論する際には、「法廷通
訳」に限らず、ほかの場面で行われる司法通訳翻訳も検討対象にすべきかもしれない。
例えば、法廷通訳人認定制度の必要性を訴える日弁連にすら、弁護通訳翻訳人のため
の認定制度が確立されていない。また、「認定」という試験を基本とする制度の導入
に伴い、あるいはその前にも、司法通訳翻訳人を養成する教育や訓練の場を設置する
ことも軽視すべきではない。 
日本では、「認定されていない」通訳翻訳人は、どのように選任されているのか。
また、通訳人の能力はどのような方法で評価さているのか。裁判所は（大規模な裁判
所では、刑事部ごとに）、通訳人候補者リストを、事件のたびに検索し、当該言語の
候補者の中から一人ひとりに直接電話をかけ、その都合を聞きつつ、通訳人となるこ
とを依頼する。しかし、選任され、法廷通訳業務に従事した「通訳人の能力を評価す
る標準手続きはない」（Tsuda 2002: 10）。 
 
5.1.2 通訳翻訳人の登録・登載と選任 
司法機関（警察、検察庁、裁判所等）はそれぞれ独自の通訳人名簿を管理している。
したがって、司法機関において通訳人として活動を希望する者はそれぞれの名簿に
「登録」される必要がある。さらに、裁判所ないしは検察庁の名簿以外、通訳人に関
するデータベースは、全国レベルでは管理されていない。 
複数の都道府県の警察で通訳人になるためには、当該管轄が管理するそれぞれの名
簿に掲載されなければならない。全国の同じ司法機関が必要に応じて相互に連絡を取
ったり、協力したりする場合には、ほかの都道府県から通訳人に関する情報を入手で
きるだろう。ところが、このような仕組みは通訳人にとってあまり効率的だと言えず、
例えば別の都道府県に引っ越した際、新規登録をしなければ、通訳人としての活動は
継続できなくなる。裁判所で管理される名簿はその例外であり、別の管轄に移住した
場合、その管轄の高等裁判所に移住した旨を伝えれば、その管轄内において通訳人と
して選任されうるようになる。しかし、管轄地域によって、必要とされる言語事情が
異なる場合もあり、たとえ熟練通訳人であっても、別の管轄に移住した際、その担当
言語に関する需要が飽和状態であると当該司法機関が判断したら、登録されない可能
性も十分にある。一方、希少言語の場合、管轄地域内に適任候補者が見つからない時
には、例えば、大阪在住者が広島地方裁判所から、東京在住者が札幌地方裁判所から
選任されることもある。 
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登録あるいは登載された通訳人は、日本語を解しない被疑者、被害者、参考人、証
人、あるいは被告人がいる事件ごとに選任される。通訳人は基本的に当該司法機関に
よって直接選任されるため、イギリスのように、民間通訳会社が関与することはない。
ただし、拘置所や刑務所などの施設においては、通訳翻訳人をエージェントから派遣
する形をとるのが通常である。 
最高裁判所の『ごぞんじですか 法廷通訳』によれば、2016 年 4 月現在、 61 言語
を担当する 3,840 名の通訳人が全国の裁判所で登載されている（2017: 2）。しかし、
言語別の通訳人の人数は公表されていないため、その言語の使用率が高ければ高いほ
ど、通訳人の人数も多くなっていると推測はされる（要通訳刑事裁判における主な言
語やその使用率については第 6章で詳述する）。 
通訳人認定制度が導入されていないことについて、重要な点がもう一つある。例え
ば、 米国では管轄の裁判所によって、法廷通訳人に関する情報が公表されているので
（例えば民事の事件で）通訳サービスを必要とする者は、その州裁判所のホームペー
ジにおいて検索エンジンを使い、言語毎の通訳人及びその連絡先を探すことが可能と
なっている（鈴木 2016）。このような通訳人検索は、米国に限らない。ヨーロッパで
も国によって、類似した検索エンジンが存在する。そういった意味では、米国や欧州
などでは通訳翻訳人は「公共財」として位置づけられていると言える。 
  
5.2 要通訳刑事司法手続きの主な場面 
通訳人はいかなる司法の場面に臨み、それによって通訳の在り方が変わることがあ
る。ところが、被疑者（そして起訴された後、被告人）が対象者となる刑事司法手続
きが一連の刑事プロセスから成ることを考えると、通訳人が参与する主な刑事司法手
続きは次の通りとなる。警察による取調べ、検察庁の取調べ、（私選ないしは弁護士
会•司法支援センター派遣の）弁護人による接見、そして単独の裁判官、裁判官 3 名か
ら構成される合議体、または裁判官と裁判員による刑事裁判。また、それ以外にも、
判決宣告後（刑務所などの刑事施設や保護観察所）などのような場面においても、通
訳及び翻訳が必要となる。 
一連の刑事プロセスの場面ごとに、通訳人に対する要求や通訳のテクニックが異な
ることもあるため、日本における司法通訳は多面性を持った実務であると言える。以
下では、通訳実務の在り方を紹介し、それらの場面における手続きの行われ方は被疑
者・被告人の理解にどのような影響を与えうるのかについて考察する。 
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5.2.1 警察通訳翻訳 
5.2.1.1 中立ではない通訳人 
米国（Berk-Seligson 2000）と同様、日本においても警察官による通訳42が認められ
ている（Tsuda 2002）が、外部通訳人（「民間通訳人」と呼称されることもある）と
しての筆者の経験によれば、日常会話レベルの日本語運用能力を持った被疑者にも、
通常、通訳人が付く。これは被疑者だけではなく、警察組織のためにもなる。なぜな
らば、警察も被疑者に対して適正な手続きを踏んで取調べを実施する必要があるから
である。 
一方、警察官ではない民間通訳人43という表現は「中立」を連想させることもある
だろうが、実は警察通訳人には中立性は求められていない。新規登録された通訳人に
は伝授されることだが、通訳人は日本語を解しない被疑者と取調官の間のコミュニケ
ーションを円滑化させる存在であり、つまり、取調官の補助役である（もちろん、通
訳作業において正確性及び公平性は求められている）。その結果として、被疑者が発
した内容はすべて日本語に通訳しなければならないが、逆に、取調官の発言を被疑者
に対して通訳しない場合があり得る。例えば、取調官は通訳人に対して、被疑者の国
や言語などについて問い合わせることがある。ただ、通訳人が警察に味方したり、
「尋問的」な態度をとったりするべきではないし、警察は通訳人に対してそういった
態度を求めてもいない。 
被疑者の逮捕から、警察は 48 時間内に検察庁に事件を送致するかしないかを判断
し、送致されたら検察庁は被疑者を勾留するか否かを 24 時間以内に決めなければなら
ない。必要に応じて捜査継続のため、被疑者の勾留期間は、最初の 72 時間に最大 20
日間（10 日間の勾留期間延長を含めて）が追加されることが多い。 
取調べは、被疑者に対する人定質問及び「弁解録取」から始まり、「被疑事実」と
いう文書が読み上げられる。この文書には被疑者がどのように、いつ、どこで、何の
罪を犯したとされているのかなどの内容が記載される。つまり、警察にとっての被疑
者を逮捕した理由を説明する文書である。次に、取調官は被疑者に対して、通訳人が
話す言語を理解できるかどうかを質問する。これは単純な確認事項であるが、非常に
重要であるため、検察庁における通訳を論じる際に、筆者が経験した事件を例にしな
がら詳述する。なお、これを通訳人はサイトトランスレート（視訳）するのである。 
その後、取調べの本番が始まる。通訳のやり方として、逐次通訳が主な通訳方式で
ある。取調官は被疑者に対して質問し、その回答をメモ帳などに筆記する。そして、
                            
42
 警察官ないしは警察職員が通訳をする場合は「捜査通訳官」と呼ばれる。ただし、捜査
通訳官による通訳は本研究の範囲外である。 
43
 都道府県によって、呼び方は様々である。 
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その日の取調べが完了した時、取調官がパソコンを使い被疑者の供述調書を作成する
（ただし、場合によって、取調べの後、供述調書を作成しない日もある）。この方式
では、供述調書の文言が、実際に被疑者が発言した（通訳された）内容やそれにおけ
るニュアンスなどを正確に表しているのかという質問が生じうる。これは、主にオー
ストラリアなどのコモンロー諸国の研究において問題視される「バーバリング
（verballing）」という現象に関連したものであり、次項において説明する。 
 
5.2.1.2 供述調書の作成及びバーバリング（verballing）の問題 
被疑者が起訴され被告人になった場合、取調べ時に作成された供述調書は裁判で証
拠として採用されることがあるため、その内容はきわめて重要であるのは言うまでも
ない。したがって、「バーバリング」は重大な結果を招く恐れがあると言える。「バ
ーバリング」とは、警察によって被疑者の供述の内容を調書の形式に合わせるため、
編集（あるいは警察に悪意があったという極端で稀な場合には歪曲ないしは捏造）す
るという意味であり、そのように編集された供述調書は「バーバル（verbal）」と呼ば
れる（Gibbons 1990）。さらに、日本では取調べ時に弁護人の立ち会いが認められてい
ないため（被疑者には黙秘権はある）、通常、取調室にいるのは取調官、被疑者、そ
して通訳人の 3 名である。また、警察における取調べの録音録画がまだ徹底されてい
ないことから、作成された供述調書は、被疑者が取調べ時に話した内容についての唯
一の「証拠」となる。 
すでに 30 年近くも経過したが、ギボンス（Gibbons 1990: 230）によればオーストラ
リアのニューサウスウェールズ州では、被疑者の供述調書の信憑性において、重大な
疑念が提起されたことがある。警察によってそのように「バーバル」された証拠に対
して、「依頼人（被疑者・被告人）が＜でっちあげられた＞という明瞭な可能性があ
る」として弁護人が裁判時に反論したのである。 
「バーバリング」は必ずしも警察が悪意を持って被疑者の発言を意図的に歪曲ない
しは捏造するわけではない。ホールは次のように指摘する。「規定による非合理的な
要求から、取調官は、被疑者が話した内容を正確に供述調書にするのは困難である
（中略）」(Hall 2004: 45)。 
ホールが指摘する「非合理的な要求」とは、供述調書は定まった形式でなければな
らないため、被疑者による供述は自由な説話体となっておらず、その形式に合わせた
話し方になりがちである。したがって、被疑者が主張したい内容の一部やそのニュア
ンスが、供述調書の形式によって、失われてしまう恐れがあるとされる（ibid.）。 
これは日本における警察による被疑者の取調べの現状に類似した状態であると言え
る。作成された供述調書が裁判時に証拠となりうることから、供述調書は形式や言葉
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遣い（文言のスタイルやレジスターなど）において定められた条件を満たさなければ
ならない。したがって、供述調書は、被疑者自身がその文書を作成しないため、ある
意味では規定に従って取調官が「編集」したものであると指摘できる。 
筆者が警察の取調べで通訳人を務めたある事件では、被疑者が供述を自分の手で書
面に落とし、その後、通訳人に日本語へ翻訳してもらえるように取調官に申し入れた
際、そのようなやり方は認められないと断られた。もちろん、警察官は悪意を持って、
被疑者を不利な立場に置かせるため、その供述内容を編集するわけではない。しかし、
被疑者自身に言葉や取調べという手続きの重要性に関する知識がなければ、被疑者が
話した内容と一致していない供述調書が裁判で証拠として採用されかねない。 
筆者が通訳した別件では、被疑者が納得し、そして調書を署名するまで、取調官は
数回にわたって供述調書の内容やその文言を訂正することになった。 しかし、言語
（本研究の場合には、ノンネイティブ英語（NNE））の運用能力などによって、自分
が話した内容と供述調書の内容が一致していないことに気づかない被疑者もいると考
えられる。 
ところが、被疑者が供述調書に署名し、指印をした後は、裁判時にその内容を撤回
するのは不可能に近いほど困難である。オーストラリアと同様、日本の法廷でも弁護
人が供述調書の内容を証拠として採用しないように、またはその内容を訂正するよう
に求めることはあるが、その内容の信憑性が比較的高いとされる。なぜならば、被疑
者には、黙秘権以外にも、供述調書が取調べ時に話した内容と一致していない場合、
その署名及び指印を拒否する権利があり、逆に署名と指印に応じた際、その内容を認
めたとされるからだ。供述調書の内容を「通訳人」というフィルターを通して被疑者
に読み聞かせる場合、日本語で作成された供述調書の翻訳文は作成されないため、被
疑者が調書の内容に対して間違った解釈をしてしまう可能性のあることは否定できな
いだろう。 
被疑者に対して確認のため供述調書の内容の読み聞かせる場合、次の 2 パターン通
りで行われる。1）取調官は供述調書をチャンク（部分）ごとに読み上げ、その部分を
通訳人に逐次通訳させる、2）取調官は通訳人に供述調書の文書を手渡し、被疑者に対
してサイトトランスレートさせる。被疑者がある程度日本語読解力を持っている場合、
通訳人が逐次通訳あるいはサイトトランスレートをしている間、その書面を自分の目
で追うこともできる場合がある。調書の読み聞かせはいずれのパターンで行われるか
は、取調官あるいは通訳人の申し入れによって変わる。 
被疑者は、（通訳人によって逐次通訳あるいはサイトトランスレートされた）供述
調書が話した内容と一致しており、間違いがないと判断した場合（ただし、間違いな
どがある場合は申し入れば訂正される）、その書面に署名をし、そして各ページに指
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印をする。被疑者の退室後、通訳人も供述調書の最後のページに署名し、捺印する。
このような供述調書とその他の捜査資料は警察から検察庁に送致され、検察官も被疑
者に対して取調べを行い、起訴するか否かを決定する。 
 
5.2.2 検察庁における通訳翻訳 
5.2.2.1 被疑者の取調べにおける通訳翻訳 
検察庁で行われる取調べは警察での取調べに類似したものである。主な違いとして、
検察官は警察が収集した資料を入手していることが挙げられる（早川 2008: 26）。さ
らに、警察による取調べと違って、検察庁の手続きにおいては、通訳人は中立な態度
が求められている（巽 2008: 188）。また、検察庁で行われる取調べは警察よりはるか
に短く、（通常ならば、およそ 1 時間以内で終わることが多い）、連続で何日間も継
続されることは少ない。 
また、刑事裁判において、検察庁で録音録画された取調べが、裁判時に証拠として
採用されることがある。実際、筆者が法廷で通訳を務めた事件では、検察庁での取調
べの際に録画された映像が法廷で再生された。被告人側が法廷において取調べ時の供
述の信憑性を争っていたため、およそ 1 時間の長さもあるその映像は編集されておら
ず、検察官が被告人に対して恐喝などせず、取調べはしかるべき手続きに従って行わ
れたとのことで、その供述の信憑性の高さを裏付ける証拠として使用された。このよ
うな映像は、捜査機関が取調べを定められたルールに従って行ったこと、そして被告
人が逐語的に何を供述したかを証明するために使われると思われる（録音録画された
取調べであるため、その供述は、被疑者が話した内容と異なることを理由に供述の撤
回を主張はできない）。 
取調べが始まる前、通訳人は通常数分間を与えてもらい、（被疑事実とほぼ同じ内
容の）犯罪事実の文書を読み、時間が許す場合、翻訳しておくことが許されている。
ただし、被疑者にはその訳文は示されない。 
取調べが行われる部屋には検察官、被疑者、そして検察事務官及び通訳人が入室し
ている。警察での取調べと同様、検察庁での手続きも人定質問から始まる。次に、被
疑者に対して検察官は「通訳人が話す英語を理解できますか」と被疑者に対して質問
する。前項でも指摘したように、簡単でありながら、非常に重要な質問である。はっ
きりとした肯定の回答がなければ、取調べは （被疑者の分かる言語を話す通訳人が確
保されるまで）即時に中止されるべきからである。しかし、残念ながら、この重要な
質問をただの手続き上の形式として考える検察官もいる。例えば、筆者がある事件で
インド国籍を持つ被疑者の通訳をしたことがあり、上記の質問に対して、被疑者が日
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本語で「だいたい」と回答した。それにも関わらず、その後に作成された供述調書で
は「通訳人の英語はよくわかります」との表現になってしまった。そのような状況に
なった場合、通訳人にできることはあまりなく、供述調書が作成される前にはっきり
と、かつわかりやすく通訳するしか対応はできない。 
それ以外では、通訳作業の視点からすれば、検察庁と警察による取調べは類似した
ものである。質問・回答は逐次に通訳され、取調べが終わった際に作成される調書は
逐次通訳あるいはサイトトランスレートされる。また、警察での取調べと同様、必要
に応じた調書の内容の訂正後、被疑者がその書類に署名及び指印をする（ただし、署
名と指印をすることを拒否することもできる）。 
検察庁での取調べにおける通訳の在り方をまとめると、コミュニケーション上は、
警察と同様の課題や困難が生じうると言える。英語を第一言語としない被疑者の場合、
やりとりにおけるニュアンスを見逃したり、内容を十分に理解できなかったりする恐
れがある。また、被疑者に対して供述調書を読み聞かせるのも警察と同様であり、被
疑者がその内容を十分に理解できないまま署名、指印をしてしまう恐れがある。 
 
5.2.2.2 勾留質問：検察庁から裁判所へ、そしてまた検察庁へ 
捜査のため、被疑者に対して勾留を続ける必要があると検察官が判断した場合、裁
判所に対して「勾留請求」という手続きを行う。その理由には証拠隠滅や逃走の恐れ
なども挙げられる。担当裁判官は、勾留を認めるかどうかを決定するため、被疑者に
対して「勾留質問」を行う。つまり、裁判官は被疑者と面接をし、被疑者の回答を基
に検察官の勾留請求を承諾するか、または却下するかを決める。勾留が認められた場
合、既述の通り、検察官が起訴をするか否かを決定するまで、被疑者は最大 20 日間留
置場で勾留されることになる。 
勾留質問の手続きを通訳人の立場から考えてみよう。同じ日に検察庁から、裁判所
へ移動することになる。また、勾留質問の終了後、もう一度検察庁に戻り、そこで被
疑者に対して裁判所の決定が告げられる。通訳人を選任するのが検察庁であるため、
裁判所で登載されていない通訳人も、裁判所での通訳を行うこともありうる。つまり、
「法廷通訳人」ではない人が、法廷外とはいえ、「裁判所通訳」をするということに
なる。 
担当検察官は被疑者に対して裁判を起こす、つまり起訴する、という判断をした場
合、「被疑者」は「被告人」となり、そしてその次に刑事裁判で裁かれることになる。 
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5.2.3 弁護人接見への同道における弁護通訳翻訳 
これまで、被疑者を取調べる警察と検察庁で行われる通訳人が携わる場面について
考察した。本項では、それらの司法機関ではない弁護側における通訳翻訳について詳
述する。 
まず、罪を犯したとされる人のための弁護は、次の３段階に分類できる：①当番弁
護、②起訴前弁護、③公判弁護。①被疑者の逮捕後、初めての接見に来る弁護士は
「当番弁護士」である。 
初回の面接に対する費用は、被疑者には請求されないという制度である（日本弁護
士連合会 2015）。②被疑者の資力が 50 万円未満の場合、引き続き国選弁護人として
「起訴前弁護」の任務を負う弁護人が就く44。③起訴された被告人を担当する弁護人は、
公判弁護という業務を行うことになる。その弁護人の業務は、審理時に限られておら
ず、公判の準備なども含むため、拘置所などでも行われる。 
各段階において、同じ弁護人が就くとは限らないが、少なくとも起訴前弁護と公判
弁護には同じ弁護士が就くことが多い。一方、第一審による判決に対する不服によっ
て控訴審が開かれる場合には、第一審と異なる弁護人が就くことになっている。 
被疑者・被告人が日本語を解しない時、弁護の各段階において、通訳人は通常、弁
護人に同道し、被疑者・被告人との接見に同席することになる。ただし、通訳人を同
道させるか否かは、弁護人の自由であり、当該外国語を解する弁護人は通訳サービス
の必要はないとも判断することもある。また、被告人と接見する際、裁判所が選任し
た法廷通訳人予定者に同道させるか、または司法支援センターから派遣される通訳人
を連れて行くのかも、弁護人の裁量である。ただし、法廷通訳に選任された通訳人の
視点からすれば、接見時に同道させてもらえないことがあると、次のような困難につ
ながりかねない。 
英語を母語としない被告人の場合、その英語の用法（訛りや言葉遣い）に事前に接
することが望ましい。なぜならば、通訳人と被告人が直接会う初めての場面が法廷と
なってしまった場合、相手の英語が理解できるのか、コミュニケーション上の問題が
ないのか、もしそうであればどのように対策できるのかなどのような事前確認及び事
前準備の機会がなくなるからである。その結果、通訳業務、そして被告人とのコミュ
ニケーションには、悪影響が与えられかねない恐れが出てくる。 
接見室での通訳は、主に逐次の方式で行われる。弁護人は被疑者・被告人に対して、
今後の刑事司法手続き、起訴された場合の公判の準備、または量刑の目安などについ
                            
44
 その資力を超える場合、被疑者・被告人は自ら、私選弁護人に依頼することになる。た
だし、要通訳事件では比較的に少ないパターンであるため、あまり詳しく触れないことに
する。 
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て説明し、それらを通訳人が通訳する。また、被疑者・被告人が書いた手紙や（例え
ば被害者への）謝罪文などの翻訳を依頼されることもある。 
既述の通り、警察や検察庁の取調べの際、弁護人による立ち会いは認められないた
め、取調べでどのようなやり取りがあったかは、弁護人には分からない。したがって、
弁護人は被疑者に対して「被疑者ノート」という取調べを記録するためのノートブッ
クを差し入れ、取調べ後、その様子などについて記載するように被疑者に指示するこ
とがある。「被疑者ノート」には、手続きのなどの説明も記載されており、2017 年 5
月現在、日本語版のほかにも、英語を含む 7 言語の外国語版が用意されている（日本
弁護士会連合 2017）。被疑者が日本語での記載が難しい、かつ外国語で記載したメ
モを弁護人が読めない場合、通訳人はその内容を日本語に翻訳する必要がある。 
弁護人は当然、被疑者・被告人の「味方」であるため、バーバリングなどの問題は
ない。つまり、弁護人にとって、被疑者・被告人の十分な理解、そしてその主張が正
確に伝達されることが、きわめて重要である。英語を母語としない通訳対象者は通訳
人の英語を十分に理解できず、そしてその人の第一言語の通訳人に同道させることが
難しい場合、通訳人はコミュニケーションが困難である旨を弁護人に伝えた上で、弁
護人が通訳人によりわかりやすい英語で通訳することを指示することがある。 
 
5.2.4 法廷通訳の在り方 
5.2.4.1 通訳人の法廷内における役割と位置付け 
司法通訳翻訳人の実務のうち、法廷通訳は一般に最も認知されていると言えよう。
なぜならば、既述の通り、刑事司法手続きの中、唯一公開されているのは公判廷であ
るからである。また、被告人の処遇を定める最後の段階であるという意味から、その
重要性はほかの刑事司法手続きよりも顕在的である。したがって、刑事裁判に参与す
る法曹三者及び被告人は、通訳人をどのように捉えるのかが重要である。 
通訳人への期待を明確に規定するのは、何よりも法廷の物理的条件であろう。つま
り、通訳人の座る、あるいは立つ位置によって、「誰のために」通訳をするのかに対
する受け止め方が異なることもありうる。 
国や地域によって法廷通訳人は異なる位置に立つことがある。例えば、米国裁判所
の公式ユーチューブチャンネル上掲載されている法廷通訳教育の映像資材では、被告
人質問の際、通訳人は、証言台に着席している被告人のそばに立っている場面が映っ
ている（United States Courts YouTube Channel 2017a）。また、裁判官が被告人に黙秘権
を告げる際の同時通訳時は、通訳人は被告人の後ろに着席している場面がある
（United States Courts YouTube Channel 2017b）。 
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一方、日本の法廷の簡略図である下記図 5.1 の通り、通訳人は裁判所の書記官の隣
席に座るのが通常である。 
 
 
 
図 5.1：日本の法廷の標準的な配置図（マルシャレンコ 2014b より） 
 
実際の法廷のレイアウトは、事件や裁判所の種類によって図 5.1 と少々異なるとこ
ろもがあるが、基本的には図 5.1 の通りとなる。そういった小規模な差異として、次
のような例が挙げられる。1）裁判官については次のような可能性がある。ア）1 名の
裁判官、イ）3 名の裁判官から構成される合議体、ウ）3 名の裁判官及び 6 名の裁判員
から成る合議体；2）検察官と弁護人の位置は図 5.1 と左右が逆になる法廷がある；3）
被告人は、図 5.1 のように弁護人の前ではなく、その隣席に位置することもある。ま
た、とりわけ裁判員裁判では、弁護人、検察官、そして通訳人が複数（通常は 2 名）
いることもある。一方、通訳人の座る位置については、違いはあまりなく、ほとんど
の場合、書記官の左か右に隣席する。したがって、通訳人の位置からすれば、証言台
がほぼ真正面にあるため、被告人質問（あるいは証人尋問）の際、被告人（あるいは
証人）とは対面することになる。 
このような通訳人の座る位置によって、当事者（検察官と弁護人）や被告人による
通訳人に対する特別な印象を与えることも考えられる。例えば、毛利によれば、通訳
人を書記官の隣席に位置させる理由の一つに、被告人が暴れた場合、通訳人の安全を
確保することである（2013: 231）。しかし、通訳人と被告人が向かい合っているため、
「通訳人が裁判長や裁判員と「同じ側」にいるかの印象を与える」（武田 2013: 79）
とも指摘できる。 
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しかし、通訳人は確かに裁判所に雇われているが、裁判所も被告人に対して中立な
立場にある。また、通訳人のできる限りの中立性を確保するために、日本の裁判所は
法廷通訳人を選任する際、可能な限り（警察及び検察庁による）捜査段階に携わって
いない通訳人にその裁判を担当させる努力をしている。それは、法廷通訳人は裁判で
の業務を行う際、中立な立場にあり、そして被告人に対して先入観を持つことを防ぐ
よう、考慮しているからだと考えられる。通訳人候補者の人数が多く、比較的確保さ
れやすい英語の法廷通訳人については、捜査段階と別の通訳人を裁判に選任するのは
容易であろうが、より希少な通訳言語の場合、その言語を担当する通訳人の絶対数が
限られていることから、捜査段階と同じ人に依頼せざるを得なくなることもありうる。 
毛利は米国の法廷と同じように、通訳人は被告人（あるいは証人）の隣席に位置し
た方が良いと主張する（2013）。一方、武田は次のように述べる：「通訳人は必ず被
告人の横に位置すべきと主張するつもりはないが、日本で現在の通訳人の位置が生ま
れうるに至った思想を振り返り、「誰のための通訳か」という理論に立ち返れば、通
訳人の位置についての問題意識も生まれるかもしれない」（2013: 79）。いずれにせよ、
毛利（2013）や武田（2013）が主張するように、通訳人が着席する位置の結果、被告
人にとっての通訳人の役割や位置付への印象が異なることはあり得る。ちなみに、米
国に限らず、イギリス（Fowler 2012）や香港（Ng 2013）の要通訳裁判においても、通
訳人は被告人の横に位置している。 
通訳人の法廷内での位置は、通訳人に対する印象のみならず、実際に裁判時に使わ
れる通訳テクニックにも影響を与える。つまり、上記のコモンロー諸国においては、
通訳人は被告人の横にいるため、「被告人のための通訳人」となり、その短距離ゆえ
に囁き通訳（「whispering（ウィスパリング）」）の形をとった同時通訳が使用される
ことが多い（Ng 2013）。次項において、上記で紹介した日本の法廷レイアウトそして
その中の通訳人の位置が、公判廷で使われる通訳テクニックにどのような影響を与え
ているのかについて考察する。 
 
5.2.4.2 逐次通訳  
バーク＝セリグソンによれば、米国の法廷では、通訳人は逐次通訳、同時通訳（ウ
ィスパリング）、そして要約通訳の 3 通訳方式の能力を求められている（Berk-Seligson 
1990/2002: 38）。実際に使われる頻度の高いのが、逐次通訳であるが、同時通訳も使
用されることがある（ibid.）。「弁護人側において、通訳人は、検事や弁護人、裁判
官、そして英語を話す証人の発言を被告人あるいは訴訟当事者に対して同時通訳をす
る」（ibid.）。要約通訳という方式は、「英語の母語話者ですら、理解が困難な（中
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略）専門性の高い法律談話に限られ、法廷通訳ではなるべく必要な最低限に使うべき
だ」とされる（ibid.: 39）。 
一方、香港では、言語的少数派45に属する（広東語を話す）被告人あるいは証人の
ための通訳を行う際、主要な通訳方式は（通常はウィスパリング型の）同時通訳であ
る。ヌンによれば、このモードによって、被告人の隣席にいる通訳人は、「裁判中に
（中略）比較的に目立たない存在となるが、通訳の質を監視するのは不可能に近く困
難であろう」（Ng 2013: 90）。一方、逐次通訳は主に被告人あるいは証人の（広東語
での）発言を裁判所の言葉（英語）へ通訳する際に使われる。この方式によって、
「通訳人は目立ち、そして表面上に参与者の役割を担うようになる」（ibid.）。 
日本における法廷通訳で使われる通訳方式は、上記の海外事例とは異なるところが
ある。外国語から裁判所の言葉である日本語へ訳す際、被告人あるいは証人によるす
べての発言に対して逐次通訳が使われるのが普通である。具体的な訳し方は、裁判官
の裁量や通訳人の申し入れ、あるいは証人が話す言語が外国語か日本語かによって、
二通りのパターンで行われる。一つ目は、日本語を話す証人の尋問時に使われる。検
察官、弁護人、裁判所による日本語での質問（Q）に対して、証人が回答する（A）。
その Q-A の一連が終わり次第、通訳人はそれを外国語に通訳（I）する。つまり、質問
→回答→通訳（Q→A→I）というパターンである。 
もう一つのでは、Q→I→A→I と表すことなされる。まず、当事者（検察官あるいは
弁護人）または合議体（裁判官や裁判員）が日本語で質問をし、通訳人はそれを外国
語に通訳する。被告人あるいは証人は通訳が終わるのを待ってから（そうするように
裁判官が事前に伝えておくことが多い）、質問に対して回答し、そして通訳人がその
答えを訳す。もちろん、非日本語話者の被告人や証人の場合、ほとんど後者のパター
ン（Q→I→A→I）が適用される。 
逐次通訳は同時通訳と比べると、より長い時間を要するのは当然である。しかし、
ヌンが指摘するように逐次通訳時に通訳人が「目立つ」ことになるが、日本における
法廷通訳ではこのモードが採用されており、通訳の内容及び品質を担保することがで
きるよう、書記官による録取が行われ、その記録が保管されているのである。 
 
5.2.4.3 法律文書の朗読と「同時進行的通訳」 
日本の刑事裁判当事者にとって文書の朗読は非常に一般的、かつ重要な手続きであ
るのは既述の通りである。朗読される文書を逐次で通訳をするのであれば、当然、審
                            
45
 ここでいう「少数派」とは、裁判所の言語（英語）を十分に理解しない被告人を意味す
る。つまり、被告人以外に、裁判の参与者は皆英語を用いる結果、被告人は「少数派」に
なると言う意味だ。 
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理時間全体が長くなる。そこで、ワイヤレスシステムが導入されるようになった。当
事者が文書を朗読すると同時に、通訳人もその翻訳文を読み上げていく。この方式は
つまり、厳密に言えば「通訳」ではなく「翻訳文の読み上げ」なのである。『法廷通
訳ハンドブック』にも明確に指摘されているように「（中略）事前に通訳人に書面が
交付された手続き部分について、日本語の発言に並行して、あらかじめ準備した通訳
内容を伝える形で同時進行的な通訳ができるようにするものです。したがって、この
システムはいわゆる同時通訳とは異なるものです」（最高裁判所事務総局刑事局 2011: 
23、下線は筆者による強調）。それにも関わらず、法曹三者や通訳人はこのシステム
を使った翻訳文の読み上げを間違って「同時通訳」と呼ぶこともある。 
ただし、判決文の場合にはワイヤレスシステムによる読み上げは適用されない
（ibid.: 37）。その理由について『法廷通訳ハンドブック』には言及はないため、筆者
の推測にとどまるが、被告人にとって非常に重要である判決文の内容が正確に伝達さ
れることが狙いではないかと考えられる。判決の翻訳文は通常、部分ごとかつ逐次的
に読み上げられる。このシステムが使われるのは、検察官と弁護人による冒頭陳述や
論告・弁論、もしくは証拠に関する資料などを朗読する場合が多い。 
もちろん、上記の引用にも記載されているように、翻訳文を作成するには、その原
稿を事前に通訳人は受け取っておく必要がある。しかし、当事者や裁判官によって、
それらの原稿が通訳人に渡されるのは、審理当日の朝という遅いタイミング、または
時間が許さないため、公判開廷の直前となる場合もある。そういったケースでは、通
訳人は文字通り視訳方法で法律文書をサイトトランスレートせざるを得なくなる。 
興味深いことに、静岡県立大学が実施したアンケート調査の結果によれば、裁判員
制度の導入によって、それらの文書では、法律専門家ではない裁判員に対して法律の
いかなる事情を詳しく、かつ丁寧に説明する必要があるため、その分量が増加した
（静岡県立大学法廷通訳研究会 2012: 5）。もちろん、通訳人の視点からすれば、それ
らの書類の分量増加によって、作業量の負担も大きくなり、準備の余裕が減少してし
まったとも指摘されている（ibid.）。 
 
5.2.4.4 サイトトランスレーションと逐次通訳 
前記で紹介したサイトトランスレーション（視訳）のケース（つまり、警察や検察
庁の取調べの際に被疑者に対してその供述調書の内容が読み聞かされる場合や、法廷
で朗読される文書の翻訳文を作成するため、通訳人は十分に時間を与えられなかった
場合など）以外に、例えば短い資料や証拠等は審理時に提示される際、サイトトラン
スレーションが使われることもある。 
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弁護人あるいは検察官がそれらの資料を説明しながら、その内容は法廷内に設置さ
れた液晶画面にも表示される（内容によって、小さな画面を使う被告人、裁判官、裁
判員、検察官と弁護人に対してのみ表示されることもあれば、大きな画面を使い傍聴
人に見せることもある）。通訳人は書記官の隣席に位置することから、書記官の画面
に表示されている内容を見せてもらうこともできる。 
したがって、通訳人にとって「インプット元」は三つあると言える。すなわち、①文
書等、②朗読している当事者の声、そして③画面に表示される内容。言い換えれば、
このやり方は「純粋」なサイトトランスレーションではなく、サイトトランスレーシ
ョンと逐次通訳の組み合わせであると主張できる。なぜならば、通訳人には画面上の
表示が見えるとはいえ、当事者の朗読が終わってから、訳出作業を行うからである。
また、当事者も通訳人の存在を意識し、自分の発言を区切り、通訳しやすくしてくれ
ることもある。それらの資料の内容には、通訳人にとって初めての数字、日付、地名
や人名などを含むことが多いため、この組み合わせのやり方によって、正確な通訳か
どうか、そして誤訳が生じた場合、その即時的な気づきが可能となる。 
 
5.2.4.5 要約通訳 
バーク＝セリグソンが紹介する三つ目の通訳モードは要約通訳である（Berk-
Seligson 1990/2002: 39）。日本の法廷通訳では、この通訳方式は使用されることがある
が、主要な通訳方式とは言えない。 
要約通訳は様々な形をとることがある。まず、裁判官は通訳人に対して、法曹三者
間のやり取りが終わるまで待つように指示するのが通常である。その後に裁判官がそ
のやり取りを要約し、通訳人に対してそれを訳すように指示する。または、裁判官は
当事者間で行われたやり取りの内容を通訳人が被告人に対して要約するように求める
こともある。ところが、通訳人にとっては本来的な業務は当事者のやり取りを「要約」
するではなく、「通訳」することであると主張し、裁判官に対して要約するよう求め、
そしてその内容を通訳するという場面もありうる。 
いずれにせよ、要約通訳は、あくまでも文字通りの「要約」であるため、発言の内
容全体は通訳されない。その結果、被告人に対する情報伝達に漏れが生じうる。この
問題について、武田は次のように主張する。「筆者が日本で傍聴した裁判のなかで、
裁判長が通訳人に対し、「ここは訳さないで」とか「ここはまとめて」と指示したこ
とが何度かある。（中略）法廷の使用言語を解しない被告人をその言語を解する人と
同じ立場に立たせるという法廷の理念に合わない考え方だ」（武田 2013: 79）。 
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5.2.4.6 法廷通訳人による「裁量的選択」 
第 3 章では、先行研究を基に、「裁量的選択（discretionary choices）」（Laster and 
Taylor 1994）という概念を紹介した。通訳人が「逐語的」に訳すのではなく、起点言
語の発言を解釈して、目標言語に通訳する際、どの表現が適切なのかという選択プロ
セスを行うことである。本項では、その概念を使い、第 3 章で取り上げた「直訳」及
び「通訳人は導管である」という考え方についての議論に戻りたい。 
日本の法廷で、録音が禁止されているのは既述の通りだが、傍聴すると分かるよう
に、裁量的選択が実際に行われていることがある。例えば、筆者が傍聴したある要通
訳裁判員裁判では、被告人による英語での発言を日本語に通訳する際、レジスターの
変化や過剰正確（hyperprecision）というものが見られた。以下、筆者による傍聴メ
モを基に、いくつかの裁量的選択の例を紹介しよう（下線部分は、起点テキストに対
する変化を表す。また、角括弧内和訳は筆者による訳である）： 
 
起点テキストより高度なレジスターの例46： 
①被告人：Anna47, 18. （被告人の娘の名前とその年齢につい
て） 
［アナ、18。］ 
通訳人：アナ、18歳です。 
 
②被告人： I applied for GED48. 
［GEDに申請しました。］ 
通訳人：GEDに申請いたしました。 
 
過剰正確の例： 
③被告人： I answered the questions as I did in the declaration 
form. 
［申告と同じように答えました。］ 
税関の申告と同じように答えました。 
 
                            
46
 大阪地方裁判所で 2013 年 7 月 16 日から 18 日まで傍聴した裁判員裁判である（事件番
号：平成 25（わ）第 58 号）。この裁判の被告人に対する罪名は覚醒剤取締法違反であり、
被告人は米国籍であった。本論で引用する発言は 7 月 17 日に行われた審理（被告人質問）
からのものである。 
47
 仮名 
48
 「GED」とは、「General Education Development」の略で、米国の中等教育を修了し、そ
れに同等な学力を証明する試験のことである。 
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④被告人： No, I did not. 
［いいえ、聞いていませんでした。］ 
いいえ、具体的な金額は聞いていませんでした。 
 
上記は、通訳人による編集や変化の数少ない例であるため当然、その現象の一般化
を証明するには不十分であるが、参考になると考えられるため、詳しく見てみよう。
①では被告人は動詞を使っていないが、通訳はより丁寧な「です」で終わっている。
一方、②で通訳人は、丁寧語である「しました」ではなく、謙譲語の「いたしました」
を使っている。つまり、ある程度丁寧さにおいて中立である英語表現を日本語に訳す
際、動詞などの形式を選択する必要が生じる。そして、その選択の結果によって、丁
寧さの程度やレジスターに影響が生じる。また、動詞以外にも、人称代名詞について
も同様に言及できる。つまり、英語の第二人称の「you」に対して、日本語訳として少
なくとも「あなた」、「君」、「お前」、「貴様」など、そして第一人称の「I」に対
しても「わたくし」、「わたし」、「僕」、「俺」、「あたし」などのような選択肢
がある（もちろん、場合によって代名詞を一切使わないという選択肢もある）。どの
人称代名詞を選択したかによって、聞き手が受ける印象が十分に変化し得るため、通
訳人は元の発言の意図及びその発言における言語的要素（レジスターやスタイルなど
を含む）かつ個人的背景（年齢、社会階層、学歴など）を正確に解釈し、通訳をしな
ければならない。言い換えれば、両言語（日本語と英語）の差異を考えれば、通訳人
による編集や変化は、ある程度避けられないのである。 
一方、③と④では、通訳人は被告人による簡潔な発言を補完していると言える。そ
の理由として、当事者の質問に対する回答をより明確かつ解釈の余地を残さないよう
にしたことが考えられる。また、別の理由としては、日本人の証人や被告人が裁判所
に対して発言する際に求められるスタイルに合わせるためだったかもしれない。もち
ろん、①〜④の変化は小規模なものであり、通訳の正確性には影響を与えないと考え
られるが、起点テキストに対する変化であるため、通訳人による裁量的選択の証拠だ
と言えるだろう。 
ところが、通訳人による裁量的選択は問題となる場合もあると考えられる。例えば、
筆者が傍聴した別の裁判員裁判49では、通訳人が英語で発せらた罵り言葉を避ける傾向
が見られた。この裁判では、証人の発言にあった英語においてかなり強い侮辱を表す
罵り言葉である piece of shit などは、日本語に通訳されななかった（例⑤）。その原因
について考えてみよう。まず、日本語にはそれほど強い罵り言葉が存在しないと指摘
                            
49
 大津地方裁判所で 2013 年 12 月 26 日に傍聴した刑事裁判である（事件番号：平成 25（わ）
第 449 号）。この裁判の被告人に対する罪名は傷害であり、被告人は米国籍であった。 
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できる。しかし、そういった場合にでも、例えば「馬鹿野郎」や「この野郎」などの
ような（起点言語より比較的に弱い）表現を、通訳人は使えたはずだが、この事件で
はそういった表現は一切使われなかった。したがって、第 3 章で紹介した吉田（2008）
による模擬裁判の分析結果は、筆者がこの裁判員裁判で観察した通訳人による変化と
一致すると言える。なぜならば、吉田（2008）が指摘するように、通訳人は罵り言葉
などのような表現を避けることによって、そのフッティングは「発声体」よりも、む
しろ「作者」として考えるべきである。 
一方、次の例⑥では、証人の発言には罵り言葉がなかったにもかかわらず、その発
言のかなりの部分は省略、あるいは変更された。 
 
通訳人による省略の例50 
⑥検察官：被害者に対して、反抗しませんでしたか。 
通訳人：Didn’t you resist the victim? 
証人：At this point I couldn’t think at all. 
［その時点では、頭が真っ白になっていました］ 
通訳人：いいえ。 
 
通訳人による裁量的選択には様々な程度のものがあり得ると言うまでもない。同じ
「省略」と言っても、正確性に問題がない場合も考えられる。例えば、次の例⑦及び
⑧では、通訳人による目標テキストは、明らかに起点テキストより短いが、その事件
でのやり取りの文脈からすれば、情報の漏れはなく、通訳の質に影響がないと言える。 
 
通訳人による省略の例51 
⑦被告人：I met Mary52 face to face on the 20th. 
［メアリーに直面して会ったのは、20 日のことです。］ 
通訳人：20 日です。 
 
⑧被告人：I met Mary53 twice. 
［メアリーに会ったのは、2 回です］ 
                            
50
 那覇地方裁判所で 2012 年 6 月 18 日に傍聴した刑事裁判である（事件番号：平成 24（わ）
第 14 号）。この裁判の被告人に対する罪名は殺人であり、被告人は少年だったためその国
籍を本論文で省略する。 
51
 例⑦及び⑧は、上記平成（わ）第 58号より。 
52
 仮名 
53
 同上 
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通訳人：2回です。 
 
もちろん、訳出作業を考えれば、過剰正確や高度なレジスター（上記①〜④の例）
や小規模な省略（例⑥及び⑦）場合によって、認められる程度の裁量的選択となるだ
ろう。一方、通訳人が起点言語での発言における表現を完全に省略すれば（例⑤）、
訳出作業の正確性に問題があると言える。つまり、裁量的選択を行う際、通訳人はそ
れによる目標テキストへの影響を常時に意識し、通訳業務に臨むべきだという倫理観
及び責任感が必要不可欠である。 
いずれにせよ、「直訳」は実際にあまりなされていないことが明らかである。した
がって、起点テキストを目標言語に訳出する際、通訳人による裁量的選択はある程度
避けられないもので、第 3 章で紹介した「導管」という概念が誤った考え方であるこ
とが明らかである。さらには、どの言語が起点言語と目標言語になるかによって、そ
れらの間に様々な差異が生じ、「直訳」は達成困難ばかりか、目指すべき目標ではな
い（ヘイル 2014）。なぜならば、「通訳人はただ「単語」を訳すのではなく、コンセ
プトや概念を訳すのだ。別の言語は別の世界」からできているからである（Laster 
and Taylor 1994: 115）。 
 
5.2.5 刑事施設などにおける司法通訳翻訳 
刑事裁判が結審し、有罪判決が宣告された後、控訴されず執行猶予もない場合、被
告人に対して刑が執行される。禁固刑または懲役刑の自由刑の場合、その刑を宣告さ
れた「被告人」は、どこかの刑事施設に入所し、「受刑者」となる。日本語を解しな
い受刑者の外国語による手紙の送受信に当たって、当局は、その内容を確認する必要
が出てくる。したがって、その外国語から日本語への翻訳業務が発生する。 
刑事施設においては、通訳サービスが行われることもある。刑務官等と受刑者の間
に意思疎通が必要であり、後者が非日本語話者の場合、通訳翻訳サービスが必要とな
ってくる。また、警察通訳の特殊な例ではあるが、筆者も、担当する事件の被疑者の
共犯者とされ既に有罪判決を宣告された受刑者に事情を聴くため、刑務所に警察の取
調官に同行し、面会通訳をしたことがある。被疑者・被告人と同じように、警察の協
力者となるその受刑者が英語の母語話者でない場合に、コミュニケーション上の問題
が生じうる。そして、その協力者が発言した内容が場合によって、被疑者の事件にお
いて警察の資料として使用される可能性もあるため、きわめて重要である。 
刑務所のほかに、少年鑑別所、少年院や少年刑務所、あるいはそのほかの矯正施設
においても通訳翻訳が行われることがある。さらに、刑事施設から出所したが保護観
察を受けるように命じられた人や、執行猶予が付いてもその命令を受けた人は、保護
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観察官・保護司などとのコミュニケーションにおいて通訳翻訳サービスを必要とする
こともあり得る。 
 
5.3 裁判員制度導入による法廷通訳翻訳への影響 
5.3.1 裁判員制度の概要 
裁判員制度が導入されたのは、2009 年 5 月である。この制度によって、一般市民が
職業裁判官に加わり、一定の刑事裁判に参与するようになった。裁判員裁判の導入は、
「国民の皆さんが裁判に参加することによって、国民の皆さんの視点、感覚が、裁判
の内容に反映されること」を狙ったものである（法務省 2015b）。また、それと同時
に、「裁判が身近になり，国民の皆さんの司法に対する理解と信頼が深まることが期
待されています」（ibid.）。言い換えれば、裁判員制度の導入によって、法務省には
一般市民に刑事裁判に貢献させる一方、法律に対する知識を身につけさせるという両
目的があると言える。 
裁判員制度導入以前、すべての刑事裁判は、罪名や事件によって、1 名の職業裁判
官、あるいは 3 名の職業裁判官から構成される合議体によって開廷されていた。とこ
ろが、裁判員裁判においては、合議体には 3 名の職業裁判官に 6 名の成人の一般市民
である裁判員が参入するようになった（また、事件によって人数は異なることがある
が、補助裁判員も選任される）。 
裁判員裁判では、職業裁判官と裁判員は、被告人が有罪か無罪かを、そして有罪の
場合は、それに対する量刑を決める。また、公判期日中や結審後、裁判官と裁判員は
一緒に評議を行う。評決（無罪か有罪、そして量刑の程度）は、例えば米国の陪審制
度のように、全員一致ではなく、基本的に多数決で決まるが、多数の得票数に少なく
とも裁判官と裁判員の一票が 1 名ずつ必要である（最高裁判所 2014）。 
すべての刑事裁判が裁判員裁判の対象となるわけではない。この制度下で裁けれる
犯罪は、その法定刑が死刑や懲役という比較的に「一定の重罪」である（最高裁判所 
2015）。それらの犯罪の中には、重大な人的被害や死亡に関わる殺人罪、強姦、傷害
などのような罪名が含まれる。また、被害拡大につながりかねない違法薬物の密造、
密輸、密売も裁判員裁判の対象となっている。 
裁判員らが携わらないのは、法曹三者の間で行われる「公判前整理手続」である。
その手続きでは、事件の争点、どの証拠が採用されるか、そして公判の期日がいつに
なるかが確定される。通訳を必要とする被告人が公判前整理手続への参加を希望する
場合、当然、通訳人も出頭することになる。一方、通訳人や被告人が参入できない手
続きとして、裁判官と裁判員の間で行われる評議がある。 
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5.3.2 裁判員裁判における通訳翻訳 
裁判員制度の導入は、日本における司法手続きのみならず、法廷通訳人の業務にも
大きな影響を与えている。そして、その影響は通訳人にとって負担増となっているこ
とも指摘されている。例えば、上記で紹介した静岡県立大学アンケートの結果によれ
ば、法廷で朗読される予定の文書に対する翻訳文を作成するために与えられている時
間は不十分だと考える通訳人がいた（2012: 2）。 
この制度の導入以前、刑事裁判の参与者（当然、被告人や証人、そして通訳人以外
に）は全員、法律家であった。したがって、法律などに関する詳細な説明は不要であ
り、そして刑事裁判は「文書中心主義」（大河原 2009: 4）に基づいて行われていた。 
つまり、例えば検察官が文書を読み上げ、裁判所に提出したら、その文書に対する
説明は要旨だけが述べられるか、省略されることが多かった。一方、裁判員は法律家
ではないため、その事件をめぐる法律に関する概念や問題をよりわかりやすく、詳細
に説明する必要が出てきた。したがって、冒頭陳述や論告・弁論などのような文書の
分量、すなわち通訳人にとっての作業量が増加した。こういった一般市民の参加に備
え、司法関係者は「ことば」の使用をめぐる課題に臨まなければならなかった。そう
いった備えは裁判員裁判が導入される５年も前から始まり、日本語母語話者である裁
判員が法律用語を含む法的ディスコースを十分に理解できないのではないかと懸念さ
れ、一般市民にとってよりわかりやすい刑事裁判が望ましいと考えられた（Kida 2013: 
62）。 
以上で取り上げた裁判員裁判による影響は、かえって、通訳人にとって有利な就労
条件を生み出す可能性もある。よりわかりやすい、詳細な説明は、ほとんどの場合に
は法律家ではない通訳人のためにもなると言えるのではないだろうか。つまり、従来、
法律家同士が読むはずの長い、かつ専門性の高い文書は、裁判員裁判の導入によって
法律専門でない人にとっても比較的に理解が容易となってきた。 
ところが、杉田が指摘するように、この制度の導入直後、裁判員に対してわかりや
すい説明が実施されていたものの、裁判員裁判でのディスコースも再び法律家同士の
ものになろうとしているとの懸念も出ている。 
 
審理が「分かりやすい」というためには、まず、最低限、裁判
員において当事者の訴訟活動を容易に理解できることが必要であ
る。何より、公判廷で用いる言葉自体が、一般市民にも理解でき
るようなものでなければならないのは当然であろう。その点で、
近時の起訴状の「公訴事実」に、裁判員制度の施行に先立ち一度
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追放されたはずのジャーゴン（例えば「手挙」「申し向け」「情
を知らない○○をして…」など）がまたぞろ復活しているのは警
戒を要する。 
（杉田 2013: 412） 
 
杉田が上記の引用で指摘する「ジャーゴンの復活」は、通訳人の理解（そしてその
結果、被告人の理解）にも影響を与えうる（ちなみに、上記の引用にある「情を知ら
ない」は、第 7 章で分析する本研究の対象となる判決文にも使われる法律用語の一つ
である）。 
裁判員裁判の影響はもう一つある。それは、日本におけるほかの司法通訳の場面で
あまり適用されない「チーム通訳」である。「チーム通訳」とは同じ審理に 2 名以上
の通訳人が選任され、（例えば 20 分ごと）交代しながら、通訳するとのことである。
複数の通訳人を選任できるかどうかは、言語によって異なるだろう。例えば、比較的
通訳人の多い英語なら、チームを組む通訳人を確保できる確率は高いが、希少言語に
おいては困難になりうる。また、通訳人を何名選任するかは、あくまでも裁判所の裁
量であり、通訳人の希望に応じられない可能性もある。 
 
5.4 小括 
本章を通して、日本における司法通訳翻訳の実務をめぐる状況について考察してき
た。司法通訳翻訳、とりわけ法廷通訳の重要性に対する認知度も近年は高まってきて
おり、それによって例えば 5.1.1 で紹介した、法廷通訳人認定制度を求める日弁連の
「意見書」などのような法廷通訳の現状を改善するよう訴える動きも顕在化している。
一方、認定制度の導入によって法廷通訳をめぐるあらゆる問題が、（海外の事例から
明らかなように）必ずしも解決される保障はないが、通訳人を登載する際にその能力
を試験したり、または現役通訳人の能力を評価したりする明確かつ効率的な仕組みの
不在は対応すべき課題であるとも指摘した。 
5.2 及び 5.3 において、警察及び検察庁による取調べ、刑事裁判、またはその他の司
法通訳翻訳の場面、そして裁判員裁判の導入による法廷通訳への影響に焦点を当てな
がら、日本における司法通訳の実務について論じた。ここで考察した主な焦点は、上
記の刑事司法手続きにおいて使われる通訳方式、通訳人に対して司法機関が求める資
質、そして通訳人の業務に制約を付ける要素だった。 
被疑者・被告人に対する法律文書の提示方法においても様々な問題があると指摘し
た。それらの提示方法によって、通訳言語となる英語を第一言語としない被疑者・被
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告人にとって、それらの文章の重要な内容を十分に理解できなかったり、誤解したり
する恐れが十分にある。 
第 6章：要通訳刑事司法手続きにおける英語 
 
6.1 法廷通訳に関する統計から見た英語の使用 
本章ではまず、日本における法廷通訳に関する統計を紹介する。次に、日本の刑事
司法手続きにおいて、英語がなぜリンガフランカの役割を果たしているのかについて
考察する。 
以下の統計は、最高裁判所の事務総局が公表する２つの資料によるものであ。『ご
ぞんじですか 法廷通訳』はそのデータの当該年の翌々年に公表されているため、
2017 年 5 月現在、最新データは 2015 年分である。もう 1 つの資料、『裁判員裁判実施
状況に関する資料』は、その当該年の翌年に公表され、裁判員裁判の対象事件のみを
取り扱っている。本章では、裁判員制度の導入（2009 年）以降のデータを紹介するた
め、2009 年〜2015 年分の第一審の刑事裁判（裁判員裁判とそうでない裁判）及び 2 同
期間の裁判員裁判に関する統計を取り扱うことになる。 
本研究の視点から考慮すれば、以上のデータには重要な不明な点がある。まず、被
告人の国籍に関する情報が示されておらず、どの言語がどの罪名で使用されたのかも
分からない。すなわち、このデータから把握できるのは、各外国語の使用比率（そし
て裁判員裁判に関するデータの場合、各言語の事件数）のみである。それを基に、被
告人の国籍については推測せざるを得ない。もちろん、様々な国籍を有する、そして
必ずしも通訳言語の第一言語話者ではない被告人に対して使われるリンガフランカと
しての英語を考えると、被告人の国籍を推測することが不可能に近く困難となってし
まう。 
その他の司法機関もそれぞれの統計を公表しているが、それらの資料の焦点は下記
の最高裁判所のものと異なっている。例えば、警察庁による『来日外国人犯罪検挙状
況（平成 28 年版）』によれば、2015 年において検挙率の上位 10 の国籍は中国、ベト
ナム、ブラジル、フィリピン、韓国、タイ、ペルー、コロンビア、アメリカ、そして
ナイジェリアだった（警察庁 2016a:2）。しかし、これは検挙率の上位 10 の国籍に関
する情報を提供することにとどまり、どの通訳言語が取調べの際に使用されたのかや
各通訳言語の使用率などについては触れていない。 
検察庁によるデータには外国人被疑事件には、国籍に関するするより詳細な情報が
記載されている。起訴された外国人の国籍から見ると、2013 年に最も多かったのが、
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中国（2,188 名）、韓国・朝鮮（1,907 名）、ブラジル（467 名）、ベトナム（467 名）、
フィリピン（374 名）であった（政府統計の総合窓口 2015）。英語の通訳人が付いた
可能性のある内部圏及び外部圏（フィリピン以外）に属する国籍の中には、米国（148
名）、ナイジェリア（55 名）、インド54（15 名）、シンガポール55（8 名）、オースト
ラリア（7 名）、カナダ（7 名）があった。また、ナイジェリア以外のアフリカの国籍
は「その他」にまとめられており、その人数は 90 名だった（ibid.）。 
上記の通り、警察などの捜査機関が公表しているデータには、通訳言語に関する記
載はない。したがって、以下においては最高裁判所が公表する統計を中心に、法廷に
焦点を当てながら、日本の要通訳刑事司法手続きにおける英語について論じる。なぜ
ならば、それらの資料が司法通訳翻訳において使用される外国語に関する詳細な情報
を提供しているからである。 
 
6.1.1 日本の刑事裁判で使用される外国語 
本項で紹介するデータは、『ごぞんじですか 法廷通訳』（最高裁判所 2011〜2017）
によるものである。日本語を十分に解しない被告人を対象とする要通訳刑事裁判（第
一審）は、1990 年代以降大幅に増加する傾向にあった。1997 年と 2000 年の間、その
数が一旦減少したが、2001 年以降は増加に転じた。そのピークが 2003 年及び 2004 年
であり、通訳を必要とする被告人の数は、それぞれの年においておよそ 11,000 名にも
上った。 
しかし、2005 年以降は、その人数が年々減少しており、2013 年に通訳サービスを
付けられた被告人は 2,272 名まで激減した。1990 年代初頭の水準と同じである。以下
では、対象とする期間を、裁判員制度が導入された 2009 年から 2015 年までとする
（2017 年 5 月現在、2016 年以降のデータは未だ公表されていない）。この期間内にお
ける第一審の要通訳刑事裁判の被告人の数は 2,272 名（2013 年）から 4,085 名（2009
年）までの範囲に及ぶ。 
2009 年以降のどの年においても、日本の刑事裁判において使用率の最も高い外国語
は中国語だった。それは年によって異なるが、すべての要通訳刑事裁判（第一審）の
31.0%（2009 年）から 34.8%（2014 年）を占めている。 
                            
54
 もちろん、多民族・多言語社会であるインドを出身とする被疑者・被告人の場合、何語
が使用されたのかについては断言できず、ヒンディー語などが通訳言語として用いられた
多可能性が十分にある。 
55
 インドと同様に、シンガポール出身者の事件においても、英語ではなく中国語やタミー
ル語などが使用された可能性がある。 
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一方、英語の使用率は中国を大きく下回り、4.5%（2009 年）から 7.4%（2011 年）
という 10%未満の比率となっている。その他の主な外国語（五十音順）は、韓国・朝
鮮語（6.6%〜11.4%）、シンハラ語（0.9%〜1.4%）、スペイン語（6.4%〜7.6%）、タ
イ語（3.2%〜5.0%）、フィリピン（タガログ）語（9.1%〜12.2%）、ベトナム語
（6.0%〜11.5%）、ペルシア語（1.8%〜3.7%）、ポルトガル語（8.3%〜10.9%）である。
年によって、それらの言語の使用率や順位に変動はあるが、調査対象期間（2009 年〜
2015 年）における上位 10 の言語はほとんど同じである。その他の言語は、およそ
6.8%〜8.8%の使用率を占めており、アラビア語、ウルドゥー語、フランス語などのお
よそ 40 の言語を含む。 
表 6.1 は、2009 年〜2015 年の期間において、日本の刑事裁判（第一審）で使用され
た外国語をまとめたものである。 
 
表 6.1 第一審で結審した日本の刑事裁判（2009〜2015 年）における外国語の使用率 
通 訳 言 語 
（五十音順） 
使用率 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 
英語 4.5% 5.9% 7.4% 7.0% 6.4% 7.0% 7.3% 
韓国・朝鮮語 11.4% 11.3% 9.4% 9.2% 7.5% 6.6% 4.6% 
シンハラ語 1.7% 1.1% 0.9% その他
内 
1.5% 1.1% 1.2% 
スペイン語 6.7% 7.3% 7.6% 6.6% 7.5% 6.4% 4.9% 
タイ語 5.0% 4.2% 3.2% 4.5% 4.1% 4.3% 4.9% 
中国語 31.0% 31.1% 33.4% 31.0% 32.7% 34.8% 32.6% 
フィリピン 
（タガログ）語 
10.6% 11.8% 12.2% 11.3% 9.7% 9.1% 9.3% 
ベトナム語 6.0% 7.0% 7.9% 7.9% 9.9% 11.5% 18.0% 
ペルシア 3.7% 3.5% 2.9% 2.8% 2.7% 1.8% 1.4% 
ポルトガル語 10.9% 10.2% 8.3% 9.6% 9.8% 9.4% 8.2% 
ロシア語 その他内 その他内 その他内 1.3% その他内 その他内 その他内 
その他 8.6% 6.8% 6.8% 8.8% 8.2% 8.0% 7.6% 
被告人の 
合計人数 
4,085 3,352 2,658 2,468 2,272 2,383 2,709 
『ごぞんじですか 法廷通訳』（最高裁判所事務総局 2011, 2012, 2013, 2014, 2015, 
2016, 2017の各年版）を元に筆者が作成。 
 
表 6.1 から分かるように、日本の刑事裁判において、英語は最も使用率の高い外国
語ではないとはいえ、毎年上位 10 の言語に含まれる。したがって、英語は決して「マ
イナー」な通訳言語とは言えず、そしてその要因も軽視すべきではない。 
以下において詳述するように、通訳言語としての英語の対象者には、いわゆる「ネ
イティブスピーカー」（カチュルの理論を基に言えば、米国、オーストラリア、イギ
リス、カナダなどの内部圏の出身者）のみならず、第二言語または付加的な言語とし
ての英語を使う外部圏、あるいは外国語としての英語を操る拡張圏の出身者も含まれ
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ると推測される。後者の外部圏と拡張圏においては、教養英語の高度な運用能力、日
常会話レベルの英語変種、またはピジンに近い諸英語、という幅広い英語運用能力を
持つ被告人が含まれる。 
 
6.1.2 裁判員裁判で使用される外国語 
要通訳裁判員裁判に焦点を当てると、英語の使用がより顕著である。下記表 6.2 は、
2009 年から 2015 年の間に結審された要通訳裁判員裁判で使用された外国語を示すもの
で、英語が果たす重要な役割を伺わせる。 
 
表 6.2：2009 年〜2014年の間に要通訳裁判員裁判で使用された上位の外国語 
通訳言語 
（五十音順） 
被告人の人数（使用率） 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 合計 
英語 1  
(4.7%) 
17  
(14.1%) 
43 
(25.0%) 
45  
(31.0%) 
38 
(28.3%) 
27  
(20.7%) 
22 
(17.4%) 
193 
(22.7%) 
韓国・朝鮮語 1  
(4.7%) 
6  
(5.0%) 
5  
(2.9%) 
6  
(4.1%) 
2  
(1.5%) 
2  
(1.5%) 
5 
(3.9%) 
27 
(3.1%) 
スペイン語 3  
(14.2%
) 
6  
(5.0%) 
26 
(15.1%) 
16  
(11.0%) 
33 
(24.6%) 
20  
(15.3%) 
9 
(7.1%) 
113 
(13.3%) 
中国語 
（諸方言） 
9  
(42.8%
)  
30  
(25.0%) 
40 
(23.3%) 
20  
(13.8%) 
22 
(16.4%) 
26  
(20.0%) 
19 
(15.0%) 
166 
(19.5%) 
タイ語 - - 2 
(1.1%) 
- 1 
(0.7%) 
10 
(7.6%) 
23 
(18.2%) 
36 
(4.2%) 
ドイツ語 - - 6  
(3.5%) 
6 (4.1%) 3  
(2.2%) 
6  
(4.6%) 
2 
(1.5%) 
23 
(2.7%) 
フィリピン 
（タガログ）
語 
1  
(4.7%) 
12  
(10.0%) 
2  
(1.2%) 
5  
(3.4%) 
2  
(1.5%) 
2  
(1.5%) 
8 
(6.3%) 
32 
(3.7%) 
フランス語 - 5  
(41.7%) 
4  
(2.3%) 
5  
(3.4%) 
5  
(3.7%) 
1  
(0.07%) 
2 
(1.5%) 
22 
(2.5%) 
ペルシア語 - 16  
(13.3%) 
12  
(6.8%) 
7  
(4.8%) 
7  
(5.2%) 
5  
(3.8%) 
11 
(8.7%) 
58 
(6.8%) 
ポルトガル語 5  
(23.8%
) 
17  
(14.1%) 
9  
(5.2%) 
9  
(6.2%) 
8  
(5.9%) 
7  
(5.3%) 
7 
(5.5%) 
62 
(7.3%) 
ロシア語 - 4  
(3.3%) 
6  
(3.5%) 
2  
(1.4%) 
- 3 
 (2.3%) 
2 
(1.5%) 
17 
(2.0%) 
その他の言語 1 
(4.7%) 
7  
(5.8%) 
19 
(11.0%) 
24  
(16.5%) 
14  
(10.4%) 
31  
(23.8%) 
16 
(12.6%) 
111 
(13.0%) 
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各年における
被告人の合計
人数 
21 120 172 145 134 130 126 848 
『平成○○年における裁判員裁判実施状況に関する資料』（最高裁判所事務総局 2010, 
2012, 2013, 2014, 2015, 2016の各年版）を元に筆者が作成。 
 
興味深いことに、表 6.1 及び表 6.2 の内容から分かる通り、刑事裁判において日本語
を十分に解しない被告人の数は減少傾向（表 6.1）にあるものの、「重罪」を対象とす
る裁判員裁判においては、通訳を必要とする被告人の数は比較的高い数値を占めてい
る（表 6.2）。また、件数の最多だった 2011 年以降は減少したとはいえ、英語が 2009
年〜2015 年の期間で使用された延べ件数は１位を維持し続けている。 
裁判員制度が導入された 2009 年に使われた外国語は、中国語（9 名）、ポルトガル
語（5 名）、スペイン語（3 名）、英語（1 名）、フィリピン（タガログ）語（1 名）、
韓国・朝鮮語（1 名）、そしてポーランド語（1 名）（括弧内の数字はその被告人の数
を示す）である。翌 2010 年に、非日本語話者に対して開廷された裁判員裁判の件数は
120 件まで増加し、2011 年には英語が初めて中国語の使用率を上回った（被告人の数：
英語 43 名対中国語 40 名）。2012 年及び 2013 年にもその傾向が続き、要通訳裁判員裁
判において、英語は中国語の使用率を約２倍に達した（2012 年の被告人の数は、英語
45 名対中国語 20 名、2013 年は英語 38 名対中国語 22 名）。 
一方、2014 年には、英語（27 名）と中国語（26 名）の差は 1 名のみに短縮したが、
英語は要通訳裁判員裁判において第１位を占め続けた。ところが、2014 年に使用率が
（前 2013 年の 1 名から 10 名まで）急増したタイ語は、2015 年に英語と中国の双方を
上回って、23 名という被告人の数に達して、裁判員裁判の導入以降、初めて第 1 位を
占めた。とはいえ、被告人の延べ人数からすれば、英語（193 名）は依然として第一を
維持し続けている（第 2位の中国語は 166 名、第 3位のスペイン語は 113 名である）。 
英語の使用率は全要通訳裁判員裁判の 22.7%（848 件内の 193 件）を占める（中国
語：19.5%、166 件）。さらに、表 6.2 ではまとめた「中国語」として記載したが、中国
の諸方言あるいは諸言語（北京語、台湾語、広東語、上海語）を別途で考えれば、そ
れぞれの使用率は当然下がり、スペイン語が第２位を占めることになる（113 件、
13.3%）（本論文では詳述しないが、そういった「中国語」の多様性については本松
2016 を参照されたい）。 
英語が要通訳裁判員裁判において 1 位を占めるのは、顕在的である。なぜならば、
既述の通り、裁判員裁判という手続きは比較的に重罪とされる事件のみを対象とする
からである。要通訳刑事裁判全般を考えれば、東アジアや東南アジアの諸言語と比べ
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て、英語の使用率は比較的に低いが、重罪を対象とする裁判員裁判では、メジャーな
通訳言語となっている。 
 
6.2 刑事司法手続きにおいて英語がリンガフランカの役割を果たす要因 
6.2.1 通訳言語選択 
通訳言語の選択が非常に大切なのは、明らかである。通訳言語としてしばしば選定
される英語が唯一の選択となるが、それが必ずしも最善とは言えない場合がある。こ
の問題は日本に限らず、世界各地に生じうる。以下において、まず、日本も締約国で
ある「市民的及び政治的権利に関する国際条約」では、刑事司法手続きの対象者に通
訳を付けることについて、どのように述べられているのかを確認しよう（外務省ホー
ムページより）。 
 
すべての者は、その刑事上の罪の決定について、十分平等に、
少なくとも次の保障を受ける権利を有する。（a）その理解する言
語で速やかにかつ詳細にその罪の性質及び理由を告げられること。 
（同 14 条 3 項（a）、下線は筆者による強調） 
 
下線の引かれた文言に特に注目したい。刑事司法手続きにおける法的ディスコース
に対する十分な理解が保障される言語運用能力を評価する基準は明確となっていない。
したがって、以下、通訳言語がどのように裁判所において選択されるのかについて紹
介する。 
最高裁判所事務総局刑事局の監修で『特殊刑事事件の基礎知識—外国人事件編−』と
いう資料が 1997（平成 9）年に出版された。これは裁判官のための参考書だと考えら
れ、外国人を対象とする刑事事件にどのように対応すれば良いのかなどに関するガイ
ドラインの記載がある。その中の「通訳言語の選定」によれば、通訳言語選定には次
のふたつの基準が適用される。①「通訳言語についての情報は（中略）検察官からの
起訴状に付箋による連絡、被告人からの使用言語に関する回答書によっている（中
略）」（1997: 61）、②「被告人が複数の言語を理解する場合には、原則として被告
人の第１希望言語を選定するようにすべきである。ただし、第１希望言語の通訳人が
どうしても確保できないときには次順位の希望言語の通訳を付けざるを得ない場合も
あると考えられる」（ibid.: 62）。 
上記の引用から分かる通り、通訳言語の選定は検察官からの情報などを基に、裁判
所の裁量によって行われる。また、被告人が回答書に記載した第一希望の言語を話す
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通訳人を優先的に選任するが、その確保が困難な場合、別の「次順位の希望言語」が
選定される。被告人の言語運用能力判定についての記載はなく、その判定はどのよう
に行われるのか、あるいは一体行われるのかどうかなどが不明である。実際には、通
訳人選任予定者に判定の責務が委ねられるということになるだろう。つまり、通訳人
と被告人との間で、その通訳言語によるコミュニケーションが十分に図れない場合、
「プロの意識と倫理観」が期待されるため、通訳人は選任された事件から辞退するこ
とがありうる（ちなみに、捜査段階における通訳の場合でも同様である）。 
一方、この資料の「通訳の要否」の部分において、通訳を付ける必要がない日本語
運用能力については、次のように述べられている。「（中略）裁判手続きで行われる
やりとりの趣旨をほぼ了解することができ、自分に尋ねられていることの意味を理解
し、かつ、自分の言いたいことを大体において相手方に伝達し得る程度の日本語の能
力と理解されている」（1997: 61、下線は筆者による強調）。通訳言語においても同
様の判断基準が適用されているのだろうか。そうであれば、当該言語の専門家による
判定を介さずに通訳言語を選定することになるため、誤った選択を行いかねない。 
上記の引用で下線した部分に注目すべきである。被告人に通訳サービスを提供しな
い場合、日本語の理解力及び表現力が果たして「大体」で十分なのだろうか。また、
通訳言語の選定についても同じ基準が適用されるのならば、その言語の運用能力が
「大体」であるにもかかわらず、非常に重要な手続きである刑事裁判がその言語を使
用した上で行われることになってしまう。そうであるのなら、通訳人の選任は、被告
人の理解や公正な刑事司法手続きを目的とするものではなく、単なる形式になりかね
ないという恐れを容易に否定できないのではないだろうか。 
この資料の出版からすでに 20 年近くが経過しており、その改訂版は出版されてい
ない。当時のやり方が現在でも実施されているか否かについては断言できない。しか
し小田は、最近の論文で、通訳言語の選定について次のように指摘する。 
 
（中略）被疑者・被告人が、かりにも「国語に通じない者」
［日本語能力が不十分なため通訳を必要とする者］と認定された
場合、ついで問題となるのは、当該被疑者・被告人に対して、い
ずれの言語の通訳を付すべきかということである。例えば、被疑
者・被告人がアメリカ出身であり、英語を第一言語とするという
場合には、さしたる問題は生じないかもしれないが、被疑者・被
告人の第一言語が司法通訳人を手配することが困難な言語である
から、当該被疑者・被告人の第一言語ではない出身国・出身地の
標準語・共通語・公用語や、英語その他の外国語による通訳をお
 124 
こなうことの適否を判断するといった場合には、日本語以外の運
用能力の認定もきわめて重要である。 
（小田 2014: 70、下線は筆者による強調） 
 
つまり、今日でも、被疑者・被告人の第一言語以外の通訳言語が選定される際、そ
の運用能力が十分か否かについての判断基準や具体的な方法は明確となっていない。
その結果、後述するように、多くの国において公用語と位置付けられている英語など
のようなリンガフランカが通訳言語に選定された際、通訳人と被疑者・被告人の間、
そして被疑者・被告人と司法機関や法曹三者の間にコミュニケーション上の問題が生
じかねない。 
以下において被疑者・被告人の第一言語ではないにも関わらず、なぜ英語が通訳言
語として選定されるのかという要因について考えてみよう。まず、6.2.2 では、上記
の「第１希望言語の通訳人がどうしても確保できない」（最高裁判所事務総局刑事局
1997: 61）という場合、つまり希少言語を担当する通訳人の選任が困難な場合につい
て詳述した後、6.2.3 では、通訳言語の選定に影響を与えうる「言語イデオロギー」
という概念を紹介する。最後に、6.2.4 では、要通訳裁判員裁判における覚せい剤取
締法違反と英語との関係という視点から考察する。 
 
6.2.2 希少言語を担当する通訳人の不足あるいは不在の問題 
なぜ日本の要通訳刑事司法手続きにおいて英語がリンガフランカとなっているかの
要因の一つとして、通訳対象者が希少言語話者の場合、その言語を担当できる通訳人
が不足しており、または見つからないという現状が挙げられる。もちろん、希少言語
の通訳人を探すことは、日本に限らず、どの国においても困難になりうる。また、地
域や国によって、どの言語が「希少」なのかも異なるだろう。例えば、日本では中国
（北京）語を担当する通訳人を選任することにはまったく支障はないと言ってもいい
ほど、その人数が確保されている。一方、例えばヨーロッパ連合（EU）では、中国
（北京）語や日本語を担当できる通訳人を探すのはかなり困難だとされる。いずれに
せよ、被疑者・被告人の第一言語が希少言語の場合、その通訳人を選任する機関は、
どの国や地域においても類似した問題に直面するだろう。 
第 5 章で既述した通り、被疑者の逮捕後、警察は 48 時間以内に検察庁に通常その
事件を送致する。そして、検察庁は 24 時間以内に、裁判所に対して被疑者の勾留延長
を請求するか否かについて決めなければならない。この時間制限の中、被疑者の第一
言語を担当できる捜査通訳人を探すのは、時にいかに困難になりうるかは明らかだろ
う。 
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被疑者の第一言語話者の通訳人が見つからない場合、その被疑者がある程度、運用
能力を持つ別の言語の通訳人を付けざるを得なくなる。そして、その被疑者（起訴さ
れた後は「被告人」）が英国あるいは米国の旧植民地出身の場合は56、その第一言語で
はないにも関わらず、英語を話す通訳人が選任される確率は高い。グトフェーアは、
ドイツを例に挙げるヨーロッパ連合にも同じような状況が生じうることと指摘する。 
 
ドイツにおける警察あるいは裁判の手続きでは、リンガフラン
カとしての役割を果たすのは英語だけではない。警察や裁判所は、
被疑者または被告人の第一言語を話す適切な通訳人が見つからな
い場合、主にスペイン語やフランス語のようなヨーロッパの旧植
民地保有国の言語が通訳言語として使用される。筆者自身の経験
からすれば、8割ぐらいの事件では、英語またはフランス語がリン
ガフランカとして使われる。これはとりわけ、北アフリカ、サブ
サハラアフリカ、あるいは東アジアの出身者に当てはまる。 
（Goutfer 2014: 290） 
 
裏付けとなる統計を示すことはできないが、既述した通り、筆者の経験によっても、
日本においてアフリカ出身の被疑者・被告人に多くは英語を話す通訳人が付せられる。
英国や米国の旧植民地では、第4章で既述した通り、英語が現在でも公用語として使
われている。したがって、それらの国の国民はある程度の英語運用能力を持つことが
ある。もちろん、その運用能力において個人差があり、学歴やその他の個人的な背景
によって大きく異なることは十分にあり得る。これを考慮すると、通訳対象者の第一
言語を担当できる通訳人が不在あるいは不足している場合、英語の通訳人を選任する
ことが自然、そして適切であると判断できるかもしれない。 
また、第一言語ではない言語こそが被告人にとってわかりやすいという特殊かつ稀
なケースがある。筆者が傍聴した英語通訳を介した裁判57では、ポーランド生まれ、
ポーランド国籍の被告人が覚醒剤取締法違反及び大麻取締法違反で裁かれた。身柄が
拘束されていなかったこの被告人に、休廷時に聞き取りを実施できた。ポーランド語
は「母語」だったとはいえ、この被告人は若い頃からドイツに移住し、日常会話レベ
ルしかポーランド語の運用能力がなかった。したがって、大人になってから主に使っ
ていた言語はポーランド語ではなく、むしろドイツ語と、仕事上の理由で英語だった。
                            
56 ただし、かつて米国によって植民地化された、外部圏に属するフィリピンの国籍を持った被疑者・
被告人に対しては通常、フィリピン（タガログ）語の通訳人が付く。つまり、上記で紹介した統計の
通り、その言語の使用比率が比較的に高いことから、日本では希少言語ではないと言える。 
57
 大阪地方裁判所で開廷された平成 23（わ）第 6013 号。傍聴日は 2012 年 1 月 13 日である。 
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この被告人に尋ねたところ、ポーランド語の通訳を使った場合、法廷で行われるディ
スコースを理解することは困難だっただろうという理由から、ドイツ語の通訳サービ
スが確保できなかった状況下、英語の通訳人を付けてもらったことで助かった話して
くれた。上記から分かるように、第一言語ではなく、第二言語あるいは第三言語とな
る英語での通訳翻訳サービスを提供した方が、被告人にとって良い選択となるという
例外的なケースすらある。 
しかし、筆者の経験からすれば、そういったケースは非常に稀で、多くの場合、
NNSの被疑者・被告人にとって、英語での通訳翻訳サービスは困難に繋がりうる。し
たがって、以下においてはアフリカ出身者を例にしながら、NNSの被疑者・被告人に
英語での通訳が付くケースについて、もう少し詳しく検討しよう。 
年次公表される最高裁判所の統計『ごぞんじですか 法廷通訳』によれば、2009年
〜2015年の期間内、第一審の要通訳刑事裁判で使用されたおよそ40の言語の中には、
多くのナイジェリア人が話す言語（イボ語、ハウサ語、ヨルバ語など）は一切使用さ
れていない（最高裁判所2011〜2017）。また、ほかのアフリカの言語も2009年〜2013
年の間に使用されたが、「その他」のカテゴリーに入っている。それらの言語は、ス
ワヒリ語（2009年〜2011年、2013年）、ほかに（エチオピアで使われる）アムハラ語
（2010年）、（ガーナの）アシャンティ語（2011年〜2013年）、ソマリ語（2012年、
2013年）、そして（ガーナやコートジボアールで使われる）アカン語（2013年）であ
る。また、ウガンダの主要な言語となるルガンダ（ガンダ）語は、2014年と2015年の
みに使用されたが、両年においてその使用率が低かったため、「その他」にカウント
されている。2013まで通訳人の選任がなかったルガンダ語はなぜ、2014年以降によう
やく使用されるようになったのだろうか。その被告人の英語運用能力が著しく不十分
であったと判断されたのだろうか。そうであるのなら、その判断が何の基準でなされ
たのだろうか。『ごぞんじですか 法廷通訳』のデータだけを基に、それらの質問に
回答を求めるのは不可能であるが、今後の刑事裁判における外国語の使用状況を見守
っていく必要があるだろう。 
被疑者・被告人の第一言語を担当できる通訳人の確保が困難な場合、選択肢はふた
つある。ひとつは、これまで論じてきた通り、対象者の第一言語ではないが、英語な
どのようなリンガフランカを話す通訳人を付けることである。もうひとつの対策とし
て、いわゆる「リレー通訳」がある。「リレー通訳」とは、通訳人が２名以上選任さ
れ、その内の一人が被疑者・被告人のA言語（例えばナイジェリアのイボ語）での発
言を、通訳人の数がより確保されているB言語（例えば英語）に通訳する。そして、
二人目の通訳人は、A言語（イボ語）の通訳人がB言語（英語）に通訳した発言を最終
的目標言語となる日本語に通訳する。 
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この方法は、例えば、東京地方裁判所で2011年から開廷された「ソマリア人海賊」
の裁判で適用された。『ジャパンタイムズ（The Japan Times）』（2013年3月21日付）
によれば、日本語・ソマリ語間の通訳人を探すのは非常に難航していたため、最終的
に、ソマリ語・英語間、そして英語・日本語間の通訳人が各１名選任された。被告人
が4名おり、それぞれに対して別途で開廷された裁判員裁判を、同じ2名の通訳人が担
当していた（ibid.）。それらの裁判の内、1名の被告人の代理人を務めた国選弁護人は、
通訳をめぐる困難や苦労について次の通り述べる（なお、下記の引用ではリレー通訳
は「二重通訳」と名付けられている）。 
 
弁護活動の中で苦労した一つが，通訳の点である。被告人の使
用言語は、ソマリ語という言語である。 ソマリ語を話せる方を
方々探したところ、結局、ソマリ語の通訳を依頼できる人は 2 名
だけであった。  
2 名とも、ソマリ語から英語の通訳で、さらに別の人に英語か
ら日本語の通訳を依頼する必要があり、接見や公判では二重通訳
［リレー通訳］となった。日本人の場合と比べて、単純計算で 3
倍の時間がかかるものであり、また二重通訳を経て、質問にかみ
合わない答えが返ってきたりした。 
そして、被告人は 4 名いて、その各弁護人がソマリ語の通訳人
を取り合う形となるため、弁護人間と、ソマリ語通訳［人］、英
語通訳［人］との間の日程調整が必要であった。 
（藤原大吾 2013: 44） 
 
ソマリア人海賊の裁判で、リレー通訳が適用されたのはなぜだろう。英語というリ
ンガフランカを使用することはできなかったのだろうか。筆者の推測にとどまるが、
この事件の被告人ら4名の英語運用能力は著しく低く、英語の通訳を付けるのは被告
人の人権侵害となる、もしくは英語の通訳を付けても被告人らとのコミュニケーショ
ンは成立しないと判断された可能性がある。 この裁判のように極端かつ稀な場合を
除いて、筆者の傍聴人及び通訳人としての経験からすれば、被疑者・被告人が「ある
程度」の英語運用能力を持つ場合、リレー通訳ではなく、日英間の通訳になることが
多い。 
ともあれ、要通訳刑事司法手続きにおいて、希少言語を担当できる通訳人を選任す
るのはきわめて困難であると言えるだろう。さらに、アフリカ諸国の出身である被疑
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者・被告人は、その国の主要言語ではなく、第4章で論じたように少人数の部族語を
第一言語とする場合は、通訳言語の選定はより複雑になるだろう。 
もちろん、この問題はアフリカ出身者に限らない。ドイツで通訳人を務めるグトフ
ェーア自身もノルウエーやイスラエルの国籍を持った被告人の通訳人を務めたことが
あり、それらとのコミュニケーションが困難な場合があったと報告している（Goutfer 
2014: 290）。また、筆者も既述の通り、アフリカ諸国の出身者以外に、カチュル
（Kachru 1992）が外部圏と名付けるパラオ、シンガポール、インド、そして拡張圏に
属するルーマニアなどの国や地域の被疑者・被告人の事件で通訳したことがある。ま
た、ある地方裁判所裁判官との筆者による法廷外でのインフォーマルなやりとりから、
太平洋諸島のある島国出身の被告人の事件で、通訳を巡って次のような問題があった
ことが分かった。その被告人は出身国の現地語しか話せず、英語や日本語でのコミュ
ニケーションが不可能に近く困難だった。また、来日しているその国の国民は一桁と
いう非常に少人数であり、その全員は知人であったことも状況をより複雑にした。そ
の結果、この裁判官によれば、被告人の知人の一人を通訳人として選任せざるを得な
かった。さもなければ、裁判自体を開廷することはできなかったからだろう。 
上記のような逸話は非常に稀な現象だろうが、要通訳刑事司法手続きにとって希少
言語がいかに重大な問題になりうるのかを明らかにする例の一つである。ところが、
多くの事件はそれほど極端ではなく、通訳対象者はある程度の英語運用能力を持つ。
しかし、既述の通り、その運用能力において激しい個人差が見られ、公正なな刑事裁
判を目指すのなら、その能力が不十分な場合も考えなければならない。したがって、
それらの被疑者・被告人が解しない日本語が刑事司法手続きで用いられており、そし
てそのギャップを埋めようとする通訳言語（英語）も彼らにとって第三や第四の言語
であるということになる。そうすると、英語を通訳言語として選択するということは、
被疑者・被告人と通訳人の間、そしてその結果、被疑者・被告人と取調官や公判にお
ける裁判官、検察官、弁護人との間のコミュニケーションに影響を与えうる可能性を
否定できない。 
 
6.2.3 言語イデオロギー 
通訳言語の選択が誤るということについては、様々な理由を考えられるが、「言語
イデオロギー（language ideologies または linguistic ideaologies）」による可能性もある
（Haviland 2003）。「言語イデオロギー」とは、「言語に関する思想の体系」
（Conley and O’Barr 2005: 141）、または、「言語及びその社会的位置づけ、また
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は社会的あるいは政治的な目標に達するための言語の使用及び有用性に関する［あら
ゆる］思想」と定義される（Haviland 2003: 764）。 
言い換えれば、我々人間が「言語」、そしてそれを使う人々やその国などに対して
意識的あるいは無意識的に持つ先入観あるいは偏見を意味すると言えよう。つまり、
司法通訳翻訳の視座からすれば、通訳人を選任する司法機関による、その被疑者・被
告人の出身国などに対するアイデアや先入観などが、通訳言語の選択という過程に影
響を与えてしまう可能性を指摘できる。例えば、「中南米の人はみんなスペイン語が
できる」や「ナイジェリアはかつて英国の植民地だったため、そこの出身者は英語が
話せる」などのようなステレオタイプ的な先入観が言語イデオロギーによるものなの
である。 
もちろん、「言語イデオロギー」の問題は世界各地に起こりうる。スミルノフによ
れば、この問題はヨーロッパにおいて通訳言語として使われるロシア語にも当てはま
ることもある（Smirnov 1997）。通訳ユーザー（通訳を付ける機関）には、通訳対象
者の国は、ロシア語と著しく異なるそれぞれの言語を持つにも関わらず、旧ソ連、東
欧、そしてフィンランドの出身者なら十分なロシア語運用能力を持つだろうとの言語
イデオロギーがあることが、少なくとも 1990 年代にあった（Smirnov 1997: 218）。
それらの言語の中には、ポーランド語やウクライナ語などのようなロシア語に比較的
に近いスラブ系の言語もあれば（ポーランド語を第一言語とする筆者の経験からすれ
ば、この言語はロシア語と同語族であるとはいえ、互いに通じることは一切ない）、
バルト系の言語（リトアニア語、ラトビア語、エストニア語）、あるいはハンガリー
語やフィンランド語などのような言語が含まれていた。なお、エストニア語やフィン
ランド語、またはハンガリー語は、スラブ系の言語とまったく異なる語族に属するば
かりか、そもそもインド＝ヨーロッパ語派にすら属しない言語なのである。このこと
を考慮すれば、上記のような言語イデオロギーは、間違っているだけではなく、まっ
たく根拠のない考え方であると言わざるを得ないのである。 
一方、ハビランドは、米国で、メキシコのオアハカ州出身の証人が出頭したある殺
人事件で、言語専門家として鑑定人を務めた（Haviland 2003）。その証人の話す第一
言語はミシュテカ（Mixteca）語であった。ところが、メキシコの公用語であるスペイ
ン語に対する証人の能力は非常に低かったにも関わらず、選任されたのはスペイン語
を話す通訳人のみだった。 
その状況下で、証人⟷通訳人⟷（尋問をする）地方検事間のコミュニケーション
が円滑に進まなかったのは当然であった（Haviland 2003: 768）。コンリー及びオー
バーはこの事件について次のようにコメントする。 
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［この事件では］何が起きたのか。可能性のひとつとして、地
方検事は無知だったこと。メキシコには［スペイン語ではない］
地域語を話す人もいること、それらの言語はすべてのヨーロッパ
の言語とまったく異なること、スペイン語を話す通訳人は必ずし
もスペイン語圏で話されるすべての言語を話せないのは当然であ
ろう。 
 (Conley and O’Barr 2005: 152；下線は著者による強調) 
 
ハビランドによれば、下記の３種の言語イデオロギーがこの尋問や裁判全体に悪影
響を与えた： 
 
１） 「逐語論（verbatim theory）」：ある言語の表現を「そのまま」（逐語的に）
異なる言語に簡単に訳すことができるという考え方。つまり、第 3 章で既述し
たように、多くの法律家が求める通訳人の役割とは、「逐語的に、一語一語訳
す」ことである（Haviland 2003:768）。言い換えれば、通訳人は、発言され
た内容をそのままに訳す透明な存在あるいは「導管（conduit）」になること
を求められている。しかし、ハビランドは「どの言語にしても、“逐語的”に
異なる言語に写像することは不可能である」と指摘する（ Haviland 
2003:768）。 
２） 「標準語イデオロギー（standard language ideology）」58：どんな言語の表
現も、（とりわけほかの言語よりも）「標準」である英語に簡単に訳すことが
できる。言い換えれば、起点言語（source language）はどの言語だとしても、
通訳の対象となる目標言語（target language）が英語の場合、訳せない表現
はないとの言語イデオロギーである。 
３） 「不自由イデオロギー（handicap ideology）」によれば、（英語などのよう
な）「標準語」を話せない者は不自由そして「非標準的（non-standard）」で
ある（Haviland 2003: 769）。 
 
                            
58
 ガロウェーイ・ローズは「 standarnd language ideology」を異なる意味で使っている
（Galloway and Rose 2015）。つまり、この著者らは「標準英語」が存在するという考え方
に対してこの表現を適用している。混乱を避けるため、本研究ではこれを「標準英語イデ
オロギー」と名付けることとする。 
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コンリー及びオーバーは、この分析結果に対して、さらに、「国語イデオロギー
（national language ideology59）」を追加できると主張する（Conley and O’Barr 
2005: 153）。この国語イデオロギーは「すべての国民はその国の国語を話せる」こと
を前提とする。つまり、国語はその国の「自然語」であるため、国語ができないとい
うことは、かえって「不自然」とされてしまうという考え方だ（Conley and O’Barr 
2005: 153）。この国語イデオロギーが、様々な国が多言語多文化社会であるというこ
とを無視するのは明らかである。また、それと同時に、英語やスペイン語などのよう
なリンガフランカが諸言語間でのコミュニケーションにおいて持っている力を過剰評
価しているとも指摘できるだろう。 
この「国語イデオロギー」は、「コミュニティ言語論（ linguistics of 
community）」に類似したものである（Pennycook 2009: 34）。これは、ある言語を使
うコミュニティの環境の下にいれば、その言語を話せることを前提とする。ところが、 
ペニークックが指摘するように、人の言語運用能力を決めることにおいて、「あるコ
ミュニティに生まれ育ったことではなく、言葉を実際にどのように使っているかが重
要である」（2009: 35）。 
もちろん、コンリー及びオーバーが補足するように、「裁判所に対して、どれだけ
の言語に関する知識や理解を求めるのかも、プラクティカルな質問である」（2005: 
154）。捜査機関についても同様に言える。あらゆる国や地域について、その民族的構
成や言語的多様性について徹底した知識を持つように求めることには無理があるだろ
う。また、被疑者・被告人の第一言語でない言語の運用能力（本論文では英語）を評
価するのも、司法機関には臨めない課題であるとも指摘できる。とはいえ、通訳言語
の選択が誤っていれば、非常に重大な結果につながりかねないのも明らかである。 
被疑者・被告人はその出身国の公用語となっている言語（英語）を完全に操れない
場合、当然、その問題は早い段階で表面化する。しかし、被疑者・被告人は英語を
「ある程度」できるが、その運用能力が不十分であると思料されるケースが非常に重
大な問題に繋がりかねない。さらに、捜査段階などで使用された通訳言語の選択が誤
っていたという可能性が、刑事司法手続きにおいて刑事裁判という段階に初めて判明
することもありうる。言い換えれば、刑事司法手続きの対象者が、十分に解しない通
訳言語を使用する取調べを受けてきたということになる。そうなると、被疑者が警察
や検察庁に対して「供述した」とされる内容を記載した供述調書の信用性や信頼性に
ついて、軽視できない疑念が生じうるのではないだろうか。 
                            
59 コンリー及びオーバーは、ideology と notion の二表現を互換的に使っている（Conley 
and O’Barr 2005）。 
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本研究の視座からすれば、上記で紹介した言語イデオロギーのうち、コンリー及び
オーバーの「国語イデオロギー」及びペニークックが指摘する「コミュニティ言語論」
という概念が非常に重要であると言えよう。ただし、「国語」を「公用語」に置き換
え、「公用語イデオロギー」を新たに提起する必要があるかもしれない。なぜならば、
既述のように、ナイジェリアやウガンダなどの英国の旧植民地では、英語が公用語
（あるいは公用語の一つ）として位置づけられているからである。そうすると、公用
語イデオロギーに照らしてみれば、「ナイジェリア人やウガンダ人は皆、英語ができ
る」という誤解に基づいた結論から英語の通訳人が付くことになる。 
このイデオロギーからすれば、通訳言語を選定する際、基準となるのが、通訳対象
者の言語能力ではなく、その「国籍」（あるいは「出身国」）となってしまう可能性
がある。第 4 章で述べたように、旧植民地保有国の言語である英語が「移植された」
外部圏に属する国や地域の出身者が話す諸英語の運用能力に、幅広いばらつきが生じ、
一般化できないのも重大である。その運用能力によって、通訳人とのコミュニケーシ
ョンに困難や問題が生じ得るのも既述の通りである。 
日本の刑事司法手続きにおいて、言語イデオロギーによる通訳言語の選択は英語に
限らない。「中国語」についても同じことが言える（小田 2014）。中華人民共和国は
多言語多文化社会となっているにも関わらず、「中国語圏出身者」（中国や台湾など）
の被疑者・被告人に対して、北京語を話す通訳人が付けられることが指摘できる（本
松 2016）。 
その国の言語（国語あるいは公用語）は統一されたものであるという考え方は、日
本語を基準にしている可能性がある。日本語においても複数、そして極端な場合、互
いに通じない方言が存在するが、NHK などの影響によって、東京弁を基とする標準語
は全国で普及している。日本で生まれ育ち、日本語を第一言語とする通常の教育を受
けた者が、標準語を十分に解しない確率は極めて低い。もちろん、既に指摘したよう
に、日本語を十分に解しない日本国籍を有する被疑者・被告人がいるのも事実である
（また、自分の「母語」であっても、個人的な背景によって、その言語での表現力や
理解力に個人差が生じうる）。上述した考え方が有効な指摘だとすれば、その言語イ
デオロギーを「日本語中心イデオロギー」と名付けることができる。この「日本語中
心イデオロギー」が、要通訳刑事司法手続きにおいて、英語を通訳言語として選択す
るという過程に、ある程度影響を与えうる。公用語がその国の「国語」として考えら
れるのなら、その国の出身者にはその国語の通訳サービスを付けておけば、コミュニ
ケーション上、大した支障が生じることはないだろうと判断されてしまうのである。 
多様な文化的・言語的なバックグラウンドを持つ、様々な国や地域の出身者である
被疑者・被告人に英語の通訳を付けるという選択において、主に国語や公用語に関連
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した言語イデオロギーが、影響を与える可能性がある。また、前項で取り上げた希少
言語の問題や、近年の英語利用者の世界的拡張を考えると、英語を通訳言語に選ぶこ
とは安易な選択となっているとも主張できる。 
もちろん、言語イデオロギーが通訳言語選択において決定的であるのか、または影
響を実際に与えているのかについては、裏付けの「証拠」がないため、断言できない。
実は、筆者のこれまでの経験からすれば、被疑者・被告人の第一言語の通訳人が見つ
からない場合、その人の英語運用能力の評価、つまり、刑事司法手続きを受けるため
の十分な英語運用能力を有するか否かに関して、明確かつ効果的な規準がないという
現状が、言語イデオロギーより重大な問題であると考えられる。しかし、いずれにせ
よ、英語の通訳が付けられる被疑者・被告人は、英語を十分に操ることがでると必ず
しも言えないとという現実に変わりはない。英語以外の、より適切な通訳言語を話す
通訳人を確保できない場合、それらの対象者に、公正な刑事司法手続きの運用を保障
するためには、彼らの英語運用能力をより慎重に評価する必要がある。 
 
6.2.4 覚せい剤取締法違反と裁判員裁判における英語使用の関係 
日本の要通訳刑事司法手続きにおいて英語が重要な役割を担う具体的な要因を指摘
するのは困難であろう。なぜならば、様々な事情が絡み合って英語使用の現状に影響
を与えうるからである。前項の 6.2.2 及び 6.2.3 に取り上げた希少言語及び言語イデオロ
ギーのような諸問題は、通訳人を選任する司法機関にあると言える。つまり、それら
の司法機関は被疑者・被告人が必要とする第一言語の通訳サービスを提供することが
できず、もしくはその言語や国、あるいは通訳翻訳という業務全般について様々な誤
った考え方や先入観を持つとは断言できないまでも、その可能性を否定することもで
きない。 
前述の通り、裁判員裁判の対象となる犯罪行為の中には、営利目的での違法薬物の
密輸なども含まれる。これは非常に重要である。なぜならば、非日本語話者に対して
開廷される裁判員裁判の過半数は、違法薬物に関連した罪名を対象とするからである。
これらの事件は組織的な犯罪、つまり違法薬物の密造、密輸、密売などのような行為
を対象とし、一方、単なる個人の所持や使用は裁判員裁判の対象とならない。下記表
6.3 は、2009 年から 2015 年の間に開廷された要通訳裁判員裁判の上位 5 つの罪名を示
す（なお、違法薬物に関連した罪名は太字で強調されている）。 
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表 6.3：2009 年〜2015 年の間に開廷された要通訳裁判員裁判の上位 5 の罪名 
罪名（五十
音順） 
通訳の付いた被告人の人数 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 各罪名の合計
（比率） 
覚醒剤 
取締法違反 
13 52 124 95 83 98 86 551 (64.9%) 
強盗致傷 7 28 16 16 19 13 9 108 (12.7%) 
殺人 1 13 11 9 11 5 7 57 (6.7%) 
傷害致死 - 1 6 4 - 2 2 15 (1.7%) 
麻薬特例 
法違反 
- 11 4 8 5 4 4 36 (4.2%) 
その他 - 15 11 13 16 8 18 81 (9.5%) 
各年度の合
計 
21 120 172 145 134 130 126 848 (100.0%) 
各年版の最高裁判所による『裁判員制度の実施状況等に関する資料』をもとに筆者が作成。 
 
前項の表 6.2 で示されたように、2009 年 9 月（初めての要通訳裁判員裁判の開廷年
月）から 2015 年 12 月の間、848 名の被告人は通訳を必要つする裁判員裁判下で裁かれ
た。また、上記の表 6.3 から分かるように、その大半は違法薬物に関連した事件である
（848 件中の 587 件、約 69.2%）。さらに、そのほとんど（上記 587 件中の 551 件、
93.8%）は覚せい剤取締法違反事件であった。筆者が知る限り、どの事件にどの言語の
通訳人が付いたかを明らかにするデータは公表されていないが、筆者の通訳人及び傍
聴人の経験からすれば、それらの要通訳裁判員裁判で英語が通訳言語として使用され
た比率はかなり高いと推定できる。 
警察庁が公表する『DRUG 2012：薬物乱用のない社会を』によれば、日本で消費さ
れる覚せい剤のほとんどは海外で密造され、日本国内に密輸されたものである（警察
庁 2012: 8）。同資料によれば、覚せい剤などの違法薬物を日本に密輸するのは、いわ
ゆる「運び屋」であり、その「国籍・地域は 36 か国籍（地域）と多様であり、性別を
問わず、年齢層も様々です。また、捜査の結果、密輸組織の黒幕的存在としてナイジ
ェリア人が関与している状況がうかがわれます」（ibid.）。 
また、同じく警察庁が提供する『平成 26 年の薬物・銃器の情勢確定値』という資料
では、覚せい剤の密造や密輸において、仕出し国として、中国や香港以外に、アフリ
カ、中東、そして中南米の諸地域が大きな役割を担うと指摘されている。 
 
平成 21 年以降、覚醒剤密輸入事犯の検挙件数は 100 件を超え
高水準で推移しており、その要因としては航空機利用の携帯密輸
の増加が挙げられる。また、検挙人員に占める外国人の高い割合
やその国籍、仕出国・地域の多様化等が継続しており、薬物犯罪
組織のグローバル化が一層進展している状況がうかがわれる。 
（警察庁 2015:11） 
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上記の引用でも指摘されているように、違法薬物の密輸は、組織的かつ「国際的」
な犯罪となっている。例えば2014（平成26）年における覚せい剤密輸事件での検挙人
数の76%以上（176名内の135名）が外国人であった（警察庁2015: 11）。 
もちろん、「運び屋」の国籍も様々である。筆者自身も覚せい剤密輸事件を対象と
する、ウガンダ国籍や南アフリカ国籍の被告人の裁判員裁判で法廷通訳人を務めたこ
とがある。また、米国やカナダなどのような内部圏の国籍を有する被告人の裁判員裁
判を傍聴したこともある。 
覚せい剤密輸事件において、様々な運搬方法が使用されるが、多くの場合、荷物の
中や被告人の体内などのような巧妙な手口の事例がある（警察庁2015: 11）。いずれ
にせよ、典型的なケースは、日本の国際空港に到着した被告人の荷物や体内の税関に
よるX線検査などの結果、覚せい剤が発見され、被告人が現行犯逮捕されるといった
ものである。しかもそれはほとんど個人使用の量をはるかに超えた量の薬物であり、
営利目的の密輸事件として扱われ、起訴されると裁判員裁判対象となる。そして、被
告人（最初の段階ではまだ「被疑者」である）が内部圏あるいは外部圏の出身者の場
合、税関による手続きの際のみならず、警察及び検察庁による取調べ、そして裁判に
おいても英語が通訳言語として使用されることがしばしばである。 
 
6.3 小括 
本章は、日本の要通訳刑事司法手続きにおけるリンガフランカとしての英語の実態
を紹介することを目的とした。まず、要通訳刑事裁判で使用される外国語に関する統
計を紹介し、次に、裁判所がどのように通訳言語を選択するのか、その過程について
考察した。それらの統計の分析から明らかになったように、英語は刑事司法手続きに
おいて重要な通訳言語だけでなく、比較的「重罪」を対象とする要通訳裁判員裁判で
は 1 位を占め続けていることが明らかになった。 
6.2 では、通訳言語としての英語の使用拡大について、その考えられる要因を模索
してみた。まず、英語を通訳言語として選択す理由の一つに、希少言語を担当できる
司法通訳人の不足あるいは不在による可能性があると主張した（6.2.1）。次に、英語
の使用を、とりわけ国語や公用語をめぐる言語イデオロギーや「コミュニティ言語論」
という概念の視点から考察した（6.2.2）。それらの言語イデオロギーによれば、英語
を公用語として使う国や地域の出身者である被疑者・被告人は、刑事司法手続きにお
いて、英語で通訳を受けるための十分な運用能力を有することになっている。しかし、
これまで論じてきた通り、それらの被疑者・被告人が必ずしも高度な英語運用能力を
持つとは限らないのである。 
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もちろん、司法機関が悪意を持って、被疑者・被告人の第一言語ではない英語を話
す通訳人を選任するわけではない。しかし、もし被疑者・被告人は英語が公用語であ
る国や地域を出身とすることを理由に、英語での通訳サービスを提供しても大した支
障がでないだろうという言語イデオロギーが発揮する上での通訳言語の選定が実際に
行われるのなら、通訳業務そして言葉そのものに対する、それらの司法機関の理解が
不十分であると言えるのではないだろうか。 
最後に取り上げたのは、英語と裁判員裁判の対象となる違法薬物事件との関係であ
った（6.2.3）。英語の「国際性」は、違法薬物の密輸事件にも現れている。また、要
通訳裁判員裁判では、外部圏に属するアフリカ諸国などの出身者は、密輸事件におい
て「黒幕」あるいは「運び屋」などとして関与していることが、警察庁の資料で指摘
されている（2014、2015）。後者の場合、違法薬物が発見されることにより、その運
び屋が逮捕され、取調べを受け、そして裁判にかけられることとなる。 
本章で取り上げた要因のどれが最も重要なのか、または実際に影響を与えているの
かについては、断言できない。上記で指摘した以外、別の要素も絡み合っている可能
性が十分にある。いずれにせよ、英語が、日本における要通訳刑事司法手続きにおい
て非常に重要な役割を果たすことについては、疑問の余地がない。 
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第 7 章 ： 要 通 訳 刑 事 裁 判 で 用 い ら れ る 英 語 の 難 易 度 ： 
リーダビリティの観点から 
 
本章では、刑事裁判で通訳言語として使用される英語が、被告人にとってどのくら
い理解困難となっているのかについて考察する。前述の通り、被疑者・被告人、ない
しは刑事司法手続きを経た受刑者などに直接聞き取り調査を実施することが不可能で
ある。また、審理の録音録画、及びその際に作成された記録の研究目的での使用は認
められないため、被告人質問などで行われた実際のやりとりを対象に、談話分析
（discourse analysis, DA）などのような研究方法は適用できない。したがって本論文で
は、第 2 章で紹介した法廷通訳人による協力の基で得たデータを使用する。 
当然、被告人が日本語話者か通訳対象者かに関わらず、刑事裁判における言語は
様々な方法で使用される。第 5 章で既述したように、各種法律文章の朗読もあれば、
証人尋問や被告人質問などの口頭で行われる手続きもある。それらにおける言語の使
用は、「書き言葉」（文章朗読）と「話し言葉」（被告人質問や証人尋問などにおけ
る口頭による発言）に分けることができる。その二者の間には、難易度において差が
生じうるのである。司法における通訳翻訳では高度な正確性が求められるという前提
条件からすれば、口頭発言の通訳及び翻訳された文章において難易度の差が生じると
推測するのは当然であろう。したがって、その差を考慮しながら法廷通訳翻訳におけ
る難易度について、本章ではリーダビリティ結果を基に、そして次章では通訳人への
聞き取り調査の観点から論じる。 
翻訳された文書に関しては、刑事裁判で作成された記録及びその英訳文を分析でき
ないと上述したが、判決文はその例外である。判決文は通常、その事件が結審し、判
決が確定した後、公表されることになるため、分析の対象にすることができる。本章
では、決文抜粋の英訳文に対して筆者が実施した分析結果をで紹介、解説する。まず、
本研究の協力者に翻訳してもらった判決文抜粋を示した上（7.1）、それらの英訳文に
対して適用されたリーダビリティ結果を紹介する（7.2）。最後に、リーダビリティ公
式が視野に入れていない法律用語などにおける難易度について考察するため、英訳文
で使われている表現に対して実施した質的分析の結果を解説する（7.3）。 
 
7.1 刑事裁判の際に朗読される法律文章の英訳のリーダビリティ 
以下では、第 2 章で紹介したフレッシュテストを分析対象となる協力者の法廷通訳
人が作成した判決の英訳文に適用し、その量的調査の結果を提示する。そして、NNS
の被告人に焦点を当てながら、当該テキストの内容を十分に理解することができない
可能性があるか否かについて考察する。 
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なお、法廷通訳人を務める 12 名の協力者が作成した英訳文は、彼（女）らが提出
したもののままで、筆者による加筆修正等はない。無償かつ短期間で作成してもらっ
た英訳文であるため、ネイティブチェックを受けていないと断った協力者もいた。し
たがって、あまり自然ではない英語表現が見受けられるかもしれないが、そのような
表現の指摘が本研究の目的ではない。そういった表現はリーダビリティや本研究の分
析には、あまり影響を与えないと考えられるからである。 
 
7.1.1 本研究の分析となった判決文抜粋 
本研究の協力者が作成した英訳文について詳述する前、まず、翻訳対象となった起
点テキストである判決文抜粋を以下で示す。なお、その文章構成や特徴については第
2章（2.3.1）で詳述した。 
 
理由 
（罪となるべき事実） 
被告人は、営利の目的で、みだりに、覚せい剤を本邦に輸入しよう
と企て、氏名不詳者らと共謀の上、平成 21 年 8 月 17 日（現地時
間）、マレーシア所在のクアラルンプール国際空港において、シン
ガポール航空第 119 便に搭乗するに当たり、覚せい剤であるフェニ
ルメチルアミノプロパンの塩酸塩の結晶約 1188.47 グラム（平成 22
年押第 25 号の符号１ないしは 8 はその鑑定残量）を隠匿したソフト
スーツケース（同号の符号 9）を、同航空会社従業員に対し、福岡市
博多区所在の福岡空港までの機内預託荷物として運送委託し、情を
知らない上記クアラルンプール国際空港関係作業員らをして同ソフ
トスーツケースを同航空機に登載させて同空港を出発させ、同日
（現地時間）、これをシンガポール共和国所在のシンガポール・チ
ャンギ国際空港に到着させ、情を知らない同空港関係作業員らにし
て、これを同航空機からシンガポール航空第 656 便に積み替えさせ
た上、同航空機により、同月 18 日午前 7 時 55 分ころ、上記福岡空
港に到着させ、情を知らない同空港関係作業員らをして、これを同
航空機から機外に搬出させて上記覚せい剤を本邦内に持ち込み、も
って覚せい剤を本邦に輸入するとともに、同日、同空港内所在の福
岡空港税関支署入国旅具検査場において、携帯品検査を受けるに際
し、上記のとおり覚せい剤を隠匿しているにも関わらず、同支署税
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関職員に対して、その事実を秘して申告しないまま同検査場を通過
して輸入してはならない貨物である覚せい剤を輸入しようとしたが、
同支署税関職員に発見されたため、その目的を遂げなかったもので
ある。 
 
イ 被告人の税関での言動について 
（ア）まず、被告人の税関での言動を見ると、次のとおり、本件ス
ーツケース内に覚せい剤を含む違法薬物が隠匿されていることを知
っていたと強く推認させる事実が認められる。 
a 被告人は、上記のとおり、本件スーツケースの開扉とエックス線
検査に素直に応じていたが、本件スーツケースの側面部分に異影を
認めた後、間もなく、異影が何か明らかとなっていない段階で、
「このスーツケースの中に非合法的なものが入っているかどうかは
裁判で話す。」と述べ、「非合法的なもの」であることをうかがわ
せる発言をするとともに、早々と刑事裁判になることを見据えた発
言までも行っている。 
b 被告人は、本件スーツケースの解体検査に応じるよう説得する税
関職員に対し、いまだ異影が何か明らかになっていない段階で、頑
なに解体検査を拒絶した上、「麻薬検知犬に嗅がせればいい。麻薬
検知犬がスーツケースを掻きむしったら検査をしてもいい。」と発
言している上、「麻薬検知犬が反応したら、検査してもいい、そう
でなければ私を解放しろ。」などと持ちかけている。 
c 被告人は、異影が薬物であると特定されていないにも関わらず、
仮定の話としながら、本件スーツケース内の異影が違法薬物である
ことを前提とした発言を繰り返し行っている。すなわち、被告人は、
税関職員に対し、「ドラッグが入っていたとしても、私が指示した
わけではなく、利用されただけなのだから、私ではなく、指示を出
した黒幕を捕まえるべきだ」「もしバッグを運んで 50 万円貰えると
しても、私はいらないとい言う。私は運び屋（drug trafficker）で
はない。」旨の発言をしている。 
以上のような被告人の各言動は、本件スーツケースの中に自分のあ
ずかり知らない物が入っていたことが発覚した際に見せる言動とし
ては不自然であるといえ、むしろ、元々本件スーツケースの中に覚
せい剤を含む違法薬物が存在していることを認識していたからこそ
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の言動と見るのが自然である。これらの一連の被告人の言動は、被
告人の覚せい剤を含む違法薬物の認識を強く推認させるものである。 
 
上記抜粋の「事実」及び「言動」という２つの部分は、形式上、明らかに異なって
いる。「罪となるべき事実」は起訴状の形式と同様、１つの長い文となっており、情
報の密度（多発する数字、日付、地名など）がきわめて高い。一方、「言動」にはよ
り短い文章が多いため、その統語法も「事実」と大きく異なる。これらの２つの部分
を選定した理由は、それらの難易度も異なるのかどうかを調べたかったからである。 
 
7.2 法廷通訳人作成の英訳文に対するリーダビリティの分析結果 
本節では、協力者である英語を担当する法廷通訳人が作成した英訳文におけるリー
ダビリティについて詳しく考察する。以下において、翻訳文の一例として、まず通訳
人 6による英訳文の前半（「事実」）を示す。 
 
Grounds for Decision 
(Facts constituting the offense) 
The defendant planned to smuggle a stimulant drug into Japan for profit making 
purpose without due cause, in conspiracy with a person, whose name is 
unknown. 
 
Before getting on board the Singapore Airlines Flight 119 at Kuala Lumpur 
International Airport in Malaysia, the defendant requested an employee of the 
airline company to transport a soft suitcase (item no. 9, 2010) as baggage to the 
Fukuoka Airport in Hakata ward, Fukuoka city, in which a stimulant drug of 
118.47 g Methyl-amphetamine in the form of crystalline hydrochloride (item no. 
25-1 and 25-8, 2010, both are the balance after the expert examination) was 
concealed. By requesting so, the defendant let airport staff without the 
knowledge of the circumstances transship the soft suitcase into the flight, 
resulting in shipping it out from the airport and to the Singapore Changi Airport 
in Republic of Singapore. The airport’s staff without the knowledge of the 
circumstances transshipped the suitcase onto the Singapore Anilines Flight 656, 
which then arrived at the Fukuoka Airport around 7:55 p.m. on August 18, 2011. 
The airport’s staff unloaded it from the airplane, with which the defendant 
brought in or smuggled the stimulant drug mentioned above into Japan. At the 
immigration examination of the Fukuoka Airport customs branch office, the 
defendant tried to clear the baggage through the inspection area in an attempt to 
smuggle the stimulant drug that is prohibited to be smuggled into Japan with its 
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possession not declared to the officer of the branch office, although the 
defendant carried the above mentioned concealed stimulant drug with him. The 
defendant, however, was found by the branch officer himself concealing it, and 
ended up failing to accomplish his plan. 
 
上記のテキストから分かるように、日本語の原文と違い、通訳人 6 による「事実」
の英訳は一文ではなく、7 文から構成されている（一方、例えば通訳人 1 による「事
実」が日本語の原文と同様、１文から構成されている）。とはいえ、それぞれの文は
比較的長く、情報の密度もやや高いため、リーダビリティは 17.4 点というきわめて低
い点数となっている。同通訳人による「言動」の英訳は下記のとおりである。 
 
B. The defendant's behavior at the customs office 
 
(A) First, the defendant's behavior represents facts listed as below that firmly 
lead us to infer the defendant knew the illegal drugs including stimulant drug 
were concealed in the suitcase in question. 
 
a. Although the defendant straightforwardly agreed to have the suitcase made 
open and checked with X-ray inspection, soon after an abnormal shadow on the 
side of the suitcase was recognized yet before what produced the shadow was 
not clarified the defendant stated "I will testify in the court if there is anything 
illegal in this suitcase." By this statement, the defendant hinted the thing inside 
was something illegal, and at the same time the defendant was also quick to say 
even more statements with a view to the situation in case this matter would be 
brought into a criminal court. 
 
b. In response to the persuasion by the customs officer requesting to get the 
suitcase examined through a tear-down check, the defendant adamantly refused 
even at the stage where nothing was decisive about what the abnormal shadow 
was, and said ”Why don't you try a drug-sniffing dog? If the dog would scratch 
on it, I to the effect as follows. “Even if there would be any illegal drug, whom 
you should catch is not me but a string-puller who directed this as I was just 
taken advantage of and did not direct this. Even if I would be told to be given 
500 thousand yen in exchange for carrying the bag, I would say, ‘No, I don't 
need it.’ I am not a drug trafficker.” 
 
All above mentioned defendant's behaviors were unnatural as the behaviors 
when something the defendant did not know about was found in the suitcase in 
question, and it was rather natural to regard the behavior was like that because 
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the defendant recognized there were some illegal drugs including stimulant drug 
in the suitcase. A series of the defendant's behaviors leads us to firmly believe 
that the defendant was cognizant of the existence of the illegal drugs including 
stimulant drug. 
would accept the check" and then even suggested "If the dog would react on it, 
go ahead with the check. Otherwise, you should let me go." 
 
c. While the abnormal shadow was not identified as drugs, the defendant 
repeated a type of statement in the assumption that the abnormal shadow on the 
suitcase was because of illegal drugs. Specifically, the defendant made 
statements  
 
通訳人 6 による英訳文の後半（「言動」）は、日本語の原文と同様、情報の密度は
「事実」と比べると、明らかに低い。この文章は裁判所による判断の根拠を説明する
テキストとして、比較的に読みやすい印象を与えるだろう。それは 44.1 点というリー
ダビリティの点数によっても裏付けられるが、「読みやすさ」の点からすれば、「事
実」の英訳は「とても難しい」、「言動」は「やや難しい」〜「難しい」という範疇
に入る。さらに、この通訳人 6 による翻訳文の全体からしても、33.7 点という「難し
い」文章となっている。 
ほかの法廷通訳人によって作成された英訳文にもフレッシュテストを適用し、その
リーダビリティを測定した。その結果を、次の表 7.1 に示す。 
 
表 7.1：法廷通訳人が作成した英訳文のリーダビリティの測定結果 
 フレッシュリーディング 
イーズの結果 
フレッシュ＝キンケイド 
グレードレベル 
全体 「事実」 「言動」 全体 「事実」 「言動」 
通訳人 1 29.9 7.7 45.2 18.0 24.0 14.3 
通訳人 2 31.9 0.0 48.2 17.3 51.5 12.2 
通訳人 3 39.3 18.4 48.7 14.8 20.6 13.1 
通訳人 4 45.8 32.2 56.8 12.3 15.5 9.8 
通訳人 5 41.9 7.5 58.5 14.4 24.4 10.7 
通訳人 6 33.7 17.4 44.1 16.9 20.6 14.7 
通訳人 7 44.6 27.0 51.9 13.0 18.3 11.2 
通訳人 8 11.2 0.0 38.3 23.5 44.9 16.0 
通訳人 9 38.8 17.0 51.3 14.3 19.9 11.5 
通訳人 10 28.1 9.4 41.2 20.1 24.3 17.2 
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通訳人 11 31.8 10.3 46.6 17.0 22.9 13.4 
通訳人 12 39.6 22.0 50.3 14.3 18.4 12.1 
平均 34.7 14.1 48.4 16.3 25.4 13.0 
 
表 7.1 に示されている通り、英訳文（全体）の平均リーダビリティは 34.7 点（「難
しい」）、また、「事実」と「言動」の平均リーダビリティは、それぞれ、14.1 点
（「とても難しい」）、48.4 点（「やや難しい」〜「難しい」）となっている。 
翻訳文全体（11.2 点〜45.8 点）を見ても、各部分を個別にみても（「事実」：0.0
点〜32.2 点、「言動」：38.3 点〜58.5 点）、各通訳人が作成したテキストのリーダビ
リティ点数には大差がある。さらに、「普通」の読解力を要するとされている 60 点以
上の点数に達成した英訳文はない。最も高いリーダビリティ点数（45.8 点）に達成し
た通訳人 4 によるテキストも、「やや難しい」〜「難しい」と判断されるレベルであ
る。 
一方、分析対象にしている判決文全体をみると、「言動」に近い形式をとった文章
が、全体のより大きい部分を占めている。全体 4.5 枚のうち「事実」は 0.5 枚のみであ
り、残りは「言動」に類似した形式のテキストである。したがって、判決文全体を翻
訳した場合、そのリーダビリティは、「言動」の点数に近くなるだろうという主張も
できる。いずれにせよ、12 名の法廷通訳人による「言動」のうち、「普通」（60 点以
上）の読解力に近づいたのは、通訳人４（56.8 点）及び通訳人５（58.5 点）のテキス
トのみである。「言動」の翻訳文のうち、リーダビリティ点数が最も低いテキスト（a）
と最も高いテキスト（b）のそれぞれの第二段落（日本語の原文のイの（ア）の a に当
たる部分）を下記に示す。 
 
a) As described earlier, the defendant complied with the physical inspection 
(opening of the suitcase) and the X-ray inspection of the said suitcase without 
hesitation, but immediately after a shadow of a foreign object was detected on 
the side of the said suitcase, even though it wasn’t clear then what that foreign 
object was, the defendant said: “I will speak in court on whether or not the 
suitcase contains something illegal,” insinuating it to be something illegal, and 
made other remarks that looked ahead to criminal trial proceedings at this point 
already. 
（通訳人 8 作成、38.3 点） 
 
b) The defendant, without objection, agreed to have the suitcase of this case 
opened and x-rayed as mentioned above. Right after foreign shadows were 
recognized on the side of the suitcase and even before these foreign shadows 
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were identified, he mentioned “I will only say in a trial whether or not this 
suitcase contains illegal items.” Thus he made a statement that implied that the 
concealed items were “illegal” and that he realized at this early stage that he 
would face a criminal trial. 
（通訳人 5 作成、58.5 点） 
 
上記の二例からも分かるように、フレッシュテストのリーダビリティ点数を測定す
るにあたって、文の数は非常に重要な基準となっている。通訳人 8 作成のテキストは
1 文から構成されているのに対して、通訳人 5 による文章は 3 文に分けられている（ち
なみに、上記の抜粋をした日本語の原文は、通訳人 8 の文章と同様、1 文となってい
る）。つまり、翻訳文における主な違いが文の数である場合、他の面においては類似
したテキストだったとしても、リーダビリティ点数が大きく異なってしまうことにな
る（各英訳文における語彙や表現の選択については、7.3 で後述する）。さらに、既述
の通り、フレッシュテストはあくまでも数学的な公式であるという制約によって、通
訳人 2 及び通訳人 8 による「事実」のように、「0 点」という結果も算出される。 
いずれにせよ、12 名の協力者が作成した英訳文のどれも、「難しい」以下というリ
ーダビリティ点数となった。その理由について考察してみよう。日本語の原文も複雑
なテキストであるため、それを翻訳することは、低いリーダビリティ点数の結果につ
ながる可能性がある。したがって、被告人の英語運用能力に関係なく、「難しい」英
訳文が作成される結果となっていると言えよう。 
協力者の法廷通訳人に翻訳の依頼する際、筆者から具体的な分析方法については教
えていない。翻訳文の難易度を分析する旨のみを伝えた。さらに、想定される被告人
についても、筆者からは一切何も説明がなかった。つまり、「やさしい英訳文」ある
いは「難しい英訳文」のいずれも依頼していないため、通訳人によって、英語を第一
言語として使う被告人か否かを想定しながら、翻訳作業にあたったかどうかは分から
ない。 
一方、想定の被告人を「学歴の比較的に低い、ノンネイティブ英語話者」に指定し
たのなら、異なる結果になったかもしれない。したがって、本研究の協力者に限らず、
英語を担当する法廷通訳人は、実際に判決文などを含む法律文書の翻訳作業に臨む際、
被告人の（第一言語や学歴などのような）背景を念頭におくかどうかなどについては、
次章で詳述する。 
以上、リーダビリティという方法における制約を考慮しつつ、この概念を協力者の
法廷通訳人が作成した英訳文に適用した。第１章で立てた仮説の通り、少なくとも本
節で紹介したリーダビリティの結果を考えると、NNS の被告人にとって判決文の英訳
を理解するのは困難になりうると推定できる。つまり、協力者作成の英訳文のリーダ
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ビリティ点数は比較的に低いため、その内容を理解するには、英語の母語話者ですら
苦労しうるとの結果である。したがって、英語を第二言語や第三言語などとする NNS
の被告人にとっては、その英語運用運用力が十分でない場合、その理解度はより低い
という恐れを否定できない。 
リーダビリティ公式適用性には制約があるので、協力者が作成した英訳文に対して
より詳しい「質的」な考察が必要だと考えた。なぜならば、リュウ及びチュウが指摘
するように、「（中略）文の長さのみを基に、難易度に対する判断結果を無条件に鵜
呑みにすべきではない」からである（Liu and Chiu 2011: 150）。したがって、次節では、
それらの英訳文に用いられる、法律に関連した言葉遣いを中心に、表現や語彙につい
て詳しく見ることとする。 
 
7.3 英訳文における使用表現に関する質的分析 
非日本語話者が刑事司法手続きの対象者となった際、そこで朗読される文書に対す
る理解度をめぐる問題に関する先行研究はまだ少ないのは既述の通りである。数少な
い研究のひとつとしては、第 3 章で紹介した毛利（2006）が挙げられる。この論文で、
毛利は起訴状における翻訳しにくい表現の例を挙げ、それらの英訳文の理解に対する
影響について論述している。 
本節ではまず、毛利（2006）に倣い、翻訳しにくいと思われる、とりわけ法律に関
連した表現をいくつかを取り上げ、協力者である法廷通訳人がそれらに当てた訳語を
より詳しく見ていく。日本語の「難しい」表現は、英語に翻訳された際も、やはり
「難しい」かどうかについて考察し、そして被告人の英訳文に対する理解にどのよう
な影響を与えうるのかについて検討する。 
まず、毛利が起訴状のどのような表現の難易度を問題視したのかを示す（2006: 
394）。 
 
① 古い表現、例：「情を知らない」、「事実を秘して」 
② 誤解に繋がりうるカタカナ語、例：「キャリーバッグ」 
③ 曖昧な副詞の使用、例：「みだりに」 
④ 独特な法律に関連する表現：「大麻である大麻草」 
 
もちろん、毛利論文の目的は理解が困難になりうるすべての表現を指摘することで
はないため、法廷で朗読されるテキストにおいて、上記以外に被告人の目標テキスト
理解に悪影響に与えかねない表現や用語はほかにもある可能性がある。したがって、
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本研究の対象である判決文の抜粋に、上記の表現、あるいは類似した表現があるのか
を確認した。 
その結果、まず「理由」の「罪となるべき事実」において、上記の①に当たる表現
として、「情を知らない」、「事実を秘して」、②は「ソフトスーツケース」、③は
「みだりに」、そして④は「覚せい剤であるフェニルメチルアミノプロパン塩酸塩」
などが発見された。また、上記以外にも、筆者がこれまでの法廷通訳人としての経験
を踏まえて、誤解や混乱に繋がりかねないと考えた表現は、次のとおりである、④
「覚せい剤」、「氏名不詳者ら」、⑤使役の「〜させる」（例：「同ソフトスーツケ
ースを同航空機に搭載させて（中略）」）。 
興味深いことに、「言動」の部分には上記のような表現や用語が「事実」より明ら
かに少なく使われている。とはいえ、日本語での理解に悪影響はないだろうが、「覚
せい剤を含む違法薬物」などのような表現はしばしば使われており、英語に翻訳した
際に少し不自然な言い回しになりかねない。下記 7.3.1 において、筆者が被告人の理解
上、誤解を招きうると考えた表現をいくつか取り上げ、それらの問題点について考察
する。なお、毛利（2006）が指摘した「情を知らない」、「事実を秘して」、「みだ
りに」以外に、「覚せい剤」、「氏名不詳者ら」、そして使役の「〜させる」につい
ても詳述する。それらの表現に当たる英語の意味合いを調べるため、ブリガムヤング
大学のマーク・デーヴィス（Mark Davies）が作成した 450 万以上の語彙を登載した
「現代アメリカ英語コーパス（Corpus of Contemporary American English）」（以下、
「COCA」）を参考にする（Davies 2015）。 
 
7.3.1 協力者英訳文における表現に関する考察 
まず、協力者の法廷通訳人が英訳文において使用した表現や用語を下記の表 7.2 に
示す。 
 
表 7.2：法廷通訳人が作成した英訳文における訳語の例（五十音順） 
訳語→ 
（五十音順） 
ア）覚せい剤 
イ）〜させ
る 
ウ）事実を 
秘して 
エ）氏名不
詳者ら 
オ）情を 
知らない 
カ）みだりに 
通訳人↓ 
通訳人 1 
illegal drug(s) 
 
1. have 〜 be 
[verb] 
2. manipulate 
3. be made to 
〜 
hide this fact 
others whose 
names are not 
known 
unable to tell 
whether the 
defendant 
was a sincere 
individual 
disregarded 
order 
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通訳人 2 
stimulant drug 
 
1. make smb 
do sth60 
2. have 〜 be 
[verb] 
without 
telling 
unidentified 
others 
do not know 
the 
circumstance 
without 
permission 
under any legal 
exception 
通訳人 3 
stimulant drug 
 
1. have 〜 be 
[verb] 
2. have 〜 
[verb] 
concealing 
the fact 
unidentified 
individuals 
unaware of 
the crime 
without due 
cause 
通訳人 4 stimulant drug let smb do sth - 
unidentified 
persons 
1. have no 
knowledge 
2. without 
knowledge 
without 
permission 
通訳人 5 
1. stimulant drugs/ 
methamphetamin
e  
2. stimulant drugs  
1. lead to sth 
be [verb] 
2. have smb 
do sth 
3. 〜  was 〜 
（受動態） 
hide the fact 
unknown 
persons 
have no 
knowledge of 
the 
circumstances 
without due 
cause 
通訳人 6 
stimulant drug 
 
1. let smb do 
sth 
2. result in 
- 
person, 
whose name 
is unknown 
without the 
knowledge of 
the 
circumstances 
without due 
cause 
通訳人 7 stimulant drugs(s)  let smb do sth 
do not 
declare the 
fact 
John Does 
do not know 
the 
circumstances 
without any 
reasonable 
excuse 
通訳人 8 stimulant drug  
prompt smb to 
do sth 
keep this fact 
a secret 
unnamed 
person 
unaware of 
the 
circumstances 
without legal 
exception 
通訳人 9 stimulant drugs  
have smb do 
sth 
- 
unidentified 
persons 
not aware of 
the 
circumstances 
in the absence of 
legal grounds 
通訳人 10 stimulant drug 
1. make smb 
do sth 
2. have smb 
do sth 
conceal the 
fact 
unidentified 
persons 
know nothing 
about the 
situation 
without due 
cause 
通訳人 11 stimulant(s) 
1. to cause sth 
to  
hide these 
facts 
unidentified 
individuals 
unaware of 
the 
circumstances 
recklessly 
通訳人 12 
awakening (stimulant) 
drug, awakening drug 
let smb do sth - 
persons 
whose names 
are unknown 
had no ideas 
about the 
above 
mentioned 
circumstances 
without legal 
ground 
 
以下において、表 7.2 で記載された表現や用語について、より詳しく考察しよう。 
 
                            
60 凡例：「to have smb do sth」などにおける「smb」は「somebody」（「someone」）
（誰か、人）、「sth」は「something」（何か）を意味する。 
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ア） 覚せい剤 
本研究で取り扱う判決文において、「覚せい剤」は様々な表現の一部として（「覚
せい剤であるフェニルメチルアミノプロパン塩酸塩」や「覚せい剤を含む違法薬物」）
使われているが、そもそも「覚せい剤」とは何かについて整理しておく必要がある。
日本では、覚せい剤は「薬物４法」61のうちの一法令である「覚せい剤取締法」によっ
て規制されている（津田（編）2013）。つまり、日本の法律上、「大麻」や「アヘン」
と同様、「覚せい剤」はまとまった法律範疇であると言える。ところが、筆者も他稿
で指摘したように（マルシャレンコ 2013）、「覚せい剤」とは、一つの化学物質を指
す表現ではなく、「アンフェタミン」や「メタンフェタミン」などのような、エフェ
ドリンを原料とする物質の総称なのである（警視庁 2012: 1）。 
なお、英語通訳人が付いた刑事裁判を傍聴すると分かるように、その英訳として
stimulant(s)あるいは stimulant drug(s)といった表現はすでに定着していると言える。ま
た、この英語表現は、「覚せい剤取締法」の英訳にも Stimulants Control Act として使
われることがある（最高裁判所事務総局刑事局 2011: 175、津田（編）2013: 11）。一
方、これらの２表現以外にも、『法廷通訳ハンドブック』では「amphetamine（アンフ
ェタミン）」と「methamphetamin（メタンフェタミン）」も訳語の例として挙げられ
ている（最高裁判所事務総局刑事局 2011: 129）。 
それに対して、英語の「スティミュラント」の意味合いは日本語の「覚せい剤」よ
り広く、必ずしも違法な薬物を指すと限らない。この表現の使われ方について調べる
ため、COCA コーパスを使用し、stimulant を検索してみた。その結果、出力された使
用例（全 555 件）の例62を下記に示す（括弧の記載内容は、検索結果が出力されたテキ
ストの範疇63及びその範疇内の位置である）。なお、下記の例に対する和訳では、
stimulant 及び stimulant drug をカタカナ表記にした。 
 
例１： Daniel already knew that methamphetamine, a powerfully addictive stimulant drug, is 
highly toxic to the brain and body of a drug abuser. （学術、12） 
（「ダニエルは、メタンフェタミンという依存性の高いスティミュラントドラッグは、
薬物乱用者の頭脳及び身体にとってとても猛毒であることを既に知っていた。」） 
 
                            
61 「覚せい剤取締法」以外に「薬物４法」に属する法令は、「当麻取締法」、「アヘン
法」、そして「麻薬及び向精神薬取締法」である。 
62
 検索結果、数多くの例文が出力されたため、英語の stimulant という表現の広い意味合い
を示すため、様々な種の分野から、筆者が例文を選択した。 
63
 COCA において、テキストの範疇として次の５つがある：「spoken（口頭）」、「fiction
（フィクション）」、「magazine（雑誌）」、「newspaper（新聞）」、そして「academic
（学術）」。 
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例２：Nicotine is a mild stimulant. （学術、3） 
（「ニコチンは弱いスティミュラントである。」） 
 
例３：But what you basically have here is two very powerful, but legal drugs. You have 
the stimulant of caffeine, and you have the central nervous system depressant of alcohol. （フ
ィクション、4） 
（「しかし、基本的には、これらはとても強いのに、合法化された薬物である。［つ
まり］カフェインというスティミュラント、そして中枢神経系の抑制剤であるアルコ
ールがある。」） 
 
例 ４ ： He was ejected from the 1994 World Cup after testing positive for 
the stimulant ephedrine. （新聞、4） 
（「彼は、エフェドリンというスティミュラントの陽性結果が出たため、1994 年のワ
ールドカップから放逐された。」） 
 
以上の例から分かるように、「覚せい剤」の英訳として使われる「スティミュラン
ト」は少なくてもアメリカ英語では、様々な意味合いを持ち、異なった文脈で使われ
ており、その用法は違法薬物には限らないことは明らかだ。すなわち、例 1 及び例 4
では、「スティミュラント」は日本語の「覚せい剤」と同様に使われている。それに
対して、例 2 と例 3 では、タバコなどにあるニコチンやコーヒーの重要な成分である
カフェイン、またはアルコールなどのような日常的に消費される物質が「スティミュ
ラント」として扱われている。 
次に、協力者の法廷通訳人が「覚せい剤」に対してどのような英語表現を使ったの
かを見よう。表 7.2 の内容の通り、大半（12 名内の 11 名）の通訳人は、「スティミュ
ラント」やその派生語（「スティミュラントドラッグ」）を少なくても一箇所で英訳
として使っている。単数形と複数形の違いはあるが、概ね、本研究の協力者である英
語の法廷通訳人の中では、「覚せい剤」の英訳として「スティミュラント」系の表現
が定着していると言える。 
一方、このような表現（「スティミュラント」あるいは「スティミュラントドラッ
グ」）を一切使っていないのは、通訳人１のみである。この通訳人は、より広い意味
を持った illegal drugs（違法薬物）と英訳している。ところで、「覚せい剤を含む違法
薬物」は、通訳人 1 の訳では、illegal substances such as illegal drugs（違法薬物などの違
法物質）となっている。 
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また、通訳人 5 は、 stimulant の代訳としてより具体的な物質名である
methamphetamine（メタンフェタミン）を挙げているが、この表現を使ったのは「罪と
なるべき事実」の冒頭のみで、それ以降は stimulant drug となっている。さらに、通訳
人 12 はカッコの中に stimulant を一回だけ使うが、それ以外は awakening drug（アウエ
ーケニングドラッグ）という英訳をつけて付けている。 
通訳人１はなぜ stimulant やその派生語を使わないのか、また、通訳人５と通訳人
12 はなぜその代訳としてそれぞれ「メタンフェタミン」及び「アウエーケニングドラ
ッグ」を使ったのかについては、様々な理由が考えられる。上記で紹介した COCA コ
ーパスの使用例で見たように、英語の「スティミュラント」は、ニコチンやカフェイ
ンなどのような物質に対しても使われる表現として、日本語の「覚せい剤」より曖昧
な意味合いを持ち、被告人の誤解につながりかねないことが指摘できる。 
ところが、通訳人１の illegal drugs は「覚せい剤」より広い意味合いの表現であり、
エフェドリンを原料とするアンフェタミンやメタンフェタミンなどのような物質（つ
まり、覚せい剤）だけではなく、大麻やアヘン、そして麻薬や向精神薬などのような
違法物質もこの範疇内に入る。とはいえ、広義の概念であるからこそ、解釈の余地を
与えず、覚せい剤密輸の違法性を強くうかがわせる表現となっているとも主張できる。 
一方、「メタンフェタミン」は「スティミュラント」より具体的な物質を指すため、
誤解や解釈の余地を残さない。なお、この判決文に記載されている「覚せい剤」とは、
「フェニルメチルアミノプルパン」、すなわち通称のメタンフェタミンであるため、
この事件における「覚せい剤」に対して「メタンフェタミン」という訳語は適切であ
る。ただし、「フェニルアミノプロパン」も覚せい剤の一種であり、その通称は「ア
ンフェタミン」であるため、「メタンフェタミン」は使えない。つまり、「アンフェ
タミン」や「メタンフェタミン」などのような具体的な物質名を英訳語として使う際、
誤った選択をしないように、違法薬物事件を担当する通訳人には化学に関する基礎知
識もある程度求められることになるだろう。 
さらに、通訳人 12 は「アウエークニングドラッグ」を使っているが、カッコの中
に「スティミュラント」を入れているのはなぜだろうか。筆者の推測であるが、「ス
ティミュラント」を使わないことにしたが、この表現がすでに定着していることを認
識し、誤解を回避するため、「アウエークニングドラッグ、すなわちいわゆる＜ステ
ィミュラントドラッグ＞」という意図だったかもしれない。 
もちろん、 警察や検察庁などでの手続きを経た被告人は 、裁判の段階では、当該
物質は何であるかについて繰り返し聞かされ、英語の通訳人が発する「スティミュラ
ント」とは、コーヒーやタバコの成分などではなく、「違法な薬物」を意味するとは、
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十分に承知しているだろう。一方、税関検査や取調べなどの公判前の段階では、「ス
ティミュラント」という英訳が混乱を招かないとは断言できないだろう。 
いずれにせよ、表 7.2 から分かるように、英語通訳人の付いた裁判員裁判にとって
非常に根本的な表現である「覚せい剤」に対しても、様々な訳語があり得る。そして、
使い方やその表現を選択した理由によって、どの訳語も正確であると判断できるだろ
う。一方、定着しているとはいえ、「スティミュラント」などのような訳語は、被告
人によって、「覚せい剤を含む違法薬物」としてではなく、カフェインなどのような
合法的な物質を思わせる表現として、かえって、誤解につながりかねず、「正確」で
あるにも関わらず、「最善」な訳とはならない場合も否定できないだろう。 
 
イ） 〜させる 
使役の「〜させる」に対して、通訳人によって、様々な表現が使われている。また、
同じ通訳人でも、2 つ以上の表現を使うこともある。例えば、英語の使役表現として
最も一般的である「to have/make/let someone do something」が使われることもあれば、
訳語により工夫した「maniplulate（巧みに操る）」（通訳人 1）や「to lead to（〜につ
ながる）」（通訳人 5）あるいは「to cause〜」（通訳人 11）などのような表現もある。
また、使役形を使わず、そのほかの文型を使った（例えば受動態：「the suitcase was 
transshipped」、通訳人 5）訳し方もある。 
「〜させる」に対して多様な表現が使われている理由としては、英語の使役表現は
より積極的な動作を印象させることが多いことにあるかもしれない。つまり、英語で
は、主語はより積極的に目的語に対して（例えば何かの指示を出すことで）ある動作
をさせる場合に使う、例えば：「I had him do my work.（自分の仕事を彼にやらせ
た。）」。一方、「スーツケースを搭載させた」などの文脈から考えてみれば、被告
人はほかの飛行機の搭乗者と同様、荷物を機内に搭載してもらい、その結果、そのス
ーツケースが機内で日本に到着した。つまり、（覚せい剤の隠匿を別として）「航空
会社職員にスーツケースを機内に搭載させる」という行為自体は、飛行機に搭乗する
旅行者にとってごく普通の手続きにすぎない。それに対して、英語の使役表現（「to 
have someone do something」など）を使うと、日本語よりも、被告人の故意を強調し、
その行為の悪質性を印象付ける。 
ちなみに、「故意性」をより強くうかがわせる表現として通訳人１の「manipulate」
が挙げられる。この表現の使用は、被告人の行為の悪質性の印象が強く、その積極的
な態度や動作を思わせる。それに対して、通訳人 5 の「to lead to...」、通訳人 6 の
「result in」、あるいは通訳人 11 の「to cause something to...」は表 7.2 で記載された表
現のうち、「故意性」の観点からすれば、もっとも中立だと言えるかもしれない。な
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ぜならば、被告人の言動の「故意性」や「悪質性」を指摘したり、強調したりするこ
となく、出来事の因果関係を説明することにとどまるからである（例えば、通訳人 5
の「Check-in by the defendant led the suitcase to depart ...」（和訳：「被告人によるチェ
ックインの結果、スーツケースは出発し（中略）」）。 
同じ「〜させる」という日本語の使役に対して、様々な英語表現が使われているこ
とは表 7.2 の通りである。また、同じ通訳人がいくつかの異なる表現を使うこともあ
り、to have/make/let someone do something のような表現を使うことに対して、抵抗を覚
えたかもしれない。また、英語のどの表現を使うかによって、日本語の原文と妙に異
なる印象を与えうることも考えられる。 
 
ウ）事実を秘して 
この表現が使われた原文の文章は次の通りである。「同支署税関職員に対し、その
事実を秘して申告しないまま同検査場を通過して（中略）」。つまり、この文章によ
れば、被告人は輸入が禁止されている覚せい剤を隠匿したスーツケースを所持してい
る旨を税関職員に申告しなかった、を意味する。言い換えれば、「事実を秘して」及
び「申告しない」という組み合わせは、被告人の同じ行為を指すとも言える。 
したがって、複数の通訳人（通訳人 4、6、9、12）は、「申告しない」のみでその
意味が十分に伝わることから、「事実を秘して」を省略している（例：[The defendant] 
failed to declare the posession of the stimulant drug ...（［被告人は］覚せい剤を所持した旨
を申告することを怠った））。 
一方、両方の表現を英語に翻訳した通訳人は、「事実を秘して」の英訳として
「conceal the fact」、「keep this fact a secret」、「hide the fact」、「hide these facts」と
いうような類似した表現を使っている。どの表現にしても意味は十分に伝わり、解釈
や理解において問題はないと考えられる。つまり、毛利（2006）が日本語の原文にお
いて問題視した「事実を秘して」は、英語に訳されると、話し言葉に近い表現となり、
被告人にとって比較的わかりやすい表現となる可能性がある。 
 
エ） 氏名不詳者ら 
「氏名不詳者ら」は覚せい剤の密輸事件の起訴状及び判決文の冒頭にしばしば登場
する表現である。覚せい剤を密輸するという組織的な行為は、被告人が一人で行った
可能性は非常に低く、ほかの者（複数）と共謀した上で犯行に及んだのが普通である。
本判決文においても、同様の表現が使われている。「被告人は、営利の目的で、覚せ
い剤を本邦に輸入しようと企て、氏名不詳者らと共謀の上（中略）」。 
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ところが、要通訳裁判員裁判を傍聴すると分かる通り、共謀者の氏名は被告人にと
って、「不詳」ではないことがある。つまり、被告人は、法廷において、犯罪行為に
加わったとされている者の氏名について発言することがしばしばある。しかし、共謀
者は多くの場合、日本法律の取り締まりが及ばない海外におり、彼（女）らの身分や
犯行への関与などに関する確認が取れず、裁判の手続き上、「氏名不詳者ら」となる。
そういった意味では、（被告人にとっての）矛盾があると言えるかもしれない。実際
にそうであれば、この矛盾は混乱の要因になりうる。 
この「氏名不詳者ら」に対して、どのような表現が使われているのだろうか。まず、
この表現を「氏名不詳」と「者ら」に分けて考察しよう。前者の表現に対して、
「 unnamed」や「 unidentified」が使われ、そして後者に対しては「 persons」、
「individuals」、「others」の英訳がある。また、「氏名不詳」に対してより説明的な
英訳である「whose names are not known」（通訳人１）、「whose names are unknown」
（通訳人 12）または「whose name is unknown」（通訳人 6）もある。 
また、「氏名不詳者ら」の「ら」にも重要な意味合いがあると言える。つまり「ら」
は、「事実」にある「氏名不詳者」以外、ほかの者も犯罪行為に参与した可能性があ
ることを意味する。それを「忠実」に翻訳するのであれば、例えば「unidentified 
indivuduals and/or others」などのような英語になるのだろう。ところが、表 7.2 の通り、
どの通訳人もそういった表現を使っていない。その理由については推定せざるを得な
いが、氏名のみならず、その人数やその他の詳細が不明である旨は英語の unidentified
や unknown などの表現や複数形にはすでに含まれていると判断されたのかもしれない。 
もっとも目立つ表現として、通訳人７の「John Does」が挙げられる。この表現は主
に北米英語の法律用語として使われることもあり、日本語の「氏名不詳者」と類似し
た意味を持つ言葉として正確な、そして等価性を保った訳語であると判断できる
（Oxford University Press 2015）。しかし、被告人が英語の第一言語話者でない場合、
あるいは北米の法律文化に関する十分な知識がなければ、正確な訳語であるにも関わ
らず、誤解や混乱につながりかねない。つまり、選択された訳語によって、翻訳の正
確性は通訳翻訳対象者（被告人）の理解にとって支障になりうるというパラドックス
が生じるのである。 
 
オ） 情を知らない 
判決の原文において、この表現は、被告人が航空会社や空港の職員などに対して何
かの動作を「させた」際に使われており、3 カ所に出現する。「情を知らない」とは、
被告人が違法な薬物をスーツケース内に隠匿し、そしてそれを日本に密輸しようとし
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ている旨を職員が知らなかったことを意味する。つまり、この文脈では「情」は、覚
せい剤の隠匿やその密輸を指す表現である。 
「情」の英訳として、表 7.2 の通り、様々な表現がある。使用回数が最も高い表現
は、「circumstance(s)」である。また、通訳人 10 の英訳通り、「circumstance」の類義
語の「 situation」も使われることがある。一方、「知らなかった」に対して、
「unaware」、「not aware」、「have no knowledge」、「have no idea」などのような表
現が使われている。「情を知らない」の英訳として、どの表現も比較的にわかりやす
いと判断できるだろう。つまり、日本語の「情を知らない」よりその英訳は意味が明
確であると言える。 
ところが、上記の英訳と大きく異なる表現もある。それは、通訳人 1 の英訳文で使
われる「unable to tell whether the defendant was a sincere individual（被告人は正直な人物
か否かを見極めることができない）」である。この表現の使用によって、通訳人が日
本語の原文を解釈的に説明しようとしたと言えるかもしれない。いずれにせよ、翻訳
作業における表現選択や通訳人の自由度をめぐる議論において、この表現は興味深い
議論点になるだろう。 
 
カ） みだりに 
本研究の対象である判決文において使われる法律に関する表現の中、「みだりに」
はもっとも理解しにくいと言えるだろう。まず、その日本語の意味から考察してみよ
う。覚せい剤の製造、販売、輸入等は、日本の法律上、非常に厳しく規制されており、
普段認められていない。ところが、それらの行為の禁止には、例外がある。例えば、
研究や医療などにおいて、覚せい剤やその成分などを取り扱うこともあるため、その
場合は当然、製造や輸入が必要となってくる。そういった活動をするには、特定され
た条件を満たす指定の医療・研究機関の職員などのみに許可がおりる。 
覚せい剤密輸事件の被告人は、当然、そのような許可を持っておらず、つまり覚せ
い剤やその成分の輸入を行うことはできない。それにも関わらず、被告人が覚せい剤
を輸入しようとしたという行為を行ったと裁判所が判断した。「みだりに」はそうい
った状態をいう。言い換えれば、「みだりに」は「法律上で定められた条件を満たし
ていないにも関わらず覚せい剤を日本に持ち込んだ」となる。 
この表現に対しても、協力者の法廷通訳人は様々な英語を使っている。4 名の通訳
人（3、5、6、10）の翻訳文において、「without due cause（正当な理由なしに）」が
出現する。この表現は『法廷通訳ハンドブック』にも使われている（最高裁判所事務
総局刑事局 2011: 103）。つまり、「without due cause」は法廷通訳人の中である程度
定着しており、そして英訳として推奨されていると言える。一方、COCA コーパスでは、
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「without due cause」を検索してみたところ、検索結果は 2 件しか出力されなかった
（cf.「覚せい剤」の英訳として定着している stimulant に対して 555 件の検索結果が出
力されていた）。それらの結果は次の通りである。なお、下記の例の 1)は「学術」、
例の 2）は「雑誌」の範疇内の検索結果である。 
 
例１：Under legislation passed in the 1960s, employees could not be fired without due cause ...
（「1960 年代に導入された法律規定下、正当な理由なしに従業員の解雇は、認められ
なかった…」） 
 
例２：After quickening, the expulsion and destruction of a fetus without due cause was 
considered a crime. （「胎動初覚以降、正当な理由なしに胎児の排除やその破壊は犯罪
とされていた。」） 
 
また、この英語表現から否定前置詞の「without」を外せば、上記２件以外に、もう
１件の検索結果が出力される: 
 
例３：In northern Nigeria, purdah (seclusion) exists as a viable institution in which married 
women, generally speaking, can only leave the house with due cause, such as to receive medical 
treatment ...（「北部ナイジェリアでは、プルダー（隔離）は活発な制度であり、その
原則として、既婚女性は外出を認められるのは、治療を受けるため … などのような
正当な理由がある場合に限られる。」） 
 
上記の例から、without due cause は法律やそれに類似した文脈に限られると言える。
また、法律に関連する表現の中でも、その使用頻度は非常に少なく、この表現の認知
度は一般的に低いと言える（例えば、法律用語である「被告人」にあたる英語である
「defendant」に対して、同じコーパスでは 6,090件の検索結果が出力される）。 
ほかの通訳人による訳文を見ると、due cause 以外に次のような訳し方もある（なお、
括弧内の数値は、COCA コーパス上の検索結果件数である）: legal ground(s)（法的根拠）
（87 件）、permission（許可）（9,361 件）、reasonable excuse（合理的な免責事由）
（12件）、legal exception（法的除外）（1件）。 
COCA コーパスの検索結果件数からすれば、一般用語である permission（許可）以外
の表現は、主に法律の文脈での使用に限られ、NNS の被告人にとってあまり馴染みの
ない表現である可能性はある。また、日常の文脈で大いに使われる「excuse（免責事
由、言い訳、言い分、口実）」（14,456 件）に reasonable（合理的）が修飾されれば、
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（少なくともアメリカ現代英語を対象にする COCA における）その使用頻度（12 件）
が大きく下がってしまう（ただし、その使用は法律の文脈のみには限られていない）。
また、exception（例外）についても同様なことが言える（exception のみの検索結果が
11,473 件に対して、legal exception は１件しか出力されない）。つまり、日常的な表現
を使った際でも、ほかの単語との組み合わせによって、その使用頻度が下がり、そし
て NNS の被告人の認知度に悪影響を与えうると言えるのではないだろうか。 
「みだりに」に対してほかの訳語と大きく異なるのが、通訳人１が使った
disregarded order 及び通訳人 11 の recklessly である。まず、通訳人 1 の訳語における
order は「法律」や「法的規定」などを意味し、表現全体は「法的規定を無視した」と
なり、つまり、「法律の規則を破った」と解釈できる。ところで、COCA コーパスでは
disregarded order は 0 件の検索結果となる。一方、disregard と order を別途で検索すれば、
それぞれの単語に対して、比較的に数多くの結果が出力される。しかし、それらの表
現には多くの意味があり、そして様々な文脈で使われており、その使用例は通訳人１
による用法と異なる（disregard：1,861 件、order：98,237 件）。つまり、この表現は
あまり一般的に普及していないとも言えるだろう。 
一方、reckless の副詞形 recklessly は「自己の行動の危険性や結果に対して不注意で
あること」などを意味とし、reckless driving（危険運転）などのような文脈でしばしば
使われる（Oxford University Press 2015）。この表現は法律用語というより、日常的に
使われることが多く、わかりやすいとも言えるだろう（COCA コーパス上の検索結果
件数：reckless：2,330 件、recklessly：545 件）。また、recklessly は「みだりに」に類似
した意味も持つ。しかし、上記で解説した「みだりに」の意図とは、被告人の理解能
力によって、少し異なる印象を与えうる。つまり、「被告人は法律で定められた条件
を満たしておらず許可なしに、覚せい剤を輸入した」とではなく、「被告人は覚せい
剤の輸入がもたらす危険を無視し、覚せい剤を輸入した」との解釈もできるだろう。 
表 7.2 記載の「みだりに」に対する英語表現を詳しく見た結果、「法律用語」の中
には、一般文脈に定着している表現もあれば、そしてその一方、法律に関するディス
コース以外にはあまり使用されない言葉もあることが分かった。後者の場合は当然、
英語を第一言語としない被告人にとって、理解が困難な可能性が十分に考えられる。 
 
7.3.2 協力者が使った表現に対する分析結果に現れる法廷通訳人による裁量的選択 
これまで実施してきた分析から、いくつかの点が明らかになった。表 7.2 の内容の
通り、同じ日本語の表現に対して、様々な英訳がありうる。そして、どの訳語も、正
確かつ適切であると言える。一方、等価性を保った正確な訳語であったとしても、被
告人の英語運用能力によって、理解の困難な表現となり、誤解につながりかねない。 
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ちなみに、表 7.2 で示したように、通訳人によって使われる表現の難易度や
（COCA コーパスの検索結果を基にする）認知度は大きく異なる。例えば、理解上、
問題点とされる「みだりに」の訳語として（毛利 2006）、同じく一般的に使われてい
ない without due cause や disregarded order という表現があるのに対して、日常において
も使用頻度のより高いかつ、よりわかりやすいと考えられる legal grounds や permission
もある。また、日本語では一般的に馴染みのない、わかりにくい表現とされる「情を
知らない」や「事実を秘して」なども、英語に翻訳されると、比較的にわかりやすい
表現になることも明らかである。 
それに対して、報道などの影響によって日本語、そして日本社会で普及している表
現の一つである「覚せい剤」などに対する英訳は、かえって、認知度の比較的低い
「スティミュラント」などのようなものもあり、通訳人 5 の使った「メタンフェタミ
ン」の方が理解しやすいとも主張できる。言い換えれば、「理解しにくい」と考えら
れる日本語の表現は、必ずしも理解が困難な英訳になるとは断言できず、上記で見て
きた通り、その逆のパターンも十分にあり得る。 
したがって、翻訳作業における正確性を保つことは、通訳翻訳人の非常に重要な役
割であることとは言うまでもないが、判決などの英訳文が日本語の原文と厳密な関係
を持つとはいえ、被告人によって、どの英訳が適切なのかが変わるとも主張できる。
そういった意味では、目標テキストはある程度「独立」した文章として考える必要も
あるかもしれない。いずれにせよ、同じ日本語に対して数多くの訳し方がなされるこ
とを考慮すると、法廷通訳人はただの「導管」ではなく、 第 3 章で論じたように、 
原文に対する等価性を確保しながら、「裁量的選択」というプロセスを実際に行って
いることは明らかである。 
 
7.4 小括 
本章では、本論文における分析対象とする英訳された判決文抜粋を例に、リンガフ
ランカとしての英語が司法手続きの通訳言語として使用される際に、NNS の被告人に
生じる理解上の困難という問題点について考察した。法廷通訳人が作成した英訳文の
分析によって、これまであまり表に出なかった問題点が明らかになったと言える。 
英語のテキストにおける難易度の評価に使われるフレッシュテストを適用した結果、
12 名の協力者が英訳した文章は、「普通」の読解力を要するとされている 60 点を下回
っており、「とても難しい」〜「難しい」（11.2 点〜45.8 点）の範囲内となることが
分かった。また、判決文は、情報の密度が非常に高い「事実」より、比較的読みやす
い「言動」に近いテキストがその大半を占めている。しかし、「言動」のリーダビリ
ティの結果も、38.3 点〜58.5 点という「難しい」〜「やや難しい」点数となっている。
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つまり、英語の第一言語話者にとってすらリーダビリティの観点から少なくとも「や
や難しい」とされるテキストは、NNS の被告人の英語運用能力によっては、なおさら
理解が困難な文章となっていることが十分に考えられるのである。 
フレッシュテストによる英訳文における難易度の分析結果の補完として、小規模な
質的分析も実施し、協力者の法廷通訳人が使った表現や用語も詳しく見た。この分析
の結果、あまり馴染みのない、誤解や混乱につながりかねない、法律に関連した表現
が大いに使われることが分かった。NNS の被告人の十分な理解を確保することを図る
必要性があるという視座から考えれば、それらの表現に対する訳語を選択するにあた
って、被告人の英語運用能力を視野に入れなければならないと主張できる。一方、日
本語で理解しにくいとされる表現が、英語に訳された際に比較的にわかりやすくなる
ケースも見られた（例えば、「事実を秘して」や「情を知らない」）。つまり、起点
言語（SL）と目標言語（TL）の特徴によって、「難しい」日本語の起点テキスト（ST）
が必ずしも「難しい」英語の目標テキスト（TT）を生み出すわけではない。 
もちろん、本章で適用したリーダビリティ公式にはいくつかの制約がある。まず、
リーダビリティという方法自体が数少ない要素しか考慮に入れていないことは、第 2
章で論述した通りである。また、協力者が訳文に使った表現や言葉遣いに対する分析
の対象も、筆者が選択したものであり、したがって、筆者が「理解が困難になりうる」
と主観的に判断したものを対象にしていたため、NNS の被告人にとっては必ずしも理
解が困難であるとは断言できない。しかし、選択した用語や表現の中には、毛利
（2006）に記載されたものもあり、そして筆者の通訳人としてのこれまでの経験から、
NNS の被疑者・被告人にとって理解が困難だったと思われるものを指摘するように努
めた。 
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第８章：通訳翻訳に対する理解をめぐる問題：法廷通訳人の観点から 
 
本章では第 2 章で紹介した通訳人への聞き取り調査の結果64をもとに、通訳人の観
点から見た、法廷で使われる「書き言葉」そして「話し言葉」の難易度について詳述
する。第 7 章で解説した英語に翻訳された判決文抜粋の分析結果から、判決文を含む
法廷で朗読される法律文書が被告人の英語運用能力によって、理解困難なものになり
得ることが分かった。既述の通り、リーダビリティ公式は数少ない変数（ASW 及び ASL）
を基に、文章の難易度を客観的な数字で表すことを目的とする。 
ところが、テキストの「難易度」とはかなり主観的なことであり、その受取人の
様々な個人的背景によって、大きく異なる。また、判決文などの法律文書の受取人
（本研究の場合では読み手ではなく、聞き手）となる被告人には、直接聞き取り調査
を実施できないことも既述の通りである。したがって、通訳翻訳を通じて被告人とコ
ミュニケーションを図る法廷通訳人はそれらの文書の難易度を問題視しているかどう
か、問題視しているのなら、どのように対応しているのかについて、聞き取り調査を
通して調べることにした（8.1）。 
一方、口頭の発言に関しては、実際に行われる通訳を介したやりとりやその難易度
について基にできるデータは存在しない。裁判傍聴の際に取ったメモはもちろん使用
できるが、録音録画と比較すれば、両言語に対して速記官と同等の能力を有しない限
り、その正確性は非常に低いであろう。したがって、口頭による発言の通訳における
難しさについては、通訳人が経験した「逸話」以外に使用できるデータは入手できな
い。そういった意味では、本章の 8.3 で紹介する協力者の経験談から現れる通訳翻訳
における難易度の実状は、司法通訳翻訳をめぐる研究において、貴重な洞察になるだ
ろう。 
なお、法廷のディスコースで現れる「書き言葉」と「話し言葉」に潜む問題や課題
をめぐる協力者の意見を紹介することに先立って、以下ではまず、本研究の聞き取り
調査に応じてくれた法廷通訳人のプロフィールを紹介しよう。 
 
8.1 協力者のプロフィール 
8.1.1 法廷通訳人の経歴 
聞き取り調査に協力した通訳人は、経験の面において、多様である。それは、経験
の年数や件数のみならず、担当した事件の特徴にも見られる。協力者が担当した事件
                            
64
 本章及び次章で引用される通訳人の発言は、協力者に確認し、承諾をもらった上で本論
文に掲載したものである。 
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の被告人の国籍については、次の 8.1.2 で詳述するが、本節では通訳人の経験歴を簡潔
に紹介しよう。 
もっとも長い年数をかけた通訳人は 1980 年代からその業務に携わっている。例え
ば、通訳人 A は 1986 年に初めて法廷通訳に臨んだと述べている。また、通訳人 K もお
よそ 28 年の経験の持ち主である。一方、何名かの協力者は 1990 年代、または 2000 年
代に入ってから法廷通訳業務に従事した。2010 年代以降初めて法廷で通訳をした通訳
人もいた。 
経験の年数にかかわらず、協力者が担当した刑事裁判の数も様々である。つまり、
経験の年数が長ければ長いほど、担当した事件の数も多いとは必ずしも限らない。い
ずれにせよ、経験した刑事裁判の数は通訳人によって大きく異なり、数件の経験者も
いれば、何十件、あるいは何百件で通訳をした人もいた。また、裁判員裁判について
もその経験がある人とない人の双方が協力者に含まれた。 
担当した事件を記録する通訳人もいるが、そうでない人もいた。したがって、自分
が担当した事件の数や詳細の記憶は既に希薄になっていることもしばしばあった。そ
う考えると、本章で紹介する通訳人のプロフィールに登場する数字などは完全に正確
ではないが、協力してくれた通訳人の経験の豊富さを窺えるものだと言える。担当し
た件数に関して具体的な数字を述べなかった通訳人もおり、「数名」や「十数名」の
被告人の事件で通訳した協力者がいた。一方、必ずしも具体的ではないが、担当した
刑事裁判の推定数について言及した通訳人もいた。それらの通訳人の発言を下記表 8.1
でまとめた。 
 
表 8.1聞き取り調査に協力した通訳人の経験件数（英語を使った刑事裁判のみ） 
通訳人番号 経験件数 
通訳人 A 30件ぐらい（内、裁判員裁判 1 件） 
通訳人 B 100件以上 
通訳人 C 5〜6 件 
通訳人 D 9 件 
通訳人 E 15〜20 件ぐらい（内、裁判員裁判 4〜5 件） 
通訳人 F 100件以上 
通訳人 G 2件 
通訳人 H 11 件 
通訳人 I 12 件（内、裁判員裁判 8 件） 
通訳人 J 4件（内、裁判員裁判 2 件） 
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通訳人 K 60件ぐらい 
通訳人 L 12 件 
通訳人 M 多数の刑事裁判（内裁判員裁判 8件） 
通訳人 N 20 件以上（内裁判員裁判 1件） 
通訳人 O 数百件（内、裁判員裁判 50 件） 
 
表 8.1 から分かるように、通訳人が経験した刑事裁判の数が大きく異なる。その要
因は様々であろう。法廷通訳を始めたのが比較的に最近であったこと、法廷より捜査
通訳の経験が多いこと、英語以外の言語で法廷通訳を担当することが多いこと、など
が考えられる。 
いずれにせよ、担当した刑事裁判の経験が非常に豊富な通訳人も協力者の中にいた。
例えば、通訳人 O だけが、2016 年 7 月現在、裁判員裁判だけで約 50 件を担当してきた。
他の通訳人が担当した件数を加算すれば、本研究に協力してくれた法廷通訳人は、少
なくとも英語の裁判員裁判において、非常に重要な役割を果たしていると言える。 
聞き取り調査の対象者は、非常に豊富な経験を持つと言える。表 8.1 で示されたよ
うに、担当した時件数に対して具体的な数字を言及した 12 名の協力者が、合計 660 件
ぐらいの刑事裁判で通訳業務に臨んだ。しかも、この数は安全な推定数である。なぜ
ならば、通訳人 B 及び通訳人 F の「100 件以上」をそれぞれ 100 件ずつとしたし、通
訳人 D の 15 件〜20 件と回答したが、それを 15 件と計算し、また通訳人 N（「20 件以
上」）及び通訳人 O（「裁判員裁判：50 件、それ以外の刑事裁判：数百件」）の答え
で、それぞれ 20 件と 150 件の計算のもとで行われたからである。 
もちろん、上記の数字は単純化したものであり、精密であるとはとても言えない。
また、各通訳人は上記の期間内に、1 年あたりに何件を担当したかが分からない。と
はいえ、上記で行った単純計算は、協力してくれた法廷通訳人の豊富な経験を窺わせ
るだろう。言い換えれば、協力者の人数が少ないと言ったとしても、担当した事件数
が比較的に多いと主張できる。 
したがって、協力者の経験は希薄であるとは決して言えないことを強調したい。む
しろ、本論文で進めていく議論にあたって、協力者の通訳人への聞き取り調査から出
現する経験談は英語の司法通訳翻訳人、そして結果的に、英語の通訳人を付けられる
被疑者・被告人が直面する問題や課題は、日本の司法通訳翻訳における現状を裏付け
る「証拠」として高い価値があると言える。 
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8.1.2 協力者が担当した刑事裁判における被告人の国籍 
前述の通り、聞き取り調査に協力した通訳人は、日本各地で法廷通訳翻訳業務に従
事している。したがって、活動する管轄によって異なる国籍を有する被告人の事件を
担当することもある。例えば、米国籍の被告人が多い高等裁判所もあれば、国籍が
様々な管轄もある。それによって、法廷通訳人が経験する通訳業務における困難や問
題も異なると予想できる。また、既述の通り、国籍は被告人の英語運用能力の判定に
おいて完全な基準ではない。例えば、カナダやオーストラリアなどの移民国家の国籍
を持った被告人を担当した通訳人 Fは次のように述べる。 
 
オーストラリアとか、カナダとかでも、すごく移民の人が多いじ
ゃないですか。（中略）子どもの時はベトナムやインドで育ってその
後、かなり大きくなってからオーストラリアに移住したり、カナダに
移住したり［することがあります］。そうするとインド訛りの英語と
か、ベトナム訛りの英語とか、そういう英語を喋る人も結構いますね。 
（通訳人 F） 
 
移民の多い国（米国、オーストラリア、カナダ、イギリスなど）では、上記のよう
なケースは稀ではないだろう。そうすると、被告人の第一言語は、その国の公用語ま
たは主要な言語に一致しているかどうかについては、明らかではない場合がある。通
訳人 F の引用では、明らかに移民した被告人であったため、その第一言語は英語では
なかったにもかかわらず、英語の通訳人が付けられた。いずれにせよ、法廷通訳にお
ける英語のリンガフランカの役割を証明するものとして、下記表 8.2 において、聞き
取り調査に協力した通訳人の記憶を基に、担当した事件の被告人が持った国籍をまと
めた。 
 
表 8.2：聞き取り調査に協力した法廷通訳人が担当した刑事裁判の被告人の国籍 
被告人の国籍 
（五十音順） 
通訳人の数 
国籍が属する「圏」 
（カチュルによる分類） 
アイルランド 1 内部圏 
イギリス 6 内部圏 
イスラエル 2 拡張圏 
イラク 2 拡張圏 
イラン 3 拡張圏 
インド 1 外部圏 
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ウガンダ 3 外部圏 
エストニア 1 拡張圏 
オーストラリア 4 内部圏 
オランダ 2 拡張圏 
ガーナ 4 外部圏 
カナダ 6 内部圏 
ケニア 1 外部圏 
コンゴ 1 外部圏 
シエラレオネ 1 外部圏 
ジャマイカ 1 内部圏65 
シンガポール 1 外部圏 
スリランカ 1 外部圏 
象牙海岸 1 拡張圏 
ソマリア 1 外部圏 
タンザニア 1 外部圏 
ドイツ 2 拡張圏 
ナイジェリア 8 外部圏 
ニュージーランド 2 内部圏 
ネパール 2 外部圏 
日本 3 拡張圏 
パキスタン 2 拡張圏 
バングラデシュ 1 外部圏 
フィジー 1 外部圏 
フィリピン 5 外部圏 
米国 12 内部圏 
マレーシア 1 外部圏 
南アフリカ 2 内部圏66 
                            
65 前述の通り、カチュルによるサークル分類化は不完全であり、場合によって、分類が困
難な国もある。表 2.3 で記載せれたジャマイカもその例である。ジャマイカでは英語が主
要な言語かつ公用語となっているが、その使用は非常に複雑であると言える。ジャマイカ
英語を話す人もいれば、英語と大きく異なるクレールであるジャマイカ・クレオール語
（Jamaican Patois あるいは English Patois）の話者もいる。また、ジャマイカ英語を話
す人でも米国人やイギリス人が話す英語と大きく異なるため、ジャマイカを内部圏に分類
できるかどうかを疑問に考える研究者がいる（Galloway and Rose 2015）。しかし、ここ
ではカチュルにならって、内部圏にカウントした。 
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ミャンマー 1 拡張圏 
ルーマニア 1 拡張圏 
内部圏：8 カ国籍、外部圏：16 カ国籍、拡張圏：11 カ国籍 
（合計 35 カ国籍） 
 
表 8.2 から分かるように、最も多くの通訳人（12 名）は米国籍を持った被告人の事
件で通訳業務を行った。それに次ぐ国籍はナイジェリア（8 名）、イギリス（6 名）、
カナダ（6 名）である。しかし、上記の通訳人 F のように、国籍をもって被告人の第
一言語や英語運用能力については断定できないことは明らかである。また、上記表 8.2
では、被告人の数ではなく、通訳人の数であるため、被告人が有する国籍の割合が分
からない。したがって、通訳人の経験によって、英語の「ネイティブ話者」と「ノン
ネイティブ話者」の割合は逆であることも考えられる。例えば、米軍基地が設置され
る地域で活動する通訳人はやはり、米国籍の被告人の事件で通訳することが多いと予
想される。一方、主要国際空港や外国人住民の多様な都会地域では、被告人の国籍も
様々であると考えられる。例えば、通訳人 K はこれまでの自分の法廷通訳経験につい
て次のように述べる。「やっぱり、ノンネイティブが多かったですね（中略）95%ぐ
らいはノンネイティブ、5%はネイティブ、そんな割合だったと思います」（下線は筆
者による強調）。 
NNS の対象者に限っても、被告人の文化的バックグラウンドも様々であり、アフリ
カやアジア、そしてヨーロッパ、太平洋諸島、中東などの出身者にも英語での通訳サ
ービスを提供されたことが分かる。 
もちろん、協力した通訳人は、1980 年代からその業務に携わっているため、2、30
年前の経験についても話してくれた。したがって、かつて担当した国籍は現在、担当
することが少ない、あるいはない場合もある。例えば、フィリピン出身者の近年の増
加に伴い、フィリピン（タガログ）語を担当する通訳人の数も増加したと予想できる。
第 6 章で詳述した最高裁判所による統計でも、フィリピン（タガログ）語は法廷通訳
の主要な言語の一つであり、9.1%〜12.2%という比較的高い使用率を占めている（最高
裁判所 2011〜2017）。すると、かつて英語の通訳人を付けられたフィリピン国籍の被
告人らは現在、フィリピン（タガログ）語の通訳サービスを受けることが多いと推測
することが自然であろう。同統計によると、ペルシア語やシンハラ語も 2009 年以来、
ほぼ毎年上位 10 の通訳言語となっている。したがって、それらの言語を話す被告人に
                                                                              
66 南アフリカの分類も複雑であり、内部圏にカウントされている。しかし、英語を第
一言語として使っていない人口が多いため、外部圏にカウントしたほうが適切かもし
れないが、便宜上、上記表 8.2では内部圏にカウントした。 
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ついても、近年は、英語ではなく、ペルシア語やシンハラ語の通訳サービスを受けて
いると推測できるかもしれない。 
一方、イスラエルやイラクで主として用いられる言語（イスラエルではヘブライ語、
イラクにおいてはアラビア語やクルド語が公用語となっている）の使用率は依然とし
て低いため、その言語のできる通訳人が見つからず、英語を担当する通訳人を付ける
ことが多いと予想できるかもしれない。いずれにせよ、本研究に協力した通訳人の経
験から明らかなように、英語の法廷通訳人が業務上、数多く、様々な国籍の被告人に
接している。その結果、いかなる英語の変種そして運用能力に臨むことになり、他の
言語よりもはるかに多様な被告人を対象とする。そのため、日本の刑事司法手続きに
おいてリンガフランカとしての役割という視座からすれば、英語がどの言語よりも特
徴性のあることは疑問の余地を残さないだろう。 
以上は協力者の法廷通訳人の経験を概ね把握するためのものであり、当然、日本に
おける法廷通訳人の全般に関する統計的な結論を生み出すことを目的とするものでは
ない。とはいえ、日本各地で活動する、そして比較的経験の豊富な英語法廷通訳人が
本研究に協力してくれたことが分かるだろう。 
 
8.2 法律文書の難易度 
まず、刑事裁判中に朗読される法律文書で使われる日本語（起点テキスト）とそれ
に対する英訳（目標テキスト）の難易度について考えてみよう。多くの協力者は、日
本語で作成された原文の難しさは、翻訳文に影響を及ぼし、その結果、被告人の理解
が低い恐れにつながりかねないと言及している。例えば、通訳人 C は、次の通り述べ
ている。 
 
［書面で使われる日本語は］とてもテクニカルなので、難しいと
思います。それに対する英訳文も同様に難しいと思います。（中略）
翻訳作業を行う際、［通訳人は］文章を自分の目で追って、読んでお
いているので、日本語原文の意味がわかります。しかし、被告人はそ
れまでに聞いたこともない、見たこともない内容を聞いているので、
理解しにくいでしょう。 
（通訳人 C、下線は筆者による強調） 
 
以上のような法律文章の難易度について、通訳人 B は、分かりにくい日本語を分か
りにくい英語に訳すのは、有効な翻訳ストラテジーではないと指摘する。したがって、
通訳人による工夫が必要なケースについて次のように述べる。 
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例えば、「裁判所が何かを延期する」とかを stay of execution と
英語で言ったら、多分、［被告人は］全く理解できないだろう［と思
います］。Stay というのはもともとリーガル用語ですから、普通に
postpone とか、もうちょっとわかりやすい言葉に変えてあげないと、
そもそも［法律の素人である］人が理解できないので、そのような工
夫はちょこちょこやりましたね。 
（通訳人 B） 
 
通訳人 D も、翻訳作業において必要な工夫について類似したような意見を述べる。
「できるだけ難しい文章構造にしないように心がけていましたし、普通にできるだけ
の調査をして翻訳するしかできないと思います」。 
同じ刑事裁判で朗読される文章とはいえ、その作成者が弁護人か、検察官か、裁判
官かによって、難易度に差が生じると考える通訳人もいた。この差は、法曹三者が異
なる立場に置かれていることによると言える。例えば、弁護人は審理が被告人にとっ
て有利な方向に進行するように努めるのに対して、検察官は、被告人が罪を犯したこ
とを証拠により証明しようとする。したがって、被告人の「味方」である弁護人によ
る文章は裁判所を被告人に有利に酌むべ情状があると説得しようとする（時には、無
罪を主張する）。通訳人 I は法曹三者が作成するそれぞれの文書の違いについて次の
ように言及する。 
 
弁護士の先生が書いてくる文書は冒頭陳述も、弁論も分かりやす
くて、翻訳しやすいので、被告人の方にもわかりやすいと思います。
弁護士の先生が書いてくる文書は一番わかりやすくて、裁判所の判決
は一番わかりにくくて、検事さんの文書はその間ぐらい。論告もちょ
っと分かりにくいかな、でも、翻訳はめちゃくちゃしにくいわけでは
ないです。何が一番難しいといえば、判決ですね。それから起訴状が、
訳しづらく、理解しづらく、被告人も分かりづらいかなと思います。 
（通訳人 I） 
 
検察官及び裁判所が作成する文書が理解しにくい背景に、その文章のスタイルがあ
ると考えられる。この問題については判決文を例に前述したが、通訳人もそれを強く
意識している。通訳人 L は各センテンスの長さ及び重なる否定文の多さ、そして本項
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の冒頭で引用した通訳人 C と同様、被告人が英訳文を見せてもらえない問題を指摘す
る。 
 
一つの文章が長すぎます。長すぎる文章もそうだし、何回も否定
する、二重否定、三重否定、それがやっぱり一番難しいかなと思いま
す。通訳人は翻訳して文書を［公判期日に］持っていくから、翻訳す
るとき一回考えて訳すのですけれども、被告人はやっぱりそれを聞く
だけなので、ちょっと理解が難しいかなと思うところがありますね。 
（通訳人 L、下線は筆者による強調） 
 
また、判決文では、その独特な言葉遣いも理解、そしてその結果、翻訳作業の難易
度に影響を与えうると、通訳人 I が指摘する。 
 
判決文でよく「認められる」とか「認められない」というのは、も
のすごく頻発していて、「The court finds...」、「find」を使いま
すよね。だけれども、「findings」とか「find」を使うと、結局「認
める」、「認定する」というのがいっぱい出てくるから、一つの文書
に「find」が何回か出てしまうと、全くわけが分からなくなってしま
って、だから、「court believes」とか、簡単なやつに直すんですけ
れども、［そういった文章は］ちょっと訳しづらい。 
（通訳人 I） 
 
次に、より根本的な問題について考えてみよう。つまり、被告人が日本語母語話者
か否かにかかわらず、法曹三者は被告人の理解を重視しているのかどうかという点で
ある。もちろん、法曹三者によって、それぞれの被告人やその理解に対するスタンス
が異なるだろうが、多くの場合、被告人への配慮が不十分であると指摘する通訳人 N
は次のように述べる。 
 
裁判って被告人のためにあるのか、誰のためにあるのかというの
は疑問なのです。外国人じゃなくて日本人が裁判に入っても冒頭陳述、
論告、弁論をあの速さで読まれたら、一般の人、分からないですよね。
でも、裁判所は［被告人が］分からなくていい［という］スタンスで
すよね。［弁護人と検察官は］冒頭陳述、論告、弁論、全て裁判官の
ためにやっているのですよね。傍聴していても、どう考えても、この
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速さで［文書を］読んでいたら、被告人は分かっていないけれども、
どんどんどんどん［審理が］進むじゃないですか。見た感じの印象で
は、被告人はただ、被告人尋問をするために呼ばれているだけであっ
て、裁判所としては被告人に理解してもらおうという気はさらさらな
いと思ったのですよ。 
（通訳人 N、下線は筆者による強調） 
 
ところが、2009 年 5 月の裁判員裁判の導入によって、朗読される文章がある程度理
解しやすくなったとしばしば述べられている。それによって、裁判員裁判とそうでな
い刑事裁判において、言葉の難易度が見られると通訳人 Fが述べる。 
 
裁判員裁判の方がある程度、論告とか、弁論とかでも冒頭陳述など
でもわかりやすくプレゼンテーションするということになってきてい
るので、それ以前だったら、専門家同士［つまり法曹三者］がわかれ
ばいいというような文書、聞いている人は別に分からなくてもいいん
だというような感じでした。だだだーっと速く読んで、ザーッと読ん
で終わり、みたいな形だったので、どちらかというと、裁判員裁判の
方がゆっくりだし、素人にも分かるように［法曹三者が］言ってくれ
ているので、［裁判員裁判の方が］ましなんじゃないかなと思います。 
今でも、裁判員裁判でない事件だったら、結構、文書を検事さんと
か弁護士さんが用意してきて、だーっと早口で読むだけ読むみたいな
形は残って［います］（中略）。 
（通訳人 F） 
 
しかし、同通訳人は指摘するように、その変化は被告人に対する配慮によるもので
はない。 
 
被告人に分からせるということを意識して、裁判があまり進んで
いないじゃかないかなと思いますよね、前提として。裁判員裁判の場
合、どちらかというと、被告人に分からせるというよりは、裁判員に
分からせることが先にあるのじゃないですか。［当事者は裁判員に分
からせようとするので］たまたま被告人にとってもわかりやすくなっ
てきているかもしれないじゃないですか。裁判って、法曹三者、法律
の専門家の世界で進んでいますよね。 
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（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
上記で紹介した複数の引用から分かるように、本研究に協力した法廷通訳人は、法
廷で朗読される法律文書及びそれに対する英訳文の難易度を問題視しており、被告人
の理解が十分に配慮されていないと指摘している。また、通訳人 N が語るように、こ
の問題は通訳を必要とする非日本語話者の被告人に限らない。つまり、刑事裁判の進
行は、法曹三者という専門家同士の間で行われる手続きであり、被告人はその結果を
受け止めればいいという、日本の刑事司法手続きに対する厳しい見方であると言える
一方、裁判員裁判で使用される法律文書はある程度理解しやすくなったと認めること
ができるものの、それは被告人に対する配慮によるものではない。また、起訴状や判
決文などの文書にはそういった変化があまり見られず、依然として理解困難性が高い
のである。 
 
8.2.1 読み上げるスピード及び同時進行通訳 
第 5 章で既述したように、当事者による冒頭陳述、論告、弁論などの朗読の際、ワ
イヤレスシステムを使用した同時進行通訳という方式が適用される。つまり、検察官
あるいは弁護人が日本語の原文を朗読すると同時に、通訳人もそれに対する英訳文を
読み上げていく。逐次通訳の方式を使用した場合と比較して、同時進行通訳の適用に
よって、審理の時間をかなり短縮できる。 
ところが、上記の進め方によって次のような問題も生じうる。①通訳人は当事者の
朗読ペースに合わせると、英訳文の読み上げるスピードが速くなる、②日本語と英語
の双方が被告人に聞こえてしまい、通訳人による英語に集中できなくなることも考え
られる。日本語をまったく解しない場合ならはまだしも、一定程度は解するときには
なおさらである。 
通訳人は実際これらの問題を強く意識し、被告人の理解に悪影響が与えているので
はないかと考えていた。上記①に関しては、通訳人はペースを合わせず、被告人に伝
わるように努力する場合がある。例えば、通訳人 Fは次のように述べる。 
 
確かにワイヤレスシステムを使って、検察官とかが速いことがあ
って、そうすると、検察官が読んでいる部分と、自分［通訳人］が読
んでいる訳がずれてくることがあるのですね。ワイヤレスで、同時で
やるときは結構プレッシャーになります。私はどちらかというと、被
告人に分かる方が重視になって、［当事者の読み上げるスピードを］
無視して、自分へのプレッシャーを耐えつつ、ゆっくり目に読んでい
 170 
きます。ちょっと残る、検察官は終わっているのに、私はまだちょっ
と喋っているみたいな感じになりますね。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 K も同様に、ゆっくり目に読み上げることによって、被告人の理解確保に努
めていると話す。 
私はいつもゆっくり、被告人が分かるようにゆっくり読み合わせ同
時［進行］通訳をやっています。［当事者と通訳人による読み上げは］
ずれますけど、［それを］気にしません。やはり、わかりやすくして
あげなければ［被告人に理解してもらえません］。でも一番の問題点
は、当事者と通訳人の訳出がずれてしまっていると、検察官とか弁護
人が書面と違った内容をその場で言う場合、通訳人の訳している個所
と当事者が話している個所がずれているので、通訳人は、どこが変更
点かが瞬時にはわかりません。また、論告要旨の場合は、最後の求刑
の箇所は白紙のままですから、そこだけは聞き逃さないように必死で
耳を傾けています。 
（通訳人 K、下線は筆者による強調） 
 
読み上げるスピードが速いという問題は、ワイヤレスシステム使用の対象となる文
書に限らない。前述の通り、このシステムは起訴状の朗読や判決宣告には適用されな
い。しかしながら、日本語と英語の違いによって、英訳文が日本語の原文より長くな
ることがあり、通訳人による読み上げは、当事者の朗読が終わった後も続く場合があ
る。にもかかわらず、英訳文の朗読もスピードが速いため、被告人にとって理解しに
くいと通訳人がしばしば指摘する。例えば、通訳人 K は次のように述べる。「［被告
人は］全部は分かっていないと思います。やはり、その人［被告人の英語運用能力］
や専門用語に対する理解度が違いますから。被告人によっては、訳された内容の半分
くらいしか理解していない場合もあると思います。」 
一方、NNS の被告人の理解度について通訳人 I は、より悲観的であり、こう述べる。 
 
棒読みになると、おそらく、ネイティブじゃない方は３割ぐらい
しか分からないじゃないかなと思います。特に判決、この間、読み上
げたのですが、同時読み上げ［同時進行通訳］ではなかったにもかか
わらず、逐次で［読み上げて］、区切って読んだにもかかわらず、弁
護人はこのように主張するというのがあって、それに対して裁判所は
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こう思う、というものの繰り返しだったのですね。弁護人はこう主張
するというふうに［裁判官が］言っているところで、その被告人が首
を振っていたので、「あぁ、分かってないな」と思いました。彼［被
告人］は英語がすごく上手なのですよ。それでも、意味を取り違えて
いるというのは、弁護人は被告人に有利なことしか言っていないはず
なのに、［被告人が］首を振っていたから（中略）私が言っている内
容、英語自体が分かっていないですね。英語というか、読み方なり、
英語の文章の感じなりで、わかりづらいですよね。 
（通訳人 I、下線は筆者による強調） 
 
以上の引用から分かるように、被告人の理解度は英語運用能力だけによって決まる
わけではない。同時進行通訳及び文書の朗読方法自体に問題があると言える。もちろ
ん、この観点からすれば日本語話者の被告人も同様な困難に直面すると主張できる。
しかし、裁判所の言語である日本語を十分に解しない、通訳サービスを受ける被告人
は、その通訳言語の運用能力が比較的低い場合、朗読される内容に対する理解が、な
おさら低くなることが推察される。 
ところが、被告人の十分な理解が確保されているか否かに関して、確認するメカニ
ズムがないという問題を指摘する通訳人 Lは次のように述べる。 
 
特に検察官の冒頭陳述とか、［証拠］要旨の告知は、結構早口で
読んでいるから、通訳も同時［進行通訳］だったら速いですよね。で
すから、形式的に読み上げているということになるから、それは被告
人にちゃんと通じているかというのは、ちょっと不安ですよね。被告
人の方は、「わかりません！」というふうにあまり言わないじゃない
ですか、その場で。（中略）［検察官による］冒頭陳述は、裁判で被
告人が初めて聞くわけですよね。その一回だけになってしまいますよ
ね。 
（通訳人 L、下線は筆者による強調） 
 
同様のスピードで読み上げるというプレッシャーに屈せず、特に NNS 被告人の場
合、その理解を重視した上で読み上げる必要性について、通訳人 F は次のように述べ
ている。 
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早口で論告、弁論を読まれたら、日本人でもどうなのでしょうね。
それに学歴的にそんなに高くなくてとかだったら、ましてやそれを英
語にして、自分の母語でもない言語だったとしたら、早口でパッと読
まれて、どれだけ分かるでしょうね。 
私個人は、この人は英語があまり分からない人だというようなと
きは、ゆっくり目に読むとか、大きな声ではっきり読むとか、ちょっ
と簡単な言葉にするとか、そうするようにしています。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 E 及び通訳人 O も当事者の朗読スピードに合わせる必要がないと話す。 
 
一定のペースで話す、ガガガーって［スピード速く］読み上げない
ように、少し気遣います。普通のビジネス通訳でも全く同じです。と
にかく速く話せばいい、機関銃のように話せばいいというわけではな
いのです。一応通訳とはサービス業なので、［聞き手が］分かるよう
に、見ていて「うんうんうん」と分かっているかなという感じで［確
認しながら翻訳文を読み上げています］。 
弁護人の先生とかは、すごいスピードで読み上げているのですが、
私はいつもマイペースで、ゆっくり［翻訳文を読み上げます］。（中
略）あまりにも速いスピードで飛んだら、［被告人が］理解できない
のです。 
（通訳人 E、下線は筆者による強調） 
 
私の個人的な問題かもしれませんが、検察官や弁護人のスピードに
合わせることはありません。私自身のペースでやっています。当事者
より速かったり、遅かったりすることを気にしません。［翻訳文の］
読み上げスピードは、被告人の理解力に合わせる必要があるからです。 
（通訳人 O） 
 
上記のように、同時進行通訳のみならず翻訳文の逐次的な朗読ですら、被告人にと
って、その内容の理解に悪影響を与えていると主張できる。もちろん、通訳人 L が指
摘したように、審理中に朗読される文章の英訳は、被告人にとって理解困難かどうか
について、確認するメカニズムが導入されていないし、被告人が十分に理解できない
との旨を法曹三者に対して伝えることもほとんど見られない。したがって場合によっ
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て、通訳人 L からの引用にもあったように、日本語原文とその英訳文の読み上げは、
形式上の手続きとなってしまう恐れも十分にある。 
 
8.2.2 被告人の理解の向上に向けた英訳文の構造への工夫 
以上で紹介した聞き取り調査の結果から、法廷通訳人は朗読される文書の難易度を
問題視していることは明らかである。また、この問題に対する法曹三者の理解が不十
分な場合があり、その解決あるいは軽減は、正式に求められないものの、事実上通訳
人に委ねられていると言える。なぜならば、以上の引用から分かるように、通訳人は
被告人の理解を重視し、当事者のスピードに合わさずゆっくり目に英訳文を読み上げ
ることがしばしばあるからである。また、通訳人による工夫は読み上げるスピードに
限らない。通訳人は、被告人の理解の確保に向けたその他の対策も使っているのであ
る。 
第３章で既述したように、法廷通訳をめぐる先行研究では、通訳人による起点テキ
ストへの変化が実施になされていることが明らかである。これらは「裁量的選択
（discretionary choices）」と名付けられている（Laster and Taylor 1994）。また、
筆者が傍聴した裁判員裁判でもレジスターの変化や通訳人による補足などの裁量的選
択が見られたのも前述の通りである（第 5 章を参照）。そのような変化は、通訳人が
無意識なうちに行うこともあるだろうが、被告人の理解を確保するためのストラテジ
ーである場合がある考えられる。また、レジスターや言葉遣いなどのみならず、文章
の翻訳作業においても、通訳人がその構造や順序を調整することもある。例えば通訳
人 Dは、次のように述べている。 
 
私がいつも心がけているのは、日本語で書いてある文書も難しい
けれども、いつ、誰が、何を、どこで、どうしたということ、事実関
係をまず明らかにして、時系列を間違わないように、それが正しく伝
わるような英語になるようにしています。 
（通訳人 D） 
 
つまり、通訳人 D は被告人の理解を重視し、朗読される文章の内容が被告人に確実
に伝わるように努めている。通訳人 F も同様、文章の構造を編集することによって、
被告人にとって理解の可能な目標テキストができると述べ、日本語と英語の違いによ
るものであると指摘する。 
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日本語って結論は後に来る（中略）。例えば、被告人には、子ども
がいる、これまで犯罪を犯したことがないとか、反省している、など
の有利な事情もあるみたいな文章があるとしたときに、英語って先に
結論を持っていくというイメージがあって、「被告人には有利な事情
がある。例えば、子どもが待っている、これまで犯罪を犯したことが
ない、反省している」が出てくるのは、［私の場合に］割と多い。
［被告人は］耳から聞くとしたら、多分そっちの方がわかりやすいじ
ゃないかなと私は思うことがあって、割と結論を先に持ってきて、そ
の例を後に持っていくみたいな訳し方をすることがありますね。（中
略）私は紙をもらっているからいいのですけれども、被告人は紙もな
しに、ただ耳で聞いているだけなので、（中略）わかりやすいように
するためにはどうしたらいいかを考えると、そっちの方が良さそうな
気がします。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 H も、文章の長さ及び言葉遣いの調整によって、被告人の理解の確保に努め
る翻訳ストラテジーを行っていると述べる。 
 
なるべく、日本語は長いのを区切って訳すようにして、わかりや
すく、シンプルな英語で訳そうという努力をしています。法律用語は
もちろん入っていますよ。入って［いるのですが］、長く続かない、
関係代名詞をいれない［ようにしています］。書き言葉ですと、私は
翻訳者だから分かるのですけれども、法律文って契約書のような文書
［の場合で］は、一文一文対応で、日本語が一文であれば、翻訳対象
言語も一文にしてという形です。それから接続し、関係代名詞を使っ
て、長い文章だったら長い文章になるべくするのですけれども、［刑
事事件における通訳翻訳では］そうではなくて、裁判の通訳の場合は
起訴状の文書がたとえ長くて一文であっても、内容に区切りを入れま
す。内容をよく読んで、区切りを入れて、1 文にします。ピリオッド
とかで区切り、二文にします。長い場合だったら、適切な長さに区切
って、作成します。それを読むようにしています。 
（通訳人 H、下線は筆者による強調） 
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以上の引用では、通訳人 H はもう一つの重要な点を提起している。つまり、同じ法
律文章という範疇に属しているとはいえ、契約書などのような文章と本研究の対象と
なっている刑事裁判で使用される文章は、異なるものであり、異なる目的を持ち、異
なる役割を果たすということなのだ。したがって、第３章で取り上げたナイダ（Nida 
1964/2000）の「形式的等価性（formal equivalence）」と「動的等価性（dynamic 
equivalence）」という視座からすれば、契約書等の法律文章にはどちらかといえば前
者、そして刑事裁判で使われる法律文章には後者の等価性を提供した方が、有効な翻
訳ストラテジーであると通訳人 H が主張すると言える。つまり、以上の２種類の法律
文章の目的（すなわち、「スコポス」（Vermeer 1989/2004））が異なるため、翻訳作
業において適用できる等価性の種類も異なるとの主張になる。言い換えれば、翻訳作
業において、本研究で取り扱っている刑事裁判の法律文章では、被告人の理解が重視
されるべきなのである。 
さらに、日本語原文の構造に忠実した翻訳文を作成すれば、被告人に伝わりにくく
なるため、そういった翻訳ストラテジーは逆効果をもたらすと指摘がある。通訳人 O
は次のように述べている。 
 
［英訳文を］日本語と全く同じ順番で読み上げると、わかりにくく
なってしまう可能性があります。したがって私は、翻訳文を複数のセ
ンテンスに区切ります。事実漏れさえなければ、被告人にとってわか
りやすい構造にしてあげたほうがいいです。なぜならば、それらの書
類は裁判官や弁護人のためというよりも、被告人のためにやっている
からです。 
（通訳人 O、下線は筆者による強調） 
 
通訳人による裁量的選択について、「直訳」の問題をめぐる議論において次章で詳
述するが、本項では翻訳文を作成する際に行われる文章の構造や順序に対して、通訳
人が実際に取り組む対策を紹介した。それらの引用から分かるように、通訳人は被告
人の理解を非常に重んじると言える。また、その理解を確保するためには、ある程度、
翻訳文をわかりやすく、伝わりやすくするように努めている。つまり、日本の法廷で
用いられる書き言葉（朗読される法律文書）は、被告人にとって理解困難なものであ
ると通訳人が判断した場合、起点テキストより理解しやすい目標テキストの作成に努
める。通訳人 D の言葉を借りれば、「［被告人に通訳翻訳の内容が］伝わらないと、
意味がないですもの！（中略）私の場合は、伝えるべきことが伝わらないと［通訳人
には］存在意義がないと思います。」 
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8.3 口頭発言におけるコミュニケーションをめぐる問題 
日本の刑事裁判における「書き言葉」の難易度を考察した次に、「話し言葉」にお
ける問題点について聞き取り調査の結果を基に論じる。まず、法廷内の「話し言葉」
とはどのような場面で行われるのだろうか。第 5 章で詳述したように、被告人が実際
に言葉を発する主たる手続きは、証拠調べの一環となる被告人質問である。 
書き言葉と違って、話し言葉におけるコミュニケーションは一方向的ではなく、質
疑応答の形式になる。つまり被告人は、弁護人、検察官、そして場合によって裁判官
や裁判員による質問を受け、それに対して応答する。したがって、その際に被告人に
必要な能力は発せられた質問に対する理解力、及びそれに対して応答できる発言力で
ある。一方、被告人質問以外に行われる口頭発言の場合にも、被告人から発言は少な
いものの、他者による発言に対する理解力が求められる。そういった場面の例として
証人尋問や法曹三者による発言が挙げられる。 
上記を踏まえて、以下では法曹三者などによる発言に対する被告人の理解力、及び
その発言力という二つの側面から、法廷内の話し言葉におけるコミュニケーションの
問題について考察する。 
 
8.3.1 被告人の理解 
本章の冒頭で見たように、協力してくれた通訳人は様々なバックグラウンドを持っ
た被告人の事件を担当してきている。通訳翻訳に対する被告人の理解が確保されてい
るかどうかについて確認するメカニズムがないし、被告人に直接聞き取り調査を実施
できないのも前述の通りである。したがって、通訳人は、自分が発している言葉は理
解されていないのではないかと疑問を持つことがある。これは、被告人の不十分な英
語運用能力に由来するのみならず、日本語での質問の仕方にも原因があると考えられ
る。例えば、通訳人 E は次のように述べている。「二重否定、三重否定、すごく曖昧
な、とても日本語的な表現、すごく漠然とした、何を言っているのかは分からない
［ような表現を］英語にすると、もっと何を言っているのかが分からない［ことにな
ってしまう場合があります。］」 
しかし、英語運用能力自体に問題がある被告人もいる。例えば、カチュルの外部圏
あるいは拡張圏の出身者で、英語を第二言語や第三言語として使う被告人は、非常に
苦労する場合がある。NNS の被告人の事件における英語運用能力について、通訳人 F
は次のように述べる。 
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ボカビュララリーが少ないので、こっちが通訳するとき、使える単
語が限定されてしまう、優しい言葉に言い換えて使わないといけない
ようなことがあったりとか、向こうもなかなか表現ができないので苦
労しているみたいな感じということがありますよね。 
（通訳人 F、下線日筆者による強調） 
 
さらに同通訳人は、ネパール出身（外部圏）の被告人の事件について次のような経
験を振り返った。 
 
［担当した事件で被告人は］ネパールの人でたぶん小学校も行って
いないみたいな方の場合は、自分から言いたいことは言えていない感
じがしたので、一審は［英語で通訳を］やったのですけれども、高等
裁判所から［同じ事件の控訴審での通訳の］依頼が来たときに、「あ
の人は出来たら、ネパール語の通訳さんをつけてあげてほしい」と言
ったことがありますね。 
（通訳人 F） 
 
一方、通訳人 G は、被告人が理解していないだろうにもかかわらず、その旨すら伝
えられない問題について言及している。下記の引用は、フィリピン国籍の事例である
が、刑事裁判という非常にフォーマルな、かつ緊迫感のある場面では、国民性に関係
なく、どの被告人も、理解できない旨を伝えられない緊張した状況に置かれうるだろ
う。 
 
これは無理だなと思ったのは、特にフィリピン人の方［の事件でし
た］。英語は喋れますけれども、あまり細かい話になるとちょっと分
からなくなります。でも［フィリピンの］国民性もあって、分からな
いというよりは、笑い飛ばしてしまう、細かいところはこだわらない
精神、楽観的なところもあると思いますので、細かい話になると分か
っているフリをしてごまかすというところがあります。 
（通訳人 G） 
 
通訳人 G が以上で指摘した問題は、第４章で紹介した「無償同意」に関連したもの
であると言える（Eades 2013）。つまり、上記の例では、フィリピン国籍の被告人は、
通訳を介した法廷ディスコースの意味を十分に理解できなくても、権力を持った者の
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主張に対しては、応じた、あるいは同意した方が良いと考えたという可能性を否定で
きないだろう。言い換えれば、無償同意という権力者への対応方法によって、比較的
低い英語運用能力によって法廷ディスコースを十分に理解できない被告人は、非常に
不利な状況に置かれかねない。もちろん、上記のような例では、無償同意が実際に生
じているかどうかについては断言できないが、権力者である検察官などの主張を「笑
い飛ばす」という被告人の姿勢には、その可能性が生じ得る。 
また、通訳人 G が指摘する「細かい話」には、当然、様々な種類があると考えられ
るが、その中にしばしば指摘されるのは法律用語に対する理解の問題である。この問
題について、通訳人 K は次のように自身の経験を振り返る。「やはり英語のレベルが、
もともと理解力が低かったり、英語そのもののレベルがノンネイティブということで、
なかなか意味が通じない、特に専門用語が通じないということがありましたね」。ま
た、通訳人 H及び通訳人 Iも同様な問題について言及している。 
 
法律用語には、詳しくないんじゃないかという人は何人かいました
ね。［そこで］優しく言い直すということがあったような気がします。
「You are indicted for 何々」（罪が入りますね）、それが「indict」
が分からないから、「You are charged」とか「We are charging you」
とか、そういう優しい方の単語を並べるという形ですね。 
法律用語って、大学から［理解できる能力が身に付くの］ですよね。
例えば、中学校を卒業して高校を中退して、日本に働きに来たという
人は必ずいるわけですよ。そうすると、法律用語というのはほとんど
分かっていない、［こういうことは］実際にありますよね。理解させ
る語彙力は、通訳人に必要なんじゃないかなと思います。被告人の学
歴はどうしようもないので、［そして法曹三者によって］配慮がない
ので、通訳人がいかにそういうことを理解して、優しく言い換えて、
シンプルな形で言い換えるかというのが通訳人の課題なんじゃないか
なと思います。 
（通訳人 H、下線は筆者による強調） 
 
刑事手続きの接見に行って説明する時も、やっぱり、本当に簡単な
英語を使っても、理解に支障があったという感じですかね。日本語で
例えば「示談する」と言って、「settle out of court」という言葉を
使ったら、「えっ？それどういう意味？」とか、「opening statement」
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とは何かとか、そういうのも「それ何？」という感じで、［被告人が］
よく分かってらっしゃらなかったと思います。 
（通訳人 I） 
 
以上から分かるように、とりわけ外部圏と拡張圏の被告人の場合、英語運用能力に
おいてもっとも決定的な要素の一つは、教育レベルであると言える。比較的複雑な概
念を表す法律用語のみならず、そもそも英語の理解力及び発言力が不十分である被告
人は、英語での通訳翻訳サービスを受けるという問題が実際に生じていることは明ら
かである。 
法律用語の難しさはしばしば協力してくれた通訳人に指摘されている。しかし、法
廷ディスコースの難易度は単語や表現レベルのみに限られていない。例えば、通訳人
L は、法律の世界における独特な談話のあり方や法的概念に対する表現し方について、
次のようにコメントする。 
 
これはわかりにくいと思う表現はやはりあるので、それが、裁判官が
判決宣告の後に、例えば、執行猶予の説明があるのですね、あれは［被
告人にとって］大変わかりにくい［と思います］。多分わざと断言しな
いような［表現を使うかと思います］。例えば、「今回は執行猶予です
よ」、と［裁判官が発言したとしましょう］。でも「次に捕まったら、
実刑になる可能性が高いです」とか、というような言い方しますね。だ
から、「必ず実刑になります」とは言えないわけですよ。「執行猶予期
間中に有罪判決を受けたら今度は必ず実刑ですよ」、（中略）それは断
言できるのですけれけども、執行猶予が終わった後に、また別の事件を
起こしてまた実刑がつくと、（中略）今度は「実刑になる可能性が高い
です」という話になるのですね。そうすると、話がちょっと複雑すぎる
というか、いろいろな将来的な可能性を想定して話をしているので、多
分言いたいことは「もう犯罪を犯さないように気をつけて下さい」と思
うのですけれども、あれこれあれこれ言っているとポイントが［被告人
に］伝わらないから、ちょっと難しい言い方だなと思いますね。 
（通訳人 L） 
 
日本における要通訳刑事司法手続きの対象者の中、日本滞在経験が長く、ある程度
の、ないしは高度な日本語運用能力を持つ被告人も当然いる。したがって、通訳言語
となる英語の不十分な運用能力を日本語運用能で補うケースもありうる。例えば、通
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訳人 F は、そういった日本滞在経験者の事件における工夫について、次のように話す。
以下の事例では、「純粋」な英語通訳というよりも、通訳人と被告人とのコミュニケ
ーションを確保するため、いかなる言語的手段を使わなければならないという事例で
あると言える。 
 
ナイジェリアとか、ウガンダとか、アフリカ系の人で、日本で長い間
住んでいる人の場合だったら、単語で、例えば「アルバイト」みたいな
単語を使うことはあるけれども、割と途中に日本語を組み込んだりとい
うのはないと思うのですよね。検事さんが質問するときに「アルバイト
をしていたのですか」と言ったら、それを「part-time work」とか訳す
けれども、「アルバイト」も一緒につけて、「part-time work or 
arubaito」、［被告人が］分かってそうな単語にして、両方を使ったり
［することがあります。］ 
例えば、弁護人との接見で被告人が「アルバイト」をよく使うと知っ
ていれば、［法廷では］あえて「part-time work」よりも、本人にとっ
て「アルバイト」の方が逆にわかりやすいかもしれないから、それを使
う［ことがあります。］ 
（通訳人 F） 
 
一方、通訳人 I は、被告人が日本語をある程度できたことによって、法廷でのコミ
ュニケーションが可能だったという次のような経験を振り返った。 
 
［被告人は］日本語で一番最初に発言した時に、裁判官の方が、多分
これもお決まりのセリフですけれども、「無理に日本語で言わなくても
いいですよ」と言いはったんですよね。「英語で言いたかったら、英語
で言ってください」と［言いました］。でも、彼［被告人］にしてみた
ら、日本語の方が得意だから「わかりました」と言って、一旦は英語で
言い直し［て］、それは訳しましたけど、英語になると喋れる内容がぐ
っと狭まってしまうので、結局また途中で日本語にしはった感じですね。
［そうすると、被告人は日本語ができなかったとしたら、］何回も聞き
直して、こっちがいう英語も選び、難しい言葉を言わず、というような
感じだったと思います。 
（通訳人 I、下線は筆者による強調） 
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以上の例では、被告人がある程度の日本語の運用能力を持ったので、コミュニケー
ションには、大した支障が生じなかった。ところが、この被告人と同等に低い英語運
用能力を持った、日本語のできない被告人の場合、どうなったのだろうか。コミュニ
ケーションが成立しなかった可能性を否定できないのではないだろうか。言い換えれ
ば、通訳翻訳サービスを付けてもらったためではなく、自分自身の日本語運用能力の
ため、法廷ディスコースに対する被告人の理解が確保された。 
ところが、以上のような事例でも、日本語に頼る危険性について、通訳人 G は次の
ように話す。 
 
［被告人の日本語能力については］人それぞれですけれども、これも
［被告人が日本語を］分かっているフリをするのですよね。顔を見たら
分かっているかどうか、話が通じなくなるから、分かっていないだろう
と分かるじゃないですか。そうしたら戻って、裁判官などの許可をもら
った上で、より簡単な英語を使ったりして、分かってもらうことがあり
ます。それがよく起きるのが、日本語を少しできるという風に最初に言
っておいて、分からない時に恥ずかしいから、「分からないですけれど」
と言う余裕がない、ちょっと恥ずかしがり屋さんの時に起こるのです。 
事件がどれだけシリアスなものになっているかということに対しても
自覚がない場合、「すぐ出れる［釈放される］やろ」と思っている人は
あまり真剣じゃない［ですね］。あと薬物を使っていたら、ちょっと思
考能力が落ちているので、わけが分からなくなっている場合［もありま
す。］あと精神病でちょっと分からない人という時には、自分は日本語
が理解していなくても「日本語で通じます」と言った以上、片言の日本
語で喋ろうとする時もありますよね。 
（通訳人 G、下線は筆者による強調） 
 
内部圏の出身者でも、学歴や育った環境によって、十分な英語運用能力を有しない
被告人もいる。例えば、通訳人 B は英語運用能力と学歴との関係について、次のよう
に述べる。 
 
［通訳人が］あまりにも正しすぎる英語を喋ると理解してもらえな
い［米国籍の被告人もいます］。例えば、ある裁判で僕が過去完了形
の疑問詞を使いました。あまり日常会話で聞かないけれども、文法的
に正しいような質問の仕方をしたら、全く理解してもらえませんでし
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た。（中略）僕は普通の英語を喋っていましたが、教育レベル的にそ
ういう問題がありますね。 
（通訳人 B、下線は筆者による強調） 
 
また、通訳人 M は、米国の多民族社会に由来する英語運用能力の問題について、次
にような例を挙げている。 
 
高校もちゃんと行っていないような人たちが［日本に］来て、しか
もネイティブランゲージがスパニッシュ［スペイン語］であったり、
ポーチュギーズ［ポルトガル語］であったりすると、英語はまず 100％
じゃないでしょ。私は普通に質問も、例えば「which」を使ってちょっ
と長めになったセンテンスにしても、もう［通訳の意味が］分からな
い［のです］。ですから、短く切って、「あんたは（中略）なんです
か。どこへ行きましたか」、本当にポツポツポツポツと聞かないと、
この人はついてこれないのだと思ったことはありますね。［しかし］
裁判所に来ると［検察官と弁護人が］聞かせたいのは裁判官ですから、
格調高く、難しい言葉を使っているのですね。 
（通訳人 M、下線は筆者による強調） 
 
上記の引用から、カチュルによるサークルという英語圏の分類化の制約、あるいは
欠点が窺える。つまり、通訳人 M は、米国籍を持ったヒスパニック系の被告人につい
て言及している。それらの被告人らの育ちや教育背景によって、第一言語は英語では
なく、スペイン語あるいはポルトガル語などである場合がある。そういった意味では、
そのようなアメリカ人を英語のノンネイティブとして扱うべきなのかもしれない。 
本項では、日本語→英語という言語方向における被告人の理解の問題について考察
した。一方、次項では、通訳人は被告人が発する言葉をよく理解できないケース、つ
まり英語→日本語という言語方向の通訳における困難について考えよう。 
 
8.3.2 被告人が話す英語の変種 
第 4 章で詳述したが、被告人がどのサークル（内部圏、外部圏、拡張圏）の出身者
かによって、用いる英語の変種が異なる場合がある。また、前項で見てきたように、
学歴などの個人的な背景によって、英語運用能力においても激しい差が生じることも
ある。これを考慮すれば、通訳人は、被告人が発する英語を十分に理解できない可能
性が浮上する。当然、被告人の発言に対する通訳人の理解が不十分な場合、その発言
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を通訳できず、あるいは誤った解釈によって誤訳してしまう恐れも否定できない。通
訳人はこの問題を意識しているが、英語の通訳が付せられた以上、与えられた状況の
下で通訳業務に臨むほかないと判断できる。例えば、通訳人 L は、アフリカ出身被告
人の例を挙げ、次のように述べる。 
 
アフリカ系の人たちは、一応訳してはいるのですけれども、こっち
も半分ぐらい想像で、［被告人が使う］英語文法も不完全だから、そ
こで不完全な英語をこっちで一所懸命に理解して、それを訳している
から、そんなに自信はないですね（中略）アフリカ系の人たちの英語
は、文法は間違いが多いので、「その訳には自信がありません」とい
うのは、確か、裁判が始まる前に書記官を通じて裁判官に伝えてもら
ったと思います。 
（通訳人 L、下線は筆者による強調） 
 
このような経験は、通訳人 L に限らず、数多くの協力者もその問題を指摘している。
例えば、通訳人 O も類似したコミュニケーション上の困難を次のように振り返る。
「アフリカ出身の被告人で、結構通訳しづらい人がいますね。もちろん、高度な英語
を話す人、例えば南アフリカ人などもいます。しかし、ナイジェリア、ガーナなどか
らの被告人は、訛りが強い人が多いです。」もちろん、そういった困難は発音に限ら
ず、言葉遣いなどにも見られる。同通訳人は次のように付け加える。「例えば「お金
を借りる」という表現として「borrow money」のはずのところを「lend money」
［（お金を貸す）］という表現を使ったりします。あるいはその逆で「彼にお金を貸
した」という意味のつもりで「borrow［（借りる）］」を使ってしまう人がいます。」 
以上のような通訳における課題は、外部圏出身の被告人にしばしば見られる。例え
ば通訳人 I はナイジェリア出身の被告人複数の事件を次のように振り返る。「皆さん
は訛りがあったのですが、そのうちの一人は、ほぼ何を言っているのかが分からない
ぐらいでした。」また、通訳人 L も同様に話す。「発音も訛っているのと、英語も不
完全な文法でよく話すので、それがやっぱりすごく難しかった記憶はありますね。」 
このようなケースが実際にどの頻度で起きるかについては断言できないのだが、通
訳人による経験談の中で、被告人の訛り、発音、あるいは文法の用法という諸問題は
しばしば浮上している。例えば通訳人 I はイラク出身の事件で次のような困難に直面
した。 
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文法も、英語の構成も、こっちが言うことも、何の問題がなかった
のですけれども、いくつかの単語の発音が、ちょっと違うことがあり
ました。例えば、強制わいせつ［という罪名の刑事裁判］だったので、
［「強制わいせつ」は英語で］「indecency」ですよね。ですから、
［アクセントは］「indecent」ですよね。でも、それが「indecent」
と［被告人が発音していました。］（中略）「indecent」って何です
か？」と［私が］言って、「「indecent」、僕が indecent な気持ちに
なって、やってしまった」と［被告人が説明したが］結局スペルを言
ってくれたのですね。そうしたら、「indecent」と「あぁ、わかりま
した、わいせつ」［とようやくわかりました］。それが一番大変で、
ものすごく時間かかりました。 
（通訳人 I） 
 
被告人の英語運用能力という問題をめぐる議論において、英語の変種について考察
する必要があるのは、前述の通りである。当然、被告人が話す英語の変種には、その
育った国や地域のみならず、広い意味での環境が影響を与えうる（Pennycook 2008）。
例えば、そのような生活をしているかによって、被告人の言葉遣いのみならず、その
発言力も異なる場合がある。通訳人 B は、被告人の学歴や生活ぶりとその英語変種と
の関係について、次のように述べる。「単純に低学歴で、そして低所得の集まりで育
ったから、それは彼らのせいではないのですけれども、結果的に英語はまず、長いセ
ンテンスを作れないのです。スラングも多いし、そしてあまり論理的に順序で話さな
いし、脱線します」。 
一方、英語の通訳人を付けられた刑事裁判では、被告人が話す言葉を「英語」と言
えるかどうかという問題が生じるケースすらある。にもかかわらず、通訳言語として
英語が選定されてしまう。通訳人 N は、太平洋諸島で使われる英語について、次によ
うに述べる。「あの辺の国は、ピジン英語もありますよね。多分母国語と［英語が］
若干ブレンドされているのですよね。もともとの英語とは全然違うものになりますね」
（下線は筆者による強調）。 
本研究の聞き取り調査に協力してくれた 15 名の通訳人のほとんどは、被告人の英
語に問題があったという刑事裁判を経験したと言及した。その「英語の問題」は以上
で見たように不十分な理解力もあれば、被告人が話す、通訳人にとって理解困難な言
葉の問題もある。後者の場合、被告人が話す英語の変種が通訳人にとってわかりにく
いケースもあるが、そもそも被告人の英語での表現力が不十分であることも指摘でき
る。 
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本論文を通して論じてきた多様な英語には、多くの場合、同じ通訳人が臨まなけれ
ばならない。通訳人によって、その対応方法は異なるだろうが、通訳人 G によれば、
ノンネイティブ英語には、ある程度慣れていくことによって、法廷における通訳作業
がよりやり易くなると話す。 
 
［通訳人が］普通に速く喋っていたら［NNS の被告人に］通じないの
で、私もだんだん慣れてきて、英語がネイティブじゃない英語話者に話
しかける方法を見出しているのです。（中略）普通の英語で通訳したら、
通訳しても通じないのが分かったので、ある程度、英語のノンネイティ
ブの話者に対するしゃべりかける英語を発明していて、それを使ってい
るのですけれども、そうすると［意味が］通じるのです。ただ、その方
法を知らない通訳人だと、通訳人がザーッと喋ったら［被告人が］分か
らないと思いますよ。希少言語の通訳人はすぐに見つからなくて、それ
で私に頼まれてきているということが分かってきているので、仕方がな
い［と思います］。 
（通訳人 G） 
 
当然、ノンネイティブ英語には数多く様々な変種が存在するため、すべての変種や
癖に慣れることは不可能である。しかし、英語を「アメリカの言語」として考えがち
である日本（本名 2006）では、通訳人 G が指摘するように、（そもそも多様な）アメ
リカ英語に限らず、他の英語の変種の存在を意識し、可能な範囲でそれらに慣れるこ
とによって、被告人とのコミュニケーションにおける困難が軽減されるかもしれない。
しかし、被告人の英語運用能力がそもそも低い場合は当然、その限りではない。 
これまで述べてきたように、被告人の第一言語を担当できる通訳人の不在あるいは
不足などの理由によって、英語の通訳翻訳に頼らざるを得ないのが現状だと言える。
このような事態への対応策の一つとして、協力者の通訳人はしばしば弁護人接見への
同行の必要性を訴える。つまり、公判が始まる前に、被告人の英語における理解が困
難な訛あるいは文法や単語の用法などに事前に接し、慣れる機会がある場合、裁判中
は、被告人とのコミュニケーションにおける困難や問題はかなりの程度軽減できる。
例えば、通訳人 H は、「発音がわかりづらい人がいました。例えば three を tree と言う
のですよ。これが非常に聞き取りづらいので、（中略）弁護人の方に「聞きづらいの
で、弁論について詳しく打ち合わせをさせてください」というような形で電話をしま
した」と、ウルドゥー語を第一言語とするパキスタン出身の被告人の事件について振
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り返った。同様に、通訳人 A も、弁護人接見への同行によるコミュニケーション上の
困難軽減について次のように述べる。 
 
例えば、南アフリカ、シエラレオネ、ナイジェリア、コンゴ、とい
ったようなアフリカ出身の被告人の場合、その中には、そもそも英文
法がスタンダードではないということと、本当にどの国の人というよ
りも、人によって発音や言い回し、表現［などにおいて］違いがある
ということですが、そういうことは、幸い接見を重ねていく中で、一
人一人の特色や特徴を把握できたことが多いです。法廷に至るまで、
至っても、難しかった、苦労したというときは、事前の接見等でのや
りとりが少なかったときでした。 
（通訳人 A、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 F は、弁護人接見の段階においてコミュニケーション上の様々な問題が浮上
すると指摘する。しかし、接見に同行させてもらい、被告人が話す英語変種に慣れる
機会を与えてもらったことによってこそ、法廷ではそういった問題を軽減できると主
張する。 
 
法廷でやるときは、ある程度、前の段階があって、弁護士さんとの
接見で打ち合わせをしているので、ある程度裁判、法廷でやるときは、
［被告人が］分かっているという部分がありますよね。（中略）特に
英語をあまりできない人は、接見をしっかりやっておくようにしてい
ます。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
これについて通訳人 M も接見への同行の重要性について次のように話す。「通訳者
としては、いきなり初めて耳にする英語、しかも［事件の］内容も全然分からない、
記録も私は読んでいないですよ。私は辞書ではありませんので、そばで聞くだけでい
いので、接見に同行させてもらえる方が、通訳者としてやりやすいです。」 
ところが、第 5 章で既述したように、法廷通訳人として選任された人を接見に同行
させるかどうかは、完全に弁護人の裁量である。協力者は、接見への同行の必要性を
強く意識しているが、弁護人に同行させてもらえないという実状をしばしば指摘して
いる。もちろん、同行させないという決断には、例えば弁護人自身が英語を使える
（と思っている）とき、ないしは弁護作戦などのような様々な理由があるであろう。
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しかし、司法の場に限らず、通訳翻訳業務においては、現場で臨む案件の背景を理解
することが必要不可欠なほどに重要なのである。また、日本の刑事司法手続きにおい
て特殊な役割を果たす英語という通訳言語に潜む諸問題を考えれば、弁護人接見への
同行によって事件の背景や詳細をよりよく理解できるようになり、通訳作業が円滑に
なる結果、被告人の主張がより正確に裁判所に伝わると考える方が自然ではないだろ
うか。 
以上で紹介してきた引用から明らかなように、被告人の英語運用能力の視座からす
れば、英語を用いた法廷通訳には、様々な問題が潜んでいるという事実について、疑
問の余地はない。被告人自身の英語運用能力が不十分である問題、比較的低い学歴に
よってより複雑な話が理解できない、そして法曹三者によるそれらの問題に対する不
十分な理解あるいは配慮は、非常に顕在的である。一方、通訳人は与えられた条件の
下で、通訳翻訳業務に臨むほかには、対応方法がないとも言える。したがって、以上
で見てきたように、通訳と翻訳のそれぞれの作業を行う際、通訳人は実際に被告人の
英語運用能力に配慮しており、ある程度その能力に合わせた訳出という対策を行って
いる。もちろん、それは裁量的選択の範囲内で行われているため、通訳翻訳の正確性
に問題を招くとは言えない。 
聞き取り調査の結果から、通訳人が置かれている難しい立場も窺える。つまり、
「そのまま」の通訳翻訳が求めらているのだが、この要求はかなり非現実的である
（その理由については、第３章及び第５章を参照されたい）。また、比較的低い英語
運用能力を持った被告人の場合でも、法曹三者からの理解や配慮が不十分な場合があ
るため、被告人の低い理解という問題への対策は、建前として認められないものの、
事実上、通訳人に委ねられている。 
 
8.4 小括 
第 7 章で取り上げたリーダビリティ結果からのみならず、本章で紹介した通訳人へ
の聞き取り調査からも、通訳翻訳に対する NNS の被告人の理解が十分に確保されない
ケースがあることが分かった。したがって、通訳人自身は通訳対象者である被告人の
理解の確保に努め、様々な通訳翻訳ストラテジーを行っている。例えば、書き言葉と
話し言葉の双方において、文章及び発言を短く区切ったり、より理解しやすいと思わ
れる単語や表現を使ったり、またはよりわかりやすいテキストの順序にしたりするこ
とがある。そういった意味では、日本の法廷通訳翻訳における建前と本音に齟齬が生
じると言える。すなわち、通訳人は「そのまま」通訳翻訳を行うことを求められる一
方、上記のような通訳翻訳ストラテジーが行われなかった場合、被告人とのコミュニ
ケーションはより複雑になると予測できる。このことから、通訳人の実務に対する不
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十分な理解及びそれに対する非現実的な要求が窺えると言える。つまり、通訳人が裁
量的選択を実際に行っており、そして行わざるを得ないことが通訳翻訳そのものの特
質であるにもかかわらず、通訳人のこういった「権限」は公式に認められていない。 
もちろん、法廷通訳においては、上記以外にも様々な問題が生じると考えられる。
したがって次章では、法廷通訳人がその実務において直面する困難や問題を聞き取り
調査の結果から紹介し、本研究の協力者がそれらに対して、どのような軽減あるいは
解決の対策が必要なのかについて詳述する。  
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第 9 章：通訳人から見た法廷通訳翻訳をめぐる言語課題–被告人の理解向上に向けて 
 
これまで本研究の調査結果を基に、主に「言語」（日本語と英語の双方を含む）が
法廷通訳翻訳において、どのように用いられているのか、そしてそれによって NNS 被
告人の理解にどう影響を与えうるのかについて考察してきた。本章では、法廷通訳翻
訳の遂行において、前８章で取り上げたもの以外に、どのような要素が被告人の理解
に影響を及ぼしているのか、または及ぼしうるのかについて、協力してくれた法廷通
訳人の観点から考える。 
以下で取り扱う問題点は、これまで言及したことがあるものも含まれる。まず、
「国際的」な言語である英語を通訳言語として選定することについて本研究の協力者
がどう考えているのかを紹介した上で、「直訳」及び通訳人の役割を協力者の視点か
ら再検討する。さらに、通訳人と法曹三者との関係はどのような課題や問題を生み出
すのかを見る。上記のような問題や課題を紹介しながら、それらへの解決、あるいは
少なくとも軽減のためには、どのような対策をとればいいのかについて、通訳人の提
案を紹介する。 
 
9.1 通訳言語選定 
第５章で紹介したように、被告人の第一言語を話す法廷通訳人が不足、あるいは不
在の場合、英語などのリンガフランカに頼らざるを得ないのも現状である。一方、法
廷通訳で使用される言語の選定方法については、第６章で詳しく論じたように、多様
な言語的かつ文化的バックグラウンドを持った被告人は、英語運用能力が不十分な場
合が時折見られ、言語選択が必ずしも最良ではない。 
前章で見たように、本研究に協力してくれた通訳人はとりわけ NNS 被告人の不十
分な英語運用能力を重大な問題と考えている。しかし、そもそも英語を通訳言語とし
て選定するということについて、法廷通訳人はどのように考えるのだろうか。以下で
は、通訳人はこのことについて言及した所見を見てみよう。 
 
9.1.1 通訳言語としての被告人の第一言語及びリレー通訳の可能性 
聞き取り調査の対象者である法廷通訳人は、しばしば NNS 被告人の英語運用能力
の問題を提起した。被告人の第一言語を話す通訳人を付けることは最も有効な対策で
あろうが、事実上、不可能に近いほど困難な場合がある。通訳人 L はこの現状につい
て次のように述べる。「できれば、その人の本当の第一言語にしたが方がいいと思い
ますね。（中略）［しかしそういった通訳人が見つからない中］英語の通訳者［通訳
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人］の中で、特に例えばアフリカ系の英語に強い人とか［を選任すればいいのではな
いでしょうか］」。 
一方、通訳人 F は、経験した比較的低い英語運用能力を持ったウガンダ国籍の被告
人の事件を振り返って、次のように話す。 
 
［その事件で、どうすればよかったのだろうか］ルガンド語の通訳
［人］をつける？そうするのが一番いいでしょうけど、現実にルガン
ダ語の通訳［人］を付けられるかどうかというと、なかなか［難しい
ですね。］例えば、ネパール語とか、ルガンダ語とか［の通訳人を付
けるのは難しいでしょうね。］ナイジェリアだったら、いくつかの言
葉があるでしょう、イボ語だとか。それができて、かつ日本語がしっ
かりしている人、そういう通訳人さんってなかなかいないですね。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
一方、通訳人 N によれば、被告人の第一言語を話す通訳人が見つかったとしても、
必ずしも通訳の質及び被告人と法曹三者とのコミュニケーションを確保できると限ら
ない。なぜならば、その通訳人がその言語の母語話者である場合、通訳人の訳出スキ
ルを確保できない可能性を否定できないからである。つまり、比較的高くない通訳技
術を持った人が、被告人の発言を理解できたとしても、その発言を日本語に正確に訳
せない、あるいは法曹三者による日本語での発言を確実に被告人に伝達できない、と
いう問題も考えられる。言い換えれば、当然ながら、通訳翻訳とは非常に高度なスキ
ルを必要とする作業なのである。したがって、通訳言語の選定において、重大なジレ
ンマが生じる。 
 
少数言語［被告人の第一言語］で直接やる、［つまり］通訳の経験
とか、通訳のやり方を知らない人がやるのと、通訳のし方は知ってい
るけれども、その［被告人の］母国語が話せない人がやるのと、どっ
ちがいいのか。通訳の経験がないと、メモも取れないし、情報も落と
してしまうのじゃないですか。なので、どっちがいいのか［を判断す
るのは］、難しいですね。 
（通訳人 N） 
 
第６章で既述のように、英語による被告人とのコミュニケーションを確保できない
場合に採用可能な通訳方法として、リレー通訳が挙げられる。つまり、通訳人が２名
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以上選任され、一方の通訳人は被告人の第一言語である言語 A（例えばナイジェリア
のイボ語）での発言を英語に通訳し、そしてもう一方の通訳人がその発言を英語から
最終目標言語となる日本語に訳す、という方法である。この方法は、東京地方裁判所
で開廷された「ソマリア海賊」の裁判で採用されたが、コミュニケーション上の問題
はなかったとは言えないのは前述の通りである。通訳人 M は、リレー通訳の経験につ
いて次のように振り返る。 
 
タガログ語・英語・日本語というリレー通訳でやったことがありま
す、一回だけ。その時は本当に大変でしたね、本当に大丈夫かな？私
はこの人［タガログ語から英語に訳す通訳人］に頼るしかない、タガ
ログ語全くわかりませんからね。［その］通訳者に頼るしかないです
よね。伝言ゲーム［みたいなもの］だから、怖くてね。「Lost in 
translation」というのが発生しないかというのは、不安に思いながら
やりました。 
（通訳人 M、下線は筆者による強調） 
 
一方、通訳人 Oはリレー通訳のポテンシャルについて言及した。 
 
リレー通訳を何回かやったことがります。例えば、ある事件では、
被告人はビサヤ語話者でしたが、ビサヤ語・日本語の通訳人が見つか
りませんでした。そこで、ビサヤ語・タガログ語の通訳人と、タガロ
グ語・日本語を担当する私が選任されました。こういうような場合は、
裁判所で登録されていなくても、被告人の第一言語のできる有能な通
訳人が見つかった場合、その通訳人による目標言語［ここではタガロ
グ語］を日本語にできる裁判所に登録されている法廷通訳人が補えば
いいのではないかと思います。もちろん、未登録の通訳人は、日本語
を担当していないとはいえ、法廷通訳における正確性の重要性を意識
させる教育を受ける必要があるのです。 
 
（通訳人 O、下線は筆者による強調） 
 
以上の例から分かるように、通訳人によって理例通訳をめぐって様々な経験が有る。
通訳人 M の場合、リレー通訳という方式は正確性に対する不安につながった。一方、
通訳人 O は、相手の通訳人が有能だったため、リレーによるコミュニケーション上の
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支障は生じなかった。双方の通訳人（上記の例では、ビサヤ語・タガログ語の通訳人
とタガログ語・日本語の通訳人）は、それぞれの英語に対して高度な能力を持ち、か
つ訳出スキルを有する場合、リレー通訳は成功を期待できるのではないかという主張
である。もちろん、通訳作業はリレーの方式で行われるか否かにかかわらず、両言語
に対する高度な運用能力及び通訳翻訳のスキルは大前提で、必須条件である。いずれ
にせよ、協力者の中のどの通訳人も、被告人の第一言語を話す有能な通訳人が見つか
らない場合、英語に頼らざるを得ない現状を問題視している。 
 
9.1.2 英語に頼らざるを得ないという現状 
被告人の第一言語を話す通訳人を付けることがほぼ不可能な中、英語に頼らざるを
得ないことを本研究の協力者は理解している。例えば、通訳人 B は次のように、厳し
い現状について言及する。 
 
日本には英語の通訳者の数が最も多いから、そこで勝負をしなけれ
ばならないという状況が現実にあるわけです。（中略）結局英語で勝
負しなければならないから、そのルールで戦わなければならないと思
います。（中略）短期的ソリューションとして英語を中心で考えなけ
ればならないと思います。じゃ、英語の通訳をどう活かしていくのか
とか、そういう方向性で考えていかなければならないと思います。考
えれば考えるほど、今与えられているルールというか、枠組みの中で
は、日本の司法は頑張っていると思います。もちろん、パーフェクト
ではないけれども、予算［の制約］もありますし、そんなにお金をか
けてやれないし。もちろん、お金があって、人材が豊富だったら何で
もできるけれども、それができないから、僕はたくさん調べて、自分
なりに勉強しているうちに、みんな頑張っているな、と感じます。 
（通訳人 B、下線は筆者による強調） 
 
上記の引用は非常に重大な問題を指摘する。限られた予算や人材の不足という状態
の下で刑事裁判を含む司法手続きが運営される中、通訳言語としての英語をどう活か
せば、通訳の効果が上がるのだろうか。つまり、事実上唯一の選択肢である英語をど
のように使用すれば、被告人の理解が向上するのか、そしてその結果、より公平かつ
公正な裁判を受けられるようになるのかが、刑事裁判を含む英語を用いた刑事司法手
続きをめぐる議論において最も重要な課題の一つであろう。 
前章で見たように、訛りや言葉遣いを含む被告人が話す英語における多様性も、コ
 193 
ミュニケーション上の困難の原因になりうる。そういった困難への対策案として、通
訳人のより徹底した専門化の可能性について、通訳人 Lは次のように論じる。 
 
裁判所の方で、英語の通訳者［通訳人］として登録するときに、例
えば「英語（インド）」とか「（北米）」とか、「（アイルランド）」
とか、そういう風に英語をもうちょっと細かく考えていったらいいか
な、細分化というかね、と思いますね。逆に私たち［フィリピン語も
担当する通訳人］はフィリピン人の英語に慣れているので、アメリカ
とか、イギリスの英語に慣れている人が、フィリピン人の英語を聞く
と「すごく訛っている」と言いますが、私はむしろそれに慣れている
ので、あまり訛っているのではなくて「こんなもんだ」と思いますね。 
（通訳人 L） 
 
英語を担当する上記のような通訳人の細分化は、世界諸英語における英語の多様性
への対応として非常に興味深い。通訳人が特定の英語変種、特に外部圏で用いられる
変種を担当することによって、その変種を話す被告人とのコミュニケーションは、よ
り円滑になることを期待できるかもしれない。 
ところが、そもそも英語運用能力が低い被告人が直面する困難には別の対策が必要
となる。通訳言語としての英語による問題に対して、聞き取り調査に応じた通訳人は
様々な対策案を提示した。例えば前章で詳述したように、長いセンテンスを使わない、
よりわかりやすい単語や表現を使う、英語にとってわかりやすい文章構造にするなど
のような訳出ストラテジーが挙げられる。こういったな対策は訳出の正確性に影響を
与えず、そして通訳人 H の言葉を借りれば、通訳人の「自由」ではなく、むしろ訳出
作業において必要な「工夫」であると主張できる。しかし、通訳人 H が言及する工夫
が認められるようになるためには、訳出作業に対する深い理解を法曹三者が持たなけ
ればならないのである。 
 
9.2 通訳人の役割及び「直訳」の要求 
9.2.1 「直訳」及び被告人の理解 
本論文では直訳（「そのまま」の訳出）を求めるという法曹三者の要求が非現実的
であるという問題については、既に詳述した。その根拠として、先行研究で分かった
ことや筆者による裁判傍聴の際にとったメモ及び協力者の通訳人による言及などの結
果を挙げた。つまり、それらのデータによって通訳人は「直訳」をしておらず、実際
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に「裁量的選択」を行っていることが分かった。また、そういった選択は場合によっ
て、必要不可欠であることも明らかになった。当然、直訳の問題は被告人による発言
を日本語にする場合に限らず、双方向の通訳翻訳に生じうる。したがって、このこと
を、日英と英日の通訳翻訳について検討する必要がある。 
まず、通訳人ら自身は「直訳」という要求についてどう考えるのだろうか。この要
求の非現実性に賛同するのだろうか。それとも、直訳は目指すべき訳出のあり方であ
ると考えているのだろうか。当然、通訳人は異なる事件を経験したり、異なる被告人
と接したりしてきているため、人によって観点も異なるだろう。また、以下の引用か
らも明らかなように、「直訳」とは非常に曖昧な表現であり、具体的にどのような訳
出を表すのかは特定し難く、人によってその意味合いの解釈が異なると言える。 
いずれにせよ、直訳を求める法曹三者と、それを求められる通訳人の観点に相違が
出るか否かは、法廷通訳翻訳をめぐり議論を呼び、かつ重要な問題である。なぜなら
ば、通訳人は直訳の要求に縛られるのであれば、訳出作業において通訳人の自由度が
かなり限られるからである。その結果、比較的低い英語運用能力を持った被告人の場
合、その理解を確保できるか否かにかかわらず、目標テキストにおける難易度の調整
が認められなくなってしまうのである。したがってこの視座からすれば、通訳人には
訳出作業においてある程度の自由が認められない場合、「コミュニケーションファシ
リテーター」としての役割を十分に果たせなくなってしまうのである。 
法廷通訳人は「直訳」とは何かについてどのように考えるのかという点から考察し
てみよう。例えば、通訳人 Bは次のように話す。 
 
裁判所の研修に行って、裁判官とか、そして先輩の方とかは、ちゃ
んと忠実に訳そう［と言ったりします］。建前としては、賛成と言い
ますが、現場に出たら、そもそも忠実とは何かという問題があります。
忠実は結構自分で決めるものです。［被告人］本人が何をどのように
意図していたのかは、本人にしか分からないので、不適切かもしれま
せんが、僕は「忠実」に訳していないと思います。 
（通訳人 B、下線は筆者による強調） 
 
上記の引用から分かるように、法廷通訳をめぐって、理論（「建前」）と実務が異
なる場合がある。また、法曹三者は「直訳」や「忠実」な訳出を求めるものの、その
意味合いを明確にしていない。その結果、通訳人自身が通訳の忠実性を決めるのが、
法曹三者におそらく認めらていないというのが現状であると言えるのではないだろう
か。 
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通訳人と法曹三者は「忠実」な通訳翻訳とは何かについて異なる観点を持つことが
ある。この相違について、同通訳人は次のように言及する。 
 
多分、「忠実」という言葉を使ったときに、僕のイメージだと、法
曹関係者は「正しい訳は一つしかない」という数学的な考え方を持っ
ていると思います。でも、通訳の実務者からすると、「正しい訳」に
は範囲があって、その範囲の中に入っていれば、みんな［様々な訳は］
OK ですけれども、人によってこれは良かったり、これはダメだったり、
という意見が分かれるのです。（中略）絶対的な価値に到達しなくて
も、ある意味でアクセプタブルな訳の範疇に入っていれば、とりあえ
ずいいのではないかと思います。 
（通訳人 B、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 B と同様、通訳人 N も通訳翻訳という作業に対して法曹三者による理解の不
足を問題視する。 
 
［法曹三者にとっての通訳人は］マイクロフォンと一緒ですよね。
とりあえずマイクを用意しておいたから、当日使えるから、もう大丈
夫［だと考える法曹三者がいます］。当日マイクロフォンがここに置
いてあって、これで「青」と言ったら、「ブルー」って出るんでし
ょ？というくらいの感じですよね。マイクロフォンだから、誰がやっ
たって、どのマイクを使ったって一緒だし、当日スイッチを入れたら、
スイッチが入るものだし［と思っている法曹三者がいます］。 
（通訳人 N、下線は筆者による強調） 
 
 
一方、そもそも直訳はいったい可能なのであろうか。直訳ができた場合、聞き手の
理解にどのような影響が与えられうるのであろうか。通訳人 C 及び通訳人 E は通訳翻
訳実務における起点テキストへの忠実性の実行可能性について次のように話す。 
 
［法曹三者は通訳翻訳という作業の］現状、そして直訳はどこまで
可能なのかを理解すべきだと思います。まず、直訳は難しいし、場合
によって、直訳すれば［目標言語への訳が］おかしくなってしまうこ
とを理解してほしいです。（中略）直訳の問題を含めて、通訳翻訳と
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はいかに難しいかについては、法曹三者が誤解することがあるのでは
ないかと思います。 
（通訳人 C、下線は筆者による強調） 
 
直訳して分かる表現と、直訳したら何を言っているのかが分からな
い表現があります。（中略）［直訳するようと言ってきた法曹三者に
対する対応は］ケースバイケースです。通訳できない場合はもう、
「通訳できない」と［言います］。直訳をすると、そのコンセプトは
英語にはないから［直訳はできない場合があります］。（中略）ある
日本語の表現を［英語に］直訳したら、無茶苦茶になっているケース
もあるので、ケースバイケースですね。 
（通訳人 E、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 I も法曹三者による理解不足の問題を意識している。被告人が用いる言葉遣
いのみならず、その発言の全ての要素を訳出において再現するように求める法曹三者
がいるが、その要求はかえって、混乱を招きかねないと主張する。 
 
（中略）「言い淀んだことも、言い淀んでください」と［法曹三者
が］言うのですよね。それはやりますけれども、それって裁判員が判
断できます？通訳人は言い淀まないってありえないですよね。（中略）
でも、今、通訳人が言い淀んだことは、被告人が言い淀んだからそれ
を再現しているのか、［それとも］通訳人が詰まって言い淀んでいる
のか、［聞き手には］判断しようがないですよね。だから、［そのよ
うに訳すという要求は］ちょっと馬鹿げているのかなと思ったりしま
すよね。 
（通訳人 I、下線は筆者による強調） 
 
以上の事例は、第３章で紹介したヘイルとの同様な主張である。つまり、ヘイルに
よれば、忠実性、等価性、正確性が、「言語の階層（語彙的、統語的、意味的、語用
論的に）すべてのレベルで等価性のある逐語訳ということであるとすれば、その要求
はほとんど達成不可能なものです」（Hale 2014: 14）。 
一方、「完全に忠実」な訳ができたとしても、その内容が被告人に伝わるか否かは
別の問題である。また、通訳人は「コミュニケーションファシリテーター」である、
あるいはであるべきだという視座からすれば当然、通訳人は「忠実性」以上に裁判参
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与者（被告人及び法曹三者）間のコミュニケーションを重視すべきということになる
のであろう。その結果、被告人の理解は何もより重要となるのである。通訳人 I は、
直訳の要求によって被告人の理解を確保できない場合に生じるジレンマについて、次
のように述べる。 
 
司法通訳に限らず、通訳全般として思うのは、当然聞いている相手
が分かる、理解できる訳をしないと通訳って意味ないですね。声が小
さくて、聞こえない訳をしても、相手が分かっていないのだから、意
味がないですよね。［通訳を］しても、しなくても、一緒ですね。そ
れと同じように、相手が理解できないことを通訳人は言っても、これ
もまた意味がないですよね。でも、一方で、通訳人はそのまま訳すと
いうプレッシャーもものすごくあって、でもそのまま訳すと絶対に分
からないと思いながら訳してしまうというのもすごく嫌だし、必ず相
手が理解できることを訳すべきだし、それが通訳の本来の役割ですね。 
（通訳人 I、下線は筆者による強調） 
 
前章及び本節で紹介した法廷通訳人の引用から分かるように、通訳人は正確な通訳
翻訳を重視するが、通訳翻訳における裁量的選択、または被告人の理解に向けた目標
テキストへの調整やストラテジーを実際に行っている。したがって、通訳人が考える
「直訳」あるいは「忠実」な訳出とは、起点テキストにおけるすべての要素を「その
まま」あるいは「逐語的」に目標言語へ置き換えると言った単純な作業とは全く違う
ことが明らかである。つまり、通訳人にとっての「直訳」とは、通訳人 K の言葉を借
りれば「分かりやすく勝手に訳さない」という訳出であるが、被告人の理解を確保す
るため、または両言語における相違のため、ある程度の調整を避けられない。通訳人
D が述べているように、「基本的に、通訳という行為そのものの性質が、完璧に逐語
的か、完璧に右から左へのような性質の行為ではない」。 
さらには、「直訳」の非現実性は言語そのもによるだけではない。例えば、通訳人
Dは次のように話す。 
 
通訳で越えられない文化の違いというのを、できるだけ逐語的に
［日本語に］訳したところで、逐語的に訳したものが、日本の文化に
ふさわしい日本語にならない［ことがある］のです。（中略）言われ
れば、逐語的に順番も変えずに言った通りということになるのですけ
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れども、それが正しく、その人が言っているメッセージを伝えるのか
は、いつもジレンマを抱えていると思います。 
（通訳人 D、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 D が以上に指摘したように、文化の違いあるいは日本語と英語の間における
違いは、通訳人を悩ませることもしばしばある。また、「直訳」すれば、被告人の意
図と異なる意味を持った訳になってしまう恐れもある。例えば、筆者が傍聴した要通
訳裁判員裁判67で議論対象となった英日における違い及び直訳という要求の非現実性に
ついて、被告人側証人の証言を紹介しよう。この事件では、被告人が知人を模擬刀で
刺し、死亡させた。事件発生後、被告人は警察に電話をかけ「I killed my friend」
と英語で発言した。その発言の「killed」は日本語で「殺した」に訳された。以降の
刑事司法手続きにおいて、「殺した」が前提となり、被告人は殺人罪で逮捕、そして
その後起訴され、裁判にかけられた。つまり、捜査段階で通訳した人が英語の「kill」
に対して「殺す」という訳語を使ったことによって、被告人には殺意があったという
前提で刑事司法て続くが進んでいった。 
ところが、英語を第一言語とする証人が指摘したように、英語の「kill」には必ず
しも殺意があったとは限らない。例えば、「He was killed in a traffic accident」
という表現は英語としてあるが、それは当然「彼は交通事故で殺された」のではなく、
「彼は交通事故で死亡した」という日本語訳が正確であろう。つまり、英語の「kill」
では殺意があった場合は含まれるが、それ以外の自然死ではないケースも含まれるの
である。 
そうすると、「kill」をどのように日本語に訳せばいいのか、という課題が生じる。
もちろん、殺意があった場合は「殺す」という表現が適切だが、特に捜査段階では、
被告人に殺意があったかどうかを見極めるのは非常に重要である。したがって、殺意
の有無がまだ明確ではない段階で「殺す」を使うことは、被疑者、そしてその後、被
告人の弁護には非常に重大な影響を及ぼしかねない。なぜならば、既述の通り、被疑
者が捜査段階で話した、そして通訳に人を介して日本語になった内容は、供述調書と
なり、刑事裁判で非常に重要な証拠として採用されるからである。上記のような例を
考えると、正確な通訳翻訳という前提条件は、通訳人の業務をいかに複雑させるかが
分かるだろう。 
                            
67
 那覇地方裁判所で 2012 年 6 月 18 日に傍聴した刑事裁判である（事件番号：平成 24（わ）
第 14 号）。この裁判の被告人に対する罪名は殺人であり、被告人は少年だったためその国
籍を本論文で省略する。 
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第３章で紹介した法廷通訳をめぐる先行研究から明らかなように、法廷通訳人は、
直訳はほとんど不可能なばかりか、目指すべき訳出ストラテジーではないと言えよう。
その結果、通訳人は起点テキストを単純に目標言語へ置き換えるという作業を行って
いる「導管」ではないことも明らかである。むしろ、起点テキストに含まれているい
かなる要素（用いられる単語や表現など）を解釈した上で、その状況や聞き手を考慮
しながら、もっとも適切な訳出作業に努めると言えるのではないだろうか。 
通訳人を、直訳を行う「導管」として定義するのであれば、コミュニケーションと
いうプロセスにおいて非常に重大な支障が出てしまう、あるいはコミュニケーション
自体が成立しないという恐れが、本論文で紹介した通訳人からの引用から明らかであ
る。したがって、法廷通訳人による解釈というプロセス及びその結果として行われる
裁量的選択を認めた上で、法廷における通訳人の役割を通訳人ら自身がどのように定
義するのかを考察する必要がある。 
 
9.2.2 通訳人の役割についての協力者による定義 
協力者によって、通訳人の役割あるいは役目について、聞き取り調査で様々な所見
が述べられた。例えば、通訳人 G は次のように話す。「通訳人の役目は透明人間です。
通訳人がいないかのようにみんなが法廷で会話できたら大成功ですね。［ただし、］
努力していても、百パーセントは無理です。でもそこを目指すというのは大事だと思
います。」 
通訳人の存在は透明であるべきだという主張は、法廷通訳をめぐる議論においてし
ばしば取り上げられている。この「透明性」を表すため、様々な比喩が使われる。そ
の例として、「黒子」が挙げられる。つまり、通訳人はできる限り目立たない、表に
出ない存在であるべきだという主張である。通訳人を「黒子」として考えることは、
日本における司法通訳翻訳において長い歴史を持つと言える。例えば武田は、いわゆ
る「東京裁判」（日本の戦争犯罪者を裁く第二次世界大戦後に GHQ 管理下で行われた
「極東国際軍事裁判」）においても、通訳人を務めた人が「<黒子的>あるいは<空気の
ような>存在と見られ」たため、同裁判における通訳をめぐる問題はあまり研究されて
こなかったと主張している（武田 2008: 5）。もちろん、東京裁判は日本で実施された
ものの、日本国によるものではなかったなどのことから、本研究で取り扱っている
「日本における司法通訳翻訳」と全く異なる。しかし、日本国内外で通訳人は「空気
のような存在」と考えられていることがあるのは事実である。 
ところが、通訳人 B によれば、法廷通訳人の透明度には制約がある。通訳人 E も同
様、そういった制約を意識している。例えば、通訳人は裁判所、当事者、あるいは被
告人の発言を十分に理解できなかった場合、その発言の意味や意図を確認する必要が
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生じる。例えば、筆者が傍聴した裁判員裁判68では、通訳人による証人尋問の際、次の
ような確認が行われた（括弧内は、筆者による和訳である）。 
 
証人：I was told to take Michael69 away. 
［マイケルを連れて行くように言われました。］ 
通訳人：By whom? 
［誰にですか。］ 
証人：By Jimmy70. 
［ジミーにです。］ 
通訳人：被告人から、マイケルを連れて行けと言われました。 
 
この例では、通訳作業を遂行するには、上記のような確認が不要だったと判断でき
る。なぜならば、元発言者だった検察官が「誰に言われたか」という質問をしていな
いからである。しかも、最終的に日本語に通訳された目標テキストには「ジミー」に
関する言及がなかった。 
しかし、通訳人は被告人や法曹三者の発言内容を一切確認しないで結審する事件は
非常に少ない。例えば、警察取り調べや刑事裁判における被告人質問などにおいて、
被告人の個人背景や事件の経緯に関する質問がしばしばなされる。それに対して被告
人が例えば「I was told by my brother/sister that...」と発言したとしよう。そこ
で、通訳人は被告人に対して、その「brother」は兄なのか、弟なのか、あるいは
「sister」は姉なのか、妹なのかを確認しなければ、通訳ができない。被告人に直接
確認する前に、この表現の具体的な意味を確認してもいいか否かを通訳人が裁判長に
許可を求めたとしても、裁判長に対して発言した時点からは既に、通訳人が透明でな
くなっている。これは、英語と日本語の双方における相違を対象とした簡単な例だが、
実際の刑事裁判において、より複雑な表現が用いられたり、より理解困難な概念が表
現されたりしうることを考慮すると、通訳人による確認の必要な頻度がより多くなる
と考えた方が自然ではないだろうか。そうなった確認を行った途端、通訳人は透明な
「黒子」ではなくなるのである。したがって、通訳人 E は、法廷通訳人の可視化した
存在を認めた上で、その役割を再定義する必要があると主張する。 
上記を考えると、主張されることのある「透明人間」としての通訳人は、「導管」
とは異なることになる。例えば、通訳人 L は、通訳人は「機械的な役割だと思います
ね。（中略）自分の意見とか、感情を入れずに言葉を移し替える役割がいいのではな
                            
68
 同上 
69
 仮名 
70
 同上 
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いかなと今では思いますね」と述べている（下線は筆者による強調）。しかし、この
引用は、通訳人は導管であるべきだという主張ではない。つまり、通訳人は自分の感
情や主張をせずに、正確かつ公平に通訳翻訳を行うべきだという考え方なのである。
正確かつ公平な訳出作業には、ある程度、通訳人に自由度が認められる。同通訳人は
次のように付け加える。 
 
正確に訳すという言葉の意味は、その言葉を発話した人が言いたい
ことのポイントを相手に正確に伝わるように［訳すのは］多分一番大
切なところです。発話をしている人の表現がすごくわかりにくい、回
りくどい表現があるのじゃないですか。そうしたときに、自分も一緒
に回りくどい言い方をして訳すか、それをもう少しストレートな言い
方に訳すのか、それは通訳人が操作可能な範囲だと思うのですね。例
えば、発話をしている人、特に検察官ですが、すごく回りくどい、何
を言おうとしているかが分からない言い方があるのじゃないですか。
そうしたときは、自分も一緒に回りくどい言い方をしてしまうことも
もちろんあるのですけれども、やっぱり、訳しているうちに自分も意
味が分からなくなってきて、通訳は終わったけれども、その後に「つ
まりこういうことです」みたいなことを加えて訳したこともあった記
憶があります。その辺が、通訳人の自由に関わる部分でもあると思い
ますね。 
（通訳人 L、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 N も同様、元発言者の意図を正確に目標言語で表すことが重要だと主張する。 
 
私が思っている正確な通訳というのは、ちゃんと［話し手が］意図
している意味が伝わって、そしてこう聞いたら、こう答えるだろうと
いう反応が返ってくるのが正確な通訳だと思うのですよ。母国語で、
日本語でこう聞いたときに返ってくる、その返ってくる答えが英語で
聞いても答えてくるようにすべきだと思うのですよ。（中略） 
私が言っているのは、検察官が欲しい答えではなくて、日本語で聞
いても、こう答えたら、こうはぐらかすのであれば、それは英語で聞
いてもこう答えたときに、こうはぐらかすような反応［ということで
す］。日本語で答えたときに、返ってくる反応と同じ反応が返ってく
るようにするという［のが正確な通訳です］。その意図が汲みとれて
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はぐらかすなら、はぐらかしていいので、結局は英語にしたばかりに、
日本語で聞いたらそうじゃない答えを言ったはずなのに、英語が間に
入ったばかりにこうなっちゃったというのが、できるだけないような
［通訳が正確な訳だと思います］。 
（通訳人 N、下線は筆者による強調） 
 
通訳人は審理中にコミュニケーションを円滑にする存在であると主張する通訳人も
協力者の中いた。このスタンスは第３章で紹介したレスター及びテイラーのコミュニ
ケーションファシリテーターに最も近い考え方であると言える（Laster and Taylor 
1994）。例えば、通訳人 F は、コミュニケーションを円滑するとは、当事者と被告人
の間に生じうる意見などの相違を和らげるのではなく、コミュニケーションというプ
ロセス自体に支障が生じないことに努めるべきだと主張する。しかし、そういった円
滑化には制約がある。同通訳人は次のように述べる。 
 
［通訳人とは］やっぱり、言語が通じない、できない人達同士で話
が通じるようにコミュニケーションを円滑する人だと思います。コミ
ュニケーションをなるべく円滑に進められるようにする人。でも、無
理もある、限界、制約もある。やっぱり、そんなにパーフェクトに訳
しきれないし、引き落としもあるし、誤解もあるし。機械じゃないで
すからね。でもベストエフォート［最大努力］はやりますけれども、
完璧ではないということを［法曹三者に］理解していただかないと
［と思います］。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
訳出作業における通訳人の存在感の視点からすれば、次のように、通訳人は法廷内
のコミュニケーションを円滑するのみならず、必要に応じて、その主導権を握って、
コミュニケーションプロセスを管理しなければならないという考え方が、顕在的であ
ると言える。そう考える協力者は、通訳人の役割を「サッカーの審判」や「ゴールキ
ーパー」、あるいは「ゲートキーパー」に例える。通訳人 Bは次のように言及する。 
 
僕は黒子ではなく、むしろサッカーのレフェリーみたいなものだと
思います。確かに、いい試合だったら、審判はほとんどみえないけれ
ども、ピンチになったらちゃんとファールとかコールして目立つのじ
ゃないですか。そこでちゃんと交通整理するのじゃないですか。黒子
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は交通整理をできないけれども、通訳はしなければいけないので、そ
ういう意味では、黒子より審判、レフェリーに近いのではないかと僕
は思います。そこで明らかに［通訳人の］存在感が目立ちます。 
（通訳人 B、下線は筆者による強調） 
 
通訳人 J も類似した意見を言及する。この研究協力者は、法廷通訳人を頭脳の神経
をつなぐマグネットに例えている。つまり、「マグネットが被告人側、あるいは通訳
人側で少しでもずれた場合、コミュニケーションがスムーズにいかない」（通訳人
J）。したがって、通訳人 J によればある程度法廷内におけるやりとりを管理しなけれ
ば、コミュニケーションに支障が出る恐れを否定できなくなると主張する。 
一方、通訳人 E は、法廷通訳人により広い権限を与えていると主張できる。この協
力者は、ある程度の主導権を握らなければ、法廷におけるコミュニケーションが円滑
にならないばかりか、混乱になりかねない恐れがあると主張する。 
 
［通訳人は法曹三者と被告人との］間に立つので、ある程度コント
ロールしないと、舵を取らないと、弁護士に流されたり、裁判官に流
されたり［することになりかねません］。流され始めると、訳がめち
ゃくちゃになってしまうので、ある程度コントロールして、何が入っ
てきて、何が口から出て、ゲートキーパーやゴールキーパーみたいに
［行動しなければなりません。］管理がある程度できていないと［い
けないので］、ある程度気が強い人［でなければなりません］。 
（通訳人 E） 
 
これまで紹介してきた通訳人の引用からすれば、通訳人の役割をめぐる意見を、次
のように分類できる。①通訳人は透明人間になるように努めるべきである、②通訳人
は被告人（あるいは証人）と裁判当事者とのコミュニケーションを円滑する存在であ
る、③通訳人は、法廷におけるコミュニケーションを管理する役割を果たす。 
いずれの比喩にしても、通訳人は「導管」ではないことは明らかである。本研究に
協力してくれた法廷通訳人への聞き取り調査の結果から分かるように、通訳人は訳出
作業においてある程度の自由度を持つとされている。この自由度はどこまでなのかは、
通訳人によって意見が分かれるが、いずれにせよ、円滑なコミュニケーション及び被
告人の理解を重視する通訳人として、コミュニケーションファシリテーターの役割を
実際に果たしていると言えよう。 
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9.3 通訳人と法曹三者との関係 
最後に、通訳人と法曹三者との関係について、協力者の観点から考察してみたい。
まず、第 5 章で見たように、法廷における通訳人の立場は比較的脆弱だと言える。す
なわち、通訳人は事件ごとに裁判所に選任されるが、裁判所に所属する職員ではない。
また、裁判において、言語の専門家、あるいはコミュニケーションのエキスパートを
務めるはずの通訳人であるが、これまで論じてきたように、その「専門性」を完全に
発揮する権限は認められないとも主張できる。 
通訳人はその専門性を発揮するどころか、公的な場である法廷において、能力を疑
われることすらある。通訳人 E は次のようなエピソードを振り返る。 
 
たまには、チームプレーをしたくない弁護人もいるので、（中略）
首を突っ込む［通訳に対して様々な指摘をする］人［弁護人］もいる
のです。あとは、日本の中学校、高校で教えるような英語の表現を
［通訳人が］使わなかったら怒る［弁護人もいます。］「そんな英語
を聞いたことない！」、ネイティブ［である私に］対して［言うの］
ですよ。「そんなデタラメな英語を使わないでください」と言われた
ことがありますよ。どういう表現だったかは具体的に覚えていません
けれども、ごく一般的な表現ですが、弁護人は理解できなかったから
［私に対して怒りました。］検察官は絶対そんなひどいことは言わな
いですけでれども、弁護人は、言う人はよく言うのです。 
（通訳人 E） 
 
聞き取り調査の実施に応じた通訳人は、法廷における自らの脆弱な立場について言
及している。前節で見たように、法曹三者は通訳人をマイクロフォンのようなツール
として考えることがあると通訳人 N が述べた。また、通訳人 O も通訳人が置かれてい
る厳しい現状について次のように話す。 
 
裁判員裁判でのことですが、裁判長は弁護人、検察官、そして裁判
員にこう聞きました：「かなり長い時間［審理を］やってきているの
ですが、皆さん、もう少し続けられますか」。しかし、私［法廷通訳
人］の意見は一切聞いてくれませんでした！ありえないでしょう？弁
護人、検察官、裁判員、［つまり］私以外に皆に確認したのに。［法
廷における通訳人とは］彼ら［法曹三者］にとっては、単なる家具の
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ような、機械のような存在でしかないと思います。もちろん法曹三者
は皆そうではないのですが、傷つきますね。 
（通訳人 O、下線は筆者による強調） 
 
上記のような通訳人に対する姿勢は、裁判を含む司法刑事手続きにおける通訳人が
果たす必要不可欠な役割を軽視していると言える。同通訳人は次のように付け加える。 
 
通訳人なしで、裁判が実施されないでしょ？裁判所を含む裁判関与
者はこれを理解すべきです。［しかし］裁判所にとっては、「あなた
がやりたくないのなら別の通訳人に依頼する」というスタンスです。
（中略）時折、法曹三者は［訳出の質に関係なく］通訳人さえいれば
いい、通訳人を付けたことを記録に残せればいいと思っているのでは
ないかと感じます。もちろんいつもではないですが、時折そう感じる
ことがあります。 
（通訳人 O） 
 
このような絶望感は通訳人 O のみならず、他の通訳人の発言でも窺われた。同じ刑
事裁判において、法曹三者と同じように重要な役割を担っている通訳人は、法曹三者
によって対等なパートナーとして見られていない。もちろん、こういう現状には様々
な原因や要因が考えられる。例えば第 5 章で述べたように、欧米諸国と違って日本で
は通訳人に対する認定制度は設けられていない。したがって通訳人は、司法試験に合
格し、数ヶ月にも渡る司法修習を経験してきた法曹三者と同等な資格を持っていない
のは事実である。しかし、国の機関が司法通訳翻訳人に対して、法曹三者に同等な認
定制度及び徹底した修習制度を設けていないことで、通訳人を攻めるのが妥当ではな
いだろう。さらには、司法機関によるフォーマルな訓練を受けていないものの、通訳
人も様々な種類の訓練、教育、研修などを受けてきており、パーフェクトとは言い難
い与えられた条件下でその業務に臨み、法曹三者が有しない言語能力かつコミュニケ
ーション能力を持つため、相互に専門家として認め合う必要があると言える。それは
通訳人への尊重やその自尊心のみならず、それよりも、裁判手続きの適切性や被告人
の人権など、つまり法廷通訳翻訳の円滑な遂行にとって不可欠であろう。 
もちろん、対象言語に対する運用能力、あるいは通訳技術や通訳翻訳人としての倫
理に欠けたりする通訳人もいるであろう。しかし、それは法律家を含むどの職業につ
いても同様にあり得る。また、上述したように通訳人への態度が見直されない限り、
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特に NNS 被告人の不十分な理解などを含む法廷通訳をめぐる言語問題の軽減や解決
は期待できないと言えよう。 
 
9.3.1 ユーザー教育及び通訳人と法曹三者との「協働意識」の必要性 
上記の問題を踏まえて、通訳人によるユーザー教育が必要不可欠であると訴える協
力者もいた。ここでいう「ユーザー教育」とは、第 3 章で紹介したヘイルが実施した
ような、通訳人による通訳業務への理解を深めることを目的とする法曹三者や司法関
係者に対する研修のセッションを意味する（Hale 2015）。 
通訳人が裁判所などの司法機関による研修やフォローアップセミナーなどに参加す
るのは前述の通りである。しかし、そういった研修では、司法関係者及び講師通訳人
が受講生に対して、法廷通訳における重要な遵守事項や求められる訳出のあり方を説
明し、また、模擬裁判の実施によって通訳を練習させる場として設けられる。研修の
最後に意見交換が実施される場合があるが、「ユーザー教育」を目的としたものでは
ない。 
一方、法曹三者を含む司法関係者を対象に、通訳人による研修はほんとんどなされ
ていないと言える。ある所轄警察本部において、警察官に対する研修を通訳人が実施
することはあるが、こういった取り組みは普及しているとは言えない。一方、ヘイル
の研究が明らかにしたように、そのような取り組みは非常に効果的であり、刑事裁判
を含む刑事司法手続きにおける通訳翻訳の問題を少なくともある程度軽減できるポテ
ンシャルがある（Hale 2015）。 
本研究の協力者も上記のような「ユーザー教育」は効果的になると期待する。例え
ば、通訳人 Nはこれについて次にように話す。 
 
法曹三者には、まず通訳について勉強していただきたい。通訳者に
対する研修［のことを］ときどきおっしゃいますけど、通訳者に対す
る研修ももちろん重要ですが、法曹三者に対する研修もしていただき
たい。通訳という仕事についての。［通訳サービスを］使うのであれ
ば、通訳がどういう仕事なのか［という研修をしていただきたい］。
もうちょっとコラボレーションにさせてもらいたいです。一緒にやる
んだ、という意識を持っていただけるとありがたいです。 
（通訳人 N、下線は筆者による強調） 
 
ユーザー教育のセッションによって、訳出作業への法曹三者の理解が深まり、より
円滑、かつより公正な手続きが期待される。また、それと同時に、法曹三者も通訳人
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と協力をしながら、共通の目標（適正な刑事司法手続き）に向けた「協働意識」が生
み出されることも期待できる。それによって、通訳翻訳業務及び通訳人に対する誤解
を和らげ、なおかつ訳出作業における制約を認め、理解してもらえることは、本研究
の聞き取り調査において、多くの協力者の望みであった。例えば、通訳人 F の言葉を
借りれば、 
 
最善は尽くさないとおいけないので、通訳人自身も努力して良い通
訳ができるように励むと、スキルを磨く、でも磨きつつやっぱり 100
パーセント間違えなく、完璧にできるというのがちょっと幻想だと思
いますね。ちょっとした間違い、小さなミスは起こりうると思うので
すよね。そういうのを直すとか、聞き直すとか、何度も確認するとい
うような形で法曹三者に補ってもらうというふうなことをしながら、
より良い手続きを進めていくというふうなことは現実的なんじゃない
かなと思います。そういうふうに現時的なことで適正な手続きを保障
すると。そういう現実的なイメージを［法曹三者に持ってほしいで
す。］通訳人が本当にちょっと間違っただけで、無罪の人が有罪にな
るみたいなイメージって今結構あるのじゃないですか。そういうもの
じゃないんだと知ってもらって、もっと大勢の人が入ってこられるよ
うな［より多くの人が法廷通訳人になることに興味を持てるような］
環境ができたらいいなと思います。 
（通訳人 F、下線は筆者による強調） 
 
以上の引用から明らかなように、通訳人と法曹三者との関係において、相互理解や
互いにコミュニケーションを図ることは非常に重要である。同様に、どのような関係
を通訳人が望ましいと考えるかについて、通訳人 H は、次のように話す。 
 
コミュニケーションをきちっと行う関係ですね。［法曹三者が通訳
人に］資料をきっちり渡す、前もって渡していただくというのですか
ね。接見はきちっと行う。情報は迅速に流していただくというところ
ですかね。あとは、通訳人にやりやすい情報をしっかりと与えてくだ
さるような関係性を築くのも大切なんじゃないかなと思います。 
（通訳人 H） 
 
以上で見てきた通り、通訳人は脆弱な立場に置かれているものの、与えられた業務
 208 
に対して非常に強い使命感を持っている。また、NNS 被告人は、英語運用能力が不十
分なケース、または裁判手続き自体に対する理解が不十分なケースを問題視している。
そして、被告人と法曹三者の間において、より円滑なコミュニケーション、そしてそ
の結果、被告人にとってより公正な手続きに貢献できるよう、法廷通訳の取り組みを
見直す必要がある実現が窺われる。しかし、それが実現するためには、通訳人 I が以
下指摘するように、法曹三者と通訳人の双方は、相互理解を図り、互いから学び合う
という覚悟、あるいは「心の準備」が必要である。 
 
できれば、もう少しコミュニケーションが取れればなぁと思います。
例えば、勉強会のような形、研修のような形で通訳の状況を聞いても
らったり、逆に検事さんや弁護人の先生たちは、こういう時はどうい
うふうな意味で言っているかというのを教えてくれたり、お互いにも
っと話す、理解を深めれらる機会、チャンスがあればいいなと思いま
す。 
（通訳人 I、下線は筆者による強調） 
 
9.4 小括 
本章では、通訳人の観点から見た特に NNS 被告人の理解に影響を与えうる法廷通訳
翻訳の現状を、主に通訳言語として英語の選定（8.1）、通訳人に対する要求及び直訳
の問題（8.2）、そしてユーザー教育及び通訳人と法曹三者との協力の必要性（8.3）
という三側面から考察した。 
まず、通訳人は英語を通訳言語としての選定についてどう考えるのかを検討した。
本研究に協力した通訳人は、外部圏あるいは拡張圏を出身とする被告人の場合、その
英語運用能力には時折激しい個人差が見られると話した。したがって、8.1 で見たよ
うに、そういった場合には英語が最善な選択肢ではないため、被告人にとってより理
解しやすい、かつより発言しやすい言語での通訳サービスを提供した方が、より適切
な場合も考えられる。ところが、被告人の第一言語を担当できる通訳人が見つかりに
くい中、また、そういった通訳人が選任されたとしてもその日本語能力、あるいは通
訳技術が比較的低い場合、かえってコミュニケーション上の問題や困難が生じうる懸
念も否定できない。したがって、上記のような諸要素を鑑みれば、英語に頼らざるを
得ない現状も、通訳人は理解している。 
通訳人はコミュニケーションを図るため、裁量的選択などの訳出ストラテジーを行
使し、被告人にとってより理解しやすい訳出作業を行う場合がある。しかし、そうい
った通訳人による行為は「公式」に認められておらず、水面下で行われてしまうと言
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える。一方、通訳人は上記のような訳出ストラテジーを行わなければ、被告人と法曹
三者とのコミュニケーションが成立しない恐れも考えられる。それにもかかわらず、
通訳人は依然として「黒子」や「空気のような存在」（武田 2008）と見られがちであ
る。言い換えれば、建前として通訳人の「自由」は認められないものの、事実上、訳
出作業を含む被告人とのコミュニケーションは通訳人に委ねられているのである。 
本研究で実施した法廷通訳人への聞き取り調査の結果によって明らかになったよう
に、NNS 被告人による不十分な理解という問題を通訳人のみでは解決ばかりか、軽減
すらできない。したがって、8.3 で詳しく見たように、まず、法曹三者は通訳人が行
う業務、通訳人が訳出において臨む困難、そして被告人が直面する問題をよりよく理
解した上で、通訳人のプロフェショナル精神及び倫理観、「ことば」における専門性
を信頼し、通訳人とより徹底したした連携関係を構築することが必要不可欠である。
そうでない限り、日本語を十分に解しない、かつ英語の運用能力も決して高度ではな
い NNS 被告人に通訳翻訳サービスを付けるというプロセス自体は、形式上の手続きに
しかならない懸念を否定できないだろう。 
  
 210 
第 10 章：考察及び結論 
10.1 通訳言語としての英語：「次善な」選択肢 
第１章では、日本における司法通訳翻訳の対象者となるとりわけ NNS 被疑者・被
告人にとって、通訳言語としての英語に対する理解が困難になりうという仮説を立て
た。したがって、通訳言語としての英語の使用の実態を明らかにすることが本研究の
目的であった。被疑者、被告人、受刑者である英語通訳翻訳サービスを提供してもら
っている通訳対象者には、聞き取り調査実施などのような直接の研究方法は適用でき
ないという制約については既述した。また、刑事裁判を含む司法手続きの際に作成さ
れた録音録画やその他の記録を学術研究の目的での使用はほとんど不可能である。そ
のため、これまで本論文を通して、英語に頼らざるを得ないという現状を意識した上、
英語での通訳サービスを提供される対象者が直面する、あるいは直面しうる困難を表
面に浮上させ、現役の英語法廷通訳人による協力の基で得たデータの分析結果を検討
しながら、司法通訳翻訳におけるリンガフランカとしての英語の使用を改善する必要
があることが分かった。以下、これまでの議論の要点を整理する。 
第３章では法廷通訳を含む司法通訳翻訳をめぐる先行研究の成果を紹介した。同章
で見たように、多くの先行研究は米国、英国、またはオーストラリアなどのコモンロ
ーを導入している内部圏で行われている。すなわち、それらの研究では英語は通訳言
語としてではなく、裁判所の言語として用いられる。したがって、それらの研究では
通訳言語としての英語をめぐる議論はなされていなかったのは、当然である。むしろ、
それらの研究は、通訳翻訳の正確性、裁判所の言語である英語を十分に解しない被告
人に通訳人を付けない問題、さらには、特にオーストラリアの先住民が文化的や言語
的な背景によって法の場で直面する困難などに焦点を当てている。 
一方、ヨーロッパ大陸や日本で行われている司法通訳翻訳研究はしばしば英語を例
にしながら論じるものがあるものの、英語の使用を問題視する論文や文献が依然とし
て非常に少ないと言えよう。その数少ない例外として、毛利（2006）や津田ほか
（2016）が挙げられる。そういった研究の少なさからすれば、法廷などにおいて通訳
言語として使用される英語は、あまり問題視されていない、あるいは当然に思われて
いると言えるかもしれない。そういった意味でも、被告人の第一言語での通訳翻訳サ
ービスを提供が困難な場合における問題や課題を対象とした本論文のような研究は、
重要な意義を持つと言える。つまり、英語を含むリンガフランカを、万能なコミュニ
ケーション道具としてではなく、重大な制約、あるいは場合によって危険性を伴う、
あくまでも「次善な選択肢」として、より真剣に検討していくことが不可欠であろう。 
ところが、第４章で紹介した世界諸英語（World Englishes）やグローバル諸英語
（Global Englishes）などの英語を対象とする研究パラダイムから示したように、
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「英語」には数多くの変種が世界各地で存在するのみならず、個々人の背景によって、
英語の用途や運用能力においても激しい個人差が見られる。したがって、被告人の個
人的背景によって、ある種の英語を話し、ある程度英語を操る能力を有するとはいえ、
必ずしも法廷通訳で使われる英語を理解するために必要かつ十分な運用能力があると
は言えない場合があることも明らかである。 
もちろん、被告人は外部圏や拡張圏の出身者だからと言って、一概に英語運用能力
が不十分だとは断言できないし、逆に英語の「ネイティブスピーカー」も必ずしも高
度なレジスターや言葉遣いなどを操る能力を有すると言い切れない（このことは日本
語を母語とする被告人についても言える）。しかし、英語運用能力が比較的低い、あ
るいは不十分な NNS 被告人が実際に日本の刑事裁判に臨む場合があるという事実は、
本論文で紹介した協力者の経験談や筆者の通訳人及び傍聴人としての経験からすれば、
疑問の余地を残さない。 
第 7 章〜第 9 章では、フレッシュテストというリーダビリティ公式及び法廷通訳人
への聞き取り調査の結果を紹介した。フレッシュテストを適用した結果、英語運用能
力が比較的高度ではない NNS 被告人にとって、刑事裁判中に読み上げられる法律文
書は場合によって、非常に理解困難なものとなり得ることが明らかになった。しかし、
フレッシュテストはセンテンスの単語数及び単語の音節数しか測定対象として使用し
ないため、判決文の翻訳に協力してくれた 12 名の法廷通訳人が作成した英訳文は法律
用語を含め、被告人にとって理解しにくいものとなっている可能性がある単語や表現
の分析も実施した。その結果によっても、英訳された文章が被告人にとって理解困難
な場合があることが分かった。また、被告人は英訳文を判決宣告時71に自分で読めず、
その内容を通訳人に読み上げてもらうことを考えると、通訳人の音読するスピード、
発音や訛り、周りの騒音や雑音、被告人の聞き取り能力なども、被告人の理解に影響
を与えかねないため、NNS 被告人の朗読される内容に対する理解が、より低いと考え
られる。 
15 名の法廷通訳人に対して実施した聞取り調査から、上記の法律文書の英訳文に
おける難易度は、翻訳作業に実際に携わる通訳人にも問題視されていることが分かっ
た。また、通訳人は被告人の理解向上に向けて、分かりやすい文章構造やより日常的
な単語や表現を使い、「裁量的選択」を実際に行っていることも明らかになった。 
訳出作業そのものの本質やその作業を伴う困難に対する法曹三者の理解が不十分で
あるという問題も多くの協力者によって指摘された。そういった不十分な理解の結果、
                            
71
 なお、既述の通り、被告人が日本語話者か否かにかかわらず、結審後、弁護人は判決文
を裁判所から入手し、被告人に読ませることがある。また、被告人は日本語を解しない場
合、判決文を翻訳した通訳人からその英訳文をもらい、被告人に読ませることができる。 
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通訳人が「導管」、「黒子あるいは空気のような存在」（武田 2008）と誤解されがち
であり、訳出作業において「直訳」が要求されてしまうことがある。 
しかし、第 9 章でも論じたように、「直訳」という表現自体が非常に曖昧なため、
どのような訳出が求められているのかが明らかではない。「直訳」とは「逐語的な」
訳出を意味するならば、その要求は非常に非現実的であり、話し手が言った内容を聞
き手に伝達する訳出の本来の意義に逆らうと言える。一方、通訳人は法律家ではない
し、被告人の代理人でもないことは当然である。すなわち、被告人にとって有利な訳
出、あるいは発言者が話した内容になかったものを目標テキストに追加したり、また
はその内容にあったものを省略したりすることも、当然、通訳人はすべきではない。
したがって、本研究で実施した分析の結果、通訳人の役割を「コミュニケーションフ
ァシリテーター」として再定義し、「直訳」ではなく、正確な訳出を求める方が妥当
であると結論づけた。 
同章では、通訳人と法曹三者との関係、及び法廷における前者の比較的脆弱な立場
についても触れた。通訳人の役割や訳出作業に対する不十分な理解という諸問題を、
より詳しく取り扱ったのは、本研究のテーマにとっても非常に重要だからである。な
ぜなら、法曹三者による通訳人への要求やその役割に対する誤解によって、通訳人は
コミュニケーションファシリテーターとしての使命を十分に果たせなくなる場合もあ
り得るからである。その結果、被告人が公正な手続きを受けられかねる恐れを否定で
きない。そうした場合、訳出作業の本来の意義がなくなってしまうのである。前章で
紹介した通訳人 I の言葉を借りれば、「相手が理解できないことを通訳人は言っても、
（中略）意味がない」からなのである。 
しかし、第５章で詳述した要因によって、被告人が話す第一言語を担当できる有能
な通訳人が実際に見つからない中、英語に頼らざるを得ないのも実状である。そして、
与えられた条件の下、与えられた現状の中で通訳人と法曹三者の双方が最善を尽くす
ほかには方法がない。そういった意味では、法曹三者及び通訳人の双方がより徹底し
た連携・協力を図ることが現状の改善の必須条件であることは明らかである。もちろ
ん、本論文で取り上げている諸問題を理解し、その解決、あるいは少なくとも軽減に
向けて努力する法曹三者も通訳人も当然いるが、現状の改善に向けてより努力する余
地があることを強調しておきたい。 
以上でまとめた本研究における議論の要点を考えると、日本語を十分に解しない被
告人には、なぜ通訳翻訳サービスを付けるのかという本来の疑問を再検討する必要が
生じる。その訳出作業が正確、かつ被告人に十分に伝わるのなら当然、その意義が果
たされることになる。したがって日本語に対する不十分な理解のギャップを埋めるた
めに付けられるはずの通訳言語としての英語の理解も不十分な場合が実際にあること
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を考慮すると、訳出作業が実際に被告人のために行われるのかという根本的な設問を
再検討したい。 
 
10.2 「誰のための通訳か」 
以下では、武田（2013）が提起した「誰のための通訳か」という設問について考察
したい。司法通訳翻訳人は、刑事司法手続きの参与者によるあらゆる発言やテキスト
を訳出することがあり、場面によって、数多くの「クライアント」がいる。本研究を
通して、それらを「通訳対象者」（被疑者・被告人）と「通訳ユーザー」（法曹三者
やその他の司法機関）に分けて執筆してきた。しかし、この分類は便宜上のものであ
り、通訳翻訳の業務は一方向的ではない。つまり、通訳人による訳出作業は、「通訳
ユーザー」→通訳人→「通訳対象者」だけではなく、「通訳対象者」→通訳人→「通
訳ユーザー」との流れでも行われる。ただし、翻訳に関しては、通訳ユーザーが作成
した文書の翻訳文を通訳対象者に伝達する場合が多く、「通訳対象者」ほかが外国語
で書いた文書を翻訳することは比較的少ない。 
それぞれの「クライアント」は対等な立場にあるわけではない。通訳ユーザーには
通訳対象者の人生を左右する影響力があるため、明らかに前者の方の立場が圧倒的に
強い。また、法制度についての高い専門知識を持つ、その制度の専門家であるユーザ
ーと比べて、対象者は法律の「素人」であり、弱い立場にある。通訳人もそれに無関
係ではない。なぜならば、通訳人は裁判所などの司法機関に選任され、言い換えれば、
事件ごとではあるが「雇われる」ことになっているからである。つまり、通訳人の報
酬もその司法機関が支払う。したがって、通訳人には誰に対して「忠義」を持つべき
かを問わざるを得ないというジレンマが生じうる。 
もちろん、法廷通訳人は、裁判所と同様、公平な立場にあるとされている。そうい
った意味では、通訳人の「忠義」を議論しても効果的ではない。誰が発言したとして
も、通訳人は中立性を維持し、公平、そして正確に訳出作業に努めるべきである。し
かし、英語運用能力が不十分な通訳対象者が負う「二重ハンディキャップ」を鑑みれ
ば、やはり、その対象者が理解できるように配慮する必要がある。そういった意味で
は、どちらかといえば、通訳対象者のための通訳が求められるのではないだろうか。
ただし、通訳人は対象者に有利な都合を与えるような通訳翻訳を行っても良いという
主張ではないことを明確に断っておきたい。 
そうすると、法廷通訳人は被疑者・被告人及び法曹三者（及び裁判員）の理解を得
るため、様々な工夫をする必要が生じる。先行研究（第 3 章）や本研究の分析結果
（第 7 章〜第 9 章）から明らかになっているように、訳出作業（通訳と翻訳の両方を
含む）において、通訳人が「裁量的選択」を実際に行っていること、そして異なる言
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語間の訳出作業そのものの本質によって行わざるを得ないことは、疑問の余地を残さ
ない事実である。 
したがって、通訳人に対して「直訳」あるいは「そのまま」の訳出を求める要求は
事実上、無根拠、そして無意味であることになる。ゴッフマン（Goffman 1981）の理
論の視座から論じる吉田の言葉を借りれば、通訳人は単なる「発声体」ではなく、訳
出作業によって他者が発した発話の「作者」となる（吉田 2008）。もちろん、訳出作
業にあたって、通訳人には完全な自由は認められておらず、正確性を維持することは
必須条件かつ大前提である。既述の通り、法廷で通訳を開始する前に、通訳人は「良
心に従って、誠実に通訳をすることを誓います」と宣誓する（最高裁判所事務総局 
2011:62）。「誠実」をどう解釈するかは、通訳人によって異なるだろうが、その決め
手となるのが最終的に通訳人の「良心」となる。したがって、「良心」の要素を考え
ると、通訳人は「そのまま」訳す導管ではなく、裁量的選択を通して、目標言語への
訳出作業を行うプロフェッショナルであるべきである。 
もちろん、通訳人は NNS の被疑者・被告人の「調停者（mediator）」や「唱道者
（advocate）」となるべからず（Valero-Garcés 2014）、あくまでも通訳翻訳サービス
を提供する「コミュニケーションファシリテーター」の役割を担うことが望ましい
（Laster and Taylor 1994）。しかし、本研究を通して見てきたように、等価性を保った
正確な通訳翻訳には「正解」がない。したがって、起点テキスト（口頭発言と書面の
両方を含む）に対する等価性に「違反」しない限り、通訳人による通訳対象者の理解
を図った裁量的選択を通訳ユーザーも認めるべきではないだろうか。もちろん、等価
性に「違反」するかどうかは、非常に難しい判断となる場合もあるだろう。したがっ
て、通訳人はプロであるべきゆえ、刑事司法手続き及び法の場における言語の使用に
ついて、十分な知識を持ち、そして継続的にそれを深める必要があるのは言うまでも
ない。 
一方、通訳ユーザーにも通訳翻訳の作業そしてその実務に対するより一層の理解も
求められる。数多くの通訳翻訳をめぐる研究の成果にも関わらず、そして前章で紹介
した本研究に協力してくれた法廷通訳人の発言からも明らかなように、今日でも「直
訳」を訴える通訳ユーザーの理解は不十分だと言える。また、法曹三者や司法機関が、
通訳人による裁量的選択に抵抗感を抱くとするならば、それは通訳人のプロフェッシ
ョナル精神や責任感、あるいは倫理観を疑い、その訳出作業の正確性を信頼しないこ
とにつながるのではないだろうか。そういった通訳ユーザーは通訳人のことを「必要
悪」として考えており、通訳翻訳の作業について誤解し、その作業においてどのよう
な通訳翻訳が最善であるかを判断する権利を持つプロフェッショナルとして認めてい
ないと主張できる。 
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このような現状が続けば、日本における英語を用いた司法通訳翻訳の向上は期待で
きず、NNS の被疑者・被告人は理解の不十分なまま、司法手続きを受けていってしま
う恐れを否定できない。 
 
10.3 「共同責任」意識 の重要性 
第 3 章で、クーク（Cooke 2009）がオーストラリアで行われた研究を紹介した。こ
の研究によれば、英語を第一言語としない先住民のアボリジニは司法の場で直面する
問題や困難を軽減するためには、法曹三者及び通訳人の相互理解かつ「共同責任」の
意識が必要であるとクークが結論付けた。 
日本の文脈に戻ると、第 5 章で既述したように、日本語を解しない被疑者・被告人
に対して、通訳人を付けずに刑事司法手続きを実施することはほとんどない。そうい
った意味では、日本における法の場では、通訳翻訳提供の重要性は十分に認識されて
いると言える。しかし、本論文を通して論じてきたように、特に NNS 被告人が話す英
語の変種、不十分な英語運用能力、被告人と通訳人との未完全な相互理解などような
諸問題を考慮すれば、上記のクーク論文は非常に参考になると考えられる。なぜなら
ば、①「そのまま」の通訳翻訳という要求、②被疑者・被告人の理解を確保するため
の対応に不十分さ、という二つの問題は、日本の司法通訳翻訳の現状と共通している
からである。 
本論文で提起した法廷通訳における英語の使用をめぐる諸問題の解決、あるいは軽
減に向けて、クークが訴える「共同責任」という意識が必要不可欠であることは明ら
かである。その理由については、改めて整理しよう。①通訳人は、比較的低い、ある
いは不十分な英語運用能力を持った被告人の場合に、その英語運用能力に合わせた訳
出を認められていないのが、現在の建前である。②通訳人は裁量的選択を行っている
が、訳出作業そのものの特質によって、そういった選択を行わざるを得ない。したが
って、通訳人は「導管」や「黒子」などではなく、訳出において目標言語での発言や
テキストの「作者」、かつコミュニケーションファシリテーターとして再定義される
必要がある（Laster and Taylor 1994、吉田 2008）。③法曹三者による訳出作業に対
する不十分な理解によって、通訳人はコミュニケーションファシリテーターとしての
役割を果たせなくなる恐れがある。④通訳人による NNS 被告人が直面する困難への
より適切な対応が認識されておらず（上記①を参照）、なおかつ法曹三者による対応
も不十分な場合、被告人は十分に理解しないまま刑事裁判を含む刑事司法手続きに臨
みかねない。したがって、通訳人のコミュニケーションファシリテーターとしての役
割が司法通訳翻訳においてより有意義な考え方である、通訳翻訳サービスを付ける最
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も重要な、かつ根本的な理由は、被告人による理解の確保である72、被告人の十分な理
解が確保されない限り、公正な刑事司法手続きが成立しない、という点に対して法曹
三者及び通訳人の双方による認識が求められる。 
本論文で紹介した先行研究及び、実施した通訳人への聞き取り調査の結果から明ら
かなように、法曹三者による訳出作業及び「ことば」そのものに対する不十分な理解
は依然として重大な問題である。その問題性は、通訳人のモチベーションの低下や失
望感、あるいはプロとしてのプライドのみならず、それよりも、NNS 被告人の理解に
悪影響を与えかねない。したがって、法曹三者が司法通訳翻訳をめぐる実状を意識し、
そこにある問題の解決に向けて通訳人との協力の上、努力していくべきだと考えられ
る。通訳人 N の言葉を借りれば、「一緒にやるんだ」（前章を参照）、つまりクーク
が主張する「共同責任」という意識の誕生が望ましいばかりか、必要不可欠である
（Cooke 2009）。 
 
10.4 結論 
これまで論じてきたように、日本の司法通訳翻訳における英語の使用状況には、改
善の余地があるばかりか、改善対策が必要かつ不可欠である。もちろん、比較的容易
に導入できる改善策もあれば、より遠いゴールであるものもあると言える。これまで
考察してきた主な対策案としては、次のようなものが挙げられる。すなわち、①リレ
ー通訳の実施、②弁護士接見への通訳人の同行、③被告人の運用能力に合わせた通訳
人による訳出方法、④ユーザー教育。 
以下では、英語に頼らざるを得ないのが現状である（被告人の第一言語を担当でき
る有能な通訳人を選任することが困難である）という前提で、本研究に協力してくれ
た現役法廷通訳人への聞取り調査、及び法廷通訳人であり、研究者である筆者の経験
から、これまで取り上げてきた改善策をまとめ、それらの実現可能性について考察す
る。その上で、どのような取り組みが必要かについて結論付けよう。なお、以下で紹
介する内容は、本研究の実施過程を経た筆者の所見であることを明確に断りたい。 
 
  
                            
72
 もちろん、被告人が日本語を十分に解せず、別の言語を話す場合、法曹三者は被告人に
よる発言を理解できないことになるという意味では、通訳翻訳サービスは「法曹三者のた
め」にもなる。しかし、被告人の発言を法曹三者が理解する必要があるということは、被
告人が公正に裁かれるためである。したがって、通訳翻訳サービスの主たる対象者は法曹
三者ではなく、被告人であると強調したい。 
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10.4.1 リレー通訳 
リレー通訳については、第９章において通訳人の観点から考察したが、より詳しく
検討しよう。この訳出方法には様々な制約がある。まず、裁判手続き及び法廷通訳の
運営の観点からすれば、そもそも通訳を介した審理は、通訳を必要としない裁判より
明らかに長時間を要する。リレー通訳を導入するとすれば、その審理時間はさらに長
くなってしまうのも当然である。さらに、裁判所を含む司法機関は、通訳人を選任す
る以上、通訳の費用も負担しなければならないという事実もある。したがって、通訳
人を２名以上選任することによって、国の機関として税金を使って運営される裁判所
などが、支出も増加してしまうことに対して抵抗感を覚えても不思議ではない。 
そういった意味では、裁判所などの司法機関側の観点からすれば、リレー通訳は望
ましくない訳出方法であると考えられる。したがって、筆者が推測するに、裁判所は
リレー通訳を用いなければ、それ以外に被告人とのコミュニケーションが図れない場
合にしか、この通訳方法を採用しないのではないだろうか。言い換えれば、被告人は
「ある程度」の英語運用能力を有する場合は、英語を介した通訳翻訳サービスが提供
されることになるのである。 
一方、第９章で見てきたように、通訳人によって、リレー通訳のポテンシャルに対
する所見が異なる。相方の通訳人に頼らざるを得ないという不安の声もあれば、訳出
作業がより複雑になるという大変さに関する意見もあった。本研究では通訳人の通訳
能力について詳しく触れなかったが、当然、通訳人は皆、いつも完全に正確な訳出作
業を提供できる保障があるとは言えない。通訳人は当然人間として、解釈違いやその
他の理由で通訳ミスや通訳漏れをしてしまう恐れももちろんあるし、逆にそもそも十
分な通訳能力を有しない人が通訳人として選任されるという可能性も否定できない。
特に、被告人の第一言語を話す裁判所登載の通訳人が見つからない場合、その言語の
母語話者であるという理由だけで選任されてしまう人が、非常に専門性の高い任務を
委託されるが、それを完全には果たせないケースがあり得る。 
以上の検討から、希少言語を担当できる有能な通訳人が見つかる場合以外は、リレ
ー通訳を採用するにおいて、リスクが多くあると言えよう。もちろん、本論文でも紹
介した「ソマリア海賊」の裁判などのようなケースでは、リレー通訳に頼らず、刑事
手続を実施することはできなかった。したがって、英語の第一言語話者ではない被告
人の刑事裁判にリレー通訳を採用するか否かについては、通訳翻訳業務のスコポスに
逆効果をもたらさないように、非常に慎重に検討する必要があるのではないだろうか。
また、リレー通訳の採用が決定された場合、被告人の第一言語を話す通訳人に対して、
小規模なものであったとしても、刑事裁判の流れやそれぞれの手続きの特徴、または
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法廷通訳における正確性の重要性や通訳人の役割などをテーマとした事前研修を実施
することも必要になってくるだろう。 
 
10.4.2 弁護士接見への同行 
裁判所が選任した法廷通訳人を接見に同行させるかどうかは、個々の弁護人の裁量
であることは既述の通りである。しかし、非常に多様な言語である英語の場合、筆者
が実施した通訳人への聞取り調査から明らかなように、通訳人にとって、接見への同
行は強調しすぎることはできないほど、重要なのである。なぜならば、NNS の被告人
の訛り、言葉遣い、文法用法などを含む英語変種に事前に慣れる機会を得ることによ
って、その後の刑事裁判における訳出作業がより正確かつ円滑になるからである。も
ちろん、接見同行は、事件の背景や被告人の主張を事前に把握するという観点からも、
通訳人にとって貴重な準備の機会を与える。 
一方、英語のほど変種や方言が比較的に少なく、あるいはリンガフランカとしての
役割を果たすことのない言語については、接見への同行は望ましいものの、不可欠で
はない場合も考えられる。例えば、筆者もポーランド語の通訳人として接見に同行で
きず、法廷通訳に臨んだ経験があるが、その業務においてそれほど苦労はしなかった。
もちろん、接見に同行できたのなら、法廷での訳出作業はより円滑になっただろうが、
その事件の場合、法廷通訳人としての役目を十分に果たすことができた。その要因の
一つとしては、ポーランド語にも当然、地域や個人の背景によって様々な方言や変種
が存在するが、比較的限られた地域で話される言語として、英語ほど多様性があると
は言えない。したがって、どの地域のポーランド語を用いるとしても、第一言語話者
同士のポーランド語は互いに通じないケースは非常に珍しいといったポーランド語の
状況が挙げられる。 
しかし、特に様々な変種や運用能力にまたがる英語のように非常に多様な言語の場
合、弁護人接見への同行は、通訳人にとって重要な機会を作るのみならず、訳出の作
業、そしてその結果、公正な裁判手続きを確保するという意味においても、必要不可
欠なプロセスである。通訳人にとっての接見同行の重要性及び必要性をより良く弁護
人に理解してもらい、通訳人から申し出がった場合、同行させてもらえることが望ま
しいと筆者は考える。 
 
10.4.3 通訳人の英語運用能力に合わせた通訳人による訳出方法 
第３章で見てきたように、法廷通訳のみならず、通訳翻訳という作業の全般におい
て、訳出の正確性を維持しながら、様々な編集が行われる。そういった必要な編集を
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「裁量的選択（discretionary choices）」と呼称することは既述の通りである
（Laster and Taylor 1994）。 
裁量的選択は、必要な時に行われるのみならず、訳出の本質そのものである。言い
換えれば、語彙、文法、または文化などの要素によって様々な言語レベルにおいて異
なる起点言語と目標言語との間に生じる差異から、裁量的選択を伴わない訳出作業は
そもそもないと言ってよい。 
ところが、第８章で論述したように、日本における英語を用いた法廷通訳では、よ
り大規模な裁量的選択を行う必要があるケースも生じると言える。すなわち、被告人
は英語を第一言語として使用せず、かつその運用能力が比較的低いあるいは不十分な
場合、被告人の理解を確保するために、聞取り調査に応じた通訳人は、様々な対策を
実施しているのである。それらの対策の中には、例えば法律文書の英訳文を読み上げ
る際に、長いセンテンスを使わない、短くかつ分かりやすい文章構造にする、より理
解しやすい表現や語彙を使う、あるいは複雑な文型（例えば過去完了形）を避ける、
などが挙げられる 
通訳人への聞取り調査から、上記のような裁量的選択を使用しない限り、被告人と
のコミュニケーションを図れない場合が実際にあることは明らかである。したがって、
通訳翻訳の対象者である被告人の理解を確保するためには、法廷通訳人には裁量的選
択を行う権利があるのみならず、その権限すらあると主張できる。 
一方、裁量的選択の実施状況について、法曹三者はどのくらい把握や理解をしてい
るのかについては、断言できない。「直訳」を求めることは建前となっていることは、
既述の通りである。一方、通訳人による訳出作業における裁量的選択を含む工夫がな
ければ、被告人とのコミュニケーションにおいて重大な支障が生じかねない。したが
って、英語運用能力の程度に配慮し、法曹三者は通訳人に訳出作業における裁量的選
択の規模について判断する権限を認めるという前提で、司法通訳翻訳業務を委託する
必要があるのではないだろうか。もちろん、訳出作業の正確性を維持するため、そし
て通訳人がコミュニケーションファシリテーターを超えた役割を果たそうとしないた
めには、通訳人には徹底した倫理観、通訳能力、そして判断能力が大前提かつ必須条
件であることは、言うまでもない。 
 
10.4.4 ユーザー教育 
本論文では、ユーザー教育は非常に重要であると主張してきた。それは、聞取り調
査の結果からも明らかになったし、先行研究でもその必要性は訴えられている（Cooke 
2009, Hale 2015）。 
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通訳人は法という特殊な領域に臨むのなら、その領域に関する知識を常時に深めて
いかなければならないのは、明らかである。しかし、通訳翻訳も特殊、かつ専門性の
高い業務である以上、法曹三者もその業務に対する理解を示し、そして深めることが
同様に重要である。第９章で紹介した聞取り調査の結果にもあったように、法曹三者
と通訳人は互いから学び合い、相互理解に基づいた対等な関係を築いていかなければ
ならない。通訳人に対する研修等は時折裁判所などで行われるのに対して、裁判所を
含める法曹三者に対する、通訳人、あるいは通訳翻訳の専門家による研修などのよう
な教育の場は、依然としてほとんど見られない。 
本節で論じてきた対策によって、法廷通訳をめぐる問題や課題への改善を期待する
ためには、法曹三者の積極的な協力が不可欠である。そしてそういった協力を実現す
るためには、ユーザー教育は非常に重要な役割を担うことになるだろう。しかし、ユ
ーザー教育の場を設けることは、決して容易ではない。しかも、日本における司法通
訳翻訳の現状を考えれば、まだまだ遠いゴールであると言っても過言ではない。 
一方、ヘイルの報告からわかるように、５回のセッションに限られたワークショッ
プでも、法曹三者の通訳翻訳に対する理解が大いに向上することを期待できる（その
詳細については、3.3.2.2 を参照）。つまり、最初から大規模なユーザー教育の実施が
必ずしも不可欠ではなく、法曹三者に通訳翻訳をめぐる問題に興味を示してもらい、
一歩一歩、その理解を深めていけば、徐々に司法通訳翻訳をめぐる現状が改善してい
くのではないだろうか。 
いずれにしても、ユーザー教育はほとんど実施されていない日本の現状では、通訳
人は正確な訳出作業を実施しながら、とりわけ NNS の被告人の理解、被告人とのコミ
ュニケーションの確保に向けて、常に努力し続けていくべきである。一方、司法通訳
翻訳を対象とする研究者は、この領域をめぐる問題や課題を発掘した上で、それらを
法曹三者や通訳人を含む司法通訳翻訳に携わる全アクターに意識させ、議論を進めて
いかなければならない。このように、様々な努力によって、将来的にユーザー教育の
実現、そしてその結果、より充実した通訳翻訳サービス提供の実現につながることを
大いに期待できるのではないだろうか。 
 
10.5 本研究の制約及び今後の課題 
第１章では、日本における司法通訳翻訳を研究対象にするには、重大な困難が伴っ
ていると指摘した。その主たる理由として、刑事裁判を含む刑事司法手続きで行われ
るやりとりの録音録画は事実上、研究目的で認められないこと、それらの手続きで作
成した記録（録音録画データなどを含む）などの資料を使用できないこと（その例外
は本研究でも使用した判決文である）、または被疑者・被告人など刑事司法手続きの
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対象者に聞き取りができないことなどを挙げた。さらに、日本では裁判所に登載され
ている法廷通訳人の名簿は公開されないため、通訳人に協力を要請することも容易で
はない。 
したがって、本研究を実施するに当たって、知人の通訳人に要請をしたり、他の研
究者や通訳人に協力者を紹介してもらったりするほかには、本研究に協力を得る方法
がなかった。研究協力要請の結果、本研究の第一段階（リーダビリティ分析）には 12
名、そして第二段階（聞き取り調査）には 15 名の法廷通訳人に協力を得ることができ
た。前述の通り、上記 15 名のうち、9 名が第一段階にも協力したが、両段階における
協力者の延べ人数は、27 名となる73。この数は決して多くないと指摘されうる。しか
し、前述の制約を考慮すれば、本研究の協力者数は一定程度確保されたと主張できる。 
津田守ほか（2016）の研究チームは、19 名の通訳人の協力を得たが、それらの通訳
人が担当する言語は英語に限らず、12 の通訳言語を担当する通訳人を含めていた（そ
のうち、英語を担当する通訳人数は 6 名だった）。そういった意味では、研究チーム
ではなく、個人の研究者が英語を担当する 18 名74（延べ 27 名）の通訳人から研究協力
を得ることができたことは、決して少人数だとは言えない。また、通訳人がその業務
を遂行する管轄も異なり、様々な経験をしてきた通訳人（多くはいわゆるベテラン通
訳人であった）が本研究に協力してくれたことが明らかである。 
前述の通り、司法通訳翻訳を研究するに当たって「生のデータ」をほとんど使用で
きない。また、NNS 被疑者・被告人への直接聞き取り調査を実施することは研究者に
認められないため、それらの通訳対象者は実際に通訳言語としての英語の難易度につ
いてどう考えるのかを実証できないという重大な制約があることも前述の通りである。 
協力してくれた通訳人はプロと筆者が考えるため、通訳翻訳の質に問題はないとい
う状況を前提にして論じてきた。しかし、協力者への聞取り調査や筆者の傍聴経験か
らすれば、通訳能力が（場合によって明らかに）足りない通訳人も確かににいること
を認めざるを得ない。したがって、本論文では詳しく触れなかったが、被告人が直面
する問題や困難において、通訳人の能力不足あるいは無能さが原因になる場合もある
とは考えられるが、それらの問題は本論文での議論との関連性がそれほど深くないた
め、今後の課題にしたい。 
既述の通り、司法通訳翻訳人に対する認定制度が導入されていないことはしばしば、
問題視されているが、教育制度が設けられていないことがより重大な問題であると主
張できる。本論文を通して、ユーザー教育の必要性を訴えてきたが、通訳翻訳サービ
                            
73
 第一段階の 12 名＋第二段階の 15 名＝27 名となる。なお、そのうちの 9 名が両段階に協
力してくれた。 
74
 延べ人数の 27 名から両段階に協力した 9 名を引いた気協力者の数。 
 222 
ス提供者である通訳人に対する教育も非常に重要であることは言うまでもない。通訳
人は、法律という自己の専門ではない領域に入り込み、実務に臨むため、その領域に
対する、少なくても基礎的な知識が不可欠である。また、該当の外国語（本研究では
英語）を堪能するだけでは、有能な通訳人にはならない。通訳翻訳とは、非常に高度
なスキルを要する実務である。したがって、司法の場に臨む通訳人は、プロとしての
スキルを身に付け、それらのスキルの向上に向けて常に努力しながら、刑事司法手続
きに関する知識を深めていく必要がある。また、英語という非常に多様な言語を取り
扱う通訳人は、米国や英国などのように伝統的に「英語圏」とされてきた国や地域
（つまり、内部圏）のみならず、より広い視野から英語の使用を意識すうる必要があ
る。 
本研究では通訳人と法曹三者との関係、通訳人や訳出に対する法曹三者の期待や要
求などについて詳しく言及してきたが、それらはあくまでも通訳人の観点から論じた
ものである。したがって、法曹三者に直接聞き取り調査をできなかったのは、本研究
の最も著しい制約であると言えよう。しかし、本論文は英語を用いた司法通訳翻訳を
めぐる問題に関する議論に最終的結論を付けることが目的ではなく、むしろこれまで
ほとんど取り上げられてこなかった英語領域への探求の第一歩として筆者は意義があ
ると考える。そういった意味では、法曹三者、通訳人、そして研究者がこの議論に参
与し、連携した上で現状の改善に向けて努力していくことが望ましい。 
また、本論文では訳出作業に対する法曹三者の理解が不十分な場合があると主張し
た。しかし、通訳人を平等なパートナーとして尊重し、訳出作業及び通訳人に深い理
解を示す法曹三者も当然いることを強調したい。被告人の不十分な英語運用能力を問
題視し、被告人にとってよりわかりやすい手続きのために努力する裁判官、検察官、
弁護人が確かにいる。文字通りの正義感を持って、被告人にとっての公正な手続きや
人権擁護のために全力を尽くす法曹三者がいなければ、通訳人がその業務を遂行でき
ない。したがって、通訳業務の重要性を理解する法曹三者の存在があるからこそ、日
本の司法通訳翻訳の今後の現状改善に期待ができると強調したい。しかし本論文では、
そうでないケースに焦点を当てた理由は、研究協力者が通訳翻訳業務の理解に欠けた
法曹三者にしばしば接していると話したからである。 
通訳人と法曹三者との関係や協働については、より深い調査が必要である。前節で
は、弁護人接見の必要性及びその効果について詳述したが、裁判所や検察官と通訳人
は実際にどのように協働しているのか、またはどのように協働すべきか、より良い通
訳翻訳サービスを提供するためには、裁判官や検察官に何を期待できるのかなどを含
めて、今後、より徹底的に研究していくことが望ましい。 
以上のように、英語を用いた司法通訳翻訳においては、今後の研究課題はまだ多く
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残されていると筆者は考える。今後の研究が発展するためには、通訳人、法曹三者、
法学・言語学・通訳翻訳学を専門とする研究者が連携することは必要不可欠であるこ
とが本研究の最も重要な主張である。なぜならば、司法通訳翻訳を対象とする研究は、
日本の司法制度のみならず、人権擁護の視座からしても非常に重要であることが明ら
かだからである。 
一方、司法通訳翻訳における英語をめぐる諸問題に対応しなければ、日本語を解し
ない英語運用能力が不十分な NNS 被疑者・被告人に通訳翻訳サービスを付けることは
単なる形式となってしまい、「象徴的な茶番劇（symbollic charade）」（Laster and 
Taylor 1994: 231）になりかねない恐れを意識する必要がある。  
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付録資料 
付録 1：翻訳対象となった判決文の抜粋 
 
福岡地方裁判所 
平成 21 年（わ）第 1122 号 
平成 22 年 07 月 26 日 
 
（省略）75 
 
理由 
（罪となるべき事実） 
被告人は、営利の目的で、みだりに、覚せい剤を本邦に輸入しようと企て、氏名不
詳者らと共謀の上、平成 21 年 8 月 17 日（現地時間）、マレーシア所在のクアラルン
プール国際空港において、シンガポール航空第 119 便に搭乗するに当たり、覚せい剤
であるフェニルメチルアミノプロパンの塩酸塩の結晶約 1188.47 グラム（平成 22 年押
第 25 号の符号１ないしは 8 はその鑑定残量）を隠匿したソフトスーツケース（同号の
符号 9）を、同航空会社従業員に対し、福岡市博多区所在の福岡空港までの機内預託
荷物として運送委託し、情を知らない上記クアラルンプール国際空港関係作業員らを
して同ソフトスーツケースを同航空機に搭載させて同空港を出発させ、同日（現地時
間）、これをシンガポール共和国所在のシンガポール・チャンギ国際空港に到着させ、
情を知らない同空港関係作業員らにして、これを同航空機からシンガポール航空第
656 便に積み替えさせた上、同航空機により、同月 18 日午前 7 時 55 分ころ、上記福岡
空港に到着させ、情を知らない同空港関係作業員らをして、これを同航空機から機外
に搬出させて上記覚せい剤を本邦内に持ち込み、もって覚せい剤を本邦に輸入すると
ともに、同日、同空港内所在の福岡空港税関支署入国旅具検査場において、携帯品検
査を受けるに際し、上記のとおり覚せい剤を隠匿しているにもかかわらず、同支署税
関職員に対して、その事実を秘して申告しないまま同検査場を通過して輸入してはな
らない貨物である覚せい剤を輸入しようとしたが、同支署税関職員に発見されたため、
その目的を遂げなかったものである。 
 
（省略） 
 
                            
75 赤文字になっている部分は翻訳していただく必要はありません。 
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（事実認定の補足説明） 
２ 当裁判所の判断 
（１）違法薬物の認識（争点１）について 
イ 被告人の税関での言動について 
（ア）まず、被告人の税関での言動を見ると、次のとおり、本件スーツケー
ス内に覚せい剤を含む違法薬物が隠匿されていることを知っていたと強く推認させる
事実が認められる。 
a 被告人は、上記のとおり、本件スーツケースの開扉とエックス線検査に素直
に応じていたが、本件スーツケースの側面部分に異影を認めた後、間もなく、異影が
何か明らかとなっていない段階で、「このスーツケースの中に非合法的なものが入っ
ているかどうかは裁判で話す。」と述べ、「非合法的なもの」であることをうかがわ
せる発言をするとともに、早々と刑事裁判になることを見据えた発言までも行ってい
る。 
b 被告人は、本件スーツケースの解体検査に応じるよう説得する税関職員に対
し、いまだ異影が何か明らかになっていない段階で、頑なに解体検査を拒絶した上、
「麻薬検知犬に嗅がせればいい。麻薬検知犬がスーツケースを掻きむしったら検査を
してもいい。」と発言している上、「麻薬検知犬が反応したら、検査してもいい、そ
うでなければ私を解放しろ。」などと持ちかけている。 
c 被告人は、異影が薬物であると特定されていないにもかかわらず、仮定の話
としながら、本件スーツケース内の異影が違法薬物であることを前提とした発言を繰
り返し行っている。すなわち、被告人は、税関職員に対し、「ドラッグが入っていた
としても、私が指示したわけではなく、利用されただけなのだから、私ではなく、指
示を出した黒幕を捕まえるべきだ」「もしバッグを運んで 50 万円貰えるとしても、私
はいらないとい言う。私は運び屋（drug trafficker）ではない。」旨の発言をしている。 
以上のような被告人の各言動は、本件スーツケースの中に自分のあずかり知ら
ない物が入っていたことが発覚した際に見せる言動としては不自然であるといえ、む
しろ、元々本件スーツケースの中に覚せい剤を含む違法薬物が存在していることを認
識していたからこそその言動を見るのが自然である。これらの一連の被告人の言動は、
被告人の覚せい剤を含む違法薬物の認識を強く推認させるものである。 
 
（以下は全て省略） 
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付録 2：研究協力依頼書 
 
 
研究プロジェクトへの参加のお願い 
 
 「日本の刑事手続きにおける通訳言語としての英語（仮）」 
 
法廷通訳人の先生方、 
 
名古屋外国語大学大学院博士後期課程（Ｄ２）で、司法通訳翻訳を研究しているヤ
コブ・E・マルシャレンコと申します。私の研究に協力していただきたく、ご連絡いた
しております。その詳細は下記の通りとなります。 
 
研究の背景及び目的 
本研究は、日本の刑事手続きにおける、通訳言語としての英語使用に関する分析を
目的とします。ご存知の通り、被告人の学歴や英語能力は様々ですが、通訳人が付く
被告人は多くの場合、英語を第一言語としていません。本研究ではそれらの被告人
が、法廷で使われる英語の理解においてどのような困難に直面しうるのかを明らかに
します。本研究の主たる研究方法は、日本の裁判所に登載されている英語法廷通訳翻
訳人から収集したデータを分析することです。 
データ収集及びその分析 
本研究に協力してくださる方へは、「判例体系」という判例検索エンジンから入手
した判決文の抜粋（A4 サイズ 1～2 枚程度）を日本語から英語に翻訳していただきま
す（添付ファイルを参照。なお、翻訳文は、電子メールでご返送ください）。内容は
覚せい剤取締法違反の事案を予定しております。翻訳作業におけるバイアスの可能性
を最低限にするため、分析方法についての詳細説明はいたしません。ただし、翻訳文
については、「良い」か「悪い」という評価（翻訳文の「質」の評価、「誤訳」や
「英語のミス」の指摘など）を一切しないことを約束します。分析対象は表現や文型
の選択、またはセンテンスの長さなどです。 
匿名性 
協力者の皆様の個人情報は厳密に取り扱われ、アクセスできるのは私だけに限定さ
れます。お名前やその他の個人情報を開示することは一切いたしません。ただし、下
記の情報については研究で使用したいと考えております：（１）名簿登載されている
地方裁判所名、（２）英語法廷通訳人としての経験件数及びその種類、（３）被告人
の国籍及び人数。 
 
協力していただける方には依頼書を郵送いたしますので、受領後、本依頼書の最後
にある同意書に署名をいただいてから当方までご返送お願いいたします。また、質問
や疑問をお持ちの方は、私のメールアドレス（marszalenko@gmail.com）あるいは携帯
電話（080-3831-8935）までご連絡いただければと思います。場合によっては、改めて
ご都合を伺い、フォローアップのためのインタビューをお願いさせていただくかもし
れません。なお、本研究の成果を論文等にまとめた際には、協力者の皆様に必ずお届
けします。 
日本における司法通訳翻訳の研究及び実務への貢献を目指す私の研究にご協力して
頂ければ誠に幸いです。 
ヤコブ・E・マルシャレンコ 
博士後期課程  
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Request for Participation in a Research Project 
 
 “English as the Language of Interpreting in Criminal Proceedings in Japan (interim)” 
 
Dear Fellow Court Interpreters,  
 
My name is Jakub E. Marszalenko, a second year student of doctoral course in legal interpreting 
and translation at Nagoya University of Foreign Studies. I am kindly asking for your 
participation in my PhD research project. The details of the project can be found below. 
 
Background and purpose of the study 
The study intends to examine the use of English as the language of interpreting in criminal 
proceedings in Japan. As you may know, even though their educational background and English 
proficiency may vary, in many cases non-Japanese speaking defendants, for whom English-
speaking interpreters are appointed, do not speak English as their first language. Therefore, my 
study aims to examine potential difficulties in understanding the English used such defendants 
may face. The main research method to be used in the study is analysis of data collected from 
legal interpreters registered at courts of law in Japan working with English. 
 
Collecting and analysis of the data 
Should you consent to participate in my research, I will ask you to translate an excerpt (1-2 A4 
pages) of a Stimulants Control Act violation judgment text from ‘Hanrei-taikei’ Search Engine 
from Japanese into English (see attached files; I will ask the participants to send the translated 
text back to me via e-mail).  
As I would like to minimize the possibility of bias in the translation process, I cannot 
disclose too many details regarding the analysis methods at this point. However, I guarantee I 
will not evaluate the translation in positive or negative terms (the ‘quality’ of translation, 
‘mistranslations’ or ‘English errors’) whatsoever. In the texts translated I will examine the 
choice of the phrases and grammatical constructions used, as well as the sentence length, among 
other factors.  
 
Anonymous nature of the participation 
Any personal information on the participants gained in the course of the research will be kept 
and confidential and will solely be available to myself. At no point in the project will I ever 
disclose the participants’ names or any other personal information. I would like, however, 
to use the following information in the publication of the research: (1) your first language and 
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the languages you work with, (2) the District Court you are registered as interpreter at, (3) the 
number and type of cases you have worked on, and (4) nationalities and number of defendants 
you have worked with as court interpreter up until now. 
 
Should you be willing to participate in my research I will send you this request by mail. After 
receiving it, I will kindly ask you to sign the consent form at the end of the request and send it 
back to me. Should you have any questions or doubts, please contact me using my email address 
(marszalenko@gmail.com) or cellular phone number (080-3831-8935). Depending on the 
results of the study, I may ask you to participate in a follow-up interview and comment on the 
results. As soon as the results are published, I will share them with the participants. 
 
Your kind cooperation will be truly appreciated and will invaluably help my research, whose 
goal is to contribute to Legal Interpreting and Translation Studies and Practice in Japan. 
 
Yours faithfully, 
 
 
Jakub E. Marszalenko, PhD Student  
 229 
 
研究への参加に関する同意書 
Consent for participation in the study 
 
 
 
 
ヤコブ・E・マルシャレンコの研究に協力します。 
I am willing to participate in Jakub E. Marszalenko's study. 
 
 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
(協力者の署名、署名日 / Signed by the project participant, date) 
 
 
 
 
ご連絡先 / Contact Information 
 
 
 
氏名 / Name: 
 
 
 ....................................................................................................................................................... 
 
 
電子アドレス / E-mail address: 
 
 
........................................................................................................................................................ 
 
 
郵便物宛先 / Postal address:  
 
...................................................................................................................................................... 
 
 
電話番号 / Telephone number:  
 
 
........................................................................................................................................................ 
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付録 3：聞き取り調査概要 
名古屋外国語大学大学院 
国際コミュニケーション研究科 博士後期課程 
ヤコブ・E・マルシャレンコ（博士候補者） 
 
 
 
日本の司法刑事手続におけるリンガフランカとしての英語（仮） 
英語法廷通訳人への質問事項 
 
聞き取り調査の概要 
 
 
一般事項 
Q1: 法廷通訳を始められたころについて教えてください。 
Q1-1 初めて英語の事件を担当したのはいつ（西暦何年）ですか。 
Q1-3 それは、どんな事件でしたか。事件名を覚えておられたら教えてください。 
Q1-4  被告人の国籍はどこでしたか。その第一言語は何語でしたか、また、そのエス
ニックバックグラウンドは何でしたか。 
 
Q2 ご記憶の範囲で、今までのご経験について教えてください。 
Q2-1 英語を使った事件数と被告人の延べ人数はおよそどのぐらいでしたか。その内、
裁判員裁判は何件でしたか。 
Q2-2  そのうち、英語の「ネイティブスピーカー」と「ノンネイティブスピーカー」
の比率は何でしたか。おおよその割合（1割～9割）で教えてください。 
Q2-3 ネイティブスピーカーの場合、英語変種は何でしたか（アメリカ英語、イギリ
ス英語、オーストラリア英語など）。 
Q2-4  ノンネイティブスピーカーの場合、英語運用能力（聞取能力及び発言能力の双
方）はどうでしたか。英語の変種は（癖、語彙の選択、文法の使用等）など、具体例
をいくつでも挙げてください。 
 
リンガフランカとしての英語について 
Q3 上記を踏まえて、ノンネイティヴスピーカーの被告人との英語によるコミュニケ
ーションにおいて困難や問題があった場合、その具体例を教えてください。 
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Q3-1 どのような問題や困難でしたか。 
 
日本語運用能力について 
Q4：今まで接してこられた被告人の中に、日本語を解する人がいましたか。 
Q4-1：どのぐらいの日本語運用能力でしたか。 
Q4-2：（法廷での発言において）日本語と英語を混じることがあったのでしょうか。
それにはどのように対応なさったのですか。 
Q4-3：英語より日本語の方の表現が被告人に通じる場合、日本語のままになさるので
すか。 
 
Q5 法曹三者の使う日本語が「訳しにくい」結果、被告人にとっても理解しにくいこ
とがあると思われますか。 
Q5-1：法曹三者は、（特に英語運用能力の低い被告人の場合）日本語を訳しやすくす
る（そしてその結果被告人にとって理解しやすくする）ために配慮することがありま
すでしょうか。 
Q5-2：裁判員裁判導入は、法廷の日本語に影響を与えたのでしょうか。 
 
通訳人と法曹三者との関係について 
Q6：通訳人の役割をどのように定義なさっているのでしょうか。 
Q6-1：「そのまま訳す」や「直訳」、または「通訳人は導管であるべきだ」というよ
うな法曹三者の要求については、どう思われますか。「正確な通訳翻訳」とは何でし
ょうか。 
Q6-2：通訳人として、法曹三者に求めること、期待することはありますか。 
Q6-3：（とりわけ英語運用能力の低い被告人の場合を考えて）通訳人と法曹三者がど
のように連携すれば、現状が改善されるのでしょうか。 
 
その他 
Q7 加えてコメントやご提案をいただけることがありましたら、お教えください。 
 
 
 
 
ご協力どうもありがとうございました。 
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付録 4：研究協力承諾書 
 
研究協力の承諾書 
 
各位、 
 
この承諾書は以下の研究に関するものです。内容をご理解いただき、調査への協力、資料
の公開についてご理解とご承諾をいただければ幸いです。 
 
研究種目： 博士後期課程 
研究題目： 日本の司法刑事手続における「リンガフランカとしての英語」（仮） 
研究責任者： ヤコブ・E・マルシャレンコ（博士候補者） 
 
記 
 
本研究は、日本の刑事手続における、通訳言語としての英語使用に関する分析を目的とし
ます。ご存知の通り、被告人の国籍、学歴や英語運用能力は様々ですが、通訳人が付く被告
人は多くの場合、英語を第一言語としていません。本研究では、多様なバックグラウンドを持っ
たそれらの被告人が、法廷で使われる英語の理解においてどのような困難に直面しうるのかを
明らかにします。本研究の主たる研究方法は、日本の裁判所に登載されている英語法廷通訳
翻訳人への聞き取り調査から収集したデータを分析することです。 
本研究は、司法通訳翻訳論及び英語学のアプローチを踏まえて、新領域に挑戦するもので
あり、「法廷通訳人」という実務者の視座から経験や意見を集約するだけではなく、その役割を
確実に果たしていくための環境整備に向けた具体的かつ現実的な提言を試みます。 
そこで、「英語法廷通訳人」として実際に刑事事件を担当された方々に（限定して）、被告人
との英語でのコミュニケーション上の問題や課題、通訳人の役割、通訳人のユーザー（法曹三
者）への期待や要望などを聞取りさせていただきたいと願っています。できるだけ各地の裁判所
における、異なった種類の英語を用いた刑事事件をカバーするつもりです。それらを踏まえて
考察を行うことに加え、法曹三者との対話の機会も持ちたいと考えています。ただし、博士論文
執筆や学会発表等においては、集約された内容や類型化された事例を記述することになり、
事件や通訳人を特定することはありません。 
以下、改めて本研究の目的、方法、データの取扱いなどについてご説明します。 
 
１． 調査目的と方法について 
（１）  この調査は、英語を担当する法廷通訳人のおかれた状況、その業務遂行上の問題点
や課題、さらには通訳人としての要望などについて理解するための基礎資料を得ること
を目的としています。 
(２）  調査方法は、インタビューを行います。その調査結果を文字化して言語データを作成し
ます。ただし、研究成果の報告（博士論文や学会発表等）では、複数の協力者から収
集したインタビューデータを統合した形で扱いますので、個人名や被告人の名前が出
ることはありません。なお、研究データに誤りがないように、インタビューの音声を記録さ
せていただきます。この記録は研究データとして慎重に取扱い、第三者が聞くことはあ
りません。 
 
２． ご協力いただく内容は次のとおりです。 
（１） 法廷通訳人として、とりわけ英語を用いる法廷通訳人として通訳翻訳業務に従事したご
経験について聞取りをさせていただくこと。 
 
３． 調査は次のような条件で行います。 
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（１）  この調査への協力は任意であり、同意いただいた方のみを対象とするもので、同意いた
だかないことで不利益を被ることは一切ありません。 
（２）  インタビューに応じた場合でも、答えたくない質問を拒否することができます。また、調査
期間中、調査への協力をとりやめたい場合には、その旨お申し出があればいつでも協
力をとりやめることができます。それによって不利益を被ることは一切ありません。 
（３）  この調査で取集されたデータは、研究の目的以外には使用されません。研究の目的と
は、具体的には、博士論文執筆、研究発表会、学会等での研究発表、及び学会誌な
どへの論文投稿を指します。 
（４）  インタビューは、調査協力者の承諾を得た場合に、録音されます。ただし、録音は部分
的に断ることができ、それによって不利益を被ることは一切ありません。 
（５）  データ収集上の具体的な方法や時期、場所等については調査協力者との相談の上、
決定されます。 
（６）  インタビューの中で語られた内容は、個人が特定されないように編集し、研究者の分析
を経た後に、活用させていただきます。その際、具体的な地域名、調査協力者・被告人
等の氏名はすべて仮名に変えます。それでも個人や関係者が特定される恐れのあると
判断される場合にはその部分を削除します。 
（７）  後日、必要に応じて再インタビューをお願いする場合があります。ただし、再インタビュ
ーへの協力は断ることができ、それによって不利益を被ることは一切ありません。 
（８）  録音されたデータは研究者の責任において管理を行い、個人情報が外部に漏洩するこ
とはありません。 
（９）  収録物の著作権および編集権は、研究担当者に属します。ただし、調査協力者から研
究者へご自身の発言について内容・表現の修正や削除の申し入れがあった場合には、
ご相談の上、最大限従います。 
 
以上 
 
 
私は、上記の内容を理解し、この承諾書に自筆署名の上、自らの自由意思で調 
査に協力することに同意します。 
 
 
2016年   月   日 
 
氏名： ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
ご自筆署名： ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
連絡先電話： ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
電子メール： ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
注： この「承諾書」は 2 部にご署名をいただき、１部をマルシャレンコがお預かりいたします。も
う１部はお手元にご保管ください。 
 
研究責任者： 
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ヤコブ・E・マルシャレンコ（名古屋外国語大学大学院国際コミュニケーション研究科博士後期
課程・法廷通訳人） 
携帯電話： 080-3831-8935 
電子メール： marszalenko@gmail.com 
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